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千:11世的lよがりをもっ都巾-の活動にとって.公辿は人IIUのrfllWとトlじく民生である.

交通は都市発J.ikの惟史の中でつねに住宅や環境とならんで 1mtli I::J組 ，の構成安井;

をなしてきたし，今日その色彩は・層強くなっているようにも思われる.人多故の人

が1.1々かかわり合いをもち，またもち続けなけれはならないだけに.人々の交通への

関心は他のものにも地して強いといってよい.なかでも人々の関心を心;くのは混雑問

題であり，今日では I:.JI~) tU交iillや通勤列 lドのi1i封iがi止も人きな|則心をもたれるところ

である.

本論文はこのように側々人 ・企業が円々関係し，そのtL介としての剖1tli r.!i動にはイミ

nI欠のlfIlrh交泊を，いくつかの視点から分析して交jillj:!J泌を把仰し，それに対する公

的政策 J-_の処ノJ箪を凡いだそうとする立場から占かれている.

本冷文の IIIJ~t~部では，都市交通サービスを. f附々の経済主体であるがi1r者・生庄-(i-に

宅HU的移動をもたらす経済的機能としてとりあげ.そのサービスへのお民 ・供給の関

係から効糸的資源配分 およひ公平な所得分配)がなされるような価絡i低財政面で

の公的政策について与える.

第 1l~ と第 2JFでは.交 iillの経済分析にあたって jよ本的であるトウールについてみ

てゆく. !t~ 1 1:~-: では公的政策をおこなう上で Iはも jy.:斐な判断 J止 ~~flである i史益 ( iì1í 1~者

余剰)のi1lえん・についてJZ務する.交辿機関に改 i々がもたらされたときの効果)重貨

が引き|二けられたときの彫響などを貨幣鎖という共jillのタームで促えるんii.よをJ譲治す

る.第 1o;'， H ，;命では消ti-li・余剰論についての，;/1説の以IHJをとらえ. jill ，，:;~.の i芯 2!J 1111線で

使徒をとらえた場合の妥当性について検討する. i1i 2中では，やはり交jillを経済ヤ的

に JS終するJh~介の，基本的要点ーである時間 füfifll'(について 考える.公辿サービスの師絡

あるいは ~j ，J)f 1rというとき.それはどの主体，どのレベルでとらえるかて大きく異な

ってくる.公共愉j羊サービスの生産者にとっての1'1川は.それに投せられた品々の可

変的 ・同定的要ふの価怖で測られる. しかし公 J~蛤送サービスの消 1'1者にとっての貨

JIJとは，その輸送サービスへの金銭的支払い <A1Dに加えて時間をnら投入せさる

をねない.この時間には直接的な金銭支払いは1'1，わないが. nSIlU7内政によって他の財

(例えば余暇.所向)の獲得機会を失うため.やはり岱川としてとえられる.つまり.

利川者にとっての1'1用とは.輪送サービスの'Uhコストに.この時間についてのコス

トを加える必要がある.物理的には比較的短距離の都tll会jillでは，時間は決定的に軍

~:・である.



第 3~~と第tI 1主では.都lIi交通で顕著にみられる混雑を経済学的観点からとらえて.

その政策的インフリケイションについて勾える ljij有では. 一般均衡分析から段通課

税，所得分配のIUJ胞について検dする. .1市では伝統的j比封E.f:lH"，~を Ilj JS..策することに

より，とくにj渋滞域での均換Jの状態，蚊.i&利川の IIJ能性について新たな比10/(をdみた

い.なお本立の十J' ，;~では，大都 lþ' におけるi'I!Ji)) 111 ~と.iill 混雑による出火j巴似のばす)，がお

こなわれる.

第 5ZE及ひその付論では，手L的交通と公Jl交辿さらには.物資輸送てかの;業務交通が

迫路という共辿の場で文現されている場合のfdlif持政京について検討され.JfJ別的燃料

税と厚生の関係が小される.

tf~ 6 ~~では!J'lí dlの公共公.iillのilli':;~.とその J止民の~I会的"字削を"stみる.公'F¥". 1( ':;~"を

I IlJ わず，交通・j五;長行にとって社会的厚生の i仏大化は行動 JJ五月としては.(111鮮が~j{しいI1rÎ

があるが， ~J~業省にとってより現実的な代付(I!) 1 J動 H棋があるとき. JJx民にi則しての

比校をおこなうことは必:ぷが深い.人・キロ以人化の解は，厚生以大の解に近いこと

が示される.

後、1':部では都rh:文辿をマクロ的に把握し I IfI> jljの粁済的・地問的措.itや1ft史的経緋

咋の32凶と都市交.iill体系の関係について J号える， Xlllliの械造的諸条例・に胤比された.

IfII巾交通体系にみられる秋山や諸問題について与える.市場機能に依イfしておこなわ

れる価桔政策中心の紳済政策だけでは.都dl:iえ辿fBJ:mの解決には卜分とはいえないこ

とが示唆される.

;:ti7草と第 8苧では，わが同の大都市氷点.人阪と代表的な ll!界都市ニューヨーク

の都市交通についてのケーススタディを泊して大都巾交辿の性質を掠る. !.fi 9 l~では

これらケーススタディにも依拠しつつ，大XIIdJ jえ.iillmJ組緩和lの lつの )J';j~ 止しての公

共交通システム盤側lのん向性について宅・えたい.

l/ 



尖辿における i史位計価

~玉 Ir;宝 玉三.i!R，ニヰo t::rる fUi-?:正.トドイiili

市民~1111 ，i!itとf!JI益 m 所得等価

H 補正;お裏曲線 W 交通料金と使益

J~ 

公的 1:体のおこなう政策を評価する さい，便益はイi川な槻念としてlムくJ1H、られて

いる.迫路， m，鉄道等の公共投資によって人々は どれほど魁忠を受けるか.鉄道，

パス守の.illin.'t(l.JJ料金等の公共料金値上げにより人々はどれほどの似:人を象るか・・

・・匂々 . この柿の問題は数多く考えられるが，とりわけ尖辿の分野では1[(躍な位位を

占めている.綿々な社会的変化によって人々が受ける思忠や般大は，人々の効用水準

の変化を窓味するのであるが.この効用水準の変化の貨幣額的み/1、として便益が考え

られている. {史抗はそれが単に効用という抽象的なレベルにとどまらず.人々に共通

な尺j立である貨幣鋭的観念で去されることに立義がある. .iill ':i:; .消'l'i者のえ払意思、価

額と文払額との孟である消'i1省余剰ニ純使益のん向性，人きさによって政策を"宇価し

うる.またそれはJ5・捺している財 (サービス)の山要曲線を川いてムされる点で極め

てプラクテイカルuriをもっている.ところがこうしてみされた悦位は ¥a )消岱者

余剰の概念に附413する 貨幣の限界効用一定 という条什に制約される.また I (b) 

この;前民1111線は，他の条件(他のすべての財の価棉と所持)が・itという liij鎚のもと

で拙かれたものであるから，相互に関係のある桜数のJI{のfdfi柿(例えば鉄追とパスの

連u)が同時にが変化した場合の便益を去すことができない.

本為市では (a). (b)の問題に検討を加え，このような制約の少ない，より一般

的な視点からの使徒の4務を行いたい. 1. rr節ではある]JI.rの佃l怖が変化した場合

の使続についてJ5・える. I節ではまず需要曲線の性質と 貨幣の版界幼JH一定 I とい

う条件について名える. 日節ではヒックスにしたがって.M核術提出線から似品に接

近する.そして田節では.財の価格変化によってもたらされる効川水中の変化に対応

した貨幣制の a般的なよ現として所得等価の慨念を導入する.所得等価は I • U節の

治ぷを包1!fした概念であり. 1財または複数の財を問わず.それらの価絡変化による

使徒を市要曲線によって返すことができるので，特に複数の交通サーヒスの価枯変化

による便益を与務するうえで有用な分析手段となるだろう. ~此後に IV 節では，それま

での，議論に)J;.づいて，交.iillサービスの価格変化による他俗が.iill 7Î~'の山製 l曲線でどのよ
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公辿における{史佐野価

うに去されるかを考えてみる.

;疋要1111線 と便錨

消1'1布はある期間内に. 与えられた所得と佃l絡体系のもとで，自らの効川がM大に

なるように 1Mの消費社を決める.あるJlJに対する例人の記長rlll線はこのような出世省

の合理的~J IVJから導かれるものと考えられる.いま市場にはIIJが η{問あるとし.それ

らを¥，¥;=1.2……， lI) ， その価怖を ρ (i-1， 2， ……. η)とする.

ある例人の所得を llJとすればその期間における彼の第 i 財への出~は

Xt=Dt(ρ，.ρ:.…，か.ρn.M) (1) 

(%'=1.2.…"'. )1) 

と表されよう.これは第 jII~ の消費吊が.第 j Jl~価格のみならず，他のすべての価枯

及び所得に依合することをぷす.ところで，われわれがある則仙柿と需要r.tの関係を

ぷす前~III I 線 とよぶものは"ある条件のもとで"描かれたものである . その条件とは

( 1 )吋..r<rl~ ~省の趣向や:ìtt好が一定である. (2)貨幣所仰が一定である. (3) 

他のすべての財の価格がー・定である，と通常与えられている.そこで需要曲線は (1 ) 

式の p，以外のすべての Pk k 1， 2，… ;-1， jo1. …. n と 11を定数

と考えて

Xt=D，(ρ1) (i=l， 2，…. 11) (!!) 

のように拙かれているものといえる 1

図2
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第 l軍

交辿における使益軒価

このような市 ~[UI線は図 l のような， jill 常は (î下がりの形状をぷす.向 l では. (ilIi 

柿がp のとき s:':I (の財が需要され• P 2のときは ，~ :.(の財が街要されることが小さ

れている ， p から p2への価絡のト治によるじから¥2への諒立さはの榊加は.価怖の

ド落による代特効果と所得効果の結果である.

さて，この財の仙絡がp から p'へ低下した埼介にこの消費名'の受ける悦益を考え

てみよう .;前25!rUI線は普通，価棉》数 rj(の関係として従えられるが，それは数量・(d6 

怖の関係としてみることもできる.後.fi-の見方をすれば将要曲線は， 1Mのある消1VJ<

10iで消費者が財の限界的増分から得られる効用の助分に対してつける限界評価をぷし

ている.財をあるJJ<i供まで消費したときに.それまでの限界評価の総有!と実際のえ払

制のj差額として純{史益 消費者余剰が定義されるが 2) それは価柿水'fがp のとき八

日入 OとplB X'Oとの差額A8 p'である

{耐絡がp2の場合の消費者余剰は AC p2だから.価怖がp から ρ にド議したこと

によって消費者余剰は p 8 C p"たけ噌加するが， jill常はこの消費百余剰の増分が(ilIi

棉のド結による使杭であるとされている.別の dいんをすれば， 1n1らかの政策によっ

て印11絡が p1 p 2へド落したときのJ判耐はこの p'日CP 2という岱幣制である.

ところで消 1'1者が財を購入するとき.その購入 IIIj・と購入後では-般に貨幣の限界効

用の大きさは異なるだろう .あるいは x とXZのような購入量のJJ<;~f 去に応じてもそ

れは見なると考えられる.効則の変化 貨幣の限界効JlJX貨幣の変化であるから，貨

幣の限界効用が一定でないときには，ある大きさの限界効朋(財の)に対して，常に

fl~ じ大きさの限界川 (dfiが対応しているわけではない.このような場合，限界評価の総

nlである需要曲線下の面積によってみされる貨幣額とそれが対応している効用水干の

J.'の聞には，その大きさに関して lドしい対応がついていないといえる.

凶 lで仮に p's C p2とp3EPp4が等しくても，それらがぷしている効用水喰λ

の大きさが等しいとは隙らないれ.だからある個人にl却して， lri)じ効川水準の差には

~;i~. に同じ貨幣額が対応するには貨幣の限界効用はその人にとって常に一定でなければ

ならない.ここでfliJじ効用水準の)，':-には常に同じ貨幣額が対応するのはどのような場

合であるのかを|刈 2を用いてJ号えてみよう .この|火|で掛軸には考察rj'の財xを，縦村l

には他の財一般を代ぷするものとして貨幣 Yをとる.また 1Iと 12はilH'1占-にとって

の ¥と Yの無差別曲線を表す.消費有にとって予すr.線かKLで与えられたとき.彼は

臼己の効用を阜大にするような点 Pを選ぶだろう， Kから Pに移ることにより.彼は

いから 12へ日らの効m水唯を日めることができるからである.

この! と 12でムされる効用JJ<i'Vの基に常{こItiJじ貨幣制が対応するには 1'と 12が

平行でなければならない.無差別1111線が平行であることは.財の;tiが一定であるとき

貨幣iiiが変化しでも財と貨幣の聞の限界代替率かー・}iIであることを息味する.これは

3 
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交通における便益川価

吋該財が消 .l~者の支:Il'11極めて小さい訓合しか占めていないことを意味し. このよう

な地合. 吋;:主JI!に閲する所得えIJ*はほぼ()である. Rにおける xとYの限界効川

の比はそれらの点での γとxの版界代件引にですーしい. したがって財の限界効用が貨幣

から独立であれば. 1-. .iiliの前提は貨幣の限界効用 -J.i:の仮定と lu1じことになる 4

ところでマーシァルの定義した il~ 11者余剰は需要山総の性質やu幣の限界効用一定の

仮定とも絡んで多くの議請をづ|き起こし. 今日でもその終結をみたとはいえない.
5; 

したがって， それらの修正冷は， wi t~者余剰の槻念から導かれる{史益にもそのままあて

はまるだろう. ただ， 組、起しなければならないのは. 消費.fi.余剰の観念はそれII体

のために必要とされるのではないということである. それは. この観念に依存するも

のとJZえられた非常に 'P裂な -命題を論，il[するために， その手段として必要とされる

のである 6 ので， われわれはマーシァルの定義した消費者余剰でなく. もっと別の

制点から使椛を~・えてみよう. 以下湾要曲線と 2 本の価格線によって披まれた矩J~

CI~ 1のp 日cP 2)をマーシァルjsIJ度と呼ぶことにしたい 7) 

11 補整;/J~(nl線

ヒックスはてつの概念 補拶的変差 (compcnsallngvariallon) ~ (以下c.¥'.と

時tIG) と ~~ (面的変X CCQuivalcnt variaLion) (以下 E.V. と略，lG)の蹴念を導

入して価枯主化による{史益を考察した。. !日J者は価柿が変化した後に， 消費者が新し

い価格水増でMの購入を行えるとき，彼を政初の効川ノ比準に残しておくように支払わ

れたり受け取られたりする補償額である. 後者は価怖が変化した後にmt1者が旧い(dli

栴/)(喰でしか財の購入が行えないとするとき，彼を新しい価格で達成されうる効用水

JV1に残しておくように受け取られたり文払われたりする補償却Iである .c. V.はftUi枯

が下法あるいは上昇したときに， 消費者をIliJじ効用水準に践しておくように受け取ら

れたり支払われたりする貨幣制であり，彼の実質所得を一定にしておくような補償額

である. そして. 価怖が下落したときには彼から受け取られる故大額であり， (両柿が

ヒ討したときには彼に文払われる最小額である. E.¥'.はこれとは逆で. 価格上舛，

ド結の際の E.¥'. はそれぞれ，{両栴下品， k舛の際の c.v.に等しい. われわれはこ

の .つの概念を便益の指標と与えることもできるが，更にこれらの概念と消費者余剰.

マーシァルiJllj度との凶係について与えてゆこう .なお， 考察する財は上級財であるも

のとする.

収J3は似12と同じようにして拙かれたものであり， 凶 4は;市要曲線の 4 部ABを揃

いたものである. 財 xの価格が011から OKに下治したとする. これは|刈 3では f，n
線がYoHから Yokに変化したことによってポされる. 消費:r.はこのとき Aから Bに

第 l章

交iillにおける便益::--v価

移るだろう. この際もしc.¥'.に相当する所得が減少させられるとすれば彼は bを選

ぶだろう. 価格下端がIIじても八に留まった場合， 彼は新しい価格体系でいlじ日の財

を購入するから賀川を節約できるが， それは凶 3では YoCで. l火j4では 11A ~ Kでみ

される. これを費用岐kと呼ぶと c.¥ .はこの費用校kより必す大きい.

図3

Y 
図4
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図 5

K 

z 

次に所得の補整的地加を伴いなから倒柿が上昇して (l}ひもとにもどったとする.
甲

、ー

のとき彼は bから Aにもどるだろう. {面怖の再上引に隙しでもし bに制まったとすれ

(t， その場合の費用'校長〈費削榊 はY ()あるいはHmbKてある. 八と bはrriJじ効

月j水準にあるから， このときの c.v.は価格下部の c.¥..とてfしい.そして価格向上

シf.の際の c.¥'.は HmbKよりも小さいけ"1故なら， 価絡が(Jj_J-_見したときは財 xの
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交jillにおける便益評価交jillにおける便益評価

の価怖とffrJ!fが同時に変化した場合をJ5えてみよう 10)b点に留まるよりも有利な点を選択できるから)ので結局，1を減らすことにより.

これらの財の価絡と所得が微小変L、ま.l節と同掠に Tl個の財があるものとする.HA~、 K <'乙 .V.'5HmbKの関係があることがわかった.

このとき消費省が受ける効則の変化分は. 19r i!}、の増加から得られる化したとしよう.4 般的な価格変より以 1:て・は仙柿変化を微小的なものと怨定していたのであるが.

それらの財の H~ff :-i'lを変えることfl'i接的な効mの地分と各財の価格変化に対応して.そしてその分割幅をこの価棉変化を多数の小変化に分割して勾えればよい.化では.

支JJ川の変化分はしたカ〈って.によって得られる効用の増分の和である.そしてこれら小変化包 i聞での二つの 1~m 較広・の JC額は小さくなる.小さくするほど.

OHからAと同じ効用水準の点からなる Abが拙かれ.分:1;1J の.f4~限状態においては.

(3) du JU  ~ J=d1f-zzdρF 
( 1 

A bは11U整;百要曲線といわれ，OKへの{耐柿ド蕗.の c_ ¥'.は矩形HAbKで返される.

1Hi所得がー{耐科変化の代併効果のみを反映する需要曲線である.補特;./;;~ Ilh線は.

A fdb柿の変化分を返し，効JlJ.所1!f.dp，は各々.d VJ， ここで，rJ 11 ， と小される.貨幣の限界効用が 4 定のもとでの市涯をムしている.， -;-~、換えれば，;ζ. 

{耐棉と所得の変化によ ってもたらされる効用の変化分には貨幣の限界効川である 11;fdfi絡が01<から 011に 1-.討する場合も同様にしてilU格記民山総日 aを附くことがで

E このとき I. とよぶことにしよう.対応した貨幣制を所得等価(以下 1. E.と略)価格上昇の際のこのときの C.\'.は IlanK~C.V.':;;:H N1 BKの関係にある.ルさ

は(3 )のイiillの他に等しい.価4告が011から OKに下端した場合のに等しいので，C. V.はfdb{れド訟の際の E.V. 

もっとー般的な変化を考え価格と所得の極微小の変化たけでなく.次にわれわれは，らト1.¥-1B Kとなる.は Ha n KιE.¥'. (Ha8K) E. V. 

，VJI)かn. p ，. ρ ~ . p 価格と所得か (p 1. なければならないだろう.]IIJじ:雨雲曲線を限界評価曲線i控に話;要1111線を数日司価絡の見方をすることにより，

価指と所得の変化H・)に変化したとしよう.p Z n. P' ，. p' J. ら (p Z 1・マと考えることもできる.補整定要曲線に関してそれらは Abβ及び日 aα である.

を.i!h統的な微小変化の和と考えると貨幣の限界効用が一定のもとでの限界汗価と実際ーシァルが定義したiì~ 1i.fi-余剰は，

r 、~ n ~P~I 
I.E.=¥干 du=¥dJ1-~ ¥ x，dρ 

J 入 J '.IJpl， 

それは Abβ に価格がOHから OKに下治したとき.の文払い悩怖の;l'~であるから.

ω a Aα である.B aα に沿っては HasKb 8β であり.沿ってiJJIJればj-JAbK

後.fiを苛:価的余剰(以下ヒックスはがIJ.fiを捕特的余剰(以下C_A. S.と略) • 

( 11 )は効用の連続的変この場合えは述統的に変化しているのであるが.となる 1Z> 八αで表さE. ¥'. S.は各々 Bβ.C. ¥'. S.， 図 3では.E. V. S.と略)と呼んだ.

つまり所得等価は効用変化の変化しつつあるえの値で評価した貨幣額である.化を，れる

所得の変化がない場111} M. j也{にあるいはシャドウプライスと与えることができょう 13 価格下落向じく OKのときは日を選ぶ.ii1 'f1-fi'はJ!{のfdfi絡がOHのときは八を，

0だから令は d.11/ 以上の議( 0 11から oK)とflsi{抗 r.ff.(0 Kから 011)は同じ効川JEをもたらすが，

論は|司し効JlJ;f~ に対しててつの消費者余剰が対応することを立味している.

(5) 
r .. tl rρ~， 

1.E.=¥ 1 dlt=-5;¥ 灼dρt
J入ドIJρ1，

マーシァルiJllJJ立(ド15のlIABK)をMとぷせば

~ E. ¥'. S. C. ¥'. S.ヘC.¥ .、ν1べE.¥'. 

以下われわれが問題にすべきなのはこの仙である.となるが，所得安UJ可該財に関して所得効果が小さい程これらの怖は接近し，の関係がj氏、7する.

そこで二むに決まらない.一般には( 5 )の値は価格変化の経路に依存するので.無if別rlh線か平行に近いまた凶 3からもわかるように，*がゼロのときは a 致する.

1財の価柿のみが変化する均合をまず考えてみよう.それが一-.¥J:、に決まるような，、F行になれば一致する~u'，これらの仙は接近し.

のとき

(6) 
戸 1 rP~ 

1. E. = ¥ 1 du = -¥ xdρ(A→B) 
Jλ Jpl 

所得守価m
 

これは通常・の需要曲線と 2 本の価柿線に扶まれた骨 J~すなわちマーシァル測であり，

ある 1Mの価枯が変化した場合得られる幼川の変化に対応した貨幣額

本節では複数包監他JI.fの価格と所得が一定という条件のもとでJZ娯してきたが，

これまでは.

を，

7 

あ 1l:'t 

6 
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交ill1における{史益討価 ~illJにおける他益，i't 価

ぽ (図 lのp BCp")に匂しい. 結んで得られる線分八，日 ，と2みの価絡線pl"ρ= でl明まれた矩jちによってムされ

る. (o)はこれらの舶をすべての財に関して合，;1したものである.

ところで る の値は・般には一息に決まらないことは前にも述べた.しかし似:]5 は附 3 と IliJ 様にして ~NI かれたものであるが，この関で Y o ll ， YoKはそれぞれ(ufi

防水ベrp ， p"に対比、している.価棉か p'から P'に変化するとき財 Yのふ1整経路

は八 .Bによ って裂される.価怖の変化に伴い所得か補整されるとき.その訓整経路

は同一責任差別1111線に沿う八)Cによってぷされるだろう.このとき du 0だから，

~IU格的変足は \ 4 I から

ω
 

‘a
J
 

J
 

。，u
'zι 一一

.，，， ・t，，a
、

x
h
y
 

、。、。一一x
p
 

、。、
。

C. V中 =Cm

が成立するときには(o )のMは ¥Q;に決まる t50

(1 1 式は，各財について

(7) 

，"1 • ~丘= ニ1，，1 . ~~/~ (i， j=l， 2，…， 11) ~ 
X( aM - XI 'dM 、

によって.また等佃l的変Zは

E. v. =ldM=fρ2 . V. = ¥dM=¥ xd_ρ(s ->D 
ぶρ-

rρ2 

=-¥ xd.ρ(D→B) 
Jp1 

(8) 

が成立することを立味する 16) つまり記長の所得予iih性が守しいようないくつかの財

の価格が変化する場合，所得等価は・立に決まるのである.

所得等価については次のようなこともいえる. 1 財の価格か変化した場合と向絡に

して多数Mの価棉が変化した場合の制整的変差，等価的変.a:を)5'えよう. {dll絡が

(p ~ I・pZ %，… ， P 2，，)から (p ， P 2. …， p ，，)に主化した場合の所得守価

を 1. E' とする.このとき~・築中の財に閲して i二級則の割合が肖いなら

C.Vぺ 1.E.， 1. E.'孟E，V.

と考えてよいだろう.さらに ¥1 1 )が戚屯するときは 1.E.一 1.E.'となるから

C. ¥'.九 1. E.ー;;:E. ，'， 

となる.そしてこのときは. J utの価格変化の場合と IIIJ協に，各財に関して所有}*lJ 宋

が小さいほど二つの値は接近し，所得効巣がゼロならそれらの11f(はー蛍することがわ

かる I7 i 

以上， U~ の価柿変化による{史益のいくつかの指標として，消費者・余剰IJ 'マーシァル

の定義した).制括的変追， t字{面的変差.所得守価をJ5捺してきた .-般に財の価格

が変化したとき，消費イ庁にとって貨幣の限界効}lJは変化する. したがって， これらの

搬念のうち.効用水準の変化を.変化しつつある貨幣の限界効JIJでとらえ.ほかの槻念

をもその rjJに含んだ所砂等価が1!E益として・般的な指棋であるといえる.所得当価は

( 5 )式からもわかるように，関 7の 1/えの下の面的によってみされる. したがっ

て， (1) ・般に同じ効用水機の差に対して. r口lじ所得等価は対応しない. (日〉多

数財の価枯変化の場合は， (師柿変化の経路に応じてえの経路も見なるので，同じ価絡

変化に対応した所得等価がいくつも弔えられる.これらは所得等価によって便益を表

す場合に与えられる特J白である.

によってぷされる. 1>4 5でA. H. C， Dの¥座肢を各々'l(A，入 8 入C，入/) とす

る.考務中の n~ がド級財でないなら ~y " <f..:... "l(D， ，，'(CぺxBとなるので

一:C:Z的叫ゆ削机f仇山山八h日→〈叫C)イιべ一寸千j
Fρ2 

ゴ-¥ xdρ(D→B) (9) 
Jpl 

つまり C.，. • ~ J . E. ~ E. ，'.となる 14' これらいつの怖はこの財に関して所得効

出が小さいほど.2・い換えれば鎌足別曲線が、l'行に近いほど接近し，所得効民がゼロ

のとき71い酔えれば11ff&別rtll線が、fhのときは一致する.

健数財の価怖変化の場合にもとろう.ある財について弔えると.それは他の財と補

完的，代静的.独立的なl則係にあるとJ5・えられる. したがってある財の需要Ilh線は.

他の財の価格が変化するとき価怖の変化した財との関係に応じてシフトするだろう.

( 5 )の第 i財に関する式

h
r
 

，，，. 
品
Y

A
Y
 

A
u
r
 

ゆZ
 

品
F

A

Y
-
j
 

日ω

の値を|火16でぶしてみよう， (1 0) の 11ftは~統的に変化しつつある節 i 財の価格と

け也財の述私的価栴変化によって)述私的にシフトしている iU~ ';需要曲線との交点を
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交.ÎÚlにおける{~益軒価 交辿における i史益評価

x‘. l' 

本節ではこれまでの誌倫に関述して.交通料金と(史挫のIt:)題についてす了千考察して

みたい.まず 1財の印h柿変化の場合から与えてみよう.鉄道.パス官公共愉送機関の

illl1変史 (屯丸.カス等の料金についてもlri]慌に考えられる .道路.怖の通行料金

変!ι 道路改良による止fT費 時間岱川も含む の減少……等があげられるわ.この

ようなある l財 tサーヒス)の価掛か変化するとき.それはその財と代衿的あるいは

Mi ;.;的関係にある Mの前提の変化 ('，l，;~ 出I線のシフト ) を引き起こすが，このような

彫塑の及ぶ財に関して混雑現象がないなら.当該財のみについて使品を与えればよい

"0 この場合. {史益は凶 l のような'_~該財に閲する Jーシァル調1)位で去される.家叶

予算'11に占めるこれら 1Mへの文出ウェイトはJI:常に小さいので 2t3. 自ij節の議請から

もわかるように，マーシァルiM度は悦益として妥%した(ti1.である，といえる.

次に波数の財の価怖が変化した場合を与えてみたい.われわれは今日トリップをわ

うさい.単一の交辿サービスだけでなく.鉄道. バス.タクシー等いくつかの交通サ

ービスを組み合わせてmいている.これらの交通機関はその利用者にと勺てはトリッ

プの服組に応じて11いに補完的あるいは代替的関係にある.これらのうヒ.IUl機関がよく

発注した大都市域では，利用者にとって交.illi機関の-+11'1附係は一間桜剥iなものになっ

ている.このとき，いくつかの交通サービスの料金が変!とされた場合. .f1J JH .t;-の受け

るi史益 '値上げの場合は負の便益 ，はどうであろうか.また. 自動中トリップについ

ては， 一般道路 ・有料道路などからなる道路網上のルートを選択して. トライパーは

移動に援するコストが岐小になるように日的地までの斜路を選択すると )j.えられる.

いま.いくつかの逃路|出に代替的関係がある場合.そのうちのある迅路に改良投資か

行われたとする.このときまず当d道路における，tfr'i'1l時間賀川も合めて)は減少

するか，他の代将的道路に混雑があったときは.その道路から改良された道路への交

.iJ.U :Ilの'1厄換によって，代将的道路での£行貨も減少するだろう.あるいは，高速道路

がill，没されたために. I匂述道路に辿じる枝線では新たな泌雑が生じ，そのA行費はJf/I

JJfIすることもあるたろう.

このように，交辿の分野では.中に l財の価格が変化した場合たけでなく，相互に

|則辿したいくつかのMの価格が変化した場合の位絡を右旋する必~かある.このとき

他品は. !渇 6のようにシフトしている山妥曲線と 2みの仙格線による対1形でぶされる.

ところで，われわれかJZ察している財か都市交通サ ービスてある場合.所得効果は余

り大きくなく，また11.いに近い1怖を取る場合が多いと与えられる.このとき需要曲線

をJIjいてよされた似絡の値はほぼ・なであり，妥ミ~t'1をもつことは前節でも述べたと

おりである.

国6
1

一λ
図 7

P， 

R

がん

xi λ? 。 A 

さて.われわれは所得守佃lを財の価格変化のみによる使設とし.それが需要曲線で

どのようにみされるかをJf務しよう.まず 1Mの{耐絡変化の場合は.所得等fufiは常に

マーシャル訓1)1立 (通常の;お従1111線と 2本のfdfi柿線で挟まれたj:fiJf~ )に等しい， 11U略的

変差と守備的変芸の{直は 9 式のようにマーシァル測度の向側に位置する.4・務中

の財に関して所得効果が小さい(家計 f'n: '11に山めるこの財への支出が小さ L、)ほど，

これら似品の市指標はマーシァル視1)度に接近し，また貨幣の版界効用はほぼ-)とであ

る.このとき lti] じ効用水~~");:にはほぼ同じ所得咋価が対応し.マーシァルの定義した

il~ 11省余剰はこれら使誌の品指標と等しいは.

次に桜故財の価格変化の均介は，所得て引而は凶 6のように. シフトする記~曲線と

2~の師柿線からなる矩形でふされる.多数の財の価格が変化する場合，同じ fd6絡変

化に対しても.価絡変化の鮮路 Ã~によって J~なった所得等価が対応するが， シミュレ

ーション lでもその差異は余り問題とならない.とくに所得抑ノJ性が等しいような則

を考察しているとき.所得てす価は価絡変化の経路に拘らず-立に決まる.この場合，

所得等価は各JIfの価格を順次変化させたときのお要曲線によって，より簡潔に主すこ

とができる(3節の注 5)参!l日)，またおIì核的変走，等価的変差については • 1 Udの

価格変化の上場合と頬似的に与えることができる.

われわれは.便益の指探を・つだけでなく.いくつか与えることができるのである

が， ìf(~なことは，考察している財に関して所得効果が小さいほど，これら使徒の占

指標はその内の 4 つのJ行政〈所得等価)に近づくということである.

W 交通料金と便益

10 11 
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交通における便益評価
交通における使益評価

"ConsLancy of thc ¥Iarginal ULlity of Incomc". in O. Langc eL Samuclson. P. A. 
マーツァルが唆昧なままに残した点である.とは何かについては，“ある条件"J ) 

in UPlllory of in Uat/JelllaticflJ Erollolllics flnrl Ecol1o/llPtrics Studies eds. . al. 
実質所得が一定で( 2) I ( 3 )に代わって( 2 ) それについてフリードマンは.

Sc/Ju 1 tz， 1942. Hen/y 
とマー当該財と密接な関係にあるすべての財の価絡が一定である，( 3) I ある，

8) H icks. J. R.. A Revision of De/lland Tl7eory. 1956 (早坂 ・村上択 声市長理論このフリードマンの考えは後にみるヒックスの理シァルの需要曲線を解している.

彼はこれに先立ついくつかの論文でも以下のことに言及している.参!被.1 9 5 8 ) ここでは通常の話要曲線の解釈したがって，論に包寂されているように思われる.

モ了一リングは道路改良による走行貨低下が消費若にもたらす{'E益は補整的変差に9 ) “The ¥Iarsha 11 i an Demand Curve"， Journa I of Fricdman. M. ， に従うことにする.

An 8enpfits: 日i glHl'fI)f ¥Iohring， H and ¥l.llaf¥li lz. て字しいとしている.PO I i t i ('f'11 Ecol1o/llY. Dec. . 1 949参照.

1 9 6 8 )付録 l参!l(t.(松浦訳 f道路経済学Analyticfll Fralllework.1962 
支払ってもよいと与える価絡が実それなしで済ますくらいなら，マーシァルは2 ) 

“A ~oLe on the Concepl and Ycasure of Consumcr・sSurp1us". 10) Burns， M. E.， 
この余剰満足をはかる経済的尺度となるのだ際に支払う価格を超過している分は，

1973 ; Fostcr. C. D. and 11. L. 1. I¥cuburger. The A，(//erican Econo/llic RellIew、June
そしと消費者余剰を定義している.これを消費在余剰と呼ぶことにしよう.が，

The r¥mbiguity of Lhe Consumer' s Surplus ¥Ieasurc of Wclfarc Changc"， Oxford 貨幣の限界効用が一定である彼はかくして定義される消費者余剰に関しては，て，

Lhc ~any Consumer' s “DualjLyand Econo，fllic Papers， ¥Iarch 1974， ; Silbcrburg， E.. Marshall. A.. PrincipJe of EC01101llics， 9th. cd.， 1890， p.124 (馬場ことを仮定した.

Surpluses"， The AJllerican Econolllic Re~'iew. Dcc. 1972等に依る.u ) 佐之助訳 P経済学原理1， 

効用の変化分はとすると，X n) X2， ( XI・11 )効用関数を u
その限界評価を3 )消費省が財の迫加的消費から得られる効用 (限界効用)を6.U， 

6.u= A' 6.Vあるいはム V= 1/ A • U u 貨幣の限界効用をえとすると，6. V， 

~ ~ ou . OX j A "， ..:. ; ~ . OX j 1= マ 一一一・aXjdρ(+ヱー一一・ー'"，:'dλ4
hllτlOXj Oρt -1"  . /71 OXj o.vl 

同じ大きさのム uに同じ大きさの 6.Vえが一定でなければ，したカくって，である.

として需要曲線で去された貨幣額このとき眼科評価の手n(積分値)は対応しない.

自らの効用を故大にすべく行動消費者は与えられた所得 11のもとで，と返される.効用水準庄の大小と対応していない.の火小は.

えで，、、，，，n
 

2， APJ(j= l， この条件は δu/θJXJ すると考えられる.Hicks. J. R.， ~勿 lue and Capital. 2nd ed.， 1946 (安井 ・熊谷この議論については，1. ) 

.11を各 P，( i p，X， (式)彼にとっての予算式は貨幣の限界効用である.Palinkin.D. ， 196 5の第 2草及び第 2立への補論)， 訳 『価値と資本.J， 

n)及び.11で微分して，2， 
Demand Curves and Consumcr' s Surplus" jn C. F. Christ el. al.， eds. ，Measurell1ent 

拙稿 P 消費197 1の 6草，今井 ・宇沢等 r(1耐各理論 Dj • i n EcofJolll i cs‘19も1
均 コー

-XI=ヱρjーム(i= 1. 2，…， n) 
1'1 ax( 

1 975等参照.f経済論究J第 34 ~手，者余剰に関する一考察J ， 

η ..， 
L tj昔話=l

カーリーて字の展望論文 (Curric.J.M..J.A.~lurphy and A.Schmitz， このことは，5 ) 

“The ConcepL of Economlc Surp 1 us and j Ls Use in Ecnomic Analysis 

本 文 (3 )を得る.これらを上式に代人して，を得る.それに掲げられた移しい数の文献からもうの記述や，EconοlIIi (、JourrlR1. Dec. 1971) 

rn川、An"{
 

a 部についてJ5-えられる.全ての財あるいはそれらのこのような価格変化は，12) かがわれよう.

0である.で dp，絡の変化しなL、財fこ関しては(4 ) 54. 6) Hicks， OP. ci しp

13) Silberburg op.cit..p 944. ( 1 )すべての価絡に関して常に一定で貨幣の限界効用が，7 )サミュエルソンは，

( 9 )式でC. ¥'.は負の値をとるが，14) (i面椅が下落した場合を考えているので，ある場合と(2 )貨幣(ニューメレーjレ)以外の全ての価格と所得に関して常にー

は正の他で比較している.経験的にありえないような結果が導そしてこれらの場合.定である場合を考えた.

このような線積分値の一志性と経済学15 ) われわれが問題として貨幣の限界効用一定の仮定を批判している.かれるとして，

貨幣の限界効用が一定か

サミュエルソンの問題設定とは異なるだろう.

消費計画中のある財の価格が変化した場合に，

どうかを考えているのだから，

いるのは，

13 
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交辿における使益評価
交.iillにおける便益，i'ffdli 

的問題についてはlIotclling，lI.，“Thc Gcncral ~clfarc in Rclalion lo Problems 

of Taxation and o[ Rai !IIay and lJLjJ i ty Ralcs"， E('()I/()IIIPtl・/('11.J u 1 y 1938 参照.

( 1 1 )式が成立 してLるときは 1.E.は価格変化の統路からは独立なので.
，ρ2 

1. E.=・.~ ¥判「ρ1，tz， ，ρ1， .・"t.)dぁ. ，.ρ 

← eiIj;〉，〔ρIp~) (!tl 

とムすことができる.ここで戸 kは， (kゴ iのすべての kについて)p，が変化し

ている聞は一定であることを表す.これは各 i財について，第 iMの価格変化が始

まる UIJの市安1111線 (それまでに他財の価格変化によってl況にシフトしている)と

pl，・P 2 ，の fdh杭線とで挟まれた矩}~を求め，それらをすべての財について加え合

わせたものになる.

16 ) スノレツキ-))程ェにから

dXI -'--_. d抑_(0."， ¥ _( ehj ¥ 
万了一，ð，1，J 一 \ aZ7jus coast-「布~ J ". 

19 ~:辿投資による便益の全般的な問題については， ~c\cr. J. R.and ~. R.Straszhcim， 

"Bcncflt ~casurement for Transport Projcclお

Tηr羽'111仰Iη1:τ~pρ)()ω)/'パ.t Pη/111仰11川fη川Iげi川ng.¥'01. 1. 19引71; 1け山11川治之 +村社1: 会T資~:-t本〈の幸託王 j済斉勾効~~県;担ι:L- について ) . r粁

~)守j，~i 革~ "j 第 1 1 6巻第 1' 2号参lI{t.

20) Bees 1 c}. ¥1. E. IfJ・banTraf1sport:StlJr/1円si 11 E(.'()1101l1 i (; PO I i (:y， 1973 参照.考集

中の財と代将的あるいは補完的関係にあるMの(dh怖が加給1m係によって決定される場

介は，供給山線の形状によりそれらのJ!J'の佃i{れも主化するので.そのような財に関す

る使徒もJ5・』担しなければならないたろう.このことについては， ¥11 shan， E. J. ， 

Cos;t-Benefit Al7111ysis. 1971 : Chaplcr 8 多fln.

21)例外的に大きい場合もあるが，総じて小さい. ii'i t~ 行物 (dh指数のウェイ卜で.交

.iilll共i係の料金の占める割合は約 3%である.

，，-a 
調

、
J

a
a
 

Z
 +

 

v
h
E
h
M
r
 

弓

O
E
JO

m-

となるので. (1 1 )は (1 2、を窓味する.

17 ) 前 11\ 担l凶I~d 多 !Kt.

18)マーシァルの定五・した消費省余剰が.同じ効JH}j(j~ の7.， に Iríj じ貨幣額が対応する

ような場合 〈貨幣の限界効用が一定)に限定されているのに対し，所得等価はそう

でない '般的な地合を考え，消費者余剰を・特殊ケースとして包摂しているのであ

る.

( 5 )は

n ，P"I 

I. E. = -1: ¥ XI(ρ1，ρ;!，…ρn)dTI 
t -1 Jρ11 

" t J>'ll (ηpρ.2/ ，，_、"
=-，k.¥ . ~三 1 三市'dπi}dρ1+I (β'，_ρ，21)"，11 '-;1 )ρ1， l，・1)ρ1，'dρ1-....1 )-1" I t~l 

と裂される. C. ¥・.はこの式の θx，/a P Jを (δ ¥，/ a p J)ω・COIIS[.とした

{直にてかしく. E. ¥'.は 1. E' .の式で同様にJ5えたfi(I'に守しい.

" r〆1，t， ，，_. 
I. E.ーC.V.= L L ¥ ¥ x，~干f.dTj dt， 

6・1/・t・ρ1，Jρ1， 0川

内 pρ11ρI "'_ 
E.V.- I. Er.=~ ~ ¥ ¥ "'/主手'，.d.r， dρe 

e ・1，・l'Jil， f.戸， 0川

となる.この式からもわかるように.考察中の財に関して下級財が存イ士するときは，

上級財とド級財がそれぞれの所得効果を打ち消し合うようになるので.所得効果が

小さくなくてもこれらの値が近づきうる. しかし， J5務中のMの所得効果が小さい

ことは，これらの値が近づく十分な条件ではある.

14 
15 
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第 1章付論便益評価 の方法 とそ の 展開

はじめに

l 消ti者余剰とその形態

ロ 消 1~者余剰とその相互関係

回 マーシ 7'レ視IJ&と CV，EVの決定

はじめに

， . 

IV 貨幣額による効用の直接的表示

V 市場データと CV，EVの推定

VI 超過臼但と CV，EV 

おわりに

il'j 'J.'1.者余剰の概念、は Dupuit(7Jによって示され，後lζMarshallによってより発展させら

れた. Dupuit 1(.よる概念では，効用と貨幣制の相j主は必ずしもなされていないが，Marshall 

(l7Jにおいてはその相違が明確に示された.そして的自白余剰が通常の需要曲線の三角形で

(iEしく)表わされるには所得の限界効用が一定でなければならないことがつけ加えられた.

効用の変化は，所得の限界効用×貨幣額となるので，所仰の限界効用が異なれば同じ効mの変

化lζ 同じ貨幣額が対応しない ζ とを芯;味する.ζれでは貨幣額でもって効用の変化を評価する

ことが必ずしも正当とはいえないようにみえるからである.所得の限界効用に関する ζ の仮定

は彼:々多くの論議を呼びそれは半世紀以上を純た今nでもいまだに論争の中心になっている.

mt~.~余剰の紙念が多くの分野で一つの分析下法としてとり入れられ， 価値判断をなすさいに

点、官な役'Xljをl]jめている乙とも一間論争の対匁となっている理由と思われる.

il'j ~~ ?;'余剰とは基本的lζは，あるn済変化(!l~ ~fJ. (111ζはMの側i.rn変化〉の結果生ずる効用

(I'/， T.)変化の貨幣額的な表示といえる. il'jt~有余剰J (consumer's surplus)はそういった効則

変化に対応した貨幣加の総称としてJl1いられている. し十がってそれにはいくつかの形態が考

えられる.効用変化iζ対応した貨幣額が何であるべきかはil'j1~者余剰問題をめぐる基本的課題

である.効m変化の correctmeasure， exact mcasure， unambiguous measure， valid measure 

一等々段々な表現のもとに多くの玲者が r(EしL、Jl'î幣額制度を追求している.勿~tねなる

J出の 1-_で「正しい」というだけでなくそ4ぞれに杭済的lこ異なった定議がなされるが，いま

だ公理論的に「正しt、J測度が限立されているとはいえない状況にある. したがって， r正し

L、JiU1JI)tは何らかの(主として時前分析への迎JI]1:の) (，]的をもって，一定の視角から追求さ

れるといった性絡をもっている.

Mohring (20Jは厚生変化を民的に測る際，切に日!まれることとして(a)民数の財の価絡が変

第 1:註付論 17 



便益評価の方法と展開

化する場合.jl~1~持余'fllが価砧変化の順(経路) 1ζ関係なく決まるとと， (b)二組の政策 (AとB)

去比較するとさ， I自 j~者がAより Bを選好する乙とと， m白若余剰がAより B で大きくなって

いる乙とが悶{11'iでなければならない ζ とをあげている.iriti者余剰の紙念は Dupuitの発松か

らも仙t、知れるように，本来経抗分!rrへの現尖的適用を円的にしている. したがってそれは市

山で卸去を司 fj~ な↑l'i t~ c:日張関数〉によって求められる必・裂がある.多くの論省は，市思での情

報から求められる.illl'';;í' の ~;Ii.'}g曲線の在凱IJの知)f3であるマーシャ Jレ測皮 (marshallmeasurc以

下 M と略記)は効用変化に対応した貨幣制として何らかの|問題があるとしても，理論的iζよ

り rAしい」とされる代U(I:Jな抑l肢が結局市喝の1111報によっては求められないという理山によ

って，マーシャ Jレ制度を正当化するか，ないしはマーシャ Jレ測度がよ過なく適用できうる任前

的状況(たとえば経済的変化が非常に小さい祐四であるとか，当該Jl1の所得効果が極めて小さ

いふ写〉の指摘lζブJを注いできたように思われる. しかし，当然のこと乍ら，理論的かつ尖JlJ

的jJuluiを尚起するような制度を確立するべく研冗も進められてきたし，とくに最近多いよう lζ

忠われる. 一つは実用而を満足するマーシャル測度が「正しい」測l立からどれほど~E離するの

かということそしてもう一つは「正しい」測位を市場で入手できる情報から直接測ることが

できないかといった ζ とである.木稿は消賞者余剰全体の展望を目指すものでなく (i目立者余

剰の展望は Currie 等の (3J がある)，乙れまでのil~質者余剰の議論で問題となったいくつかの

点を盟理し再花するともに，上{ζ述べた新しい研究方向がそれらにいかに対応しているかをみ

てゆく ζ とである.

本稿ではまず l 節でmt~者余剰とその形態を示す.つぎに 2 節ではまず所得の限界効用の性

質を中心として消費者余剰の形態のうちとくに呪要である補整変差 (compensatingvariatiol1 

以下 CVと略tic，)，等価変差 (equivalentvariation以下 EVと略記)， M の関係をとれまで

の冶研究によってみてゆきたい.またこれらの指標が経済変化iζ ともなう厚生変化を序列づけ

る指標として妥当かどうかを検討してみたい.そして homotheticな選好関係の仮定が， il'JTi 

者余剰をー辿の問題点から放免する鎚である乙とを示す.

3節では当該財の所得弾力性，総支出iζ 占める割合が与えられたときのマーシャル測皮Mと

CV. EVの:ife離度を数fi1的lζ示すととであり主として Willig(28Jで研究されたものである.

4節では効用と貨幣額の対応という雄題から逃れようとする方向として， 効用が直接的に貨幣

額表示 (moneymetric)されうるかという問題をみてゆきたい.

そして Sf!rJでは，市場でえられるデータ〈通常の需要閃数〉によって CV，EVを正確に求め

る方法が示される.これは~突にえられる指邸は通常の需要曲線による M だけであり . CV， 

EVは 1¥1の近似としてしか測定できないという多 くの考え方iζ対峠するもので，最近よく研

究怠れるようになったぷ凶である. mti者余剰の経済分析への適用性という観点からは~1Iζ

CVj EV.λIなどの相互関係がどうであるかというだけでは十分でない.そこで消資者余剰が

適用性に耐えうる工夫としていく つかの方向が示さ れているが，そのうち重要と思われるもの

抗 1:章付論 18 

使部事価の方法と展開

についてみてゆく.

消覧者余剰は多くの分野で分析手法として用いられているが， 6節ではとりわけ消質者余剰

概念の問題点そのものが，直接lζ関係する泌l11.iである超過負担をとり上げ，その問題点をみて

ゆきたい，)

1節 消費者余剰とその形態

効用変化とマーシャノレ測度

ある消費者が 11財ニr= (xJ， X:， ...， Xn)を消'i!lしているものとし.iIltの効用関以を u(ゆとす

る・ uは述統2回微分可能で，厳密に擬凹と仮定する・また各財の価拍を p=(p"Pz.…， Pn) 

とし，彼lζ与えられた名目所得を y とする.とのとき前'rl者は

max u(x) S.t. p. X亘y (・は内政〉

のように行動するものとすれば，制約条件iζ関するラグランジュ乗数をえ

問題の必・十条件は

Ui = OU/OXi = J.p， 
p.よE君 y

(1-1) 

として効用最大化

(1ー2)

(1-3) 

である. (1-2) と(1ーめからお=ぉ(ρ，y)(i=1，2，…， 71)および J.=J.(p， y)と解く ζ

とができる. したがって効用関数は

U(X) =u{x(P， y)} = V(p， y) (1-4) 

のような間接的効用関数で新たに表わすととができる.V(p，y)は価格と所得が p，y のもと

でこの消費者が述成できうる最大の効用水準を示す.なお V(p，y)Iζは Royの定理として知

られるつぎの性質がある.幻

2EVL=V戸J.， 的~=Vf=-J.X'a仇
つぎに効用の微小変化 duは

du= "i:.u，dx， 
であるが，とれに予算制約式から導かれる

dy= "i:.p，dxt + L.X，d，ρt 

および効用最大化条件(1-2)を代入して

(1-5) 

(1-6) 

(1-7) 

du=J."i:.p，dxt=え(dy-L.xtdp，) (1-8) 

が導かれる. (1-8)式で Aは所得の限界効用であり，左辺は効用変化のタームであるから，

1) Dupuitの理論については丸茂(31)1ζ鉾しい.Marshlll1 (17)では消質者余剰は財の一定置に対して支払

う意志のある給制から，実際の支払い額を差し引いた，いわゆる需嬰幽線左の三角形として定聾される.価

格変化Iζ対応した貨幣額をみるときは，それをマーシアルが定義した三角形の変化分と考えればよい.

2) Deaton and Muellbaucr (4)等多照.なお VIまPとylζl却して2田迎続微分可能である.
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便益評価の方法と展開

同式で右辺のカッコ内は効用の変化 du Iζ対応した貨幣額の変化を迩わしている. 各 dp，や

dyが極めて小さく，それ故 duも極めて小さいときは.Aの変化もまた極めて小さいと考え

られるので， ζ の場合 (1-8)式の右辺のカッコ内は異論なく効用変化に対応した貨幣額とい

うことができょう.

さて，つぎに価格と所得が AO=くρO.yO)から A1 = (Pl. yl) IC.変化する一般的な場合を想定

しよう.勿論 P.y の変化は微小なものとは限らない.AOから NIといたる (P.y)の経路

を C とする. (1-8)を航分すると

〉
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:
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(
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(1-9) 

(1-10) 

となる. (1-10)においては Vの2団連続微分可能性から oVdo，ρ，=8:V/op，op，=♂V/み，op，
=ov，/op，および o"-，Jot， = 82 V /oyop， = 8: V /~ρ，òy=òVt/òy (i. j=l. 2.…， n)となり，可積

分条件が尚たされている. したがって Vv• Vtのポテンシャル関数 VIζ関して(1-10)は

A。から AIの経路 Cに依存せずー窓lζ求められ Au=V(N)-V(Aりとなるが，乙れは効用

法が事後の効用と事前の効用の差として求められるといういわば当然の乙とを表わしている.

われわれが求めたいのは熊治 Au 1ζ対応した貨幣額(つまり総称としての消費者余剰)である

と乙ろの

sc (dy-"Zx，dpl) 

なのである， (1-8)の両辺を Aでわって，経路 CIζ沿って杭分すると

r du r d V r，. _ .， r 
= Jcつ=J C~ÆY = Jc (dy-"Zxゆ，)= j c "Zptdxt 

(1-11) 

= "Zpl，XI(-"2:，po(Xo，-I_LX，dPt=(yl_yO)-I_LXldp， JC-- • ，_ _- Jc (1-12) 

となる. (1-12)式の第 2引は P.yの変化による効用変化 duを変化しつつある所得の限界

効llPで割った貨幣矧のタームである dll/Aを AOから A1 への変化lζ関してすべて加えた

ものであり.効用変化のシャドウプライスともいえよう.そして乙の他が効用変化に対応した

「正当なJ貨時制というべきものかもしれない 8>

3) Silberberg (25)では効用変化の帰属地代 (imputedrent)あるいは効用の影の{;]ljf:S(shadow price)， 

Burns (1)では所得等価 (incomeequivalent)， Foster and Neuburger (8) では余~lの7ーシャル測

度 (~tarshall measure of surplus) などと呼lまれている.またilH~fi.rIJ符 (consumcr'￥ gain) といった表

現も多くみられる.

乙の他 (S)li効Hlの主化を.主化している所得の限界効用で将価するζ とによってえられるので，同一の効

)IJ変化lζは同一の貨幣.{itiの対応、をといった Marshallの仮定には反する.さらに可積分性も問題となる. し

かし所得の限界効用は一般的には所得と価格の変化iζ閲してlJ$史変化しているのであるから， Burnsも主

弧するようにS乙そが「正当!まJilH~~余剰というべきかもしれない.
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(1-12)式の止後の第 1項 yl_yOは所得の変化であるので， もしf適応変化がない (4ρ=0)

なら.S=yl_yOとなり，効用変化のシャドウプライスは所得変化そのものに等しいといえる.

またその第 2項は各財の需要関主士山(P.y)を A。からが iζ瓦って弘分したものであり.所得

および他財の価格の変化によってシフトしつつある各財のおま:曲線の左側の面積を pO，から

p，1 にかけての矩形として求めて加え合わせたものである.dy=Oとして求められた ζの位は

マーシャル制度 (marshallmeasure)と呼ばれ前政省余刺玲において申心的役割をもっ値であ

る. と乙ろでとの{直は

2五ム之2_=~X，CP. YL (i. j=l. 2.…. 11) (1-13) 
OPJ 

といった可硝分条件が満たされなければ一意には決まらず.110 から A1 への経路 CIζ依存

して値が見なる乙とになる.つまり-，1むに決まる効JlJ去に対していくつものシャドウプライス

Sの値が対応することになり，またそのうちのいずれが「正しい」とも判断はできないのであ

る.マーシャノレ測[庄はこういった意味から厚生変化を測るものさしとしてはあまり信頼できな

いという理由で避けられることが多い.前白者余剰の鳩町が混乱する原因の一つは乙の点にあ

るともいえよう.叫

116並変差と等伍変差

経済状態の変化Iζよる効用の変化を貨略額的なタームで表わすものとしては， Hicks 1ζよる

つぎの 2つが有用であり，最も広く用いられている.それらは価絡の与えられた変化を柑11す

るような所得の変化である捕監変差および価絡の変化によってひき起乙されるのと同じ効用の

変化をひき起こすような，当初の価絡状態で生ずる所得の変化である等価変差である.まずζ

れらの概念にはいるまえに支出関数を定義し，その性質を若干みておきたい.

ある効用水準 aを最小の支出でもたらす問題

min p . X S.t. u(x)ミa (1-14) 

の解を X=x(P.めとすれば最小のx出納は

p ， x(P. t1) =E(p. a) (1-15) 

であり，以下 E(p.u)を支出関数とよぶ乙とにする.支出!忠政は a1ζ関して単調増加であり，

plζ関して述続微分可能で l次向次かつ凹である.そしてE蛍な性質としては

oE(p._!.i) 一、五「ー=Xt(P.a) =xdp. E(p， u)} (i= 1， 2.…. 11) 

が成立するととである. したがって

のこのような問題で可積分性をとくに問題にしたのは Hotelling(1のである.(1-11)は可讃分条件を満

たしていない.しかし(1ーめは(lーのを用いて du=dV=ち:dy+"2:.V，dp(という全微分の形になるの

で，乙れを積分したく1-10)li可積分条件を満たしている.ζの1怒ら長において所得の限界効用 Aは積分図以

(1-16) 

の役割をもっ.
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便益評価の方法と展開

主主μ〉=JZ4ム.!"Q.=S'J(P，a) (i，j=l， 2， "'， 11) ap，aPJ - a. (1-17) 

となっていることもわかる.X，(p， a)は aのもとでの捕監需要関数であり，S'J(P， a)はやは

り aにおけるスルツキ一方程式の代替項である.ω

さて価格と所得が AO=(pO，yO)から N=(戸，yl)へと変化したときの CVと EVをつぎ

のように定義する.

V(pO， yO) = V(ρl，yl_CV) 

V(pl，yl)= V(pO，yO+EV). 

支出関数を用いれば， (1-18) は

E{p'， V(po，yO)} =yl-CV 

あるいは

CV= yl-E(p'， u.O) = E(p'， u.1) -E(p'， UO) 

= (yl -yO) + E(pO， UO) -E(p'， UO) 

のように表わすζ ともできる.世!t玲 E(P'， ul
) =yl， E(ρ。，UO)=yOであり.

VO=UO， V(pl，yl) = VI=UIである.一方 EVについては(1-1めから

E(pO， V(pl，yl)} =yo+EV 

となり，CVの場合と同様にして

EV=E(ρ0， ul) _yo=E(po， ul) -E(ρ，0， UO) 

(1-18) 

(1-19) 

(1-20) 

(1-21) 

(1-22) 

また V(pO，yO)= 

(1ー23)

(1-24) 

= (yl_yO) +E(po， 1l1)-E(PI，UI) (1ー25)

と表わす乙とができる.一方 CVと EVはまたつぎのように定義する ζ ともできる.それは

V(pO， yO) = V(ρl，yO_CV) (1-26) 

すなわち CV=E(pO，UO) -E(p'， llO). 

V(pI. yl) = V(po， yl + E v) 

(1ー 27)

(1-28) 

すなわち EV=E(pO，u')-E(P'，U') (1ー29)

であり，CV， EV をJ干価する所得の1&準が異なっている. (1-18)， (1-19)の定義を用いた

とき直接的な所得の変化 (yl_yO) は CV，EVでそのままの額として反映される. しかし

(1ー26)(1ー28)の定義では，所得の変化を反映することができなくなる. ただ所得変化がな

い場合(yl=yO)にはいづれの形で CV，EVを定義しでも全く同じζ とになる.CVとして

(1-21)， (1-27)を，そして EVとしてく1-24)，(1ー29)の定義を適宜用いてゆきたいe>

5)支出関数については McKenzie(l8)，Diamond and McFadden(5)， Deaton and Muellbauer(4)の2意

など怠照.

6) Hicks (12)では価絡変化だけを対象としているので，CV， EVは (1-27)，(1-29)で定後されてい

る.多くの鈴老もζの定援を用いている. しかし.直接的な所得変化をも認めながら(lー27)，(1-29)に

よって CV，EVを定後した場合は.ζれらをかき換えて

CV=yO_E(p'， UO)ーが+Eくpl，u')={E(P'， u')-Eω切り}ー(y1_yO) (i) 

および
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Mi枯と Ør1~ の状態 Ai=(ρ' ， yつを考えて i から j への変化にともなう CV， EVの{自を以

下では CV(i，j)， E V(i，j)とよわすζ とにする.さて i=0，j=1とおく乙とによって(1-21)

と (1ー 24)から

CV(0，1)=E(P'，u')-ECρ1， UO) 

E V(O， 1) = E(pO， ul) E(pO， UO) 

となるが，支出開放は ulζl則して単調増加であるから

(l 30) 

(1-31) 

(1-30)， (1-31)より

CV(O，l)ミO+-+ul這UO，E V(O， 1)ミ0・ーザミII。 (l 32) 

となり， 2つの任済状態の順序付け (ordering)はいずれの場合も尚たされていることがわか

る.η また

CV(O， l)=E(p'， u')-E(P'， UO) 

=ー {E(ρ1，u.O)-E(p'， ul
)} =-EV(l， 0) (1 33) 

となり同じく EV(O，1) =ーC V(1， のである ζ とも容易lζ導かれる.

さて所得変化がない場合 CV，EVは文山間数の性質(1-16)を用いれば (1 27) と (1一

2~りからつぎのように表わすζ ともできる.

CV(O，h-j;;均 U
O
) φ=-j;;z仇 Eω，U

O
)} φ (1-34) 

E V似 l〉=-j;;ゅ， 111)φ=-j;;z{p，E(ρ， ul
)} .dp (1-35) 

またすでにみた Aイは

M(O，ト -j;;の，y)・φ (1-36) 

とぷわされる 8)

II 消費者余剰とその相互関係

所得の限界効川とその性質

il'j 'i.'1.者余剰の問題を考える際， key pointとなるのは所得の限界効m(え〉についてであり，

EV=E(pO， U')_y'_E(ρ，0， yO)+yo= (E(pO， u')-Eくρ，0，uO)}ー(y1_yO) (ii) 

となる. しかし乙れらの式lζ所得の変化 (yl_yりを実は反映していない.何故なら (i)とくii)に直接現
われる (yl_yりは (1-21)と (1-22)および (1-24)とく1-25)からjかるように， (i)と (ii)の第
l項に合まれる+(yl_yO)とcancelされてしまうからである. したがって (1-27)，(1ー29)つまり (i)，
(ii)で CV，EVを定義するなら価格および所得の変化は第1項にすべて反映怠れている.すなわち (1-

27)， (1-29)による CV， EVの定義はく1 21)， (1-24)は別の概念となる. King (16)ではζれらを
Compensating Goin (CG)および equivalentgain (EG)とよんでいる lIJ:合j涜得変化がない (yl=yO)

とき CG=CV，EG=EVである.
'7) (1-18)， (1-19)の定義で CV，EVの符号は正fH、ずれにとってもよいが. (1-32) の不~，./~} はそれ

に応じて逆転する乙とに注意.
8) X山開放の導入lζよって応用経済学の分野でも，i自白者余刊にまつわる級念上の知雄さから逃れてより!!JJ
1I怖な分加が可能になったといえる.交通料金問Jl1jでζの方位・をとり入れ，とりわけ成果をあげたものとして
Gloisler (9)， (10)があげられる.
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便益評価の方法と展開

また Iれでも問題となるのは，マーシャルによってなされたその一定性の仮定についてである.

ζ の問題は多く の文献で触れられている.とりわけ ζ の問題を正而から取り扱った Samuelson

(23)を中心として Oixitand Weller (6)， Seade (24)などによって重要と思われるいくつか

の点をみておきたい.まず所得の限界効用は効用指標のとり方によって変化する乙とを示す.

すでにみた劫別措ι，u(x) Iこ対してその変換 F{u(x)}=F(x)を考える. ただし F'(u)>O

である.乙のとき効用品大化の条件は

。F(x)
-7zt-=Ft(Z)=F'〈uht〈z〉=AFPt (2-1) 

である.乙 ζで，).F は効用指原 F(ニ~) Iζl到する所得のIIN9よ効HJである. (2-1) (1一わから

AF.lrtrztt F'=1F' 
ρ， p， (2-2) 

となることがわかる.つまり効用指標 u と Fにおける所得のIIR非効用の関係は (2ーのとな

り，えとんは一般に等しくないといえる.ζ のζ とは効用の変化(1-10)が効用指標のとり

万次第で仙は大きくも小さくもなることを芯;味する. しかし効用指収のとり方lζよっても消費

者の均衡条件は変化せず，pと y が決まれば均衡需要-r.tは効用指肢と関係なく決まる乙とは

いうまでもない.それ故lζ (1-12)から明きらかなように，消fl者余剰 Sは効用指標lζ対応

した所得限界効mで効用の変化を!~J って求められていて，効J目指柿の tl1 .1凋変換によって影響を

受けない.的

つぎに沼要関数は ρ，y に関して容次同次てあるから，(1ーのによってえ(p， y)=ut!p，は

p， y Iζ閲してー1次同次である乙とが直ちにわかる. したがって，オイラーの定理から

o).(ρ， y) .... I o).くρ，y) 
ーゆ，y)=玄一一一 一戸+一一一ιaρtδ  

(2-3) 

となる. ).~o とすれば (2-3) は釘jòp，=o (i = 1， 2，…， 71) と ね/oy=oが同時には成立

しないことを芯味する.所得の限界効月j一定性の仮定はそれが(nJIζ関して一定なのかが問題で

あるが，つぎの 3つの場合を考える.(a)えがすべての価特に|則して一定 O)./opl三 o(i= 1，2， 

.. '1/) の場合， (b) ).が名目所得とニューメレーノレ財(1財〉を除くすべての財の価絡に|到

して一定でお/oy=-O，O)./Op，三 o(i =2， 3，…， 71) の場合，および (c)).が ylζ閲して一

定で())./む， 0の場合である. (b)の場合は，各IUの均衡需要此が所得 y からは全く独立と

なり， ，.fr 1!~の増加はすべてニューメレール財である郊 l 財の増加に向けられる.そして ζ の場

合ニューメレール111'(他l吋一般)と当議ili1の 1!段差別山線mを~ili くとすれば， ζ れらは互いに平

行になる 10)

9)乙の乙とは Harberger(11)の蹄注 2にも示されている.皮肉なζとに効用術概から独立な値 (1-12).1ま

儲絡・所得の主化の将路!こ依存し，逆にそれからは独立に決定する値 (1-10)は効m指探のとり方に依存

するのである.

10) lliks (12) 2 .;;-; Ilfi~'ì， Taknyama (27)， Samuclson (23)カ1TJ!({.乙の性質lま;;祭'11の当込]11支出色11の全

支出額IC占める'.';'J合が短めて小さいことを芯;味している.
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しばしば!日i題とされるのは homothetic(佃似拡人的〉な選好関係を示唆すると乙ろの (a)

の仮定であろう.o).jop，三 o(i=l， 2，... ，n)を (2 3) Iζ代入すれば，

り三一_1 (2-4) iiy ). - ~ 

となる.政分方程式 (2ーのの鮮は

).=a/y (aは定数) (2-4') 

となり，J!J"i í!Jの限界効用は所得 ylこ反比例する ζ とになる.ーブ~. (1-5)を与応すれば，

eJ).j o.ρ，=o(oV/oy)joρ，=o(oVjop，)juy 

= -o(J.x，)/oy= -x，δ)./oy-).oxt/oy (i= 1， 2，…， 11) 

が成立する. (2-5)式にね/op.三 Oおよび (2 11)を代入すれば

OLE43L-=l(i=l，2，・"， 71) 
oy x， 

(2-5) 

(2-6) 

がえられる.(2ーの式は所得ijliUJ性がすべての財について 1である ζ とを意味する. そして

ζ の場合，市要関数は

x，=yg'(ρ) (i=1， 2，…， 71) (2-7) 

のJ~となる.つまり，各財の需要量は価指が一定なら所得 l乙比例的lζ依存する.ζれは選好関

係が homotheticであり，所得-7内政山線〈エンゲJレi曲線)が線型で原点を通るととを意味し

"(いる.

さて，所得の限界効用が所得iζ閲して一定という (c)のケースはとりわけ Seade(24)で

問題とされた. (c)においては (2ーめから

i)).jaρ1= -).ox，joy (i = 1， 2，…， 11) 

となるので， ζ の徴分方程式を ρで政分して

/ rT ~申\

).(p) =).(pO)exp( -1._ ~ '-:山 dpt)
¥ Jto"" oy"r'J 

(2-8) 

をうる. (2-8)はえが市場で観察可能な oxt/oyIζよってぷわされる乙とを意味している.

また芯要関数はこの場合，

4立と+JB，ω-B(P〉 A q〉}(iーリ，・， n) (2-9) l=y JlcPj +t.o，'¥.P)-1J¥，P) AeP) J 1..:= 
のj巴となる.なお， ここで A(ρ)，B(ρ〉は plζ関して l次同次であり A，(P)=oA(p)jop" 

B，(p) =aB(p)/op，である.(2-9)は各財の需要は価格が一定なら所得にのみ依存する(一般

に原点を通らなlつという線型のエンゲノレ曲線を怠味している.川

11) (2ーのはつぎのように導かれる.V(p，y)を任J訟の効用関数としI F'>O， eJJ.* /eJy=Oとなるように V"
=F{V(P， y)}をとる.このとき

(JJ.*/oy=F" V)I!+F' V)lY=O， F"(V)j?(V)=-V)lII/Vl (i) 

となる.また支出回数 E(ρ，V(p， y)} =yを yで微分した EvVv=1から陰関数定理によって
Evv/Ev=-V)I)I/Vl (ii) 

が求まる.(i) (ii)のち辺は等しいので Evv/Ev=F"(V)/F'( V)となり，Vを uにかえて2回積分すれば
E(p， u)=A(p) F(u)+Bω) (iii) 

が求められる.支出回数l乙関する性質(1-16)を (iii)IC適用しI F(u)を消去し，さらに E(p，Il)=yと
おく乙とによって (2ーのが求められる.
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出掛什1凶IV)力はどl災保j

このように所仰の限界効用に何らかの仮定をおくことは， m~者の遺好，それ故lζ顕示化さ

れるお盟関訟が特定のパターンをもつことを定;味する. したがって所得の限界効用一定性に関

する仮定の必非は，それから導かれる冗要回数が経験的に認められうるものか否かに依存する

といえる.ただ，これらの仮定は，必ずしもすべての財についてあらゆる範囲〈つまり global

!こ)満たされていなけれはならないわけではない.現尖の経済分円において求められるべきj両

氏有余罪uはいくつかの財の， しかも限られた範囲での(Iocalな〉価格変化に関してである.

したがって glohalには認められないとしても localな当該の領域lζ限って (a)(b) (c) 

のような仮定がなされたとすればある程度は許容できうるとも忠われる.また ζ れまでに導か

れたがi県は Fういった JocaJな飢域lζ限定しでも成立しうるのである.

ところで以 1:でみた仮定のうち，価格lζ関して所得の限界効用が一定であるという (a)は

選好が homotheticであり，需要虫は所得lζ比例する ζ とを怠味するが，乙の仮定は多くの分

析で好んでJfJいられている.それは乙の仮定によって様々な而できわめて明示的な結果がえら

れ，また!Jl;:Jミlζlocalな領域で乙の仮定は近似的にも成立しうる可能性をもち合わせていると

思われているからであろう.と乙ろで，マーシャ Jレ測度 M の一志性で問題にされる可積分条

{'Iは{反応 (a)と同fR，所得弾力性がすべての財で lで選好が homotheticである乙とを意味

する.また可右i分余件と homotheticおよび (a)の仮定は互いに同他でもある 12)

CV， EV， M の関係
図 1

b 
多政財の価佑が変化する一般的な

場合に，CV， E¥I， M の大小関係を

w接比校することは難かしい.ただ

1 111"の {ilfir~ のみが変化する場合には

それらの IYJ係は符 b~1ζ埠かれる . 当

該則の価怖が1'0から ρ1へ下落 (pO

>ρつするとき，正常財の場合 CV

孟Mち EVとなり，劣等財の場合不

等 l日は逆になる. また価絡が上昇

(p。くpl)するとき，正常財なら IEVI

孟IMI~ C¥'1. 劣でIjMなら逆の不

〆x(t，E(t，ul
)} 

ρ。

X(t，y) 

tl 

-守

/ 
x(t，E(t，uO 

)} 

。 z 

等弓となる.そして当該財への所得効果が小さいほど CV，E¥I， λfの値は互いに近くなる ζ

とが示される.閃 1には正常財で価格が下落した場合が示されているが， C¥'，EV， Mは(1-

12)可抗分条件が成立するときは，スルツキ一方町式から ox!/oy(y/."C()- o:J.'j/oy(y /ょrJ)(i，j=1，2，" 

ゆがえられる.ζれを甲とおいて予算式 (1-3)を y で微分したと針。x./uy=1Iこ代入すれば甲=1と

なる.よって (2ーめから送仔は homotheticである.
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3:4)， (1ー35)，(1-36)からそれぞれの{ι琵曲線と ρ 1'0，p=ρI ではさまれた矩形である 13)

多数財については Hicks(12)によって散小な価指泣化では λJが近似的，こ CVと EVの

tjJ問の他であることが示されている.より広崎な価指変化については Fosterand Neuburger 

(8)によってら示されているように

CV-A仏2:2:fγfzjatdptrfpj 
; J t ~J t JO -， oy 
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となる. 乙れらのUiはすべての川の所i!}効mに依存するので，所得効果lζ関する仮定がなけれ

ば C V，E V，λfの関係は一般的!ζはあまり切さらかでないといえる.

C V， EV， ̂グの関係は所得の限界効HlA IζJ，l~l\j，を合わせると，より明瞭な形で知ることが

できる . 所得の変化がないとき CV と効mz~ L1V の関係は (1-26)によって

L1V= V(ρ1， yO) _ V(pO， yO) = V(戸，yO)_ V(ρ1， yO CV) となる. ζ の関係と (1ーめから

dV=-J;;Aω， yO)x(ρ， yO)・φイ;:cvw，グ)dy

が導かれる.同段lζ EVと L1V も(1ー28)と (1ーめから

(2-10) 

dV=-j;;』〈p，yhω，yO)・ゆ=j;:+EVAV，y)dy (2-11) 

の閃係にある.(2-10) (2-11)から，L1V は A(ρ.， y)， J.(pO， y)を ylζついてそれぞれ yO

--CV豆y三Zfおよび yO豆y三五yO+EV の区間で杭分したものに等しい. とれらの関係を図示

したのが図 2であり，以下との図にしたがってむ政的にみてゆきたい.川ただ以後乙の節を通

図2

y 

).(tO，y) 

え(tl，y)

。 A 

1~1) Hicks (13)の8，1O11， Burns (1)あるいは州協(32)宰照.

1/1)図21こは ).(Pl，y)く).(pO，y)の場合が示されている.
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'to""JAムoI I山 Vノ/)(1;，ζM主1#1

して L1V>Oとし， 1節の定設から， CV，EV，M はすべてiEの場合をう与える (L1VくOについ

ても符号lζ注意して同じ結論が導かれる).

一般的には ()J./む'話0で，えが右下り〈ないしはAiu)な曲線である ζ とはいえる. しかし

多数財の{商品変化が生ずる場合は (2-めからもわかるようにえの pに関する変化は定められ

ないので， ).(pO，y)とJ.(pl，y)の位車関係は不明である. したがって CVとEVおよび(1-

12)で yl=yOによって定混される λfの相互の大小関係をi(lちにを決める乙とはできない.山

しかし uJ.juy=Oなる仮定(C)があるときは ).(pl，y) とえ(pO，y) が砧軸lζ対して垂直とな

り， 五いlこ平行になる. したがって J.(pO，y)?::-J.(p1， y) に応じて CVミEVとなる乙とが明

きらかである. I司H与に戸から plへのすべての pで min(J.(pl， yO)， J.(pO， yO)}豆2(ρ，yO) 

-;;;;rnax (J.(〆， .yO)，え(/>0，yO)} となるようにρを変化dせれば， M は CVと EVの問の値

をとる乙とになる.すなわち CV主主λ4ミEV(泊り悶)1阿〉である 16)

つぎ17" eJp/opc::;;;'O (i = 1，2，…， 11)という(a)を仮定すると， J.(P1， yO) =え(p，yO) = ).(pO， yO) と

なり Aのl曲線はあらゆる plζ対して 1木だけ引かれる.oJ./oyくOなら Aは右下りの曲線で

あるから明きらかに CV<λfくEVである.さらにね/oy=Oという仮定(C)をつけ加えると，

A は1本でしかももも恒iに垂直となり CV=ル{=EVとなる. ζ の勾合は (2-3)で示されたよ

うにえー0を怠時している.

以上の結果は同じ条件のもとつぎのようにも証明できる.乙乙では先の節との関連において，

まず仮定(c)の協合を，そしてつぎに仮定(a)の場合をみてゆきたい. (c)を仮定した場合はえに関

して(2-8)の関係が成立している.ここで先取りした (3-1)(3ーめから M を減ずれば

cv-h-j;;{ゆ)/ゆりー1}の，yO)・φ

EV M=-j;;仰)/ゆっ-1}xω，yO)・ゆ

(2-12) 

(2-13) 

となる.仮定から).(1う〉は 2(pO) と ).(ρ1) の 1mの仙をとる . よって当該~Ji域の plこ対しては

J.(ρ)/J.(ρ1)， J.(ρ)/え(pO) はつねにと1 か三五l の圧い lζI~ 反的な符号をとる.つまりもし

J.(pO)ミ).(ρ〉ミ).(ρ1)なら J.(p)/).(ρ。)三五1，J.(p)/J.(ρ1)ミ1であり (2-12) と (2-13)から

CV;;:;:MミEV となり，逆lζ ).(pO)主計(p)~).(ρ1) のときは cv亘M~EV なる乙とがわか

る.乙のI&:定(C)Iζ(a)をつけ加えると (2ーめからすべての財の所得効果 oxc/oy=Oとなるので

(3-1)， (3ーわから CV=M口 EVとなる.

rp1 r 唱

15) YI-YOのとき.¥1=-J〆(p，yO)・ゆ=jc;dVとなる価絡変化の経路でえは.l(戸Jりからゆ1yO) 

へと迎続的に変化し.その支化している』で d¥・を叩倍するので， .lの変化が符定化されなければ CV，

EVとの関係も明白でない.

16)仮定 (c)tこよって (2-10)，(2-1りから C\'~.J Vj.lω1， y)， EV dVjゆ 0，y)， /"[= JcdVjゆ， y) 

とはるのでζの結果は明きらか.ただし，つねに dV>Oとなるように pを変化させなければならない. 

.dV>Oのとき佐誌の slahl(26)の:ぶ命からそれは可能である.

第1:註付論
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つぎに(a)を仮定すると， 乙のぬ合消t~者の選好・は homothetic になる乙とはすでにみた. 乙

ζ では Takayama[27] にしたがって CV，E V，λfの関係をみてゆきたい.所得の限界効用

Aは (2-4')のように所得に反比例し，各財の需要00放は，所得 y に比例し (2ー7)のよう

になる.価指と所得が (pO，yO) から(戸， yl) Iこ変化したときの一般的な効用の変化 L1uは

(1-10)で表わされるが，乙れに(1ーのおよび (2--1')と (2ー7)を:考隠すれば

rV1 n rt1 rt1 

L!/(= 1... ::: dy一 I..~ag((ρ〉φc=alogyl/コ，O-a1..1.' gt(ρ〉φ， (2-14) 
J V' Y J t' • ~ - J t' ， 

が説かれる.まず，価格変化のマーシャ Jレ測位 M(O，1)は (1ー36)から
~，、， ~n 

M(O， 1)= 一 I'.~ぉ(ρ， y)dρ，=yO!，.{ l'g((p)}dp， (2-15) 
Jt' Jt' 

となることがわかる.(2-15) の砧分他を T とおくと Aイ(0，1)=，yOである.

さて，C Vは L1u=O としたときの価絡変化に対するM蛇的所得であり，いま移転所得はな

いので， (1ー27)から CV=yO_E(p'，UO) となる. 価陥変化の効果を所得変化の効果lζおき

か・えるために E(pl，UO) =ylとおけば (2-14)から

O=a log{yO-CV(O， 1)}/yo+ar 

となる.(2-16)式から C Vを求めマクローリン挺聞を月1いると

yO-CV(O， り =yOe~r=

となる. したがって (2-17)から

C V(川 =M(川 -m(，)yO;m(，) =ふくー1〉h;:
の関係がえられる.また EVについては (2. 16) Iζ対応した

O=a log{yo+EV(O， 1)} /yO-a， 
から

E V川 =M(O山 1ゆ 0;n(τ)=乙C

(2-16) 

(2-17) 

(2-18) 

(2-19) 

(2-20) 

のように求められる.m(t') >0， 71(，)>0であるから，17) (2-18) (2-20) によって

CVくM くEV (2-21) 

が導かれる.かくして多数財の価絡が変化したときも， homothetic な遜好関係にある場合は

(2-21)の関係が成立する乙とが示される 18】

マーシ十 Jレ測t:とむi分経路

hJW分糸件を仮定しなければwが経路左に依存するλIγついては，つぎのような経路〈の集

17) ，=0 において de'jd，=l，de-<jd，=l， d2erjd，2/0， d2c-r/dr2>0および eO詰 e-O詰 Iから m(，)>O，
nくの>0がいえる.τくo(つまり Mく0)のときもCVどMくEV(ICVI>IM >IEVI)となる.

18) (2-21)は Dixitand Weller (6)によっても別のノj訟によってniE明されているが， Takayama Iζ依る方

が簡潔である.
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便益評価の方法と展開

合〉を選べば{立がー窓に定まる ζ とが示されるくStahl[26]). AO= (pO， yO)， A1 = (pl， yl)への

変化について (1)pOから p.へ変化させるとき，その変化しつつある plζ関して y=E(p，UO) 

となるように所得も問時に変化させ p=p歌のとき y*=E(ρへUO) となるようにする.以上の

経路の変化で dll=Oである.(2)価格は一定で所得を y*からタ にして効用水準を A1のと

きえられる d にする.つまりタ=E(p*， ul
) (3) p*から 戸へ変化させ，やはり変化しつつ

ある ρに関して y=E(p，ul) となるように所得も同時に変化させ，p=戸のとき yl=E(pl，Uつ
となるようにする.経路の変化て du=Oである.(1)(3)は補盤的所得の変化を伴い，du=Oで

あるからその過誌で値は一立に決まる.また(2)では単lこ所得のみの変化であるから ζ の過程で

もやはり値は一意である.(1)(3)においては (p，y) の経路は無数に集合として存在するので，

結局 M をー怠に決める経路が集合として存在する乙とを意味する.乙れは口I積分条件をあえ

て仮定しなくとも， ，Hがー窓に定まる所mと{ilfiH5の変化の経路が集合として存在することを示

したことになる.

厚生の序列付けとil'jt~者余剰

価格 ・所得の変化によって効用が変化する場合，効用変化iζ対応した貨幣額すなわち消費者

余剰の大きさの11:91J (ranking) と効用変化の大きさの序列とが正しく対応しているかどう か

は重要である.110< (pO， yO)のときの効用 UOから AI=(ρ1，yl)， A2宮 (p2，yりとなったとき

の効用を各々がJ tI~ とする.乙のとき AO から AI ， A2への変化の消賞者余剰を CS(O，1). 

CS(O， 2) と記すると CS(O，1)霊CS(O，2)‘一吋t1ミポとなっているなら消賞者余剰は正しい序

列を与えているといえよう .IlI>U2にも拘らず CS(O，1)くCS(O，2)といった，逆転した序列

を与える可能性もありうる. 1財の価格のみが変化(他の財は合成財一般として取り扱われて

いる〉する場代はmt~ -?i余剰が CV， EV， M のいずれであっても正しい序列が与えられる こ

とは容易にわかる(判該財と合成財の無基別曲線が原点に対して一部凹とでも ならない限り正

しい順序を与える乙とが Fosterand Neuburger (8Jで指摘されている). しかし，多数財の

価格が変化する一般的な同・合はどうであろうか.以下では乙れまでと同椋移転所得がない場合

を考えている (.)'0= yl =-y2). 

まずマーシャル測度 λfは価格変化の経路lζ値が依存して一意に決まらない ζ とからも，一

般には正しい序列を与えるとはいえないだろう .つぎに等価変差 EV は正しい序列を与える

ことがわかる.それは(1-24)を用いて

E(O， 2) -E(O， 1) = E(pO， u2) -E(pO， 1l0) -E(ρ0， u1)+E(pO， UO) 

=E(pO， ut)-E(pO， ul) 

が導かれ，支出関以の性質から

EV(O， 2)ミEV(O，1)ーu2霊ul

第 l章付論
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(2-22) 

(2-23) 

便益評価の方法と.~~r，1J

となることからあきらかである. しかし!I1i並変差 CVが一般に正しい序列を与えるか否かは

わからない.山なぜなら(1ー2りから

C V(O， 2) -C V(O， 1) = E(ρ2，U2) E(p2，UO)-E(ρI，U1) + E(pl，UO) 

=E(戸，uO)-E(ρ2，UO) (yl = y2) (2-211) 

となるからである.(2-24)の式の右辺vはが，u2 は明示的には入っておらず CVの序列につ

いては何もいえない.ただし， {91Jえば plく戸くすべての iについてバくバ)のような喝合には，

|司ーの所得のもとでは明きらかにが>u2であり， また E(戸，uO)<E(戸，UO) となるので，

CV  (0， 2)くCV(O，りであり C Vは正しい序列を与える. しかし一般には戸と戸 1mに乙の

ような関係のもとに経済変化が生ずることは稀であろうし，また ρ1とf のベクトル附rj';が

i火まっているもとでの序列付けの判断は円明ともいえる.

乙のように CV については， 正しい序列付けが一般的にはÍ1Jtj~でないが， それが可能な 2

つの場合をJ5・えてみたい.まず{t;{初iζ，

CV(O， 1)十 CV(1， 2) =C V(O， 2) 

という，CVが加法的な場合である. 乙のとき

E(戸，ul) -E(pl， UO) + E(p2， u2) E(p2， u1) = E(p2， u2) -E(p2， UO) 

したがって

E(pl， UO) -E(p2， UO) =E(pl， u1) -E(ρ2， U1) 

となる. (2-26)が成立すれば (2-24)は

CV(O， 2)-CV(O， 1) 

=E(pl， u1)-E(ρ2， U1)竺 E(p2，U2) -E(ρt，u1) (yl=yり

となる.乙の場合は

CV(O， 2)ミCV(O，1) ~ u2ミul

となる.さて ζ 乙で (2-26)式をかき換えると

(2-25) 

(2-26) 

(2-27) 

(2-28) 

E(pl， UO) -E(戸，ul)=E(p2，uO)-E(p2， ul) (2-29) 

となる.(2 29)式は，UOと ulの効用を ρ1.p2でえる場合のえ:出額の差が等しいことを怠味

する.つまり乙の場合 d とがをぷわす無差別曲線が互いに平行である.乙れはまさに所得

の限界効用の一定性lζ関する(ωのケースであるととがわかる.つぎに，効用関数が homothe.

ticの場合を考える.homotheticの場合は ul=αU
O

(αはスカラー〉のとき任意の価格 pl乙関

して E(p，u1) =αE(p， UO) となる 20)したがって

19) Foster and Neuburger (8)では 2財の(d!i他変化で CVIζ関して序列の逆転性が生ずる可姥位を阿示し
ている.また財政学の分野で CVを周いて課税の超過負担を測ると， Aしい序列を与えない場合が主ずる
ζとを Kay(15)， Pazner and Sadka (22)は図示している.

20)選好が homotheticであるためには.任立の正のスカラー αに対して効明閃数 w(.:r)カ w(ct.r)= 
aw(.:r)となり.かつ u=F{w(.:r)}なる変倹が存在するととである.組内F化のため ω(.:r)= 11 とし任置の
筒絡を pとすれば E(p，u)=m;fI{t'.:r; w(.r)=u}.いま ulと uOの間に ul=auOなるfV'r-ミカ，あるとし.
ul， uOの解を .rl，.roとする.ζのとき ω(.:rl)= ul = auo= aw(zO) --w(a.rりとなるので，E(t， ul 't..rl 

=t'azO-at'zO=αE(p， uO)が成立する.
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E(pl. 1l0) =E(pl， 111)Jα=E(ρ2， U2)Jα (yl =y2) 

E(p2， UO) =E(p2， U1)Jα 

となり， (2 24)から

CV(O， 2) -CV(O， 1) = (E(p2， (2) -E(p'， ul)} Jα 

便益評価の方法と展開

となる.よって (2-27)から ζ の脇合も CVは正しい序列を与える乙とが明きらかである.

さて残されたマーシャ Jレ制度 λイもやはり一定の条件のもとでは正しい序列をうえることが

示される.Cγの場合と向慌に幼用問数が homotheticのときを仮定しよう .このとき (2ーの

のようにすべての財の所得弥力性が lとなり ，(2ー7)から任窓の y について

二r:，(p，y) =x，(ρ，yO) (yJ yO) (i = 1，2，…， 11) (2-30) 

がしたがう.乙 ζ で y=E (p， V(pO， yO)} となるように yを決めれば (2-30)の左辺はMi1í~宿

~関数となり，そのポテンシャノレ l同数 E(p， VO)の偏導関数 Eiとなる.また仮定から可部分

条件も満たされているので， (2-30) の右辺第 1項もそのポテンシャル関政 F(p，yO)の偏導

関以 Fiになっている 21)つまり (2-30)は

E(p， VO) 
E，(p， VO) =F，(p， yO) "_'r_:o' / (i=1，2，…， 12) 

f 
(2ー 31)

となっている.(2-3りから，補佐需要{ζ対する通常のお要はすべての財で，任意の価枯pに

1mして E(ρ，'VO)jyO という同じ比率を保っている乙とがわかる.とくに (2-31)は Eと F

の gradientは任立の pで互いにスカラ ー{たにな っている乙とを意味する.このことは E と

Fの無差別出IUnIま任意のρで一致し，Eは Fのス カラー変換となり，CVとM は monotonic

な関係にあるといえる homothetic の仮定があれば CVは正しい序列を与えるので，1¥1も

やはり正しい序列をうえることにな る ~2)

以上 CV.EV， M の性質とそれらの関係をみてきたが， まずマーシャ Jレ測度 λ4はー窓性，

順序付け，序列付けのいずれの問題をとっても無条件では満足する保証はない.それに対して，

CV と EVIよ対称性をもったものとして扱われ， 一意性と順序付けについてはいづれの指陀

も乙れらを満足する. しかし，序列付けについては EV だけが無条件lζ満足する.乙の.3味

で口頭でり ¥Iohringの法準は EV でのみ尚足されている ζ とになる. と ζ ろで， J~4子カ;

homotheticである(あるいは可砧分)という仮定によって i.... 1は CV，EVと互いに monotonic

なIVJ係になり，CV， E¥T，λIに係わるすべての問題は解決さ れる.ただ し homotheticityは現

災的にみて れ';':) 設しいHi~~ あり， localに成立するとしてもその符囲は限られるだろう.

fP' fP' 
:!l)λ[=ーl三.f'，(p.y)dpl一一iヱF，(p.y)dp，~ Fω。)-Fωt) である.

Jp・ JP"

22) C V， E¥.'とλIの monolonicな関係については Dixitand Wel1er (6)怠照.上記のJ浪;命もこれに大き

く依存している.
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捕控変走 C V，等価変若 E Vは，Pl1:変化を測る尺度としては，i!i場で観察可能なデータ

によって測定されるマーシャル測度 λ4に比していくつかの点ですぐれているといえよう . し

かし CVや EVは市場でえられるデータによっては直接的に求める乙とはできない 23)そこ

で結局は，とくに応用経済学の分野でみられるように， M と CV あるいは E¥l''''は大きな

聞きがなく，適用上の問題としては M で代表させても差しっかえないであろうと乙とに落ち

着いている.川 ζ ういった傾向に対して，CVや E VをI!i拐データからえられる λfと款底

的に関係づけようという dみを次釘jでみてゆきたt.'. 

III マーシャル測度と CV，E Vの決定

C\仁 EV と 111 の数也的I~J係

選好|共lalC{“ITの仮定も設けない一般的な崩合について，CV， EV，M の関係を政監的iζ出

握するにはかなりの困難を伴なう乙とはすでにみたとおりである.そ乙で本節ではまず Seade

(24)によって Aが ylζ関して一定である場合について，そしてつぎに homotheticな遺好

関係のもとで，それらについてみてゆきたい.つぎに選好関係lζ仮定を設けずに，より一般的

なケースについて，C V， EV， M の関係を定量的に〈誤差中として)帯出する乙とに大きな来

績を践した Willig(28Jの論文を概観しておきたい.

(1J..Joy=Oのときは，所得の限界効用 Aは ρだけの関数として (2-8)のように表わされ

る.CV と効用1，'~に関する (2-10) から

-j;;KP)dp，yo〉ゆ=J..(ρt〉j;:cvdyd〈ρI)CV

となるので，これに (2-8)式の f と戸を取り換えたものを代入すれは

ftl J..(ρ〉
CV(O， 1 ) 竺ー | 一一 I~ x(p，yO). d.ρ 

J t' J..(戸〉

=-lp.ezp{-lpah(p，f〉-dρrx(P.yO).dp (3-1) 
.Jt' 、 Jt' ， 

がえられる.乙こで x，= (OXljOY，…， ox.jay)である .E V  については (3-1)の J..(ρ1) を

え(tO)に代えて

EV(o， h-j;;叫{-s;山 ω，yO).dp}x(ρ， yO)・ゆ (3ー 2)

となる.CV， E Vはそれぞれに係わる情。笹需要関数をf から 戸 の価路変化!と閲して積分し

23)次の節でみるように，これはある程度可能になる.

24)その論拠は当誌財が地支出却に占める割合が非常に小さいとか.当政財IC関する所得効果が小さい，ある

いは所得の限界効用は経済変化lζ対しては近似的iζ一定であるというようなζ とに求められる.また多政財

について M を求める場合も，Mの値の経路による若は， 需要関車交の推定上の誤差と比べたら問題lζならな

いほど小さいという ζ とが依り拠とされている.

指 l室付論
33 



._0 .. O .I_"_・パ川

たUiであるが， 8λ 8y 0のときは (3-1)，(3ーわからわかるように，CVとEVは通常の市

場前要間以 x(p，yO)ふれ p に附してシフトさせたものを fから戸に関して随分した(，電と

なっている:!，s>以上から 8)，/8)' 0， つまり関述した ~úMにおいて各財の市安が所得に|月して

k!，!!l'!のときは ((2ーの宰照)所得抑力性の{dJi拍に関する知識があれば.CVとEVはマーシ

ヤノレ制度 λIと政民的!と問述づけられることがわかる。以下 (3-1)(3ー2)Iこ閲して近似的な

M[を求めることにしたいが，i民i'Jは変化なく y=yOである.

まず 1Mだけを対照として，前分の平均{!I'lの).E理をJHいると

-f:， xvdp=圃 ;j;，η坤 =-7j;坤

となるjfrUωrii)J位手が(7-在する

は ρ(-7j;，zゅ)=fω
とおくと (3ーりから CVの近似{u'iC V'が

rP・〆{ /、， ¥ 
CV'(O， 1)= Jp'ふf(p)¥ーす)dp

と求まる.部分をすれば結局

CV'(O，トす(1ー叫(一歩M/y)}

となる乙とがわかる.同時にして，EVの近似値 EV'は

EV'似 l)=j{lー仰(~M/y) -1} 

(3-3) 

(3-4) 

(3-5) 

(3-6) 

(3ー 7)

として求められる~引かくして CV， EVはマーシ十 Jレ測度 A1と所得の弾力性 ηという，

ili喝において比較的入手し易いデータによって近似的に求められることになる.さらに所得lζ

占める λ4の川合と ηによって CV'，EV' と λ4 の~離率を示すこともできる.また ζ のよ

うな近似はlU数の財については悶斑を伴うが，各財の所得弾力性が等しい場合iζは同微な結果

を導く乙とができる.

一方 homotheticな退好となっているときには (2ーののようにすべての肘で η=1になる

ので， 1 財，担致民t~、ずれの場合も (3-4) と同様

仰(-~f:， x ゅ)=g(P)
とおく乙とにより CVは正確に

CV=y{l-ex，ρ( M/y)} (3-8) 

と求められる.同坊にして EVも

25)シフトの係数は C¥Tで坤{-f;IXVω， yO)φ)である (3ー凡 (3-2)の綾部分閃数はゆ)X，(p，

yO)= -V，であるから.ロJ部分条件はみたされている.

26)守は p に問して変化するが.(3ーのと (3ーのでは pの主化する領減で一定値とみなしているので近似

!it1としてふめられる.ただ pの当民主以ての変化lζ対して守が一定である乙とは+分IC考えられる.
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EV=y{exp(M'y)-11 (3，-9) 

となる. (3-8) (3ーのは.C V， EV，と M の関係が，所得と，所得lζ占める M の羽合によ

って一躍的しかも正確に表わされるという極めて明快な表現となる.この関係は，同じ仮定の

もとではあるか別の方法によって示すこともできる.すでにみた. (2-16)(2-19)式で M 君

，y()に注窓すれば (3-8)(3-9)が容易に部かれるし，さらに他の方法で Chipmanand Moore 

[2Jによっても持出されている〈彼らの (50)式〉

jì~ 'J.'l者の選好に条件を付したうえで CV，E Vと M の関係を導いてきたのであるが，用い

られた仮定は，たとえそれが localIζ成立するとしても，かなり厳しいものである乙とは既に

ふれたとおりである.九Yilligは消費者の選好に関する仮定を用いる乙となく ，CV，EVとルイ

の関係を一般的状況のもとで導いたことに大きな忠義があるといえる.彼の [28)に従って簡

単{ζ論理を追ってゆきたいが，以下は l財の場合について考えている.技数財の場合について

は彼の [29)に触れられているが非常に困難を伴う.

¥Nilligのブi法

当該財(l財)の価絡がfから戸へ変化し，移転所得はなく y=yOであるとする.また

所得の弾力性を η〈甲キ1) とする.いま一般に所得が〆から yへ変化する場合を忠定しよう.

乙のとき微分方22式

dx(p，y)/x=η(dy/y) 

を f から y へ泊分して

zω=の刈予y (3-10) 

がえられる. (3-10)で y=Elρ，V(pO， yO)} =E(p， Vりとおけば， (1-1めから補整需要関数

dE(p， ¥102 _~/.;.. C"(.;.. 1/0'¥1__(.... .，O'\[__~(ρ， VO) ドdt' / =x{p， E(p， VO)} =x(p， yO)t .....'1".;0. / J (3-11) 
l y" ) 

が求められる.あるいは (3-11)を

(E(p， VO)}-ー dE(p， VO) = (yO)ー切(ρ，yO)dp (3-12) 

の形として fから ρlへ砧分して E(pO，VO) =yOを用いれば〈マキlから〉

〈yO)1寸ー (E(ρ1， VO)}いヲ -.f rp'_I'~ ..o'J~1 
lーη一一一=げ〉オ-J T'X(P， yO)例 (3-13) 

となる. (3-13)の右辺のカッコ内はマーシャル測度 Aイであるから， (3-13)を整理して

E(ρ， ¥目。{1-(1-7J)与)同 (3-14) 

が導かれる.

いま価絡が f から戸へ上昇すると仮定する. pO 5:.p ~pl Iζ対応した補整所得 y=E(p，

VO)を考-えると支出関数の性質から yO5:.y 5:.ylである.価格変化の領域での所得弾力性の上
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阪， 下限を各々 η， 主として， (3-11) に中間{自の定理を用いれば

{~(p， VOLy ゅ，E(p，vo〉14(E〈p，vo))ヨ;0 ' J s;; .. ;;(p: YO) . s l----'7 
となる .E (ρ，VO)/yOミlを考慮すれば (3-15)左側の不等式関係から

dE(p， VO) ( r;'/k  lTO '\ 1 -~__XlE(p， VO)} 1-:l/ 
O S;;均， yO) げ〉なと活斗(Eω， VO)}-?=dl lA_'\~'~?l /J JI 

および右側の不等式から

(3-15) 

(3-16) 

ω[ 円ヨ}I-~J;φ=dEZVO)ω， V伊豆x(p， yO) (yO)-jj (3-17) 

となる.

さて (3-16)， (3-17) における各項はすべて非負であるから f から pl (pO<s) の積

分によって不等号の向きは不変である.積分し， λイの定義(1-36)を用いれば， (3ー 16) と

(3-17)から

(yO) I -~ー (E_(P_ I ， VO)} l-~ 
λイ(0，1)(yO)-2;;:: ¥J  / iーη

(yO) l-iiー (E(pl，VO)} 1一帯
M(0， 1) (yO) ー~<三 l一号

の関係が普かれる. (3-18)， (3-19) を整理し，

1>(1一号)M/yO，1> (1-7J)M/yOを仮定すれば，

yO{1一(1ー初予)九E(孔 V切。{1一(l-1{)~ }市
となり ，CV(0，1) の定義 (1-27)を用いれば

十一日〉予)市-1+土 M-CV

M/yO ι M 

J-(l-?D判均一1+予
MjyO 

が求まる 27> 同様に EV(0，1) に関しでも

{1+内包う-14

M/yO 

がえられる 28)

ミ(1+(1ーのう子)尚一l-jL
MjyO 

(3-18) 

(3-19) 

(3-20) 

(3-21) 

(3-22) 

27)本稿では ¥¥illig(28)とは C¥'，E¥'， J¥1の符号が逆になっている.また (3-21)はつぎのようにして求

められる.(3-20)のすべての辺から yO=Eω。，Vりを引き，M を加える.すべての辺をM でわり，さ

らに右辺と左辺の分母子を f でわる.

28)論証の過程で用いられた 2つの仮定は結果を拘来しない.まず悩絡上昇{ζ対して悩絡下落の場ー合も対称的

lζ同じ結果がi..1j..かれる.また l>(1-7j)M/yO，l>(l-.?'!.)M/.戸ち極封1;にM が大きい場合を除いて通常成

立している.
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さて (3ー 21)(3-22)は CV，EV，と M の飛離の率が， 価出変化のさいの需要の所得弾力

性の上限， 下限の値によって範囲を定めらていれる ζ とを意味する. しかも， 乙れらの関係は

所得弾力性奇および Eと， マーシャル測度 M が所得 yOIζ占める比率 M/yOさえわかれば

容易に計算が可能である.無論乙れらの値は市場で observableなものであり， 求めるのも容

W，Iである. Willigが導いた ζれらの関係はi肉質者の選好iζ何等の仮定を設けていない一般的

tJ:場合である乙とが非常に重要な点であるといえる. というのも， ζ れまでみてきた多くのケ

ースでは様々な仮定のもとで導かれた結論が多かったからである.ただ Willigで除かれてい

たり=1のケース (乙れは homothetic)については 2節でみた Takayamaによる

G~-20) によって補足される. それらは

M-CV 一主主主主一一主主L
M 一 τ.yO - r 

EVーλイ n(r)yO 1I(r) 
M - ryo ーで

τ=M/yO， m(hzfケ=eτー(1+r)， 

11くて)=乙〈ーか云=e吋ー(1-r)

から求められる.乙の場合必要とされる値は r=M/yOだけである.

(2-18) 

Willig (28)にみられるように τ= MjyO と η 明して [{1-(1ー か}T七一1+rJ/r と

[l[l+(lーか}尚一lーふ の値を計算しておけば，CV， EV  と M の~E離率は容易lζ知る

ζ とができる. 図lζ τ=0.05，主=0.3，j] =0.5のとき，(λ1-CV)jJU， (EV-M)jMはとも

に 0.8%から1.3%の間にある乙とになる. 乙れら~E離の率は r や手と?の差が小さいほど

小さく， 逆にそれらが大きいほど大きくなる. 一般には問題となる財{ζ関して， T や ηの変

化tの範囲はかなり小さいと考えられる. (以下続号〉
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IV 貨幣頓による効用の直接的表示

効用の変化の近似値を効用関数の解析的な展開によって求めることが考えるれる. しかしこ

の方法では，効用指標の選びノJ次第によって求められた効用の値は異なってくる.そ乙で効用

のタームを他の効用 iζ関するタームと cancel とするととによって結果的iζ貨幣額的な値に変

換しなければならない.乙うした方法は Harberger(l1Jによっても試みられたが， 最近の

Mc:kenzie-Pearce (41]， Mckenzie (40Jでは効用の変換によって， 効用ターム=貨幣額ター

ムとして分析がおとなわれ新しい展開がなされたといえる.本節ではζ のような万向からます

Ha.rbergerの方法をみる.つぎに，CV， EVをやはり支出関数の展開によって求めてみたい.

そして最後1<:::Mckenzie-Pearceの方法を検討したい.

効用関数と支出関数のテイラー展開

初期の経済状態を (pO，yO) == (plO， PtO，…， Pno， yO)とし，乙の状態から価絡が変化して (pO

+ ，dp， yO) = (PIO + tJpl， )う20+tJp2，……pn 0 + tJpn， yO)なったとする. また乙れに対応して消賞

者の23要最はが==(XOI，二1:20，…，XnO)からが+JX==(X10斗tJX" XzO + tJX2，…… XOn+tJXn) 

へと変化したものとする.ζ のとき効用の変化 tJu= U(XO -;-JX) -u(が)は

du=244dzt+よ zzl自立仏L1x，+R
OX， --" 2 -:-' '7' ax.dxJ ‘ J 

=手川 (4-1) 

として表わされる 2g) 乙乙で Rは3次以降の剰余明である.さらにくlーのの関係を (4一り

に代入する ζ とによって

29) .du，守合(完).d勾引.d.rl+ U(2.dぬ +......+ω
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LJu=ηp，Odx，+を手(LJ).p，O+).0 dp， +似 P州 +R (4ー 2)

となる. ζ 乙で (4-2)式では du，(xO)竺 u，(xO+dx)-u，(XO) = OO+LJ).)(p，o+dp，) _).op，o= 

d)'p，O~・).Odρ，-r d)'dp ， の関係を用いている. さて (4ー2)式を整理して両辺をが+d)'/2キOで

!~J る乙とによって

1 _.， 1 d). 
下τ初2=号p，OLJx，+τ手LJp，LJx，十7下右万汗 LJp，LJx，+R (4ー 3)

が導かれる. (4-3)の左辺には分母子ともに効用の変化分のタームが入っているので， それ

らは cancelされて効用変化lζ対応した貨幣タームのみが残る. つまり，効用指標のとり方如

何は (2ーわからもわかるように， それに伴なう所得の限界効用の大きさ如何によって offset

されてしまうからである. また右辺の第 1， 2項からも所得の限界効用が除去されてそれらは

貨幣翻のタームとなっている. Harbergerは右辺の第 l項を効用の一次的変化であり， r国民

所得の変化Jとみなしており， また効用の二次的変化である第 2項は「消貨者余剰の変化Jと

みなしている. 第 3項以降iζは所得の限界効用が入り込んでいるし， また次数lζ応じた変化分

の積を含んでいる. そ乙で Harbergerは第 3項以降は無視して最初の 2つの項でもって効用

変化の近似値として用いたし， また多くの実証分析への適用に際しでもこの値が用いられる乙

とが多い.刷

効用の変化を直僚的IC求めるというこの方法lζ対して， CV， EV  は効用水槽を一定とした

うえで効用変化lζ対応した貨幣額を求めている. したがって効用のタームには関与せず， 支出

関数の展開によって一周明瞭な値が求められる. CVは (1 -27)から

CV=-[E{pO+dp， V(ρ，O，yO)_E{ρo， V(pO， yO)}] 

[δE(pO， VO) i.， 1~ <r' ò2E(pO， VO) A ~ A ~ nJ -仔 adpt+- z z dρt動 -Rctl "; op， -r" 2 "; ~ dp，otj -r'-rJ.~ J (4-4) 

となる. Rcは3次以降の剰余項である. (4-4)に(1-16)(1-17)の関係を代入すれば

CV=ーヱヱ，(pO，VO〉apt-tzいが，VO)LJp，LJp， + RC (4-5) 

がえられる.また EVも同梯lζ して求めれば

EV=ーや，(p1，V1)LJp，++手予Sゆ (4-6) 

となる. なお V(pO， yO)君 VO，V(V1， yO)= V1である. さて (4-5) とく4ーのにおいて，

価格の変化前および変化後の需要最は各々 x，(pO， yO) =ぉ {ρo，V(ρ0， yO)}， X，(p1， yO)= 

X，{pl， V(ρ1， yO)} の関係があるので， CVと EVの第 l項の値は市場需要関数か与えられ

る. また第 2項は価格変化の代替項の値であるから直接知ることはできない. しかしスルッキ

30)乙の近似値はかなり妥当な{直を示しており， Dodgson (34) (35) Iζよればシミュレーションにおいても

CV， EVと近い倍を示している. しかし超過負担の測定では Dodgson，Hausman (37)によって指摘さ

れるように CVや EVとかなり森去をする.

第 1:宣付論
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一方程式 s"= dxt/dp， +x，dxt/oy という関係があるので，市場需要関数から dxt/dt，および

x，ox，/oy の値を価格の変化前および変化後について知る乙とができるので， 5" も結局市場

需要関数から求める ζ とができる 11)

効用の貨幣額による表示

効用関数を関数展開しでもやはり効用の変化に閲するタームが入いり込むのは当然であるし，

それを避けようと思えば，効用水準を一定において C V，E Vを求めるという方法が選ばれる.

それに対して効用の変化を直接捉えつつ， しかも一恵lζ定められない効用のタームを排してそ

の値を貨幣額で表わすべく試みられたのが Mckenzieand Pearce による方法である. いま財

空聞に定義された任意の効用関数を u(x) とする. u(x) をある価格 f で達成するための最

小の費用は支出関数

E{pO， u(x)} (4ー 7)

とあらわすことができる. ζ のとき支出関数 (4-7)に関しては dE(・)/ou(x)>0となって

いるから， (4ー7)は u(x) を単調変換した新たな効用関数でもある. つぎに価格と所得が

(p， y) のときの需要量 x(p，y)を (4ー7) Iζ代入すると.

E[pO， u (x(p， y)}] (4-8) 

なるが， (4-8)の中の変数はpとyでありしかも (4ーのは効用 utx(p，y)} の単調変換と

なっている. したがって支出関数 (4-8)はρとylC関する間接的効用関数ともなっていて

E[pO， u (x(p， y)}] = V(p， ylpO) (4-9) 

の}~であらわすととができる3%) 乙乙で (4ーのにおいて p=pOのときには， いかなる ylζ

関しでも

V(pO， ylρ。)=y (4-10) 

となっていることは明きらかである. (4 -10)については，

。V(pO， ylpO) -
).(pO， y) = V • 'r ;'..J W / = 1 (4-11) 

の関係が成立する. したがって ).(ρ0，y) のylζ関する導関数はすべてOとなって

3').(pO， Y) - ^ 
oy' - v  

(4ー 12)(i=l，2，…). 

さて (pO，yO) から (pO宇 /Jp，yO守 jy) の変化による効用差を L1V とし， dVをテイラー展

31) CV， EVを求めるさい，支出関数を展開する始点を (pO，VO)および (p1，Vりにしなければ市場需要閲

散との接合がなくなる.始点を逆にした場合は S，，(pl，VO)と S'j(pO，V1)を求めるにあたって，原則と

して x，(pO，yO)キXdp1，V(pO， yO)}および X，(pl，yO)キxt{pO，V(p1， yO)}であるので，市場需要関数か

らの情報を用いるととができない.

32) (4ーのの定式化で fは referencepriceともよばれるζとがある。

第 l章付論
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M3図V(pO + I1p， y 1 pO) 聞によって求めると
たとすれば

V 
くV(JぺylpO)=yとなり，

V(.ρ+l1p， ylpりを表わす

効
11 V = V(pO + Jp， yO + l1y lpO) -V(pO， yO lpO) 

。V ，. . a V ， • 1 ~ ~ o2 V 
=句7dpt+すの+2寺子万五744j

乙の

用

['は tの下方iζ描かれる.a2 V ， ， • 1 a2 V 
+:k一一一~Jp，Jy+一一 一一τ(l1y)2+R:--op，ay "'r''''J I 2 ay 効用消費者はBの状態にあり，

(4-13) 

水準は VOから Vlへと AVだ(4-13)におけVIζ関する偏導関数はすべて V(pO，yO lpO)で評価された値である.になる.
VO 

け低下する • CVは新旧の価格(4-12)を考慮すれば，

a V ， . a2 V ^ e) V 、
一一一 =~=1 一一一=0.~一一 = -~Xi= 一 Xiay -A-~ ， ay2 -v， ap， “ 

る各偏導関数の値は Royの定理と (4-11)，

で VOの効用水準を得るために

C 
図要する所得の差であるから，

d2竺 __1_L_a
2V 互に坐Q_-_1と品_，1旦ー a旦

万 万一万J一万万一-ay - ay..v' ^ oy - oy' 
vl 

それに

対して EVは新旧の価格で Vl

中の A.D で示される.
(4-14) 

a2 V o( -.AX，) o). 、δX，__ _ OXj ax， 
万万一万7=一 万7zt一句7=ztす一万7

乙れらを (4-13)Iζ代入すると，

の効用水準を得るために要する

45
0 

y yO+CV 。
y yO_EV 。所得の差であるから図中の BC

となるので，

1 _ _ ( 月中1 a中{¥ 

ÁV=一平均 +L1y+す 寺子いtす一万~)L1p，JpJ 一方 45。で示すことができる.

ただ Mckenzie線によって効用差 L1V=AB=BCであるので L1V=EVということになる.
ーヱ 2主~Ap，Jy+R 

~ ay の L1V'は (4 -16)式のように価格を pOIζ固定して図中の AC間で効用差を測ったもので
(4-15) 

Vl Iζ固定して図中の BC間で貨幣額の差を測ったものでEVは効用水準をあるのに対し，かくして価格と所得K関する乙乙で各変数の値は (pO，yO)で評価されている.がえられる.

ある点が異なっている 83)需要量の対応という，市場需要関数から入手できうるデータ によって効用の変化が直接的に貨

基本的には効用関数のテイラ一展開によって近似値を求める本節でみた効用の測定方法は，(4 -15)における 3次以上の高次の項についても (4-11) 幣額として捉える乙とができた.

したがって展開の次数を上げるほどより良い近似値が求められるわけであるが，乙とにある.やはり市場需要関数かと (4-12) とを考慮しつつ(4 -14)の関係式を繰り返し用 いれば，

市場需要関数から高次の価格弾力性が求められるような特定化は難かしい場合もあるだろう.したがって (4-13)において展開の次数を高く とるほど効らのデータ lζよって表わされる.

問題となる財の数に制約がない点で大きく優越しただ乙の方法は Willigの場合と異なって，用の変化 AVのより正確な近似値を得ることができる.以上のようにして，効用指標のとり方

ているといえる.(4 -15)においてL1p=O如何にかかわらず，効用の変化を貨幣額として表わす乙とができた.

いま L1y=Oとしてのときは AV=l1yとなって所得の増分はそのまま効用の増分となるので，
市場データと CV，EVの推定V 

AVは (4- 9)および (4-10)を用いて価格のみが変化した場合を考えてみたい.

補整:変差 (CV)や等価変差 (EV)はそれが厚生変化のより望ましい測度であるとしても，(4-16) JV= V(po+Aρ， yO lpO) _ V(pO， yO lpO) 

市場需要関数の情報から実際iと求めるには困難を伴なうという理由で消極的な意味あいのもと=E{pO， V(po+Ap， yO)} -E(pO， V(pO， yO)} 

=E{pO， V(po+At， yO)} -E{po+Ap， V(po+Ap， yO)}. それに対して Willigは当該財への所得弾力性とiζマーシャノレ測度 (M) が用いられてきた.(4-17) 

(支出 lζ占めるマーシャ Jレ測度の比率)によって CVと EVの Mからの訴支出のウエイト定義(l事後の価格でえる場合の支出額の差であるから，(4-17)は事後の効用水準を事前，

この問題へある意味で結着をつけた乙とはEでみたとおりである.従来はMが離度をもとめ，-29)から結局 EVIζ等しい乙とがわかる.

いわば言い訳を伴なって用いられていたのと大差がないという状況を想定して，CVゃ EVと乙ろで乙れまで述べた Mckenzieの方法は，第 3図によって明示的iと示されるであろう.ま

たEVとの差を明示的に表わした乙とに大きな意義があった.Willigはλイと CV，に対し，の{直は p=pOのもとでは V=yとし1ず効用関数の支出関数への変換によって導かれた (4-9)

基本的には求められたMによって CV，EVの存在範囲を知るととであ

第 l章付論

33)第 3図は Markandya(39)の図1ζ手を加えたものである.

43 

だ Willigの方法は，VOの

つぎに価格が pO+Ap(簡単化のため Ap>Oと仮定しておく)Iζ変化し

42 

消費者はAの状態にありう45。線[Iζよって示される.初期の所得を y=yOとすれば，

効用水準をえている.

第 l章付論
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り.直接的lζ CV，EVを求めているわけではない.また，彼の方法lζよれば，所得弾力性の

大きい財lζ関しては支出lζ占めるAイの比率が大きくなると CV，EVのλイからの家離の度合は

かなり大きくなってしまう.

そ乙で市場データから CV，EVを直接的に求めることができないかという課題が生ずる.

乙うした問題IC対処しているのが Hause(38)をはじめとして Markandya(39)， Hausman 

(37)， Vartia (45)等のぺーバーである.彼らの方法には相違もみられるが，基本的lζはつぎ

のようになるだろう.個人の需要関数は効用最大化行動の結果導かれるので，効用関数のパラ

メータを市場で観技できる需要関数によって推定して効用関数を求め，改めて CV，EVを求

めればよいという乙とである.ただし， Markandyaが指摘するように，特定化 (specified)さ

れた需要関数からは効用関数を必ずしも一義的lζ求めることはできないであろうし，また市場

での availableなデータ IC合うような需要関数の特定化IC依存して効用関数が決められる場合

に，求められた CV，EV への影響が問題となるであろう.乙の問題について Markandya

は効用関数差による CVの変動範囲のシミュレーションテストを当該財と他財一般の 2財の

ケースでお ζ なっている.所得弾力性と価格弾力性の差が小さく， しかも価絡の変化率が小さ

いときは CVの変動範聞が大きい乙ともあるが，それ以外では授ね10%以内lζ収まるので，

効用関数の差による CVの変動は受容できうる範囲ではないかと結論づけている.さて CV

を直接求める方法は次のように示される.乙 ζ では当該財と他財一般(ニューメレール〉の 2

財の場合を考えている.当該財の価格を p，所得を y とし価路変化iこ対する CVを求める.

価格の変化を補助変数 t(O孟t三五1)の関数で p(t)とあらわし，pO=p(O)， p.=p(l)と定義す

る.また所得も tの関数で y(t)と定義するが，所得lζ変化がなければ y(t)= y(O) (0孟t亘り

である.間接的効用関数 V(t)= V(ρ(t)， y(t))は tの変化IC関して

五互皇L-1V(p(t) ， y_S.t)14ε立L-1-1V{ρ(t)，y(t)L dy(t) 
dt _ op(t) dt I oy(t) dl (5-1) 

となる. Royの定理(1-5)を用いるととによって (5-1)は

4ヂ叫(仏 y(t)}[等L-x{p(仏 y(t)}与LJ (5-2) 

と表わす乙とができる.いま価格 p(t)の変化iζ対して効用が全く変化しないように所得 y(t)

も調整してゆくとする • Aキ Oと考えられるので，dV(t)/dt君 Oならば，微分方程式

dy(t) _ _ r .r.... _.r....， d.ρ(t) dJ=z{P(O，y(t)}こすム (5-3) 

がえられる. (5ー 3)は積分して

[' _ I.r.... _J."'l d.ρ(t) 
y(t) -y(O) = Jo以前)， y(t)} -rd~. .1 dt (5-4) 

となるが，乙の式は以下の乙とを意味している.tの怖が変化 して p(t)が変化するとき tへ

の変化lζ対して初期の効用水準 VO=V{p(O)， y(O)} を保つために必要とされる所得 y(t)と

初期の所得 y(O)の差が (5- 4)であり，それがまさに CVである.陰関数定理を用い，p

第 1!lf守論
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を独立変数と考えると (5-3)は

皇位/dtitL=生午よ=x(p，y) 
dt / dt - df> 

(5-5) 

の形の微分方程式となる.いま pとylζ関して線型であるように市場需要関数を特定化すると，

ニ'C(p，y) =ψ +sy+r (5-6) 

は線型常微分方程式となって

y(p) =exp {-f( -s)dp} [f(αP+r)exp{f( -s)dp}d.ρ+c] 

と解ける.乙の式にさらに部分積分を適用して

y(p) =ce~P ー〈αP+α/ß+r)/ß (5ー 7)

が求められる.乙乙でcは積分定数であり， 乙の{直を基地となる効用水準 V*とおく. (5ー7)

を cについてとくと，

c= V*=e・~P{y+ (α'p+α/s+r)/戸}= V(p， y) (5-8) 

となり，間接的効用関数(の無差別曲面〉がえられたことになる.いま V(p，y)= V*をみた

すある解を (ρへy勺とすれば，y* 三~y' Iζ対してあきらかに V(ρへy勺萎 V(P*， y')，また

p・ミρ，Iζ対しては V(pへyつ重 V(〆，yつである.(p・，y*)，は (5-8)を満たせば任意に

選べるので，V(p， y)は，(t， y) Iζ関する一つの関接的効用関数である. したがって (5ーめ

において任意の効用水準 V を決めて，y について解けば，支出関数

E(p， V) = VeTPー (α'PTα/戸+r)/s (5-9) 

が求められる. したがって CVと E Vは定義 (1-27)および(1-29)によって

CV=E(pO， VO)-E(戸，VO) = (eTP・-eTP')VOー α(pO_p.)/s (5-10) 

EV=E(pO， V.)-E(戸，VI) = (eTP' _eTPO) V.ーα(pO一戸)/戸 (5-11) 

のように導く乙とができる. (5ーのにおいて c=VOあるいは c=V.として VO，V.を求

めると，

V'器 e-ftP'[y+(αpi+α/s+r)/s] (i=O， 1) (5-12) 

となり， 乙の関数を (5-10)と (5-11)Iζ代入する乙とによって

CV= [-eT(P'・p・l(X(pO， y) +α/s} + (X(p.， y) +α/s}]/s 

E V = [e-T(PO
-P'l {x(ρ.， y)+α/s}ー (x(pO，y) +α/s}]/s 

x(p'， y) =α'p'.+.sYTr (i=O， 1) 

が求められる.かくして CVとE Vは推定された市場指要関数のパラメータ，変化前と後の

価格および需要量とによって表わされた.なお

oV 
--=-e-FP(ψ+sy+r)く0
op 

oV 一一=e-ftP>O
oy 

であり，V の通常の条件は満たされているが，V(ρ， y)の quasi.concavityの条件

32E(p， V) 
=α+s(α'P+sy+r)三三0Op2 
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は推定された需要関数のパラメ

ータ値に依存する.

なお以上のプロセスは第4図

によって以下のように考える乙

とができるだろう. (5-8)で未

定の cにある効用の値 V.を決

めるとそれに応じて V句"が決

まり，それ故にいかなるplζ対

しても V傘を もたらすような補

整所得y(p，V.) = V.eTl>-f(p) 

が決められる.いいかえれば

pとy(p，V.)の軌跡が求めら

れる.乙乙で j(p)= (α.p+α/s 

+r)/sくOである.Vの値は任

端を発して，支出関数を中心とした超過負担の問題が謹んに訟玲されるようになった. Kay 

(15)， Pazner・Sadka(22)， Stutzer (44) Zabalza (30)， Dodgson (34) (35)， Hausman (37) 

等. 論点は主として，超過負担の定義 (CVによるか EVによるか〉とそれに起因する結果

の解釈にある.本節では定義，序列付け，限界的税i.f1，最適凱税の問題などを中心lζ超過負担

と消費者余剰の議論を対照させながらみてゆきたい.

超過負担は物品税を課したとき，それによって損なわれる即.生と徴収した税収入額との走と

身えられる.前節と同様の記号によって初期の価格を pO=(PIO，P20，…pnO)， 各財への物品税

ベクトノレを l= (tl， t~ ， ... t，，)， したがって品説後の財の佃絡を q一(ql，q2，…q，，) =(向。+ll，p~o 

+tt， ... p"o+t，，)と表わす. また当該個人の所得は yとする. Oiamond-McFaddenは超過負

担 L告

便益評価の方jよと展t

第 4図
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便益評価の万法と展開

。 P。 pl p 
L=E(q， uO)-E(pO， UO)-tx(q， UO) (6-1) 

と定義した.乙乙で UO=V(pO， y)である. とれは課税前の効用 UOを課税後の価格 qで達成

意lζ連続的iζ変化させることができるので，その値iζ応じて無差別曲線群が描かれうる.乙れ

が (5-8)式における cIζ任意の Vを決める意味である.逆に任意の (p，y)を決めるとそ

の点を通る無差別曲線 (5-8)が存在しているので必ず何等かの効用水準 Vが対応している.

つまり， V〈p.y)は一般的iζpとyを変数とした効用関数であり，乙れが (5-8)の意味す

ると乙ろである.

VI 超過負担と CV，EV 

するのに必要な所得 E(q，UO)と戸で述成するのに必要な所得 E(pO， UO) = Y との定から，

税収入 tx(q，UO) = 

玄t，x，(q， UO) を差し引い

たものである. したがって

(6-1)は課税による価絡変

化の CVと仮想的な税収

は (q，UO) の差であると解

釈される.乙の値は 2財の

場合は第5図iζおいて価格

変化の CVである ABから，

税収 (q-p)x(q，UO) =BD 

を差し引いた ADとして表

わすととができる.ただし

これは第 2財の量によって

表わされているので，貨幣

額としてはP2xADという

ζ とに:なる.れ〉

超過負担 (excessburden) あるいは死過重 (deadweight 10ss) として財源調達上の大きな

関心になってきたこの問題には多くの方向からのアプローチがあることは周知の通りである・

より初期的には Hotelling(14) にみられるが，同額の税収を得ょうとするとき直接税と間接

税を用いた場合，結果として消費者の厚生の低下はどちらが少なくて済まされるかということ

である.この答えは直接税であるが，乙れは以後の厚生経済学上のアプローチにおいても，物

品税 (commoditytax)よりも一括所得税(lump-sumtax)を政策手段としてより好むという

形で反映されてきたといえるだろう・ただ一般的iζ物品税による部門内の財源調達は受益者負

担の観点からはより望ましいわけで.乙うした課税の所得分配上への効果と超過負担を考慮に

いれつつ次普の(最適〉問題が議論されてきた.さて最近の超過負担をめぐる議論は，それが

入手可能なデータを用いての可担IJ性に関心を示すとともにその定義上の問題にも及んでいる.

Harberger li，不完全さに留意しつつも，超過負担を市場需要関数の情報からえる方法を呈示し

てきた (11). さらに Oiamond.McFadden(5 Jは支出関数を用いた超過負担の分析によって，

乙の問題をより明瞭な形で捉える乙とができるようにした.以後この Oiamond-McFadden'こ

第 l章付論

とれに対して Lを

第 5図
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34) 2財の場合でニューメレール財が存在するときは所得効果はすべてニューメレーJレ財lζ吸収され序列の逆

転性はなくなる. したがってζ 乙では 2財のいづれもニューメレール財にはとっていない。
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L=E(q， ul
) E(ρ0， ul

) -IX(q， y) 

L=E{q， V(q， y)} -E{pO， V(q， y)} -tx(q， y) 

l史.futa千l山υJ々 はと嵐凶

(6ー 2)

(6-3) 

と表わすこともできる. (6-2)は KayIζよって， (6ー 3)11 Pazner・Sadkaや Stutzerによ

ってそれぞれ定義されたものである. (6-2)， (6-3)のいずれも課税による価格変化の E V

と税収入 tx(p， y)の去という乙とになる. 事前と事後の 2つの経済状態間での比較をお乙な

うかぎり，u
l= V(q， y) であり， (6ー 2)と (6-3)の定義上の相違は実質的には存在せず，

いずれも EVを基本にした超過負担の定義といえる.乙のように定義された Lは第 5図にお

いて，価格変化の EVである ACから税収額 (qーρりx(q，y) =AEを差し引いた CE(額と

しては P2xCE)として表わされる. ととろで(6ー1)で定義された Lにおいて，謀説の対集と

なる財は x(q，U
O
)という事実上存在しない均衡立であるので， 乙れを実際の均衡畳 x(q，y) 

lζ変更した定義として

L=E(q， uO)-E(pO， UO)ーは(q，y) (6ー 1')

も考えておきたい. 乙れは第5図において ABから税収 AEを差し引いたものとなる. と

ころで L は(6-1)(6-2)いずれで定義されても勿論非負である. 何故なら (6-1)の場合，

L=E(q， UO)ーρOx(ρ0，y)ーtx(q，UO)ミE(q，UO) -pOx(q， UO) -tx(q， UO) 

=E(q， UO)-qx(q， uO)=E(q， uO)-E(q， UO)=O 

であり， (6-2)の場合，

L=qx(q， y)-E(pO， ul)-tx(q， y)=ρOx(q， y) -E(pO， ul) 

孟pOx(pO，ul)-E(pO， ul)=E(pO， ul)-E(pO， ul)=O 

となるからである U) 乙乙で効用関数の擬凹性を仮定すれば，不等号は strictIC成立する.

さて超過負担iζおいては課税と厚生上の損失の序列付け (ranking)がまず問題としてあげら

れよう.いま 2つの税ベクト Jレt
l と♂があるとすれば価格は各々 q'=pO+t'，qt=po....♂で

ある.各々の超過負担を L'，L2 とあらわし， (6-1)の定義を用いると，

u-v=  (E(q2， uO)-E(q'， UO)}一 (t2X(q2，UO) -t1X(ql， UO)} (6-4) 

となる.説収が等しいがX(ql，UO) =ttx(q!， uりとしても複数の財lζ課税されているときはや

はり E(ql，U
O
) と E(ql，UO)の大小は判断できないため，Ll と u の大小i立高ちには判断で

きない. 乙れは(6-1')の定義によっても同械である 36) ーブUEV  による定義 (6-2)を問い

た場合は，E(ρ2， U3
) =E(Pl， Ul) =yから

LI_V=ー (E(pO，U
l
) -E(pO， U1

)}一 (t2X(q2，y) _t1X(ql， y)} (6-5) 

となるので，t
1
X(ql， y) =t

2
x(ザ，y)であるなら u1~ u2 ç~ E(pO， u1)主主E(pO，u3) ç二~V 歪 v

の関係が成立し，超過負担が軽いほど厚生上の低下は少ないということになる.また課税後の

35) x(pO， y)=x(pO， UO)が minpOx st. UミuOの解，x(pO， u1) が minpOx st. u;三u1の解であるζとか
ら明きらかである - s 

36) 税収が~しいとすれば v と U の大小関係は戸から ql， q2へと価格が変化した場合の CVの大小限J
係と同位であり， ζれはすでにロの 113-114ぺージでみたとうりである.
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第 6図

2:1 

効用水準が等しく u'=utすなわち E(pO，u') =E(pO， u2) となっているならば，t1X(ql， y)主主

t2X(q2， y)と二> V蚕vの関係が成立している.厚生の低下が一定であるなら，税収が多い方が

超過負担は小さいというととを意味している. 乙のように EVIζ基づいて定義された Lは提

示された物品税と厚生上の損失および説収の間に適切な序列付けを与えるといえる. しかし

C Vに基づいた Lは適切な序列を与えるとは限らない.第 6凶には税収が等しくかっ，OF=

E(ql， UO)> E(q2， UO) = OD で AF-AG=V> U=AD-AG にもかかわらず dくu1 とい

った逆転の序列を与える例が描かれている.初

移転所得はそれ自体として CVや E Vと同等の意味をもつので，一括税と物品税で同額の

収入をえる場合の差をもって超過負担Lとすることも前述の定義と伺義のはずである.第5図

において，まずとの消費者からお財で計って AEIζ相当する一括説を取り上げると，彼は

x(pO， y')で最大の効用 u'をえる乙とができる.一方彼は物品税を課税された場合 x(q，y)で

37)銀:税が1財だけの場合や選好関係が homotheticの場合はいづれの定義によっても序列付けは適切なもの

になっている.
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便益評価の方法と展開

最大効用 ul •を得る乙とができるものとする・税収はいずれの方法で徴収しでも AE で等しく

なっているが.物品税の場合は彼の効用は d より低い u
l になってしまう. 乙の効用差乙そ

超過負担であり，価格水dtpOで評価すると，

L=E(pO， u')-E(pO， ul) (6ーの

となるか，qで評価すると

L=E(q， u')-E(q， ul) (6ー 7)

となる. (6-6) (6ー7)は Zabalzaによる Lの定義であるが， (6ー6)は第 2財で計って第 5

図の CE1ζ等しく，変形すれば，u'も U
O も消去された形で

L=E(q， u')-E(pO， ul)-tx(q， y) 

と表わす乙とができるので (6-2)と全く等しいことがわかる.ただし， 乙乙で，等税収入の

関係 pOx(q，y) =pOx(pO， y)が用いられている.一方 (6ー7)は第 2財で計って第 5図の AF

iζ等しく，やはり等税収入の関係を用いると d を基本として

L=E(q， u') _E(pO， u') -tx(q， y) 

となるので (6-1')と形式上は同じである乙とがわかる・ しかし評価の基本となる効用水準は

d でなく d と ulの中間の dである. 乙のように (6-6)(6ー7)によって定義すれば LIC 

相当する効用基を同一の価格水準で評価できるわけで，より明確な定義がえられる.削しかし

序列付けの問題は (6ー7)では依然として残されたままである.

超過負担と税率の変化

税率の変化に伴なう超過負担の変化はいかなる大きさであるか.第 i財の税率を微少単位

( 1単位〉だけ変化させると，t財の需要量全体に乙の税率の変化分が掛かるので， まずi財

の需要量 x，だけ税収増があると考えられる.つぎに乙の税率の変化はi財を含むすべての財

の需要憶を変化させるので，各財の需要Eの変化に税率を掛けたものをすべての財について加

えた額である 2tj(JXjjoqtだけ税収額は変化する.一方消質者の状態は悪化するので彼を以

前の効用水準li践しておくには支出関数の性質から第 i財の需要拙 XtIC相当する貨幣額が必

要である. したがって超過負担Lの変化を考えると， 2つの山は打ち消されて，その値はほ

ぼ-2 tJoxJjoq，と考える乙とができるであろう. しかしこの他は Lの定義によって性質上大

きくえなるので相違を明確にしておく必要がある 問題は課税される税率が微少変化したとき

の Lの変化との比 oLjoq，を求める乙とにある.まず Lが (6-1)によって定義された場合

に(1-16)の性質を用いて

紛通 常11，本稿も含めて，一括税 ・物品税を問わず謀説のなされていない状態を u
O と考えている- しかし

Zabalza (30)ではすでに一括税を取り去った d の状態を uOと考えている. したがって彼の議論は他のペ

ーパーと直接的比鮫ができない部分が多い.もし彼の図 2における XI(t)が taxfreeの需要幽線とするな

ら，同図で示される (6-7)のLは過大になる.
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ぞと=2EE色ど2-zt(q，Z40)-2t13巧(q，U
O
) = _ Y 1. OX1(色 U

O
)

aqtOqt J O q t 7 tJ Oqt 
(6-8) 

が導かれる.一方税収の異なる (6-1')を用いると， 同様に Lて

昔=(Xiω)-a(q，y)}-zth〈U L (6-9〉
JISqt 

となる.所得効果が Oでない限り (6ーのの第 1:項は残る し，説ヰ:の変化lζ伴なう各財の需変

:Itの変化である第2項の評価も (6-8) と異なっている. EVIζ基づいた L の定義 (6-2)

を用いた場合は

δL "". OXj(q， y) 一一=-2んよとと与~ (6-10) oq， ~ "J dqt 

となる. しかし閉じ EV!ζ基づいた定義であっても (6-3)を用いた場合は結果が大きく異

なったものとなる.乙れは StutzerとPazner.Sadkaがとくに指摘した点である. (6ーのを用

いた場合，価格が変化した場合の Lを求めるにも拘らず，品単となる効用水準は変化前の一定

の価格 qlζ対応したが に固定されたままになっている. しかし EVにもとづいた L を導

乙うとするならば.とうした固定的効用水準ではなし価格の変化とともに変わる効用水準

V(q， y)によって (6ーののような定義がなされる必要があ るだろう. (6ーのと (6-3)の

去異は乙うした税率の限界的変化をみる場合に明らかになってくる. (6-3) ICよって定義さ

れた Lでは，任意の qIζ対して E{q，V(q， y)} =yである乙とに注意すれば

十 -BE{fJω}笠炉叩ω 一千 tJOづrL
()('_ ..¥1.E{ρ0， V(q， y)1 ，1_ (_..¥ ，~. OXj(q， y) = L..<(q， y) V~ 'r a v''{' ，!/J -1 JXt(q， y)一号tj --， aq; 

となる. (6-10)と (6-11)は明らかに史ーなっている.

(6-11) 

このことを 2財の場合について第 7図でみると次の織になる.いま課税後の一定の価絡qか

ら税率の変化 L1qによって q+L1qになったとする. pOから qへの変化による Lを L(q)，pO 

から q+L1qへの変化による Lを L(q+L1q)と点わす.まず (6ー2)の定義を用いると

L(q)=E(q， u1)-E(p0， u')-tx(q，y)=AD-AC=CD 

L(q+jq) =E(q+L1q， ul) -E(pO， ul)ー(t+L1q)X(q+L1q，y)=GD-AE 

となる. したがって L1qによる Lの差は

dL*=L(q+L1q)ーL(q)=GD-AE-CD=GA -CE =BE-CE=BC 

によって表わされた ζ とになる.一方 (6-3)の定認を用いると L(q)は同じ CDであるが，

L(q+L1q)は

L(q+L1q) =E{q+L1q， V(q十L1q，y)} -E{pO， V(q+L1q)} 

一(t+L1q)X(q+L1q，y) =AF-AE=EF 

となる. したがって L1qによる Lの差は

dL' = L(q + L1q) -L(q) = EF -CD 
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第 7図

x(pO，Y) 
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1受益評価の方法と展開

Xl 

となる.よって (6-2)と (6ーのによる定義の差から生ずる Lの変化の差は dL*-dL'=

BC-EF+CD=BD-EFとなり，乙の値は (GD-AE-CD)一(EF-CD)=GA -DFとも

等しい.つまり dL‘-dL'は価格水準 q+tJqで V(q+Aq，y)=日と V(q，y) =がをえる差

額 GAとf で同じ効用差をえる差額 DFによって表わされたことになる.との値は消費者

の選好lζ依存するが，所得の限界効用や 2財の限界代替率の諸関係によって決まるだろう.た

だし無差別曲線が原点からの放射線の方向lζ等間際であれば (homotheticな選好) GA=DF 
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となり， dL・と dL'の差はなくなる.限界的税率の変化でみたこれらの値 dL!向‘の差は (6

-.10)と (6-11)からぬ=[l-A(q， y)・dE{pO，V(q， y)}/dV]x，(q， y)で表わされる.A= 

tJ V! tJy， dE(・)!dV=tJy!AVのタームであるから dE{pO，V(q， y)}!dVはえ[pO，E {pO， V(q， 

y)} ] =A'の逆数となる. したがって A(q，y)くrのときはム>0となり， (6-2)の定義によ

る場合の dL!匂4の方が (6-3)の定誌によるその値よりも大きくなる.え(q，y)<A'は，同額の

所得増加があったとき第 7図の x(q，y)よりも x{pO，V(q， y)}における方が効用増加が大き

いことを意味するそして E{q，V(q， y)}=y>E{pO， V(q，y)}となっているので，一般に所得

の限界効用が A(q，y)<A'となっていると考えることができる.ζ の場合課税の変化による超

過負担の変化は課税変化前の効用水準を基準にして計った方が，課税変化後のそれを基準にし

て測った場合よりも大きいということである • A(q， y) =A'のときはム=0となり (6-2)(6 

--3)いづれで定義しでも dL!dq，差はなくなる. これはEのAについての条件 (a)が成立し

ている場合であり，選好が homotheticである乙とはすでにみたとうりである.

第 8図

p 

Q+dq 

Q=pO+t 

f 

MDC 

。 z 

課税部門を 1つだけに限って第8図で需要曲線によって以上の問題をより直4底的にみてゆき

たい.同図で効用水準 V(q，y) =U1 と V(q+Aq，y)を保つような補整需要曲線はそれぞれF

と Aを基点として描かれている.また当該財が giffengoods でないと仮定する • qと q+tJq

の差による Lの差は (6-2)では dL窓=ABDFG-FEDであり， (6ーのでは dL'=ABC-

FEDとなる.その差は dL‘-dL'=ACDGとな り需要関数 x(p，U
1
) とx{p，V(q+Aq， y)} 

の差を戸から q+Aqにわたって求めた(積分した〕ものに等しい. つまり l財のケースで
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は課説変化前の効用水準 (ul
) 1ζ基づいて Lの変化を求めた方がより大きくなるというととで

ある U)

超過負担と図示

超過負担の定義は CVにもとづく Oiamond.McFadden (6-1) 式と EVにもとづく

Kay (6-2)式lζ大きく分かれる.Zabalza による (6-6) は (6-2) と閉じ結果になるし，

Stutzer， Pazner・Sadl切による (6ー3) もLの値としては (6-2)式と等しい.一万 Zabalza

(6-7)は CVにもとづいているが (6-1)， (6-1うとは異なっている. Harberger による

triangleは (pO一戸)(XI_XO)r/2と定義される.一般的に Lを需要関数lζ関連して表わそうと

するなら Lの Taylor展開〈近似で 2次まで〉をとればよい. (6-1)を x(q，U
O
) のまわりで

展開すると

( ..... oE(q， UO) / .，1 1.......... o2E(q， UO〉ーL=-i k一一一也ニム(-tj) ト一一~k 玄 (-t，)( -tj) -tx(q， UO) l 7 oqj '~J/ J 2 "; j oq，oqj '.'/'"J  

=ーすkkS，刈 UO)t向 (6-12) 

となる.S'j=oZE(・)/oq，oqjはスノレツキーの代替項である.同織にして (6-2)を x(q，ul)の

まわりで展開すれば

L=ーす平戸刈 ul)t，tj (6-13) 

となる. (6-12) (6-13)において S'j(i，j = 1， 2，…， n)からなる行列は負値定符号行列であ

るから L己Oである. (6-12) と (6-13)は支出関数を展開する位置によって異なるし，ま

た税収入の条件によっても異なる. (6ー1)を x(pO，UO) =x(pO， y)のまわりで展開すると (6

-12) ，ζ代って

L=t{x(pソ )-x(q， UO)} +土手子 S'j(pO，UO)tttj (6-14) 

がえられるが， (6-12)と (6-14)は関数展開の基点が異なるだけで同ーの値をとる乙とは言

うまでもない.州 i財iζ関する超過負担は展開点における補整需要関数の j財価格変化に対す

る傾き S(j と税率を掛け合わせたものをすべてのjについて加え合わせる乙とによってえる乙

とができる.綾数財の価格変化について乙れを図示するととは容易でないが，自らの財の価格

変化による乙の値は -SHt，2/2となる. 乙れは i財の補整需要曲線の展開点での傾き -S"，ζ
税率 t，を掛けて i財の需要量の変化分 -Sut，を求め， 更に t，を掛けた値の 1/2である.

39)一定の税収をえる場合，超過負担が最小となる各財への恕税の条件，すなわち(次善の〉最適蝶税条件は，

謀説による厚生上の限界的損失=限界的税収入である.Kay (15)でも街道されているように乙の最適課税

条件を満足するのは EVIC基づいて定義されたLであり， CVK基づいて定義された Lでは乙の条件は満

たされない.

40) 2次までの関数展開上の誤差の相)f!1ま存在する.
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つまり i財の補整需要曲線の左側の面積からん山という税収を差し引いたものに等しい.

さて以下では課税を l部門だけに限定して超過負担を需要曲線でみてゆきたい.上述の理由

から考えられるケースとして CVにもとづく (6-1)(6-1') と (6ー7)，EVにもとづく

(6ーのおよび Harbergertriangle について検討してゆく CVI乙関辿しては税収は現実上

の tx(q，y)と仮想、上のは(q，UO)が考えられるが，事後の効JIj水準を問題とする EVの場合

は仮想上の税収 tx(q，UO)は怠味をもたない. (6-1) (6-1') (6-2)は(1-16)を用いてそ

れぞれ

L=j;F(げ )dz一向 U
O
)

L=j;p仏 uO)dz-t向 y)

L=j〉υ )dz-t均 y)

(6 15) 

(6-16) 

(6-17) 

と:表わされる. (6-15) (6-16)の砧分は効用水明を d とした補整需要曲線の左側の面積を

fから qの閣で求めたものであり， (6-17)は効用水準を ul において同じものを求めている.

第 8図において (6-15)はqKHpO-qKJpO=f+gであり， (6-16)は qKHpO-qFEpo=a+

b+c+d+e+f4-g となる.また (6-17)は qFDpO-qFEpo=aである. (6-7)は第8図の破

線の左側から qFEpOを除いた面積iζ等しくなる Harbergerの指標 (q-pO)(XOーが)/2は

ほぼ需要曲線下の面積 α+b+e+fとなる.川 乙のように超過負担 (L)の大きさはその定 1能

iζ大きく依存する. とくに CVや EV全体の他から税収を取り去った部分であるから，CV 

や EVの事離差は仮に小さくても L の3jE離の度合は大きなものとなる.山乙れらのJJE離の度

合は当該財の価格弾力性が大きいほど，また所得効果が大きいほど強められる.

以上のように超過負担の大きさはその定義如何に依存することになる. しかも代替的ないく

つもの定義のうちどれが「正しい」定詰であるかは明確にすることはできない.CV IC基づく

か EVIζ基づくか，乙れはむしろ aprioriな問題というべきであろう.とくに税単変化の限

界的効果をみる場合は課税的，課税後，税率変化後の 3つの効用の状態を基準にした評価が考

えられ，その差は無視できない.また司額の税収をえる場合の超過負担と効用の損失の関係lζ

41) 1財の分析の場合でもやはり Taylor近似によってLを求める乙ともできるが， 関数展開の始点、をどち

らにとるかでLの表現は変化する. しかし，位は始点の如何に左右まれない. したがってLに関して求め

られるべきすべての備は以上lζ帰される.

42) Dodgson (34)が英国の14品自における間接税の超過負担 (1970年)を Cobb.Douglas型効用関数lζもと

づいて，CV， EVおよび Harbergerのfl:-t:'1で削定している.前2者による差は極めて小さく最大の品目で

む6.9%であり， 10品目ではその去は1%以下であった. しかし Harbergerの備療を用いた場合 CVとの

差は3.3%--68.9%，14品目平均で17.3%にも及ぶ.また EV との~でも3.25%-58%，平均で15.5%にも

及んでいる，他の効用関数 (Stone.Geary) を用いた場合，乙れらの~はー庖大きくなり， Harberger 指邸

と CV，EVとのまは14品目平均で30.2%，27.8%1ζも必する.ζれは Hausman(37)で泡鏑されている

CVとMを用いた場合の隷難度の例示31.7%とも近い儲である.
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ついては EVによる定義が正しい序列を与えるという点はすでにみた EVそのものの議論と

同様である.超過負担のいくつかの定義の中でも (6-1) と (6ーのおよび (6ー3)がCVや

EV にもとづく定義の中では妥当性をもっていると思われる. (6ー1)での税収は仮想的ではあ

るが，現実的な税収入を用いた (6-1')よりむしろ望ましい定義といえる.何故なら (6-1つ

では個人lζ課税前の効用水準 UOIζ到達できるだけの所得を補償しながら，税収は d より低い

効用水'd/'Ul (財の需要量も一般に d におけるより少ない〉でえられる額だからである • U
O 
Iζ 

到達できる所得を摘償するのであればさらに一層の税収をえることができるので，超過負担の

大きさも (6-1')で定義されたものより小さくて済むはずである. ζの乙とは (6-7)の定義

でも問機である.つまりこれらの定義では超過負担の中に一括税として徴収できる部分を含ん

でおり，それらは本来超過負担として計上されるべきではない.

お わりに

効用の変化lζ対応した貨幣額として f何が正しい」指標であるかという課題を中心にみてき

た. 乙の課題lζ対する答えをー怠的l乙示す乙とはできないが， r正しいJ指標とはそれが用い

られようとする状況ないしは観点lζ左右されているという乙とである.例えば道路計画によっ

て土地の明渡しを要求された人(乙の人は道路の開通を必要とせず，いくら金銭的l乙補償され

ても土地を諮りたくないとする)は，乙の計画IC対して限りなく大きな金額 (EV)の補償を

按示するであろう。一方乙の道路計画を阻止できるなら乙の人はどれほどの金額 (CV) を支

払う意志があるかという乙とになると，極度の富者ではない限り，有限のしかも応分の全額が

示されるであろう.つまりこの辺鵠計画における補償額を敢えて算出しようとするなら，CV  

の方がより「正しい(適切な).J指標と考えることができるだろう. もっとも通常乙のような

非対称性が生ずる場合は考えられていない.またCVはマーシャ Jレが前提とした所得の限界効

用一定性(尖質所得あるいは効用水位の一定性と解釈されてる)の観点iζはかなっている.さ

らに乙の道路計両lζ も代骨的な祁プランがあるとき，各プランの実行による効用の変化とそれ

に対応した貨幣額との閣の序列付けが盤合的であるか否かが問われる.この観点からはEVが

「正しいJ指標であるととはすでにみてきた. 一方市場の情報から貨幣額を直接的に求める乙

とができるいう点では，マーシヤ Jレ測度Mが「正しい(適切な).J指標であるといえるだろう.

ただMは他のいくつかの側面iで暖昧さをもっているので，何が其l乙「正しL、」指標であるか

は別としても，Mだけに依存して貨幣額を求めるにはつねに多くの言い訳を伴う. したがって

より「正しいJと考えられている CVやEVとMの訴離率を様々な経済的条件のもとで求めて

おけばMの安全性iζ対するある祁の保証がえられることになる.消費者余剰をめぐる論義の中

で ζ の)j向からの研究lζは非常lζ大きな I~)心が寄せられた Willig 等はまさにそうした要.t'l 1ζ

答えたといえるであろう.またCV，EVはより「正しいJ指標であるとしても市場の情報か

らは直接求められないという従来からのば判に対してはVでみたように Hausman等が答えた
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といえる.ただいずれの場合も対決となる財の数が2財以上になると，C V， E VとMの関係

を求めるには複雑な手続きが必要とされる.またCV，EV とλfの~~離率はさほど大きくはな

くとも，同じ指僚に基づいて求められた超過負担でみると邪雌率は無償できないものになる.

一般的な状況では問題にならなかった訴離率も分析対象の払況が異なると問題となってくる.

Mckenzieは所得の限界効用が一定値 (=1) となるような効用関数の単調変換に注目して，

効用=貨幣額という把握を可能にしている.乙の場合の効用関数は全く任意のものであるから

彼;の方法は普遍性をもっているといえる. しかも求められた貨幣額は結局EVIζ等しい.彼の

方法では需要の弾力性に関する高次の引の情報が必要とされ， しかも次数を高めるほどより正

確な貨幣額がえられるが，需要関数が推定されたなら原則としてこれら高次の唄も求めること

ができる. Vはζのように効用と直接的に対応している指標であり， しかもすで1ζみた他の要

件も多く尚たしているという点でより「正しい」指標といえるであろう.
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~5 2 ~r.: ぎと i泊 6こオo tj-る Ik子 |詰jイ直Iiイl"(.

十 はじめに

11. 効fIJ故大化モデルと時間価il(f

111. 時凶消1'1を合む効用最大化モデルの展開

1 V. 消費的活動(7~j1t't{) と時間制 ilil

v. 時間{画仙と交通千段選択

1.はじめに

時間価値の研究は交通の分野に関述して大きな関心がもたれてきた.なぜなら交辿

サービスは， H々の生産 ・消J'1活動でイミロJ欠な，空間的移動という効用をもたらす引

用な財であり.さらにその消f1の尖現では.時間が最も:li:要な地位を 1片めているから

である.交通サービスはまた，ノド源的に7LJ要されるのではなく，本;kの rl的を述する

ために.派生的に;G要される I{nが強い. したがって交通に要する時間は，積-M~的な効

用をもたらす場合は少なく，@勤に典型的にみられるように，むしろ負の効川をあた

える場合か多いとJ5・えられる.それゆえに，人 ・物の輸送において 時間の節約 は

大きな意味をもち.その貨幣制的 .i'f価である IIJ悶価値の研究がきわめて .f(~ となる f9r

以である.

交通において時間価値を求める )j法は，大きく 2つに分かれる. 1つは個人の交通

機関の選択は問題とせず，移動に援する時間の価11"(を所仰や庁産性(たとえば賃金本)

と結ひつける方法である.もう 1つは，例人の行動論的アプローチによるもので，各

個人の交通機関の選択にさいしての，時間差と貨幣的j!J月j差を比岐して，それから叫

問価値を求める.その際，時間だけでなく，快適性，安令性といった占凶性について

も，同様の手)1闘でその価他を求めることができる.本品文では，まずII百点の、工場から

資政としての時間の経済的意味とその価i~lについて考察し，さらに交通サービスの改

苦に関して，時間節約がもつな味について行動論的アプローチからも三及したい.

11. 効j日最大化モデルと時間価値

( 1 ) 労働と余暇

経済学における効用品大化モデルでは，消 t'1者は財の i'~ 貨によってえられる効用の

限界的価舶が，その財の fdh格に等しくなるように iì~ 'J!j : I(を決めることが小される.こ

のときmi'1-dにとって財の購入にむけることのできる所得はり件とされている.彼は

59 
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ζ の所得でi仏大阪の幼}日を引き/1¥せるように財を購入することになる.

しかし，この消t'1者行動の分析には時間という必ぷが考恕されていない. しかし.

:;111しも 111 2 t1時間というれ然的t真理を犯すことはできないわけで， 11'j ~'1 .tfはこの限

られた時r:日をー部は労働に.そして技りは眼眠.食事.娯来といった偶人的欲求の充

.hlにあてている.彼は労働11111Uを榊やすことによ勺てより多くの収入がえられる以I而，

後.fi'のn111な時間 (以後.余暇時間とよぶ を失うことになる.余暇11年IIUは消'1'l.fiに

フラスの幼Jf]をうえると4・えられるので.ここに効用が品人となる労働時間(収入)

と余暇IItllOの選択問題をJZえることができる.

点は時間のすべてを余暇にあて，労働はまったく行わない選択といえる.労働時間を

Wとすると 17金率p.にしたがって， p. WIの所得かえられるが，それは[><1中Cから

p.の傾きをもった l白紙!c' Rにそって縦の咋標て，/J'すことができる. したがって， II'C線

l'Rは個人か選択nJ能な.余暇と所得の組合せを去していることになる. C R.Iこて蚊

も効用が向くなる点は，余暇と所得の ~ltX 別 I曲線 [1 と ('Rの接点である E点である.

このとき時間の配分llil を見れば• ODか余暇に，そして Cρが労働に向けられること

になる.

lきJ1 

( 2 ) II.TnU価11(1の将IB

いま各m1'1者にはー・定の時IIUT (たとえば 1H 2 4時間)が与えられているとする.

彼はそれを労働時間 wと余暇時間 Lに配分し，賃金本p“のもと収入y=pwW

をえる. 1十消費.fiは.収入yと余暇 Lからなる効川 |則数 11 (y. L) を時間の制約 W

L Tのもとで以大にすると与えられる.この制約付効用故大化問地は，

I'Jj j~1 (，')1 N 

It (ん，W，T-W) 
、E
J

E
A
 

，，.、、

を制約なしで労働ILlllU{1fT，に閲して最大にする問題に帰されるが，その条件は， () 
L-i-込j-JZ
11 IJ 11 C~':崎'W.l

nu 
、BJ，，‘、M

L
 

『

U
ミ
U

柑
h
y
 

向山一み

( 2 ) 

δ/(δ/( 
-ー/一一ρ附a/，' dy 

( 3 ) 

また;慨~別曲線の傾き f所得と余暇の限界代替市) .d y / .d 1_は.それが接する予

算線 CRの傾きに等しいので，.dy/.dl. p"となっている.すなわち，効用が故大

になっている Eでは.効用水準を一定にするように.余暇時IlllLl Lを犠牲にしてえる

ことのできる所得.dy (逆に弔えれば余暇時間を地やすかわりに犠牲にしなければな

らなt、所得)は，賃金権p.にて与しいことを立味する. この前はまさしく時間の価11i1を

生わしているといえる.

ところで以 kで・求められた時間価値は，消費者としての例人 ('Jらの選択に基づいて

導かれたものである.これに対して企業の'1=産における l投人物として労働をみた期

合，労働時1mに対する時間価他はどうであろうか.いま労働投入l&iを労働時間 Wとみ

なすと.企業の利潤以大化行動から，労働の限界価111].生産物ー賃金率 (p，，!lX/.dW

p.; .1X. L1T町立それぞれ11'産物 Wおよひ労働 H'iの変化分 PxはXの価格)の条

件がしたがう. したがって生成過松で時110が節約され(.d W) ，それがふたたび'1産

に投じられるとすると.生産物て測占れた Px.J入'たけの価値を生むことになるか.そ

である. (2)から

となるが，これは均衡では所得と余暇の限界代付帯の比は白金率p..に等しくなら

なければならないことを芯休している. (3) 式の左辺は.効用がJti大になっている

とき，所得と余暇のわずかな動きLly. 斗Lの比である .dy/.dL=p“

ということを意味するので.余暇時間のIW加に対する所得相当額，すなわち時間価値

は.均魯Iで賃金率に守しくなっていることを示唆している.

以上のことは関 lによってたしかめることができる.阿 iには横軸に余暇が，縦

軸に所得がとられている.民l中Cは， fl司人に与えられた a 定の時間アを丘わす.この
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れは1i令;t:p...lこも匂しいことになる.つまり It陀過42における時間価{Ifiも.その賃金

;~に符しくなるといえるのである.

( 3 ) 通勤IISIIU知納の1i))民

以 1:て-.(:ま 般的に時間が.世幣額的にどのように評価されるかという点についてみ

てきた.ところで，交通にi瑚iiして時間が問題とされるときは，それが節約されたと

きの効果.いいかえれば E 節約時間J の価怖に弔点がおかれなければならない.以ド

ては，この問題をそーセス ウィリアムソン 01oscs.L. ¥. and ~ 1 11 iamson J r. 11. F・l7 J) 

にしたがってみてゆきたい.

いま附 l において • CRは時聞か余暇と労働にのみ配分されるときの，余暇と所

得の f'tr線である.つぎに辿勤のためflAI 人に与えられた時間を要するものとし • R (" 

をuJ能な時nuTから持除すると余暇と所得の IIJ能な組作せは予官線 BQで示される.

このとき彼は均衡点 Fを選び • OAの余暇を γ受し • BAの労働時間によって APの

所得をえる.

次に交辿投資が行われて，通勤時間がこれまでより少なくなったとしよう. 1'1~] 上

の!t'fJIP.化のため通勤時間がセロになったと考えると.彼の余暇収入可能線はふたたひ

C'Rとなるので，幼川が技大となる El，'..を選択できる.辿勤時IIUがBCだけ短縮され

たことにより.彼は無k別曲線 [1から I上に移り，効用水準を向上させることがで

きたのである.

I~I 2 

I"I i~1 (.1') 

。 n d 11 

さてこの節約された時間 BC'に対応した貨幣額，いいかえれば時間 BCの単位あた
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り許佃i額=時]1日価値はいくらになるであろうか.それはこの消.{'1者に故小限いくらの

所何を与えれば，通勤時間が短縮されたときと liiJじ効川水準に述することができるか

という問いに守しい.その額は凶ー iの Pl¥ -QR  R B' Iであり.時間fdfifl(1は

P!¥/ Rl'となる もし彼が余暇と労働を白山に選択できると似lとすれば，予知』綿 C

R上で効用が起大になる点Eに注することができる

次に消費名が余暇と労働を選択するさいに完令に白山ではなく.最低労働時間のよ

うな制度的条件がある場合をとえる. t.:<1 2においてそれは Cd=Baで小されるも

のとする.さて通勤時間がCBであり.消費布が BQにしたがって選択するものの，

労働時間の制約 BaをJ引き.すると彼は f去を退択する. しかしこの凶で労働時間の制

約がなければ.彼は fで表わされる Raより以上に労働し (より多くのJ9r仰を柑て)

Iより高い水fq:の無是別曲線 r3に注することかnJ能である. したかって fにいると

きは，労働時間が減少 (所得yが減少)して，余暇11寺山が増すことは，彼の状態をか

えって悪化させることになり.均衡ての余暇の限界効JIJは負になってしまう.

さて通勤時間が短縮されて，彼の予算線が("Rになったとき.労働時IIUの制約は

Cd  (-Ba.)であるから.彼は効用が最大となる E点ではなく p点を.ittばざるをえ

ない. しかし改善的の点 fに比べるとより 1:μ、効用水;11¥に.itしている.この場介，

交jill改普の効民を.f'tt線 CRとBQの差 fkで計ることは過大将価となる.なぜな

ら彼は CRに沿って Eを選択することはできず. f>を.ittんで J2の無差別1111線 Iニにとど

まらざるをえないからである. したがって，その効果は fhト fk 凶 lの PK)

であり。時間価値は fh/B("となる.以上から次のことがL、える.つまり向 の交

通七の改善 (こ こでは.iill勤時間がBC'だけ短縮される)に対しでも，労働時間の制約

の有無によって，節約された時間の価fliiは異なったfl自をとるー

111. 時間消1'1を含む効用最大化モデルの民側

( 1 ) 消'f1時間と効用

l節では. 11年間はたんに労働，余暇および辿勤時間に配分され，また効mは剃の一

般的購入可能件を表わす所得と余暇によって決められていた. しかし消岱的諸活動に

おいて時間のもつ意義は大きく，人びとの効川への瓜践的路響だけでなく，全叫IIUの

諸H的への配分も検dされなければならない.こうした消費に妥する時ILUを明小的に

効用関数にとり入れて，時間(dlJftf(を導こうとしたのはデサーパ (DcSerpa.A. J. 3 )で

あった.以後この純のモデルはさまざまな方向で改善かぷみられたが，ここではブル

ゼリウス (Bruze1ius.¥. 2 )によって民間されたものを中心にみてゆきたいわ.
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交Il.!Iにおける時間側ft(f

2 ) 幼丹i肢大化モデル

消費-fi-は rパ両のMx，. X:.…. .'¥_ nを消貸しており.そのためには各々 tI ( j -=-:; 

1. 2…. n)のII.JIIUをf1やすと仮定する.また労働時1mを IiV.余暇時間を Lとする.

各消費者の効用はこれらの虫:訴によ って.

δ説 δ11
a.r.=京:-Aρ，=0 (i =1.2.….11) 

( 9 ) 

、，，，

内

4

-一
r
、

《

ug
 

ar
 

μ
 

δ

一δ-一
d
に

'
h

a↑

δ
 

( 1 0) 

11 (x，.・..， .. ¥:削 1，，…. 1"， L. W) ( 4 ) 

と表わされる とする.消費者の収入は。労働による pwf.Vと.それ以外の移転的所得 I

の和 puW Jか らなるとすれば，財の購入に閲する ft?:制約は

δφ _ dll 
aTV一吉w'トAん - )1トγ=0 、、，，

.• 
，a
 

1
A
 

，，‘、

M=ρ柑 w十/ミ:乙IJ，x， ( 5 ) 
主.<P..-豆丘一一-" 
δん-a/~ μ - 11 ( 1 2) 

である.

次に. Il.r 111]に関しては以・ドの仮定をおく.各財の消費のために使mされる時HUは t

，であり，それには必民故小限の tl'が{{{f_ (技術的，慣習(I(Jに)する.また労働時間

についても.各人かまったく自由に労働時間を決定できる と考えるのはむしろ小自然

であり • Ji止低労働 U.~IlU W'があると考えたほうがより現実的といえる. 上にみた時r:uに

i対する条例をまとめると，

λ(ρ叩 W 1 /-L:ρ，X，) 0 Iλ >0 

1I (7・ーと1，-L -W) -O. 1I ~ 0 

fr， (/， ー1;) O. a走。
γ(w-w・)= 0 ， γ ~ O 

( 1 3) 

1..~/:(i = 1.2. ・.. 1/). ¥11;ミ W'
( 6 ) 

をえる.なお A. μ， α 1， r (i=l. 2. 

ンジュ乗数である.

Tl， は各:Ijll約条件式に関するラクラ

の制約として示される.また各人にリえられた時ImTは，各Mの消費，余暇および労

働に用いられるので.

IA.(ρ附 WI/-/I，.¥'..)

1 JI(1・-L:/..-L-II')

1 y( 11' -11'.) 1-~α， (1..-1;) 

( 8 ) 

( 3 ) IJ与IIUに閲する均衡条件

Lで得られた段通化のための均衡条件を与えるにあたって.各制約式に閲するラグ

ランジュ乗数の意味についてみてゆきた~¥ 4 まず F税制約式に関するえは A fJ /) 

/ fJ .111迂 Oという所仰の限界効川をよわす.次に μは (1 2)から余暇の限界効川と

等しいが.より一般的にいえば μ fJu δT2. 0であり.利用可能な時間 Tか増え

たときの効川の増加をぷわしており. 11寺1mの限界効川といえる.労働時間制約に閲す

る7は. r fJu fJ ( H戸) -. 0となり.決められた最低労働時聞か減少したとき

の限界効用といってよい.次に各財を消nするさいの所要時間に関する:1，11約式の α

fJu/θ ( I ， ' )~ O であるが.これはがi貨に裂する故小限の時間が減少 (省時間

化 !) した時の限界効用と考え られる 5

したがってこれらラグランジュ乗数に凶辿したfI(J'は次のように解釈される.まずμ

， Aは. ( ~ 11 / .:1 T) / ' j 11 .:1 W) ..1 l'l Ll Tとなるが. それは効用が紙大

化 と なっているとき.各人の利JfJ可能な総体的時聞 か明加したと きの ， 幼mの Þ;~JJU分

の1't幣制的lI'f価といえる. ~、 L 、かえれば.時間の資 j卵、的 (illì 航と 与えられる • (fJu/ 

δl 、/え は jυ " _j I 、 / (.:1 u/ _!JMJ . j 11 j I で・あるIJ、ら. 均後i'こ

ア>~己'.. 1-/.+ 11' ( 7 ) 

となる.

以上から各人の行動は. (5) (6) (7)の制約のも とに効用 (Ij )をilft大にす

ることである.最大化問題に関するラグランジュ式

φ= /( (凡

をつくり.各変数に関して
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おける各財の ~ì~ 1'1時間の限界幼JIlの貨幣磁的野価(時11日の限界的野{面)といえる.ま

たα/)， 'Llυ/ Ll ( -I ， ') ) / (Ll 11 / Ll V1) 11/ / Ll ( 1， ・ )であり、均

衡において iMの消1'1に必要な時間が減少したときの効JlIの榊分の貨幣額的評価であ

り.所要時間鋭縮の限界的訓仙といえる.これらのMはいずれも 時間佃If[l1 として

の性的をもち J直了i:条件にあった用いられんをしてきた.

さて次に(9 )式--(13)式として呼かれた，最大化問題の均衡条刊についてみ

てゆきたい. (1 0)式と<1 1 )式からえられた条例をえで :'~J るこ とにより. 2つ

めの 11，)'問価1Ifi

計
一知町一

A

H
F
句、a
q--

α一

λ
(;=1.2.…. 1/) 

( 1 5 ) 

対j川の最大化問題において， I肝要時間の制約にl則する α，は(1 3)式から， I 、
t ， .のとき α，ー0となる.すなわち 1財のm1'1においては， pJr嵯時間(披小限必要

とされる) 1，・をこえて時間を投入している地合であり.このような財は 余暇的 4

性質 CM V八 9 では 'purc leisurc'とよんでいる〕をもっといえる このとき

C 1 5 式において δ11 d I / スーμ/ A.となり.さらに ・1 2)式からその

値は Cdu/d!.)/えに等しいことがわかる.つまり則の消t'1のために投入する時

間を杭極的に，坪価しているとき.その限界的J価額 この場合はもちろん.1ての1怖をと

る〉は，直銭的な余 111長時間の限界的評佃l舗と，さらにはまたH判IUの資制的価値にも等

しいといえる.このように時間を費消すること1'1体が効JHを尚める財としては.観光

旅行，釣り，ハイキングなどがJ7えられる. しかし，例人の選好にも依(rするが，ほ

とんどの人ひとは財の消費て所要時間の制約に縛られている α1> 0，と考えられる

(デサーパ 3 ，p. 830) . 

1， l，・のときは， α，>0 Cαγ. 0て¥α ，戸Oの場合を除く)のときである.

これは i 財の消費を，必要故小限の所~I時間ですましている場合である .'J'j消される

時間はjill常効用を高めるのではなく.低ドさせ，その限界効用 δυ/δI は負の11ftを

とる. したがって.所要時間 I"が低下すると 1'1消時間 f，も減らすことができる.効

用へのi影響は， 1つは f，の減少により IIT接的に効用を地やす <du/dl，)/

えの効果である. もう lつは 'f1消時間の減少により， <.7)式を.iIf.jじて.令体的に利

用可能な時間が拡大し，効月j を II，~めることができる μ/ À.の効米である. C15，A: 

が窓味するのはまさにこの点である.

多くの場合，こうした α，> 0の状況がしたがっていると考えられる(¥1VA 9] 

ではこれを中間財的~ Intermcdlate)とよんでいる .とりわけ交通サービスは何ら

かのMの消 1'1活動にともなって.派11:的に需~されるものであり.消 1'1活動の所1lf時

間では If!:要な;切合をんめている場合か多い.したがって交通機関の改苦 スピード ・

アップ〉は，広範にわたって， l，lj財のが11'1活動における所要時間 I"を引き Fげる効果

をもっ.その効果は交辿サービス自身のみならず，影響を受けるすべての財について，

( 1 5)式から求めることができるであろう.

時間的価1，((というぷ現は般に時間の節約に対する評価額の手短かな表現とし

てm~、られてきた. しかし，この表現も単に)1:紺iされすぎ，i持イf'的なあいまいさをも

っているのでJLりを捌く可能性がある ‘ハリソン他 I 6 I ，p. 173.1 . 所要時間の変

化に対してえられるべき効用も変化し，それを lr幣額的に I;干(i!lj したものが時間印刷~J で

ある. したかって.その変化の1J方や.評価のん法の是によって.時間価他にもいく

つかのものが考えられうる.

本節でみたものにも. (δ /1 dl;)/え「:時間の限界的評価;財としての時間

δ11 

3f/λ=ρ附， Q子+f-T ( 1 4 ) 

が求められる.効用!則数において，各 JI~ の消1'1活動のための投入i時間わや労働時間 W

を}51&'するか丹か.また最小労働時間制約 ftli'， 消費活動のための段小所要時間[，・の

仔イトを制約条件とするか否かに応じて， (1 4 )の均衡条件は児なる.これまでの諸

研究の帰結も.このような変数やパラメータの倣いブjいかんに，かなりの程度依介し

ている.

まず消費のための時間が積極的効用をもっ 3υ/δ I，> 0の場合，時間の限界的評

価 Cdu/df，)/A.が賃金不p“に句、しいという， 11節で導/1¥した帰結は， C 1 4) 

式のイJ辺における ρ"以外の他の 3つの般を 1;'I，~.外(あるいは.その和かゼロである

とした場合である.

あるいは所要時間に閲する制約以外はすべてはずし消費時|出と労働時間も効JI]へ

の影響はないと考えると ， p. tZ，/えとなる.これは 2節でもみたように，交.iIf.jサ

ービスで所要時間が短縮されたとき.その 時間)価fliHi賃金本に等しくなっている

という命題と守しい.

( .) ) 交通サービスと時1m価j，iJ

次 に(1 0)式をえでわると，

が導かれる. (1 5)式は.

所要時間節約の限界的品価=時1mの資源的価値ー時間の限界的J'f佃i

をな味する.
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の(dbfi(I' J ，μ /え [時間の資倣的価fI(i;資源としての時間II師11('~ • α，/ A =- 1I.y悶

節約の限界的日価;節約された時間の(dti1L，'j .などの叫11日価値の概念があった.このう

ち本米の意味での時間価11(1は節約された時間の価fi(I:α ，/えであり.交通部門の改善に

よる時間価Mは.まさにこの (1('で胡IJられるのが適切であるといえよう.

IV.消費的活動 (アクティピティ)と時間価値

( 1 )家~I・ ':1:1(1均散をm いた分析

一般に何らかの通勤 iì~ ，{'1活動であれ.生産活動であれ を行うためには. Jli JI!の

投入とともに. 11年間もtlする.人間のライフスタイルをみると，ノト Uでは止主席的前動

以上に，消費的活動により多くの時間が，{'1やされていることを示している.ベッカー

は [1 のなかで.消背的日動の決定に時間費用を明ポ的にとり入れる試みをした.

彼は"d活動(アクティビティ)が，抜数のMの投入により生産されるという家J生産

関数 (houscholdproduction functjon)の槻念を通 じて，時間を効用に関係づけた.

いま Z，を i寄Hの消費活動 アクティビィティ ， x'をその活動を生みだすため

のrh場財のベクトル， t'をその活動に世:する時間ベクトルとする.このとき χtは

ε，=f'(x'. 1・) ( 1 6) 

と主わされる.たとえばプロ野球の観戦という消目的活動を考えよう.野球をみるに

は.野球のゲーム観戦というサービスを(入場券の}~で)購入しなければならない.

また野球場へ行くためには交泊サービスの購入も必要であるし.あるいは食べ物も要

するかもしれない.このような市場財の他に，野球観戦の時間 .Tf球場への11:彼に時

間も~することはいうまでもない.睡眠についていえば，家，ベッド，杭などの市場

財と|分な時n日を~する.われわれはこのような諸財と時間でもって，消費活動を作

りだすのである.

ベッカーは， ii'J 1.'1活動 z Z 2， …， χ からなる幼Jtj関数

/(("" 2. …• '11) -/( (X 1 .…. X"，/I，…， 1") ( 1 7) 

を.予算と時間にl制する (18)， (19)の両式の制約のもとでM大にする.

"i.px'=1 ・ト 1 "，p"， ( I 8) 

"i.1・=I"=T-I" ( 1 9、
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ここでpは市場財の価他 t'11， P '11は時r:u，;;;:別の労働時IIUおよび賃金阜のベクトルを

ぷわしており ， T t I・p..は (Tを移転所1!fとして)総出仰をなしている. Tは全日

動時IIU. t cは iì~ 白川勤時間 t' は i 需 H の m 'L'i活動に t'1やされる II.~ I出をよわしてお

り，し・ずれもベクトルである • Tp..は全時IIU( 2 4時IIU を労働にあてたときのI~r 仰
をムわす.

さて(1 6)式で dJ場財と1I.'fIlUへの泌裂を，各消費日動万，によって x'

t' = t' "[;'，と表わすと， (1 8)およひ 1 9 から)'，切式は，

"i. (ρb'・ト IIp，，，) Z， ー / ←卜 Tp川 ( 2 0 ) 

b' z，. 

となる.そこで(2 0 式の制約のもとで (I 7)式の効m起大化をはかる~所仰
の限界効川をえとすると，最適条件として.

ま;-upb'+l'ωょ。 (i=.2，一..11) 
2 1 ) 

がえられる • (p b'チ tI p.)は.消費活動 χ の価怖であるから 21 )式は各

財に閲して限界評価か等しくなっているという，通常の財でもみられる均衡条件をぷ

している.ただし(d日持が複数の投入財から椛成されるとともに，そのなかに，時間の

要素 tI P“'/J¥はいっている点が民なる.

次に ;ì~ 1.'1活動 7 .… Z" を~Jうことによって失われる所得機会を I z …ヌ

と表わし，労働による全所得を Sとすれば， χ ，…， χ11のフロンティアは，

'2pb'z，+L(ZI，…Z，，)竺 S 2 2 

となる， (2 2 )式のもとでの効川故大化の条什は， (2 I )のそれと I"j様

eJll / _..... • ar 宏 η(p糾冨)=0 ~ 2 3 ) 

である. (2 3 )式で ηは，段通航における所得の限界効川である.また(2 3 )式

のカッコのなかは，活勤zの匝1接，間接の限界'c1用(一定ではない〉である.

後者の1m接的皆川は，活動による所得の逸失分でもあり，

eJ_L_δ&. QI'__LδL oX'_oL δ/ 
哀~=aP oz，十夜idz'-百戸T・4Fbe
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交通における時間fdfiil(( 
交lillにおける時IIU価伯

と表わすこ とができる. つまり (2 <1 )式は貨幣制でみた i需日の消費訊却Jの岱Jf)

〈時間価値】 と考えることができる.なおl文1 3には， (2 2 式で市される 2つの

所得フロンァィア Sおよひ S'のもとでの幼!日蚊火点p;， F;'が示されている.

となる'¥"は労働アクティビティ y を斗みだす市場財 IMはそのための時間. IF 

( h "， ) は労働による所得を • T はその他の所仰を • p，は'¥'の価絡をそれぞれよわし

ている.またアは利用司能な総時間である.

さて (26)， (27)向式の制約のもと効HJIはよ化を[2(1ると，労働アクティビテ

ィに|則して

l三1-3 

lZ 
5Ml豆!と以-/)必卜u 号ん・ 2

~'" -. I oz，" "耐δz附 1 1" Oム" ( 2 8) 

が導かれ，他の活動では

H
C

、A
ぽ一
W

色
仇

(j== 1.2.....11) ( 2 9 ) 

f 

o l， 

がしたがう.ここで I.， μは，この般大化問題において，各制約式に関するラクラン

ジュ乗数である. えは所得の限界効川を • Ilは時IItlの限界効JIJをな味している (本章

3節 -(3)参照). (2 8 )式において. 1時間の労働をつくるのに. 1 時間という時

間を要すると仮定すれば， a f恥/az.'1である.また ¥.2 8 . ~tのカッコのなか

は，純限非賃金事をぷわしているので，以後それを wと示す.さらに θυ/θχ"

u.と11己すことにする.このとき (2 8ノ式は

( 2 ) トリップと1I.'f1自佃iM

以 Lでみた家計消費関数にJbづき. トリップというアクティビティを行うさL、に.

輪送サービスと時間をどのように投入するかという問題について考えたいわ.ここで

は η例の前動に，労働の市動 (アクティビティ) 7-wを加えた

Jl _ 11" 
J'・=/{"，-Iλw あぬいは 1_4=ー~.，・11'

Aλ  
( 3 0 ) 

11(".;;10…. '''' z".) 
( 2 5 ) 

と占くことができる.μ / えはすでに 3 節でみたように.均衝における時間価f~' (資

源価値として〉を表わしている. したがって労働の限界効川に関しては 11“主 Oに対比、

して，時間価値が賃金事より『fdく，あるいは低くなっていることがわかる.

次に (2:9). (30)の両式からという効用関数を与える.各爪動は χ， r (入，• 1-' )という生J1t1期数で生みださ

れ. .tJ場財¥と時rm1は.簡単化のためそれそれ l要点だけであるとしておく. ー

のとき予知および11年間の:I，IJ約は 包i.L!.3/1

ー些斗土w
dzJθ'x' ρ， 

(3 1 ) 

w ("")ト lミヱ/>，x'-，-んよ附 (λ〉 ( 2 6 ) 

ア~i:t'ト'" 、、，，t
 

，・r，，、、 ( 2 7 ) 

が求められる. (3 1 )式は Z，をつくるのに投入される市場財入と時間 lの，均衡て

の限界代位率をぷしている.いま >I'I.. /f.の i需自の活動 y がトリップであるとし.それ

は輸送サービス λ'と時間t.，によってっくりだされているものとしよう.いま賃金率

wが kがり.所得水準が高くなったとすると. ，， 3 1 式のわ辺は人きくなり，それ

ゆえに均投1における az，/al'も相対的に増加しなければならない.それはトリッ
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交通における時間仙値
交必における時H日価M

プの生慌において.時間 IIの投入がより少なく，時間の'l:.im1ftがより刈L、交通T段.

いいかえればより述い手段がJttHされることをな味している.労働時間の限界的J価

/)伽/えが向くなった (υ"く 0のときはそのj立合が減少)場合も luJ様のことがし、える.

・方， 11.. > 0でJ1r仰の限非効JIlえが III'~ くなったとき(所{!].;1<却の低下も要因の lつ)， 

およひ愉送サービス¥の細川各p，か品くなったとき(運行の今般的値上け)は， (3 

1 )式のJr辺のMが小さくなるのて. トリップ生庇における市場財'('の生pf性が相対

的に ifb くなるように i，~若を投入しなければならない このときは.所要時間の多いよ

り安仙な輸込サービス〈たとえば新幹線に対して，イ干米総・，~.~述パス)が選好されや

すくなるであろう. 般に企Xの利判や家けの所得;1<単が高くなると， Just ln-いme

にみられるように.タイムリ ーてより迅辿な物資輸送方式や，高速 ・高頻度の旅存輸

送機関が，志向されるようになる. jus t -in-linc愉送は，都市地域ににおける交通混雑

を引き起こす 1 つの恒凶となったが.経済成k と UJII~価ilnおよび交通話・~の凶係には

とくに沌窓を払う必叫がある.

は Rに;比して時間はより多く要する (1"， (8)U)が皆川は小さい (111"・ 1'lfぐ o) 

と仮定するとき，選択は第 2 象 ~l~ にあり ， A. Rの条例が必の場合は第 4象阪にある.

第 l象限と第 3象限は，費用と時間のI，IO雨で. --Jjの'f段か優越するため.原日IJとし

て他β・の予段が存也しえず比較の広味がなくなる(もっとも葉信客船の旅やアメリカ

での列小旅は，時間に対して庄の版界効用があるのでu1iは別であるが、-

えられたサンプルが似:1-tlのように比較的狭い範開て・分命をすれば，型(JIJ~と時HU

差に関して手段選択の分岐線を第 2 あ 4~良限にかけて描くことができる.この線の

傾き(費用道/時1m差J から.両 T段間の転換価枯としての，時間{副Ifl!賞

lえ1 tl 

1I.¥.t::I1.WA -1，，) 

I
 

l
 

l

l

 

'
'
A川

パ IJ

V.時間価値と交通子段選択

A 11 I IJ 
11 I IJ IJ t'/JJP:HMAーん-1，，)

，‘， l
 

'g' I
 

I
 

''' パ A 
以しの諸説では新，Ii典派経済学の、工場から.生産 ・消1'1における桶少的資源として

の時間の仙台司について..t，諭してきた.そこでは時間がもたらす生産性や効用について

の性質が示されたが.現実的に時間価値の大きさを求めるまでにはいたっていない.

しかし交通政策し人びとが時間に対して抱いている価値を知ることは有用であり，

かつ必要である.このような必要性のもと.人びとみずからが選択した交通子段に基

づいて.それらの諸凶性の基から時IIU(面前を求めようとするぷみは以前からなされて

きている.

代科的な複数の交通手段が存在するときに，いずれを選択するかはいくつもの要閃

(所要時間.金銭的'J'l用.安全性，時間の正砿さ.運転頻度，利用習慣など〉にJk，づ

いていると与えられる.そのうち最も重要なものを所要時間 tと金銭的t'f用 111である

とみなし.これら要 l却の .;t;: に基づき選択が決まり.時間価値が求められるモデルを~.

える.

パ./J LtlI.¥ 11:1 )，';とt'/J! P::に I~ していず ILの

災i必下伐を;1t j~するかをぷす.

を求めることができる . しかし刷図においてA. Bの分布が広範にわたる場合は，分

岐線を求めることが難しいことが多い.

( 1 )費用差 一時間島と交通了段選択

いま 2つの交通機関AとRがイf在し.それぞれの金銭的t'f用を .11"， 11c，. 所~時1m を

I A， l Bとする.地域聞のトリップについてのさまざまなデータに基づき，これら交

通機関を利用したときの費用;足 (.140¥ - lIT 8) と所要時間足 (f A - L B) を各々 横制!と

縦軸にとり.さらにA. R~、すれの機関を選択したかを記したのが図 4 である • A 

( 2 ) 交通手段選択とシェア

次に時間価値を仰提として.交.ilJi手段の.itt択シェアを求めるモデルを与えたい.い

ま 2地点を結ぶ 2つの交通T段〈ー般にいくつあってもよし、)A. sが有イ上し，各々

の利用に.要する金銭的背用を l'lA. llB. 所要時間を tぃ { 8とする.

いま 二f段 BはAに比べて所要時IIllは小さいが.金銭的費用(誕貨など)は大きく

11，，<... .11u. f A> l Bと仮定する.利用 ιの丁段選択の基準は，金銭的 費用 11，と時間

t，を貨幣額で評価したMの平tJ(・般化1'1用ともいわれている). C，=_l4， l，V 
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交通における時間 (d1lft~i 
交辿における叫IlU価仙

かつ所1!J時間差が小さいほどその彫響が大きくなりやすい.j!貸引.1:げにさいほど.
1・がさまざまなi，(iをとったときVはO.yl!U価値であり，B)であるとする.( j = A. 

やはり所要時HUiをが小さいほどシェアへの彬響は人きい.しでも，
ここで所要時間 lA・5にぶされている.Cnが似iRの本1))日者 '{~m CA・の7ユ段A.

I~l ・ 長距離交通 rlï場での船鉄道のtfbi率化によって.ツ戸港や高j卓道路の紗備，今 11.
¥. . 。<¥" < !iiJ~J から.Cn線の傾きをぷわしている.それらは CA，I Bは-i.とであり.

Ør~・時 IIU 差の小さこのような状況.トでとりわけ.送機関の競争が激しくなっている.
下段Aが選ばれるであろう.-の U.}問idtiil{j・を もっ人「とってはC，，，くCnであ り.

わずかな時nu知縮にもi当fU ;~;と O.'fIlUX.: に敏感であり，い輸送市場でのシェア争いは，
Bは無X別である.V'の人には A.しy-ん V.・V'の人は 7段 Bを選ぶであろう.

新幹線ては員Îi~機に比大きな努ノJを払うが業名の資をみることができる(たとえば，
R両手段へのシェアA. もし時間師NIに閲する臨本分イIJが脱却lであれば，

-*ゑ~大阪，そのため，べて乗車時間は長いが.都市の中心部を払ぶ点で優っている.

サーi誕百.大阪~福岡のような 50 0 k m科度の距離では令所涯時間はほぼ等しく，

ビス，Itdl函での競争が激しくくりは;げられている

〈注〉

C" 

C/I 

。!){! 

通勤時1mがイf花するときの f.t'}:線は RQと平わな純!FKの所得がうえられると，1 ) 

[1かB'Cしたがって余暇への選灯がきわめて強く，分 R'Rと点 Cになる.

FKの所得がうえられでも同じ効用水準を注することができな聞で接するときは，

このとき所得の限界効用はゼロである.L、.

fとFカ". 行と E.2) t火I-2で制度的にうえられた労働時1111が弘通であり.1f.¥-II:Jllli 11ft ( ¥/) 

lv 

Aσ〉シ εア:

tY 111 (C) 

() 

FK)に・一致する.そのときは (hは (k ( 致する人もありうる.

では余暇3 またデサーパでは余暇 Lが効用凶数にはいらない.9 3) M V八

睡眠など最小限のそれは，Lと労働時1mvT1iのいずれも効川 関数にはいっていない.

余暇ιは各人が必ずとると考え，利用 nI能時ImTから予め搾除すると想定するから

やはり Tから鐙除してJ5・えるこ同定化されているなら，である.労働についても.

ともできる.

というんの制約にx であり b，，. g， a 般に最大化すべき目的関数が [ (x t1 ) 
現実に選択している交通手段から，またこのモデルにより，を求めることができる.

であれば最適伯におい( x) ) グ， {b，- g  ラグランジュ凶数の中で対して，逆にその人の時IIU価il(1の範囲を知ることもできる.

a(/a/)12 oである.て 15'，人びとが運賃と所要時間のみで交通T段を選択していると考えた上記のモデルては，

δ >0であり.、B

，，，-s
 

，，，
 •• a， :θu/ a ( 1 ，となるので，b

 a
 --t

 

，，，E
 

'，.?l，'は5 ) 
， A)と求められる./ ( t n Jll E 111.¥ 選択の分岐をなす時nu価fLil¥./、は ¥.i'~ 

o' ， "は t， .の限界効用となり負の偵をとる.U このとき

ここでは内外的に決まるものとみなす.6 )以上.ては託金事を・定と仮定してきたが，

のモデルに白うところが大きい.4 7 )以下ではクロノー

般i且路との聞での選択から(転換料金をIIIi提として.8)都市高速道路利用お・で.δV・ ー!
一一一=一一一ー>0aM/I 1/1-(1 

δ¥1' 1 
一一一=一一一回くO.
δM~ 1，，-(1 ...， 

詑 度 (1 9 i 時間およそ 14 0 0円/時(dli抱)j式)時IIU価制を求められた例では.

高速道路を選んだ人のO.11lU価仙の松低他を各サンプルUUで平均化8 5 W:転換点で，

およそ

航空機などの上級

またlfII，IJ地域での令白却j卓利j日者について|司じものを求めると，

新 ~I宇線，また長齢離公辿巾場で.限度になった.

したもの) • 
運賃が上

運賃差が大きい

BいずれのT段に関しても所要時間が増えたり，

そのさい所長時間の変化は.がればシェアを低下させることになる.

A. となることカtわかる.

75 

l 900円/時

第 2r;;: 

74 

第 2草



交辿における時間価値

交通手段とそれより]附級下の交通了段の問での転換価格を，各JfISrli問ペア をサン

プルとして求めると，平均的に J400円/時......1 9 0 0 PJ/時と求められる.
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交通混雑と混雑税

混雑の分析 ([ ) 

治云己宋f(0.コヨ，)-，f:J r ( [ ) 一般均衡分析

11 必適税と 所得分配

1 .似雑税の導出 1. M泊税の導出ーfirsl beSlのモデル

2. 混雑税と投資問題一長期のモデル 2. 次持のnllll組 sccond、 bCSlのモデル

3. 投入財投 (関接続)の導入

4. 所f品分配の問題

さし、こ!こ

はじめに

混碓問題は， Pigou (8) ， Wallers :12:をは じめと して，多 l紋の研究者によ って取

り上げられ，論じられてきたが，それらの内多くのものは道路混雑に|期するらのでめ

る.混雑現象は，勿論道路においてのみみるれるのではなく，多数の人々が利用する

共用施設において一般に生ずる.特に顕苦に，またs1!Ji'/的な形態をとコて現われ，社

会的影響も大きいのか道路混雑をはじめとする交通の部門である.

ところで，これまでの交通混雑に関する分折の多くは，部分均衡分折の立斗jからの

ものである.それは現実的適用という観点からの怠義をもっちくl商，混雑問題の経済体

系全体における分折としては十分でない.一般均衡分析にもとづいた説雑問題への後

近はSlrotz(11Jをはじめ. Marchand C4J .Sherman ，10) .Sakashita (9) .Abe [1) 

等があるが，その数は余り多くない.本稿では，これまでの a 般均衡諭による交通混

雑問題の分析の成果を包括的に述べ，発展させたいと思う.

I 節では，まず社会的最適の見地か占，賦課さるべき最適な道路利用税(混雑税)

を導 iき，その経済的志昧について与える.次に，道路投資を含む長則的視点から，道

路利Hlfilと道路容吐を同時に決定する場合を考え，混雑税収入と投資額さらには政策

当局の財政収支にら若干ふれることにしたい.

また日節では，混雑現象の生ずる財が・般的に多数制作在する場合に拡張して段適

税を求める.そのさい税の徴収について first-bestの体系だけでなく， 一部徴収か不

可能なsecond-bestの体系についても考える. さ占にWI接的な挽賦課およひ，最適税

と所得分配の関係についても考察したい.
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混雑の分析 (1 ) 

交通混雑と混雑税

迫路容 11tが -).Eであるなら. 一定JQJIIUの交通;はがある J.Kf~1に述するまでは，交辿の

治れはスムーズである. しかし.交通jAがその水，qを超えるに従い交通の流れは次第

にI'J滑さを失い 停滞丸味になり.*てには身動きできない状態にまで陥るたろう.

交通:，(が -I-EのJ.K唱を超えたこの状態がいわゆる交;w混雑である.

n動 t主による道路のAh¥.以下トリップという )は.そのトリップに伴う，，#j1'1用 (燃

料 f1. 消耗 1~. 時間受(JIJ t与 を逆転-/'1"nらが必要-とするだけでなく.交通話4雑の状態

にあっては.そのトリップが他のすべてのトリップの岱用をも山めることになる . し

かし，その辿恥.fí"が支払う 佐用は n らか要する 1~JIJ (私的 1~JIl )だけであって，彼の

トリップが他のトリップにうえる 1'1則噌分を合んた全体としての1'1用 (社会的費用)

ではない.

ms分均衡分析によると，社会的余剰I此火の見地から，運転若はトリップを行うにあ

たって.私的白川でなくれ会的費用を文払うべきであり.そこで.社会的質問と私的

1'1mの差額 a 他に与える 1'1用増分 を税として徴収すべきだと主張する.このこ

とを一般均挽J.vP，;命のフレームワークから導くのが本市の目的である.われわれは，ま

ず l節で，道路符日ー・定のもとでの主主適な混雑税を碍き"次に 2節では.ill路容量そ

のものの決定をも含む1:J倒的分析を11う.

1.混雑税の導:L¥

消費者は 2つの財， 1つは乗用車によるトリップを， もう lつは他のM-般(合成

nnを消費しているものとする.消'J!i{'i'は n人いるものとし i書目の消費占-が一定

JUll1Uに消費する各財の ;itを各々 l '¥ 'とする.次にこれらの財の，すべての人によ

る総消費込を各々 t， 入とすると

'E l' 1 (1-}) 

'E xi X 〈ト2)

である . トリップを消貸するさいに.消費者は品々な財(以後それを投入財とよぶ)

を必要とするが， トリップ吋りの投入則の必要はは総交通世 lの関数y ( I )で表わ

されるとし • y ¥. t )については
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混雑の分析 (1 ) 

y(t)>O.合(t〉 y'(t)ミ0
dt (1・3)

と{反応する.また投入財の総i'~ 1~ i止をyとすると

t. y(l)τ y (1 4) 

である.次に単位距離当りの必・行時間を ρとし. ρは総交;w:j( 1.の閃政

D=D(l) (1 5) 

は

0

て

'
、

D

・'vつ

討

一
ら

』
，

.4

1

D

f

 

D

o

 
、、，，，

け
，
け

t
-
J

E

日
一d
w
v

ヲ令

d
一

y

すム」るあで

(1-6) 

と仮定しよう. "Ji，以上でみたMxおよびyは生沌セクターで

f(χ• y) 0 (1・7)

のように生産されているとする.

(社会 的段適:

さてiI'i'J!i者の効m水準を，彼が消費するトリ ップの故/人合成財の屯 x'およびト

リップの消費に裂した総時間 F， ， l'・Dの関数

lIi(Xi. ti， Ei) (i = 1. 2，…. 11) (1-8) 

によって定義する.社会的批適は (1 -) ). (1 2). (1 -，1 ). (1 5). 

(1 7 )のもとで

11' E Willi(X'. ti， Ei) (1-9) 

を故人:にすることである わ.ここで w は任志の大きさをもっ各人の社会的ウェイトで

あり IV' -1とする.この以適化問題のラグランタュ関数を
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あり. Wl= 1とする. 乙の最適化問題のラグランゾユ関故を

L 士山ts(xt，ti，Ea〉-M-EP-x〉

寸，(去ti-t)ーα，{t.y(t)-y}+βI(x.y) 

とすると，最油化の必22条件は

w・Hxi干 α.=0 (i=l. 2. …. n) 

W' (u，. -ltr.i・D)寸断=0 (i=l. 2. …• n) 
士山〆..D'一α，-α，{y(t)ム t.y'(t)}=0 

αx+βIx=O 

-αy十βJy-O

(1-10) 

(1-11) 

(1-12) 

(1-13) 

(1-14) 

(1-15) 

出維の分析 (1 ) 

である . ここで. 11 x ' δ11 δx ;， {/ t' δ1I I δt i， [/ E; δ11' θE " 

(" δf  δ¥'， r f δf  δ.γである . またすべての jについて， 1I" > 0 • 

11. >0， 11 <0であると仮定する 3) 

以上の条件からとkの性質が導かれる . まずく 1- 1 1 )かり

HJItl.i-=WJll.J (i， j=1. 2.…， η) (1-16) 

がしたがう. (1- 16)は，合成財の消費の社会的にd‘F価された限界効用

(o W/δlI' δ1I /δx ' )がすべての人にとって等しいことを怠昧している . また

(1-12)から

2Oi(U，.-;・11f.i・D):wi(u，Jム 11E.J・D)

(i. j=1. 2. .... 11) (1-17) 

となる. (1- 17) もやはり卜 1) :1フ消費の社会的に評価された限界効用がすべて

の人にとって等しいことを怠昧する.次に (1-12)， (1- 13) から

W' (U，i UE'・D)

=-土z山E.i・ti・D'一α，{y(t)イヅ(t)} 

(i=1. 2.…. ，の

となり，更に (1-11)， (114)， (115)及ひ
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を用いれば，

ん一 _dx'
!x dy I 

W'(U，i +UE'・D)
n 

=一L;lU'UE'・ti・D'- U12tLz，.d叶{y(t)+t.〆(t)} 
dy'1 

Ci=l. 2. …， η) 

混雑の分析(I ) 

(1 18) 

がえられる . ここで dx dylrは f (X， y) 01.での γと .γの阪科代倍率を

表わしている川 . (1-18) の右辺の第 l項は， トリッフの地加によって広行時間

が増加したときの各人の社会的!こ評価された限界不効用の合討を表わし，第 2項は同

じく生産メカニズムを通じて物的な側面から計られた社会的 lこ評価された限界不幼周

を表わす. したがって. (1- 18) は各人についてのトリップの社会的に評価され

た限界効用はその社会的に評価された限界不効用全体に等しいことを怠味しているわ.

〔経済主体 の故適化〕

さて，次 1こ各経済主体の最適化行動を考えよう.消.(~者にとっての， トリップ，合

成財の価絡は各々 p， p xであるとする . このトリ y フの価絡 pは投入財のu日入自およ

び混雑税を含んでいる .つまり，投入財の価格を ρ川単位トリ yフ当りの混雑税を q

とすると，

p.=ρ，.y(t) -q (1-19) 

である . また合成財をニューメレルとし，その価格は lとする . さて I番目の人の貨

幣所得を ν'とすると ， j番目の人の予算制約は

Xi.ρ.ti=jlt!i (i=-l， 2，…， n) (1-20) 

となる . この消 t~者は予算制約 (1 2 0 )のらとで，彼の効川水準

1I (.Y， t 1， E )をM.大にするよう行動すると巧・えられる.その条件は

U"i一入i=O (i=l， 2， 

U，i -UEi・D一入i{p-p，. y'(t)・t.}=O (i=l， 2， 
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混雑の分析(1 ) 

である.ここで A 'は j1fi 11 の消託行の所仰の限界効用である.各消 1~ 行は ['1 らがH う

トリップが社会全体のトリップを附加させ. トリップ吟りの投入財の必要量を榊加さ

せるとは与えないので(つまり y ( I )は彼にと勺てう什となり )y' (t) =oで

あるとする. したかって ~ 1 2 2 は

It，'・トUL，.J)一入・-ρ==0 (1 23) 

止なるたろう.よって (1 21)， (1 23)から求められる

」fza =l(i=l，2.・"， 11) (1-24) 
1(';ト1(F.'.D ρ

が各消 t~者の i 体的~J 1(.1)の条件である.

-}J. 生産セクターは

のように行動する.

f. _ 1 
f， P， 

段通混雑税の導出;

(1-25) 

さて，以ムのようにして導かれた社会的批適伏!践を各経済主体円らの行動によって

辻成させることを考えよう.それをもたらす価絡体系は次のようにして決められる.

社会的政適においであるべき各経済主体の行動の必要条什は (1-11)， (1-1 

2 I および¥1 ~ 1 .1 J.  ¥. 1 -1 5)から

一_!.!/ .....=~. (i 1. 2， /( ，i十1(r.'.D 0'， 
f.ーαx
f， αy 

(1・26)

(1也27)

である.また?村ì~fU'íならびに生jt( セクターのド体的行動は (1 21)， (1 2 

5 )であるから.結局社会的I止適がit成されるためには
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1 _αz 
pαt 

lαz 
P，αy 

混雑の分析 :I ) 

(1-28) 

(1 29) 

でなければならない. (1 13)， (1 28). (1-29)から α)'， αtを消

去し，;.gに (1-19)をJIH、れば.

α.{q-p，・t.y'(t)}=L:wiU，;I，ti.D' (ト30)

となる )liに(1 1 1 )， (1 _-1 6 )を宅地すれば， (1 30)から次の凶係

を導くことかできる.

qρy tm-Ir:ti D' (1-31) 

または (1 2 5 )を考慮すれば

q ~'.l'Y'(t) ー土 u引'.D'
Jx i I Hx' 

(1-31') 

である.この (1 3 1 I )が此~i.昆雑悦 q を決める式である.この式は (1 - 18)

を別のタームによって捉えたものであるか， --/I" j 明紘な Jf~ を午している . とのトリッ

プNI も社会的にみれば他のすべてのトリップの投入Jl~ 必要量 ~V ( I )を高め，更にす

べての消費-/'i-の時間的不効用を琳加させる.すなわち. (‘'(，，=- d x  dYlfだ

から， (131')の第 l項はトリップ増による社会的な投入財の地分， . y 

( I )を合成財xてもって.:十った機会'J'1用である.また第 2rJ~ は， トリップ榊による，

各例人にとっての時間的制分 t'・D'の限界ィ、効用 llF.'.".D'を合成s.fの限界

効用 11" 'のタームを.il!iじて，各入 'で計った機会t'1用である 6 各消'J'1有のトリップは

p p、.)/ t) qという社会的費月lを要するが.彼らはその内 p、'.Y t と

いう，私的貨川しか文払わないので，社会的資川と私的，(~JIJのX制である qを悦雑税と

してl以認すべきなのである.無冷浪雑が'1じていないような状態 y' t 0にお

いては， D' 0 であり • q 0であることはいうまでもない7)

2. i弘雑税と投資IIIJ題 長期のモデル

l 節では迅路容JAlは一定という条件のもとで誌冷を進めてきたが，本節では道路特

-- ~3 -
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混雑の分析 ([ ) 
混雑の分析 (r ) 

市ら可変的なものとして，混雑挽とともに道路投資をも決定するモテルを巧えてみる.

またこの辺路投資世間の捌達と， J且路税徴収を遂行 rる公共主体の財政収支にも日を

向けることにしよう.

さで，われわれは考察期間内に道併に投資される財(フロー)の重を sとしよう.そ

して単位距離、可りの止行lIzy!}l]は，総交通 tlttおよび sの|則数で

D -=D(t， s) (1-32) 

円ωiU&i.t.・Ds+的・t'Ysけん 0 (1-11) 

と定義する.また，単位ト 1) ;/ブ吋りの投入財も同じ く， tおよび Sの関数で y ( t， 

s) とする.これらの什慣に関しては次のような仮定をおく .

である.ここで fs θr (J;匂.これらの条刊:のうち () 

(1 .-3 8). (1 -3 9 J • 

(1- 13)， (1 

36)， (1 37) 

~ 1 -.1 0 J は各々 (111). () 12)・

111)， (1-15) と対応している.以ヒから社会的以.iaで

δ旦-DI三O.δD - D$~O 
δt -.=-. os 

(1-33) 
は各 iì~ :l'1 布-の ~ J 動は

ay=ytミO.
δt 

りヴs豆0
"S 

(1-34) U~' -一一一一 == ((~ (i竺 1，2， 
u，' .1・H&i・Dα，

• 、、，，，Z
 

?
 

(1-42) 

次に合成財¥'，投入財 yおよび道路投資財 Sは生産セクターで また生席セクターの行動は

f(x， y， s) =0 

のもとで生産されているものとしよう.

(1-35) f~ ι f~ 
J， α" fs 

-("(z 

L:: wiu&I・ti・Ds+αl't. ys 
(1-13) 

でなければならない.ーブJ主体的行動では各消持者は

t社会的最適)
1
一ρ一D

1

一+
(1-44) 

社会的最適は (1- 1)， (1 2)， (1-4)， (1-32)および(1 -3 

5 )のもとで， (1-9) に示される社会的印生|悶敏を最大にすることである .ただ

しこ乙では E=t ./)(t， S) である.この故適化問題のラクランジュ関紋を

であり.生産セクターのそれは

L 去W'l仰 "t" E')ーαAxe-x〉
fz _ 1 f:s _ 1 
f，ρ， ' f. Ps (1-45) 

?αtくさトt) α，{t'y(t， s)-y}ーβf(x，Y. s) 
である.ここでpsは道路投資財の仙絡である.

以'"-から社会的故過を速成するための fdb棉体系はとする.最適化の必要条件は

LV'llzÎ ー α~=O (i=l， 2， 

n.) 

(1 36) 

(1・37)

(1 38) 

1_αx 
pα4 

1αx 
ρyαy 

1 -αx 
ps" 2ωi/l&i・ti・Ds+αl't. Y. 

(1-46) 
W'(Ut' -ltEi・D)ム αt-0 (iニ1，2. 

L:: WiUE'・t.・D，ーαgαy{y(t，s)↓ t'yt}=O 
(ト47)

一αx十sfz=O

- αYT  sJy-=O 

(1-39) 

(1-40) 

(1-48) 
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M.雑の分析 (1 ) 

でなければならない.そこで混雑悦は次の憾にして求められる.ます (1-46)，

(}-47)を (1-38)に代人して. (1 ] 9)を考慮すれば

n 

L! W'ItE'・ti・D， α，(q-Tl't.y，) (1-49) 

が導かれる.さらに (1...49)と (1 3 6 )から

q ρ，.t .y，竺一，h出ti.D， (1-50) 

が.また (1 4 5 ) を~J.i担すれば

q=-22:|t-yt一主主1;'.I'.D， 
dyir' .，. ，-IU.' 

(1・50')

が求められる.これは liij節の (1 3 l' )における混雑税 qと対応しており.同 じ

怠昧をもっ. しかし句このモデルにおいては，混雑税に現われる効川タ ームは道路の

技術的条刊のタームによってiiqきかえることが可能である .それは (1 4 7) ， 

( 1 -，1 8 )から将かれた

α. -r: lU'/{εi ・ li.Ð./(ρy ・ 1 ・y.~ ρ.)

およひ (1-49)を併せ考えることによって

q=py t yt-2ω t .)'パ Ps) (1-51) 

と求められる.さらに (1-45)を用いれば，

=h.f.'J._  (h.I.".-l Is¥ D! q-l・t.y，-!J/.t.ys-!1，.:) 1. . J' ¥1.' J'  ， 1，) D. 

nu 

-ω一山，J 

Z

一s
a否

、‘‘，‘，
a''D
 

e

J

S

，. 

d
-d
 

嘗
J

eidu
'

，，』.， 

J
u
J
u
 

，，，.
E

彊‘‘‘es 
• 叩

J
aet ，，

 v
h
y
 

δ
一a

(1-51') 

を導ける 8 かくしてj昆紺税が効用タームを合まない技術的タームでみわされる.

さて (1 5 l' )は次のようなことを怠味している. トリップ lの増加は・方で

は i)巾位距離£行時間を高め骨 I .D(L，，<;) ・t'・ρ E'として各人の効用

水棋に不利な影響を 与え， 他}iではii ) トリップ当りの投入財必要日を高め i >y 

( 1， s)→ l '・y ( f ， パ)-. f • .¥1 (九月 ) μ )，として投入財yの生jf(地を必
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~とすることになる.これに対して迫路投資 s の地加は . p'およびyに対して/とは

逆の彫将を及ぼす.そこで*1:会的段.imのili}Jxされる均衡M.において iの地加を sの地

加にl よって相殺し， 乃を変化させないものとしよう.そうすればE'の助加による件人

の幼川水中への影縛 i)は些じなくなる. しかし，それは村会的にみて sの!¥?)JIIに

よって他の財の'1産を減らさなければならないが.それを財入で計ったものが θ¥ 

/ o汚 ( ' ds/dl 0である.また sの地加は y (1. s に彫響をうえるので

あるが，均衡他における彬響のれ!度には次の 3 つの場合がA~'えられる .l)ds dl 

.-d s / d f 0 のときは， ρ(  1. s)も ¥， (/， 8) も均衡fllIでの lと sの限

界代砂本が等しいのたから. Dが- ~となら y ( f. s可 も・定であり. したかって ii) 

の影抑は化じない.つまり，この場合のj民雑税は Dを ・定にするために用いられる.

入でr，I った s の ~m δ¥/δバ ド ris dl "ということになる.次に 11)dヌ

/ d I "> d s d I Dのときは.Dにおける tの増加を sによって相殺しても.

グ (l. s)において相殺するにはそれ以上の sを必要とする. したがって均衡舶に

おける tの地加は sの!(?加を作っても ， y (l.， s を 定にしておくのに不足す

るsの大きさ分に対応する ，y (/. s)の地加 YS ds <111‘ d s d f 0) 

をまねく.そして i)と比べると，全体として θ¥δ Y 'r' [''y写 d s/ d' 

d:弓/ d t 0) 9 の費用を追加的に'1:.ぜしめる 111 ds dl ‘< d s d t 

fのときは ii) と全く辺のケースてある. したがってこの場合の θー¥/o y " I 

y， (ri s / d I .' d s / d f 0，の墳は負であり ， q o ¥/δS r' d s 

/ d l' 0で・ある.

f公j!;当J.Jの財政

さてここで.このような税収入と投資貸別に関して，公共当日の財政上の収支に治

子ふれておこう10 まず各消費.fiの所得はこれまで単に JIJとして分折してきたが，

それについて次のように仮定する.彼らは flらの労働供給 R によって白金 wR'を得

( IVは白金率J 守生昨セクターからの配当だを得て.Hなる-括税を政府(公共当

局J に払うものとする.つまり各消n者の所得は

111'=ωRi+Tr:'-lIi (i=1. 2，…， 11) (1-52) 

であるとする け • -}j消岱有の予知式は (1 2 0 )のように

が !・(1Jl'y(t， s)トq}ti= Mi
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i品雑の分析 ~ I ) 

混雑の分析(1 ) 

D の)-き lまごH'、。である<i I "， dトdメ / <i I i 1 1 ) fこ
したがって il~ ・白身全体の収えは

1.. Jlイi }.; (wRi-rit'-lI') 

である.

迫路1Q:賀市lは退lに対して )州事t()!Jに良 L、ときには.ill路投資の幼本が以上から，

i些-ili悦収入 XH'、oによっても;対述されるべきであり.それは路税収入を.w過し.

そのに道路投資の効率が+1J..('.1的に:!tt、場合は道路投資制法i色白税収ヘより少なくし."" L: [x'・ト{ρr)'(l，s) トq}l']

JE制はイ百悦::.H' < 0でii'jt~ 行に i辺 Jしされるべきである(ト53)=X+PrYム q.[

( wR'令 π，) それは工ps・sであり，また IjT'E物の総fdb額は Y 争 ρ‘'Yc-t.孟る.

1-~r しいので公共吋 I，Jの f'訂以えは

q.l +む/Ji= />s'S (1-54) 

によってぷわされる.

まずわれわれは，4 抗・悦はどんな役'，lflJを*たすだろうか.さてこのようなも止で‘

それをfìli、HP 閉p切りの Æ~I 11.]:問 Pを fと 5 に|叫する l'iJ次関数と仮定し，

(1-55) Ds's φ=D(.l 

3 ( 1 5 1 ) . は;) 1 そうすると公共吋 J，Jの収点条例 (1 としよう J! ~ 

(1-56) 

から

fJ.， • •. Idsl dsl ¥ 
色φ十ρrl'.)'卜|一一I)-L; Hi=O 

_' s ¥ ei tI， -eli. 'D J -，""'1 

;) ;) ( 1 

つまり交nu 
φ さてここで φについて次のような場合が弔えられる.となる.

辿此 1と道路投資対か同じ比率で地加するとき単位距離吋りのよ行時l凶は変化しない

ハU/)のとき XHP'd f riぉd I d:勾まず i) 場合.

、<- d s d l ds また 11 .1 d f I Dのとき XH'<O. 、、 dsd f dぉ、、E

，l
 

l
 

つまり lと sが同じ比率で地加するφ> 0， 次に日)oのとき 2H'となる.d l 

迫路の場合と比較して，これは I) '1' 1也勘聞I~ りの走1 J 時間が噌)][1する場什.とき，

d I ds d s/ d l 投資の効率が lに対して相対的に患い場合である.

ds 、、，
J

.‘E
A
 

-
-

.
J
 

ρのとき XH'く O.、><1ぉ/d I d f ds Dのとき XH'ぇ O.

d 1>のときは XH'の符りについて(1'1.ちには判断できないが.γく <is/af/ d f 

‘を超える度合の低い段階では十分に J:H'く Oと考えられd I pか dsd f .匂

道路投資の効 3容が lに対して相対的の場合と全く辺て¥これは II) 111 )φ..... O. る.

dぉ ，1 ) ， Dのとき XH';>O. ds/df ‘t 
ri f d只に良い.t:，}合である.

dt ds 

。を超える度合が小さい段階では卜分に XH'>0と与えられる.

nのとき XH'の符号はただちには判断できないが.d I 、、 d日d l 

ま
A
F

、が ds/ d l 
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j比雑の分析 (1 ) 

混雑の分折 (1 ) 
IJ 弘通説と所初分配

1 't主においてわれわれは.什会的に伝通な交通 1，[水，~f とそれをit成する価格体系を

導いた.そのさい. (1)悦雑現役の 11ずるMが 1Jt，fだけであり. (2)社会的li主適を達成

するための脱が応接的に賦課しうる.という条例のもとで分折を進めた. しかし，現

実的そして一般的には.消費者はこのような混雑現象の生ずる財を(1)のように唯一つ

だけでなく.政数消費していると考えられるん.さらに， (2)のように，~適税を直接

的に徴収することはかなり難しいであろうし.税を徴収すべき財の故が哨加すれば尚

克その困難さが榊すと.'[1，、われる.

そこで本市では， -1:にみた(1).(2)の条例を緩和して，次のようなより-般的モデルを

15-える.まず，混雑現象の当:ずる財を複絞(闘とりあつかう.次に最適税が面接的に

(障'，l?なく)賦訟できる [jrstbest体系だけでなく，それが 4 部のMについては不司

能であるようなsccondbcstの体系も与える.そして史に，それまでみた l任接的な税aIlt

aのん式に札って.間接的方式として投入財税の導入について述べることにする. 口

市のモデルでは. 1 4i.での間伐的効川関数による分折に対して， 1間接的効用関数によ

る分析を試みる.そのさい 1市では触れなかった所得分配の問題についてもぷ干の

アプローチを行う 4

である・また合成JI~ をニューメレルとし.その仙i怖を l に決める.

前ま!~-/i'の地通行動

以上のような前提のもとで， di 1'1者は与えられた f'算のもとで， fl i..:の効JIl水干の

M.大イt: を凶るものとする・各消 t~-(jにりえられたJ1r仰を 14'( i -1， 2，…・ [}ー)と

すると，彼は

maxlmize zti(xi， t，i， t.i. …ーか … 子、， -I ， ，・b杭nJ 

subject to MAω  
η) (2・3)

のように行動する，その条件は

U，，'一入i 0 (i=l， 2，…， n) 

Ut/一入'Ti=O (i=l， 2，… 
Z;j=l， 2，…， m) 

(2-4) 

(2-5) 

1 .枇適税の導:Jl first-bestのモデル

である ・ここで各}.， ( iこ 1， 2. …. n)は i揺!1の人の所得の限界効用である・

また υ:.:' aU'/aヘ¥
a u' a I .1'である.均衡条件 (24). (2 

-;) およひ fn制約 2 3)から，各財に対する;芯要関数

iI~ y~省は{)人いて，各々合 JJj;;財と悦雑現象の~ずる mfi司のMを ilH~ しているものと

する 1番[1の消 持者が消費する，合成財の 52を て'(i=l， 2.'一， n)また混雑

現象の生ずる J 帯日のJ!J-の消 t~ :ji:を I，，' ( jー 1.2"'， n:j=l， 2，…， m) 

としよう.そして i番uの消費者の効用水椴はこれらの関数で

xi=Xi(ρ， Mi) (i=l， 2，…， n) 

tjI=t，.(ρ， it1i) (i = 1， 2，…，η ; j=l， 2， 
、、，
Jn

 

(2-6) 

(2-7) 

tti(Xi， t，i， んヘ …， tjs， …， t"，i) (iュー1，2， …， n) (2-1) が求められる .ここでp (P 1. P2・ P. )である.

によって表わされるものとする.混雑現象の生ずる m嗣の財を消費するに、ちって.消

1'l者は次のような投入財を必'!J!とする.それは各人にとって J番Hの財を単位、竹り消

費するのに Y.I( t .1)であるとする.ただし I_，は j書目の財の総消費t.eであって

t J ;; t である.この投入財のがi15者価格を π とし • J嘉日の財単材、切りの([i

接的)税を q とすれば.消1'l行がj書目のM1 '11.位を消費するのには π，.y_， (lJ)

... q Jを要することになる.これは J番Hの財のm1'l者向li格であり，それを PJとする

と

(社会的位適、

次にこれまで現われた財の'1.産，お給について考えてみよう.まず合成財について.

その総生j}fを:..;とすると.

gxi(ρ， lvli)=x (2-8) 

ρ， ;rj'y，(t，) .....q， (j-1， 2，…， m) (2 2) でなければならない.また混雑現象の生ずる各JUの総消 費日を lJ (j 1. 2. 
m) 
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混雑の分析(1 ) 
7lL~f の分析( I ) 

とすると

(2-19) m) (j;;;:.l， 2， 
。一αJ(2-9) (j=l， 2，・"，m) λJ') ~ tjI(ρ， 

'である 3，δ/J '/θ 1 1l，g t θr / a .¥.1 j • {， θ{/ a，Y， {" ここて7，J 訴 II の JI~ の iìH!l に必要とされる投入JI.fの総 '1 ' 政;立を Y J と するとであり，

(2-10) (j= 1. 2，…， m) 

、hえー適脱の導出

tj' yj(tj) = Yi 

次にこれらの ll~ の十|会的生席I1J能性はでなければならない.

これらの条件式をそれに先立って.JIl通説を求める.以上将かれたlil適条例tから.
(2ー11)I(:x， Y1> Y.，…， )'j，…， Ym) =0 

を{db怖.3 まず il~ fi省の予rrQ，1J約式(2 より lりl 昨な J~ にしてゆこう.変形して.

所得・にι|刻して微分するとでムわされるものとする.

9 ) ， ( 2 8) ， ( 2 2) ， 以 kでみた制約条件(2 さて社会的以過は，

月刊 ~.L ot<i ニ一一fiiT L: Ps-:.....s. = 0 
aρj s Iδρj 

1. 2，・1η ;j=l. 2 

次に定義される社会的即生関数¥. 2 - 1 1 )のもとて¥1 0 ) ( 2 

(2 20) 、、，J1
 

1
 

a

，
 

，
 

• • 
・11ノ{')，j¥lfi). t，i(ρ， W=L; 1eui(Xi(ρ， 

およひ

(2-12) .V!i) } ivJi). …， tmi(ρ， ， tji(P， 

:xi ~δt，i 
ーャ2ρ::s_-1 
δλif' I s~1 YSdlV!' 

そのためにラ11/'および ¥について政大にすることである.V i. v ~.. 

，
 

，
 

，，，‘ q .1. を各 P j， 

さら

(2ー21)

1 4 )に代人し，

n) 

1 9)を(2 

(i=l， 2， 

( 2 5 ) . ( 2 (2-4) . 

2 0 )をJIH、ると

がえられる.

に (2 

(2-13) 

グランジュ凶紋

L=斗w斗るわふ九吋s{h与tん仰s
十 χ{必土エiゆ(ωρ• JV!') -x} + 1>1(χ • Y，. y.. . . " Y..) 

m 

+L:α.{丸一irsYs(ls) qs} 
~4"'" ~_. ~_ I.:!δt，i¥ ，， ~ar 

-'Lw'入g・t，'-L;7s!，L:ーとJTχ2竺:ーo
i:-; s~) . • ¥;"'1 elρj/ ' ，. /，δρj 

(j=1， 2，…， 11の次の必要条件をうる. (2ー22)ιを各変数で微分して 0とおき，

~ -Iムδts'I 

sL..J} I J ¥iコ否p，}
さ δtL~)
slhgEZDl 

ム .δ:xi

λW'V勺p，

を定義する.

2 1 )を2 に代入し.1 8 5 )を(2 ( 2 4 ) ， また (2 が導かれる.

用し、ると

(2由 23)、、，，，n
 

(i=l， 2，…， 
mδt "δ:X' 

ωi入i+ L;7 s';:s;-+χ一一一ー0
slsaMsδlHi 

(2-14) (j= 1. 2.…， m) 

ー町.d{t"y，(tj)}_"".引生Jω =0-，，7"一-dt;一-MJ~dtjw

(j=l. 2，…， m) 

。11 rl今"

yχ2ヱニトαj
，~) elρj 

(2-15) 

から

(2-24) 

2 3 

~ f;!'" I仰 iδti¥ ) 'V:.... ld:xi 
L'  el:xi ¥ L:7sl L: 1-:.....' +tji一一一1fTχL:I一 寸tjiこι1=0/"....). 'lt;') ¥dpj . -， elJV!i/ J . .-i~l ¥dρjδlV/i1 

(j=l， 2，…， m) 

2 2 2) . 2 そしてこれらがえられる.(2ー16)

(2-17) (j=l， 2，…， 11の

(『・'!.:. ' elf.i ¥ ， ~ _ dυ ，L +21t 47)+ZT-
Zδハィfs s l ts vau s l saA4fi 

一χ平 φ1，，=0

。一γ，-φ1，

-θ ts'/alI' θP 1 - f 。1;s ' ， t )において，2 2 さてこのカ〈したyう〈う.(2-18) 、、，，'ι ‘，
 (i=l， 2.・，一δX'

__ A~ 

Aδi¥if. 
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j品制iの分析 (I ) 
槌矧の分析(I ) 

(2 31) (s=1， 2，…， m) fx 
f. 

χ
一
%

それそれ価怖 pJが変化したときの先番
および a，'{'/δ p， + t J' • δs'/òJH' は.

となる.

そこでこれらの代特効果をムわしている.

つまりとしよう.

代衿幼虫

K 

11 の財および合成JI~ への影明

11:.#fセクタ ーは

-一町一一
人
兵

(2-25) 1. 2，…， 112) 

手各人について合計したものを KSJ・

!. (角川 .δtsi ¥ _ v 
L:(ームムt，-!=Jt 
a 113Pj J δλグil μ

(2 32) (s=1，2，…，m) 

(2也 26)

(j， s 

(j= 1. 2，…， m) t "δχ~) =: K.j ・=:Kri 
'δMil ---， 

!!... /OX' 

，"-' 1 ¥δpj 3 2 ) ( 2 3 1 ) ， ( 2 3 ()' 2 9 )は(2 ( 2 のように~r IOJするから，

をJS-I害.すれば

(2 33) m) (j= 1. 2， SE(γ$Ksj(SMCs-~:) }=O 
の変化に|則する sillllの財および合成則に対す

2 6 )を(2 ( 2 2 5 ) ( 2 

Ksおよひ 1¥"は.価格 ρとしよう.

ここで，社会全体としての代特効*である.る，

2 4 )に代入して

m)を変故とするよ主立2， ( j PJ/π.1 ) これは r.I(8111(') とな る.
(2-27) 

(2 34) 

これをf行f夕列|リlで4表長ι〆小1兵Lすれぱ

(Cイイ ?D山)}r(lいγ川(σ~ S
12 .H. 22 ….υ• .I¥.m附. ¥γ.(σS!vIC.一ρ./川π.) l一_10¥

1¥.，川w剛，K.m .….一.Km川m/lγmバ(SlV1Cm一P問'm/π岡ρ)J ¥ 0/ 

-次方程式をうえる.(j=1. 2, …• m) 

またこのような代特項については

。m 
L: T.J(" +χKxj 

がしたがう.

よっての係数行列はJf則である 53 4 ) 代将項の性'白から (2 とな る.
(2ー28)(j=1， 2.…， m) Epふ J -KxJ ~O 

γj(SlV1Cj-Pi!iCJ)一02 8 )から

3 5 ) ( 2 

(2 35) 

とこ ろでどのような jに対しても rjポ Oと)5・えられるので 6) 

(j=1， 2.…I m) 

とな る.
(2ー29)

と(2 

(j-1. 2.…. m) 

2 7 ) 2 

五(γん (;:-th)}=0

という判官があるので 4) 

から

1 9 )から( 2 と1 5) ( 2 さてとなることカくわカ、る.
(2 36) (j=1， 2，…， m) 令j= π3・Si'¥!ICj

(2-30) (s= 1， 2，…， rn) d立己主(t.21
dt. 

T. 
γ， 

それは J部:七lこれが社会的最適を辻成するための j番 I1の財の仙怖であり.となる .

の財消費に必要な投入JIオで計った社会的限界費用 8'VIC Jにその価拘 π Jを乗じたもの

← 4.1であるから.1[ J・YJ(1 J) 2 )から PJところで(2 である.

財yぉで計った 5嘉日の則的 f{の

(物的な)社会的限界費用をみわしている・以後これを 8vrc sとJ己することにする・

3 0 )の右辺は.2 このとなることがわかる.

段通説は

つまり

(2-37) qj==町 (SMCj-Yj(tj)}=1n.tj'Y/ (j= 1， 2.…， m) 

(2-30') m) (s=l， 2，・¥SMC. s

s

 

z
γ
 

3 7 )はまさ( 2 ) / d l Jである.dJ;，({ ここで YJとして求められる.

社会的限界貿川と私的資JrJのJEとしてM適税が似却されるべきであることをぷわ

している.

1 7 )から( 2 、‘，，
H
h
M
 

1
A
 

( 2 1 1 ) 次 に(2 とする.
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j見制tの分析 (I ) 
出制{の分析 (I ) 

2.吹刊のIIIJ題 second-bestのモデル

l 節j でみた llJl:適化は.当該するすべてのJ!.fのiI~ .{~に対して適当な悦 (混雑悦 ) をI!Ï

~&，. 的に tiki濯するこ と によって法成できるが・このような税賦品は必ずしも可能 F は限
らない.み節ではこのような脱賦諜かいくつかのMについて小 l可能である場合を与え

る.

適~な需りのつけかえによって， ;;r~ 1 Jlfから第 hJlfまではil'i接的な悦賦諜の可能な

JI~ とし，あ h 1 n~ から第 TfI Jl~ まではそれがイミ "1tiltな財としよう.すなわち

χ !x 1 
(s二1.2.…. m) (244) 

γs-f. πs 

となる.そこで (2 ・，13 )および 2 .1 4 )をJ7躍すれば. (2 1 2 )は

2hslじ，(SMC. d/}!'7T:s')'s'一色)い-clrfl:j 0 
s -::-1 l" '0  ¥γsπs， ) 

(j= 1， 2.…， 111) (2-45) 

ρj=iCj')'J(lj) qj (j=1. 2. 、、，J'ι '''' 
(2 38) 

(2 39) 

となる.これは前節の}j程式 2 3 3 )に対応するものである.この方程式を解く

と
ρj=πj')'j(lj) (j=h-+・1.

である.さて，われわれの問題は (238)， (2-39)および(2 8) . 

{C: lur， _rI ，('tj.".:. ，，/ρj¥ 1 ~ γjISMC，-dj手!TCj')'J一) -or~， Eαs IsK ，1 
t γ j πjJ 1/(1 s h，l 

(j 1. 2. ・・・.m) (2-46) 

29). l2c 10，・ 2 1 1 の制約のもとで社会的厚生関数 (2 1 2 

を各P .1. q J， 1.1 ， Y 1 ， 11 'およひ¥について枇大にすることである.その条件は l

節て求められた (2 - 1 ，1 )・ 2 1 5) . 、2 .16 ， (2 17)， (2 

1 8)と

一αj=O (jτ1. 2， 、‘，，，z
 

''E' 
(2 40) 

となることがわかる.ここで K はんれl式 (2 1 O )の係数行列の行列式であり，

それは (2 3 4、の係数行列の行列式と同じものである.また K はその行列

式の s行J州の余閃数を示している.すべての jについて r.11 0と弔えられるので，

(2 Ij 6)は

SMC，・iC，-f)j

である これらの条円から (2 2 7 )に代って

πJム 2山 Is/(j;f dj'TC川'
γilJ(lshllγJ  

(j 1. 2. …， 111) (2-47) 

27sICsj十χJ(t}川 αj=O (j 1. 2， 

が導かれる.代斡1.11に関する性質 (2 2 8 )を用いると， (2 Ij 1 )は

となる.

以上から次のことがいえる. flrst beslの体系では槌雑現役の生ずるすべての財の

7;'j 1~に，悦の賦課が IIJ能であり，そのような財のすべてに什会的限非 t1m と私的 t!t月j

の基額としての税をぷすることによって p S11 (， • π J という価怖か提示されたの

である. しかしそのような財のいくつかに税の賦必が不可能である場介には.悦の賦

ぷが可能な Jt~ に関しても

d-1012玉j豆h
'-11 h .. l孟j~1H

(2-41) 

ぷ(γsksJ(;:jp))1djαj=O (j 1. 2. '''，川
(2-42) 

となる.ところでこの次丹体系においては (2 1 5)と (2 Ij 0)から
1 以S/llCi . n~j-pj _T(j ーム α，lsKil (j 1， 2， 

γj IKI s h+1 

T， SMCs-ds手!iCs'Y，' (s=l， 2，…， 111) 
γ• T s 

(2-43) 
となり，有辺が Oとならない限 1).その師他は相会的岱用と~1t離すべきことになる.

となることがわかる.ま七 l節と向憾に 2 3 1 ) . 2 3 2 )から 3. 投入財説 (間接説)の導入
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出雑の分析 :1 ) 
混雑の分析 (1 ) 

こ れまでは . 混雑現象の生ずる財の ii~ 白に ， IIY 践的 に 挽を賦f~する fj式を考えてき

た. それに 対 して本節では.そ のような財の消 1~をするに刈 っ て付随的に投入される

財.つまり 投入財に 挽を賦課する間接的な Ji 71~ もfJt.せて JIH 、るこ と を~.・ える.この )i

i'kは 件人が~í fi来する則をn'11'iするさ いに.必ず投入する則に以悦するのたから， 1汽接

的な f~悦のイ~ I1Jf.危な財についても課税がIIJ能になる という性問をもっ.

投入M悦は，混i1f現象の生ずる財のがi岱の a)すべてにiu接的ぷ税が可能な場合.

b) - ~m に"，，'1 接的課税がイミ liJ能な場合， ç ) すべてに 11'1 接的 。課税がイ.~ uJ能な場合，へ

の導入が考えられよう.そニでこれらの各場介について礼会的hJ:適を考えてゆく.各

々の場合， 11仏大化すべきは (2 1 2)の Wで共通であるが，次の点で児なる .まず

iljlJ約について (28)， (29)， (210)， (211)は共通であるが，

a )ではさ らに 2 2 )が， b)では <.238)， (239)が，そして c) 

では

l[ $ としよう .そうする とこれま での (2-31). (232)に代わ って

~ _1%_ 1 
子;-fs=TJ(s-1.2.…，111) 

となる. したがっ て}i限式(2 3 3 )は

売{'YsJ( 、、』ノt
 

y
 

F
 

(2 50) 

となり，これから

ρj=SAイCj.Tj (j=1， 2，…， m) (2 51) 

が将かれる. Lfl接的な税賦諜と投入財悦の向万が IIJ能な場合は り，そのような財につ

t、て
l' J ・- πr)'j(lJ)~' O (j.l， 2，…， m) (2 48) 

t;=π;'y;([;).， q; SMC，.T， (2-52) 

が加わる.またIii.適化を関る変数に関しては.各p ， 1 ， Y '， J11'およひ xは共通

である か. a)では各 q ， 丈 Jが. b'ては各 q， j 1， 2，…， fJ)， 1': が.

そして c)では各r.Jが付け加わる.さてこのようにして求められた故適条件は各場合.

(214)， (215)， (2-16)， (217)， (2 18)は共通で

ある. a)では (2 1 9 )と

となるから (2 5 2 )が満た2:れるよ っに q と1':，を決めればよ い.その 8い投

入JlJ悦をj日いない π， T，のときは.その iについて

q;=Ti.l;.y;' πi .lj' Y，' 

一向・yj(lj)"-O (j 1， 丸 一・， m) (2 49) 
となり，これは (2 3 7 ) と全く lû} じものである.また 11官接的な税賦~を汗H 、ない

q， .0のときは，その iについて

か加わり.結l斗l節で求められた最適条件と令く!日jじものになる. b)では (2 

4)- (218)の他に (2-40)と (2 4 9 が従うが， (2 40) (2 

.1 9 ) は結 1，~ 2 1 9 

(2-18)と ¥2 -1 9 

と|司じものになる.また c)の場合も (2 

が従う が 2 '1 9)もやはり 2 1 9 

11) 

と同じも
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のになる 7J 

以上から，投入財税を用いれば守すべての問題はfJrS l bcs lの問題と同 一視するこ

とができる.

さて，次にこの投入財税をどのように決めればよいかを与える.これまでは各投入

Mの価栴は ~I ~ Þ世名とがj '1白書にとっては等しいものとしてきた. ここではそれらを区別

して. 汚需[lの投入則の，生産占にとっての仙怖を T"" またii'j1~占にとっての削絡を

のように投入財の消費者価格を決めればよい.こ の脇合税率は 1 ・..... v..，' / y， 

である.次に直接的税賦課が不可能な場合は川.そのような財について

fJk π/t'Yk(I，，) -SMC/t，1'" 

となる ので
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il~維の分析( I ) 

でなければならない.

.-1 .所得分配の1111泊

これまでは.外部性がが在する場合の村会的に望ましい税の賦，，*について.換言す

れば，社会的に守J ましい資源配分の問泊について ~.r，~ してきた.そこで.本節では残

された問題として山川分配の問題に少し触れておくことにする .{IAI人の社会的ウェイ

トと所得の限界幼JlJに閲する (2 2 3 )は

I~ γδt，i δx' ¥ ωi入i4X12SF -Tl=O 〈i.=l，2.…，11) 
¥s ..... 1χdM' δJl1.J 

(2-53) 

と」}き換えることができる. f i rs t -bcs tの体系では， (230)， (231)お

よび (2 3 6 )から

!.!.=γs. Ts it's.SJl1Cs=ρs χχγs  
(s=l， 2， (2-54) 

となるので. (2 2 1 を~躍すれば 2 O 3 は

wi入i
←χ o(i=1， 2，…， 11) (2-55) 

となる.つまり.すべての j. jについて

W'入，l()J入J (i， j=l， 2，…. H ， i、j) (2-56) 

となる. (2 2 1 )でみたように..ì!l加的な所得的による社会的 'i~川は，各人にと

ってすべて等しく. 1である.また(2 5 ~ )で明らかなように.各)11の師絡はそ

の社会的限界岱1IJに等しくなっているので.料局(2 5 6 )でボされるように.各

消費者は追加的な所得榊から.社会的にみて守3しい満足を得ていることになる.つま

り.望ましい所得分配が達成されているといえる.

次にsecond-bcstの体系を考えよう.この均合もまず‘社会的ウェイトと所得の限界

効用に関しては(2 5 3 )が成立する. しかし (243). (244)から
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?-?三 τs(SAIC.-ds安it'sys')

(S=1. 2，…， m) (2・57)

混雑の分析(1 ) 

であるから， (2-57)を(2 5 3 )に代入し， (221)， (247)を

用いれば

W 入i..-X(l-;.，を hsICJ-E7221斗=
¥ 11¥ls=/I-1 -- ~-Iγsδル{.，

(i=1， 2.…. n) (2-58) 

なることがわかる s番目のU-1に対する所得増の効果 δ l• i δM'は各人によってY4

なると身えられるので， (2 58)は一般には(2 5 6 )が成立しないことを.む

味している.つまり second-best体系では一般に，社会的に望ましい所得分配が述成さ

れていない. しかし，投入財税を用いた場合， fi r s t -be s lと同じ結果がもたもされる

ことは，と考えてよい.

さいごに

混雑現象の生ずる財の消費に対しては，その私的~m と社会的自用の事離に相、守す

る税を賦課すべきというのが，社会的段通の見地からの結論である.ところでこの社

会的費用には，技術的に測定が容易な要案と，そうでない要業とか入っている.酔!料

をはじめとする投入財についてはそれが容易であり，消fl占・の効用水準に直接入り込

む e時間'のようなものについては容易でない. したがって，混雑の影響を直接的に

効用ノド唱に関係づけるのは避けて，時間を貨幣額化して投入財とあわせたものをトリ

ッフの白用(一般化費用)とし，名人の予算制約を通じて効用水準と間接的な関係づ

けをした}jが混雑費用 ・混雑税の芯:味は明確になる. このとき交通に要する時間jは，

個人レベルでは所得からの控除か， トリ yプ価格の増加ということになる. また社会

的な見地からは，交通時聞は利用可能な一般的資源からの控除と考えることができる.

この場合時間をどのように貨幣傾化するかがもっとも大きな課題となるが，消fl者

の効用に凶接はいる乗用車 トリップではなく ，大都市では比布の高い，企業活動にと

もなう業務 t担トリップを考えた場合は， a時間' も投入財の・部として貨幣額化する

ことが容易になるであろう .

ところでこれまでは ， 税の徴収 1~問については一切ふれなかったが，最適税を実際

に徴収する場合，そのコストは無視できないものであることは容易に想像される.ま

た混雑現象の生ずる財が多数のときは，それ占の財の相互依ι関係が問題となる(例
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混雑の分析(1 ) 

えばSherman ~10) ) .その場合は， 当該財ii'i'f1に必要な投入財が，他財の消費水慨に

も依存するように考えなければならない.

【 l 節の~r 】

1 )以下本節では道路容市は一定である.

2 )本立のモデルは Strotz (11) に負うと ころが大きい.効用関数の形は嫌々考え

られるが， (1 8) は必要とされる総時間を明示的に効用関数に取り入れている.

この形で時間を考慮したらのに Moh r i n g (6)がある. Strotzで‘は総時間でなく単位

距離走行時間 Dが取り入れられている.またトリップに必要とされる投入財について

は. Marchand (4)以後の諸論文 Sherman (10) ，Sakashi ta (9) ，Abe (1)で考慮さ

れているが，それにはトリップに必要なすべての財(ガソリン，オイル，タイヤ等)

が含まれている. したがってこれらの論文では効用関数に時間は入っていない. ー方

Strotz， Mohringではこのような投入財は考慮されていない.

3 )肢大化の十分性は満たされていると仮定する.

4) (1 16) の成立に注意.

5 )社会的にJ1!価された限界効用とは，社会的ウェイトの付いた各個人の限界効用で

ある.

6) (131')式は

~・.

q= -~-=I ・ t ・ y'(t)+会主:l-ti・D'
dylf azlagild 

と表わすことができる.なお δXi 8E;1 U; は均衡における各消費者の

効用;1<準 u;上での_"<iとE'の限界代替宅である.

7 )以上みたような直接的税眠諜に代って， 自12でとり上げる投入財税を用いてら同

じ結果を導くことができる.投入財のtI~位当りの投入税を q とすると，投入財の価

怖は py + q' となる.そして，本節で求めた直接的な税賦~q と比べると ， q = v 

(t) • q となる.

8 )ここで

坐1=_YI 坐I=_DI 
dt '1 YS ' dt D Ds 

であり，各々 y，Dでの sと tの限界代替5容を表わす.また
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ax=ーム
oS !x 

であり. !上における xと sの限界代表ドを表わしている.

9 )勿論この項は正である.

混雑の分析(1 ) 

10) このような問題については， ・般均衡分trrではStrotz(11) .奥野 (7) で，また

部分均衡分析ではMohr i ng r 5 J .拙稿(12)でとり扱われている.

11 )労働の質および賃金事は一律であると仮定する.

12) Dを r次同次関数とすると φ rDである.

13)以上 D.<O，y.<Oで考えている.

14) d s / d l Iν とds/dl (1の大小については，各々に共通項である t sを

乗じて l s'ds dl'， l/s'ds， dl t:> 

とすることにより.増加比率(弾力性〉の大小として考えることができる.これ

は樋めて技術的な問題といえる.また φの符号もやはり技術的な問題であるが，

Strotz (11J でも指摘されているように，一般的にはゆく Oと巧えるのが妥当と

いえよう.

【目節の註】

1 )交通に関しては例えば， トリ yフでもピーク時とオフヒーク時のトリップ，嫌々

な交通モード等. しかし，ここでとりあっかう財は交通に関するものたけでなく，

混雑現象の生ずる財ならどのような範時のものでもよい.また本草では，心理的

効果としての‘時間'が自接的に効用関数に入れられずに，混雑現象による影響

は段入財にのみ反映されている.

2 )本市のモデルは.Marchand (4) ，Sherman (10)を一般化し.発展させたものであ

る.

3 )以上ではすべて十分条件は満たされているとする.

4) Hicks (2)数学附録参照.

5) Hicks (2)数学附録参照.われわれのモデルでは財の数は，合成財と混雑現象の

生ずる財が m個の，合計 m+1個である.

6) r;=Oのときは， (2-17)から φ=0か fi= 0である.φ=0な ら (2 

1 6 )から x 0であり，また (2 15) (2-19)から τ ;' 0でもある.

これは経済の飽和状態を示す. 一方 f:=0とすれば，_vの生産には他財の代悼

を要しない，つまり YJの限界貿用は Oということになる. したがって φ=O. f 

;=  0のいずれの場合も生じないと考えてよい.
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7) TJ;Lと同椛 YJ(t;) *0 (j=l， 2， 

8 )それは a)と b)について考え占れる.

9) c)についてJ考えられる.

( ~考文1fR )

混雑の分析(1 ) 

m) と仮定守る.

( 1 ) ¥1. Abc. “The Peak Load Pricing Problcms in Urban Transportation" 

( r季干IJ理論経済学J1973年 2月〉

(2) lIicks.J.R..1匂lueand Capital. 2nd. ed.. Thc Clarendon Press.1946 

〈安井・熊谷訳『価値と資本~ 1. II ，日波特庖. 1951年〉

(3) Lcuthold.J.H.. “The Optimal Congcstion Chargc Whcn EQuity Matters. 

tcoo，ica. Fed. 1976 
(4 ) Marchand. M. .“A Note on Optimal Tolls in an Impcrfect Environment" 

tcono，etrica. JulyjOct.1968 

(5) Mohring.H.and M.Harwitz.Hlg!JJI'a)' Benefits: An Anal.l'lical fr8leN'0fA' 

. Northwcstern Univ. Press. 1962 (松浦義満沢『道路経済学』鹿島出版会，

1968年〉

(6) Mohring.H.. Transporfallon tconolCs.Ballingcr Publishing Company.1976 

( 7 )奥野信宏. r公企業の経済理論』東洋経済新報社. 1975年

(8) Pigou. A. C.. T!Je tconolIcs of i'ellare. Mac. 1934 (気質 ・午種他訳

『厚生経済学』 東洋経済新報社， 1953-65年〉

(9) N. Sakashi ta“Distributional Bias In Thc Wclfare Pricing of Public 

Transport Service. "E.しCrippscd.. "Rcgional Scicnce--New Concepts And 

Prob/e，~London Papers In Regional Science 5.Pion Ltd. . London. 1975 

(10) Shcrman. R. .“Congestion Interdependcnce and Urban Transi t Fares." 

tconoletrica. Vol. 39.No. 3.May 1971. 

(11) Strotz.J.E.. “Urban Transportation Parables. "Tlle Pub/ic tcono，y 

of L1rban Co"unities. J. Margol is(ed.). The Johns 1I0pkins Press. 1965 

(12) Walters.A.A. "The Theory and ~easurement of Private and Social Cost 

of 11 i gh官ayCongestion". tcono，eterica. Vol. 29.1961. 

(13)松iT俊雄， 「交通混雑問題のー視角J， r経済論究J36号， 1976年

104 
第 3:7;t 

~~ 4 _1ζ:;: j_f孟余佳α〉ク〉初千 (II ) 

i 伝統的混雑理論と政策的提小

r I 自動車トリップの費用

"' 自動車トリップの需要と渋滞域での均衡

IV 混雑理論の改善

むすびにかえて

混雑の分析 (II ) 

主Lι余f主!JI(JHと主Lι余i主将己

iJ~~雑即J命およびそれから導かれる叫雑税は， frll dJ交泊111]題を考えるうえで屯裂な概

念 ・政策下段として定着してきた. しかし交辿 JltにJよづいて民間された伝統的混雑向

。論には.'J'1用の定義について不備な点か指摘されるとともに，均衡解の位置について

も IUJ :li!が指摘された.さらに伝統的昭識では • iJ~滞域に起適解が存イE し得ないことに

なるが，この点についての疑問も提示されている (以 ~Jansson [ 1969J. Else 1981. 

1982 .¥ash 1982 • Ka¥lashima 1988.1990.松祁.19901. IIJ 111 r 1 992などJ・

本毛布では伝統的理諸で用いられてきた白動中トリ ップの'{'j用慣念.とりわけ限界白

川について検討し，さらにトリップ市民の品、味を与え凶すとともに.従来あまり問題

とさ:れなかった渋滞域での市場解 ・故適解について rI}検dをおこない，そこにおける

枇泊解の存在可能性を示す.またみ;稿の目的は i比雑盟諸を渋滞域も含めてより 一般

的な Jf~ で凶示し.理解しやすいようにすることにもある.

1. 伝統的混雑理論と政策的提示

( 1 )伝統的混雑理論のフレ ームワ ク

ウォルターズの先駆的論文以来，伝統的に必定されてきた混雑理論のフレ ムワ

クはつぎのようなものであった.

ある道路区間において， 一定時間に通過する巾の台数つまりえ辿品をXとする.つ

ぎに当該rx:悶を通過するのに要する l台あたりの平均.Æ~r ) 費用を c (X)とする.

このとき一定時間内に当該区間を辿過した市全体が要した1'unは.平均費用 c(X) 

に交辿吐Xを乗じた総費用 c(X) xと定義される.ここで費用とは車の走行で消費

する燃料，事r.tjに関する消耗品の他に所~時Illl をも合んだものであり，いわゆる一般

化t'iJHとする.混雑理論の対象としてとりあげられる都市交辿においては，このうち

多くを占めるのは時間に関するfi用とJまえられる.

つぎに交通坑が l単位 (台)地加するのにともなう 'f'i川の助加である限界費用MC
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混雑の分析(11) 
混雑の分析(r 1 ) 

は，総1'1用の交.iiO:It Xに対する微少な変化

l!/(，=d  {C (X) ){，'/dX=(' (X) 

+Xd(， (，x:)/aX=ぞ ().:)+('. (_Y) X 、、，，I
A
 

，，‘、

さて伝統的理冶にもとづくと，均衡解 ・最適解について以ドの帰結がえられる.

( a )いま・定時間内に ~~tl車道路 I~ 1mを通過したいと品目!する Ij(の赦と.それが説

明する限界評価の関係をあらわすものとしてお涯曲線 d dが考えられている.この

とき何等の公共巧向の介入がなければ，市場均筏Iは d-dとC0 C 0'の交点 aに決ま

か均衡交通市は Xaとなる.交通r，i_Xaにおいては.三1C、限界川仙となるので資源

配分上交辿i誌が過剰になっており，総{史従と総:l'tJHの差である社会的余剰がI止人にな

っていない.それが最大となる点、はMCとd-dの交点 bである.このとき公共吋局

は bb・という 出雄)税をぷすることによって.社会的に以適な交llfiJte 7.1< (~f・ X を達

成することができる.

( b )っき.に';I:J裂が相対的に大きく ， dl dl， d_-d~ でふわされる場合.市場

均衡の位置は.浦安曲線と、"・均費用線の反転部(渋滞域)との交点 α1，α2である.

ところでα1，α2に対しては，それぞれと同じ交.illi1iul< t~1! をより低い f1 J日でもたらす

点， AI および A~が存在している. したがって α ，α=はH会的にみて明らかに劣っ

た状況をあらわし，そこには什会的M.適解は存イfしえない(このことから，伝統的理

論では、1;'均質朋の右上がり部分 C0 C。がrJJ泊.とされ，供向?域における1'1用およびそ

こでの均衡解のrat lOnal cにはそれほど注窓が払われてこなかった J • 

( c )限界費用MCはX >Xmaxで~阪大となる.お~J.I<唱が尚い d，dl， dz-

d 2のとき社会的故適解は t 'P:均費用の lE常部分で定義されたY1Cとこれら市提出線と

の交点 E， Jによって示すことができる.このときも各々の均衡点で平均賀川とMC

の差に111~する E g. J Gが出雑税として賦諜されるが，後お-では仙格を通じて容品内

に交通坑を抑えることになる.

と定義される.このうちT均費用 C ¥ X)は交)1uほが-J.i.::水準によEするまでは 4 定で

( t)() lのX'まで、，それより大きい交通品に対しては地加する. C' (X) Xは車

lfìの附加が、v均 t~用を C' (X)だけ高め，それがすべての車に及ぼされた白川であ

り，外部費用といわれる. したがって.¥1C C X ) C' (X) Xは交通日が l台地

加することによる利用布聞での社会的限界1'1用といえる. X '5:X'においてはc' (X) 

-0であるのて，そこでは、l'均質mと限界貿川は一致する.

以上の状況を肉 1でみてゆく. IヌIftl • 平均的用は Coからはじまり.最大交通品 x

. .に注した点 Gで反転して Co・へと IIJ)かう.平均質問IUI線は任芯:の交通益水準に対し

て. 11[ 1 台がどれだけの 1~JJlで当 d主将1mを通過できるかを示しており， トリップの供

給曲線と考えてよい. したがって当必の道路区間にXmaxとなる以上に事が進入すると.

お互いの£行Lの障害がおしくなり， 一定時HUに通過できうる唱の数即ち全泊なXが

減少するだけでなく.進人台数が少ないときの IriJ じ交辿 il~ (生産yc.に較べてより大

きな1'1J日を要することになる.このような状況をぷわすのが，'f均f1用 C (X)の反

転部分G C 0'である(以後この領岐を渋滞域とよぷ). X > X'においてはc'

X >0となるので.限界費用.¥1Cはc' X X分たけ平均的mC (X を上回る.

Xm・aにおいてはそれ以し交通話を矧JJIIさせることができず. C (X)は反転するので，

.¥1 Cは定義上無限大となる I

一一一一・-ー・一一一ー一ー-_K・--

，~r.1. 

1~ Ifl 

.IIC 
1t1l1 

( 2 )伝統的理冷の不合間性

dl 
c s 

D伺 DmHX ，Yゐ X.
N~ 'lf.'I~D 

. .耳i口敏 V

図- 1 0勧車交通と ，1t:1縦一一伝統的理鎗

え必11'λ

さ:て以上伝統的則論では交.illili1:を変数として混雑問題の分析が行われ，市場均衡

(~~任解)では利用者相互間の外部ィ、経済により資源の j良 f1 (過剰利用)がなされて

いること，そして社会的似界f1用と私的限界J'1JIj (平均f1JfJ)の差を混雑税として利

則者に -nに諒して，外部1'1刑を内部化することにより以適な資源配分を導くことが

提示された.こうした理冷分折とその帰結は新山典派経済?・の枠組みで矛盾なくおこ

なわれており， 1えい間定芯して確凶たる地位をえたように思われる.

しかしこの体系にもつきのような疑問が生じる.

( 1 ) .定時間内の辿過台数である失通社は，白動 9J•の走行つまりトリ j プがどのよう

になされたかの結果であり.本米自動市交通のf1JIJ・7芯民は.交通hiではなくトリッ

プに関して求められるのか適切ではないのか.また交通ほとトリップに基づく費用の

01 

d 

"'1 

a 

。
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混雑の分析 (I1 ) 

村1i立は何であるのか.

( 1 i ) 限界 1~用九IÍι は容jd限度 X maxで定義 k ∞となる. しかし現実の自動ψ交通で

はXmaxの近傍で，不IJ川者に 1'1f日の小~あげ1.は感受されない.この車離は何故 I1 ずるの

か.また平均1'1用の反転部分〈渋滞域，て限界費用はいかにみわされるのか.

( i i 1 )渋滞域における市場均衡・段通均衝はいかにみされるのか. dl場均衡は凶 l 

のα1，α=となりうるのか.段通均衡解は.平均:t!(JfJ線が有 iニがりで最大交通五i.X "'. 

a以ドのIL?;?領域でのみ存イIをIIIItMされているが，渋滞域にそれは存イiしえないのであ

ろうか.例えば凶 lで.出張が d2 - d zからより，:・H、d3 - d 3になっても.諜税額

か央なるたけで最適交通市 通過させるべき'Jiの数(従ってそれに対応する利用台数〉

は変化しないという伝統的思論の対結には， dj場経済のもとで利用者の便益がうまく

反映されてはいないし，さらに政策としても社会に馴染みにくいように思われる.

以下では 11節で(i)(ii)を， 1 1 1 iliiでは(i i i)について検討してゆきたい.

J 1. 門動中トリップの皆川

( 1 )仏統的理論における 1'1用概念と問題点

まず，会辿泣に J.~づいては，渋滞域における限界質問を適切に表せないことを示し

たい.伝統的理論では当該lメ聞を単位時間内に通過している II動車数 交通世を変数

として費用を構成してきたが，それは関-1にしめされたとおりである.交通1ilXは

常j主Dと述度 S (D) ，所要時間 T (D)の関係から， X [)・S (0)一D/T

( 0 )と定義される.これを一つの生産関数とみなせば， 一定時間内に 4 定区間を辿

過しうる小の台数即ち交通況は， r司lメ聞に存在する'11.の台数 (密度)と£行述度 (あ

るいはその逆数である所要時nD)をJ1H、てtl:み出される生産物と考えることができる.

しかしこの生産関数における 2つの変数は相互に独立ではなく，密度 Dが大きくなるほ

ど速度 Sか低下する関係にあるので， 0が大きすぎても小さすぎても生産量Xは小さ

くなり， 一 (dS S)/(dO [))=1のとき最大の X"'..となる(凶-1でD-

D ) .伝統的理冷て・はこの 戸定時間内・ 一定区間におけるi仏大の生庁物 =交通祉x-

• xまでを分析の対象としてきたわ.

交通屯 Xに関する限界fi月]~1 Cは， Xがx. xを起えることができないため，定義}

は|文) 1にぶされるように XM a J(で無限大となる.つまり X X ma xにおいて，何か不辿

訟でカタストロフィックな現象が生ずるように解釈されるのである. しかし現実のド

ライブにおいて.最大交通;aになるように迫路が利用されている (官度がDmに保たれ

ている)状態と，それより l台密度が大きい状態とを比べても.各サiの£行時間や走
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行現境には殆ど変化は作じないし， Ip1区1mを利用している中全体のt'1用にも大きな変

化はみられない.にも拘らず伝統的理識では， x ，...の近くにおいて.知ry!率的な道路不IJ

川のために多大な混雑税をぷすべしという帰結が導かれるのである.このような現尖

との草離は， yl Cが導かれた く・定時間内 〉で全てを考えるという1:11l論的フレ ームワ

クそのものの不自然さと関係があると15えられてよい.

また渋滞域て限界費用か不されないのは.っきの問自によると思われる.、ド均費用

c (X)が反転するとき(凶 lのGC・0)は， d C d XιOであるので，総f(fIlの

変化 YlC (X C X (l'(dCdX / ιλ }は必すしも符号が

定かでない.前倒的に，?えば，渋滞した状態になっているとき新たなトリップが加わ

れば， 1合あたりの走行'1.'1用は -1，同大きくなり. トリップ全体の'&JIJもそれとともに

附加してゆくと~・えられてしかるべきである. しかしここで交通:...Xによって定義さ

れた限界 'J'1用 ~I C (X)の符号が明白でないのは， トリップ敏の地加にともない・定

時四に通過しうる市の平均A行11]J日C (x)はGC・0のように増加しでも..iill過しう

る唱の数llllち交辿はXそのものは減少するので.それらの紛である総費用 C (X) X 

の.増減は定まらないという点にある.

このように限界11]用が，現実の交Jill現象を説明するのになじみ難かったり.渋滞域

て決定できないのは.それをて立時閉宣て'よ皇kt.こ(通過した)車 交通:.i:Xたけに

|刻しての1'1用として求めているこ とに起闘しているといってよい. lI到l!li交過を理解

しやすくなるやI守かの改丹が求められる.

( 2) E) seによる限界P1J日.混雑税の改持

E.lse 1981は先にあげた(i)(ii)の問題に将目し. トリップの費用を交通:J:でなく利

用台数~ (密度0)によってとらえ.従来無視されてきた渋滞域での限界賀川を導出

した.彼によれば.利用おが当設の道路駅間を利用するという立思決定は.結果とし

てそこでの曜の数 (密度)を l台地加させるという決定に守しいとみなす.そして伝

統的理論で不都合さをきたした交通ほと白川の関係に代わって， -t1iの交i凶流におい

て道路区間当りに仔在する 'Iiの数と費用の関係から理論の構築を進めるべきであると

する.道路区|割当りのEfIの数を:¥ (または 0)とすると， ~はこの道路区間を利用し

ようとする (利用しようとして進入する )'Ifの数すなわちトリップ鍛を表わしており.

luJ 11;1に高安泣であるとも4-えられる.このとき平均£行費用および限界費川は. トリ

ップ数Xの関数として以ドのように捉えられる 4

いま費用は所~1I.r 1削 T (0!)だけからなるとすれば. トリップ数Xに基っ・いた限界担t

Jl] y! C ~は，
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悦雄の分析(I I ) 
j品剥iの分析(1 I ) 

別の .-;t、Jiをすれば.手IJJfJ台数すなわちトリップの増加にともない.ていたといえる.

l台の令体の小が通過するのに(時間のスパンは限定しなL、)裂する追加的費用と.~l メIC d 

IHをより多く.ìrú.i曲されるために(所定時間内に)通過する 11 1 令体が要する追加的~m
C す C' (:'¥) l¥ YfC 

従って後者の通過部面で7JlIJ前占のんが小さいということをな味する.とを較べると.
?、;d 

過剰なf，*悦であるXを.流人時二利川1m始時に血itぷーすることは骨った槌封i税 C' (X) 

d， 

MC .'( 1価総.

'l~ III 

ことになる.
( 2 ) X X T' c' (T) C 

トリップ数が地JJIIしたことによる.他の全ての'HT' (:¥) ~は，c' (T) となる.

に及ぼされる走行岱用の助力11分である.

~ X-D/T (X)は(1)で忘義されたもので，

XとXとの関係でみると.

-万交通 htに基づく限界 1~用Y1 C

/Tを用いて，

~ ( :'¥ ) T' 、、，
r

F
E
a
 

r
 

，，‘、じ'C Xl ( X ) ハしd 

L 

X刷、

Co 
( 3 ) 

N/T (i'¥) 1 T' ( ~ ) { 1 

ー一

dX 

¥1 C (X 

交I!(J:ltxX 。
Elseによる敬警2 図

とあらわすことができる.

Elscはその他，後続中Cfo1] 0¥1 ing lraffic)があるときの限界'i'1川についても導:1¥し
(D) /1) く T( D ) T' |苅ー lから交通-Ij'[が最大に至るまでの0<Dmについては，

また渋滞域にも社会的余剰をM.大とする最適解が存紅し得ることにふれている.た.
( 3 )式の第 2項の分母は iより小さ<'T (:¥) /:¥となるので.( :'¥ ) すなわちT'

そして批~d，のように需主:が大きいときのdJ場均街角ilJはαであり，2のd，彼は図
このこ( :'¥ )の関係が成立する .> ~1 C ( 3 )からY1C(X) したカ〈って(2 ) 

たたし彼の指摘するこd，の交点 εであることを小唆している.( :¥ )と d，解は刈 C
トリップ l単位を地加させるためとは交通吊 1 単位を増加させるための限界:J~用は，

の渋滞域での市場均衡 ・M適均衡は後述するように l仁しくないふ.
(i'¥)をY1C XとXを対応させて，の限界 J~JfJよりも大きいということを意味する.

([¥)は Xを'柚に描かれた限非MC  交通量の制lに描いたのがElscによる凶ー 2である.

( 3) n動車交辿と二つの費用慨念(X) より下方にある.利用台数は交通.lJが最大となる Xmaxでも辿続的に変1'1用 MC

そして(~)は不述紙とはならず有限fliì をとる.それに対比、したMC化しうるので，

以上が道路の利用(トリップ) Irriから定義された限界1'lJTJとそれを用いて導かれたIli]関に小されるよう.交通屯の減少に対比、して左に反転する.

による IIIJ掠のアプローチか1969 しかしこの点はすでにJanssonElseの州粘である.
それらがすべて通過すElseはこのように.交.iill:，( Xではなく利J1J台数Xに基づき，

彼は財らの指摘がある， J anssonは車の通過に~する時間耐を-1M 明示的に~1i恒する.:'¥) :¥とその定化分である限界11JTJ=C(:¥) 

dのように比較的小さいときは，伝統

C' (:¥ C るのに要する総質問

l ~1:.産の則生産物を l 単仲地加させるのに援する版界 1~用Y1 C は，の生産において，2の dまず需要が附Nを適切な費用とみる.

の関係にう生産の朋間をfllt縮できるときのMC1mを一定に制約されたときの.¥11C (X、の交点 bが利用有にとっての最適となるが.的理論では需要曲線と限界費用 ~1 C 

ー定時I/Uに限定これはとりもなおさず交辿 JJについていえば.あることを指摘した.
このとき伝統的理論では

l品適(e e' )より過大な混雑税(b b' )をかけて.最適交通量を Xeから Xbへ抑え

(ぷ)との交点 eが望ましいことになる .ElseによればMC

X2却j聞を延kできるとι・(XX C 

l
 

l
 

l
 

l台通過の1¥'1分費用、:1C したときの.

!.f} -1 .4t 
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j弘雄の分析 (11) 

きの同じ ~1 Cニ C :'¥ + C' :'¥) ~となる. JanssonはXとXて計ったj昆雑税の比

が

c' (X) X/C' (~) i¥ 

-'l/{l L'(:，¥)¥ L(:'¥ }之 1 (4) 

彼のい， (2)式から)

であることをポしたが，これはElscが(2)(3)で不したtJJ栄と対応している.ここでし

( :'¥ )は年第対象となる引か通行を終えるまでの時間の長さである.

n動車交辿に関しては.J5務期間の将Iiまにしたがって費用に大きな差が生じうるこ

とがわかった. 'li要な点は， jヒ.ìID屯 X でilIlJ ったときの総~.~用 C (X) Xは， 吋，Jdベ間

ての定行に加わり，所定の時間内に辿過しえた車のみでの費用(似非費用ではその変

化 を15-えているが.利用台数Xで調1)った総費用 C (:'¥) :¥は， f.iJじ走行に加わった

中がすべてiill過したときのf1月]およびその変化を身えていることにある.また別の言

いんをすれば， C' (;¥)ノ Oであ る似り 1'11位 (1 fiの交通祉 X)の生産Mを生み出

すには， 1!H位.~ 1台の利mrtk:'¥ )以 kの投入が必要である，ということになる.こ

れらの費用慨念のいづれが!日いられるべきかは，ケ ス ・バイ ・ケ スで判断する必

要があるが， llJJ日(';，局長)1(11を身慮するなら，共通のタ ムをもっ後イ管の方がより受

け人れられやすいといえる‘.

1 1 1. n動'Ilトリ ップの;芯涯と渋滞域での均衡

( 1 )詰要1111線と渋滞域での均換j

(ム統的理 J命で:tl.~、定されてきた;語要曲線は.価格と;』;要:辻 (通行希望台数 利川台数

希望交通な〉の関係をムわしている.またマーシャル的にみれば， トリップをその

限界評価の向いJI聞に左かられへと並べたものと考えられる. したがってそれは布下が

りの形状をとり，凶 lの d d， d 1・d，・・ のように， Xm・xより大きいXについ

ても述続的に拙かれる.そして交通品の供給曲線(平均費用〉と;芯~曲線の交点で均

衡交通泣が決まる.例えば|χI 1の d . dとC (X) との交点 aがそれである.

11二'市域の均衡では以七のようになるが，阿 lでαlやα2は渋滞域 (反転部分)にお

ける市場均後1となるであろうか.費用1111線にしたかえば.αlやα2では道路区1mに多

くの利用者が進入し.所盛時間が大きいため費用は高い水準にある.それ故，1'5い限界

岬価をもっトリップだけが行われていることになる. しかしこのような高い，汗印liをも

っ通行希望占の数は.話;~耐線にしたがえば非常に少ない.従ってこのような Ifμ 、限

界評価をもっ少数の利用布たけが道路に進入しているなら，渋滞は生じえないので，
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トリップ費用は側めて低いはずである.つまり α ，α=は均衡解として矛盾する.す

なわちここでは白川曲線が渋滞域のものであるのに対して，出張1111線は正常域をぶし

ているからである x，，，.友をこえて辿行ユ昨日がある ときは (D".を超えて利用 込人が

あるとき)，結*的に実現する交通htは減少するので.そのような低い限界計価をも

っ恥|川をX:r...より£に描くときは，L:i<J '1の友半分の [)λ(X )のように反転させて

拙かなければならない.このときJii場均衡は， Cλ (x )と Dλ(X )の交点

八x てぶされるす.

( 2 )不IJ用在の便誌と;段通公辿日

つぎに利用者の;需要と費用から.道路のM.適利用世について考えたい.需要につい

ても 'l~川と同線に定時間内に通過し終えたものだけを対象とする与え方も成り立

つであろう.まず刈該区間を.illi過することを.む幽して. ・定の時間内に進入する 小

zあるいはランプ周辺で待ち行列をつくっている車 ，は， 一定時IIU内に通行を終えて

交通:，t(生産物〉となるか否かにかかわらず，当該迫路15<_問へのトリップ需要である

ことには相違ない. したがって利用者の悦益は，一定時間内で実現した交通 fJで布え

るのではなく定時間内に.illi行に参加し，結果的に.illi過した全利用計について求め

られるべきである.即時財の料絡をもっサ ビスの生庁では， 一定の時間内たけでは

消f1( 生産)が完了しない将裂も， fiij後に11.):聞を拡保することによ って実現し.利

用布の{史益が生まれる.従ってわれわれは.利用者悦益を，当該道路|メ問の所定時IIU

内利ITJ台数Xにもとづいて身える必要がある.

型建 1 費用 ・需要の顕念と表示

→二均走行費用

人.で:剣り

，vs:JH軍系で表示
C.(N) 

XでJ!!') 1 
IC，IX)=Cx(九.')lXTt噌系で表示 l

MC，，(，v) 

道路の利用について次のような状況を想定しよう.いまある区間の 1時間当りの般

大交泊 IIJ能量 X'"・. 2 0 0 0台とする.もしその区間に 1時間に 22 0 0台の小.が進

入してきた(需要)結果， 1 時flU内には 1800台しか通行できず， 1台当りの所要

時間は 15分を要したとする ;活要曲線と 1'1JU曲線の反転部分の交点で.市場均律Iと
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j民維の分析(11 ) 
混雑の分析(11 ) 

利川する車の台数はこのとき混雑税を奴すことにより.てi詰適解がもとめられる.
前者は 1時間当このとき布要曲線と 1'1用曲線を尖.im:立を変数としてみると.して】.

そのj切間一方 1II.J 1出内に通過できる。j(の故はより小さくとも，:，¥，以ドに抑えられる.
また後指は 1時間当りに通りに通行したい台数と不IJHJ布の支払い，G、思価指の関係を.

.im過日J能であるという状侃か泊勤時には:号えを拡大すればより多くの巾が利川でき，
その結果まず各々表わしている.~1 させ得る台数と 1 台当りに妥する t'1JlJの関係を，

~Hはビ ー ク時 flU':，}の両対象となる時間帯の尚側での密度がタイトてなければ守W;'5. 千十!If所要時IlU1 5分て辿過するという需給の1 時1m内に 1800台の車か，x 

ではなく‘x 従ってわれわれは側(とりわけより H!l、時間借)に広がって流れる.均衡

における自動市.J..11のt'1用と悦位(i;長要)をより通勤U~， IIU':l:: r n Jにもとづいて
4 0 0台は吋12や'fi用とは関係な1 8 0 0台このとき 22 0 0台が与えられる.

合J!ll的にもとめることができる 8
先に通行が完この 400台も 1時間という時間さえ延長すれば，いのであろうか?

c、.¥'=c、(.¥"

c、tλ.

X，S 
0¥ .¥'.λ・

.¥' ?、

λIC‘λ' 、、、、、、、、、、、、
a 、

C丸 X
(~II， ! 、、

、、
、、、、、、、、、

¥ 
V 、

A 、、

需要曲l合当り 15分の所要時間で通過できるのである.fした 1800台と向f;k. 

線をあくまで特定時限の 1[J年間内に.im~ 1したい(辿ねした)市民社と価格の関係と解

400 台は吋JVJI削には実現しなかった;*i~ として扱われなければならない.するなら，

実現した 1800台に関して交通lilに基づく伝統的理冷では，11節(1)でみたように，

しかし残りの 400台伐りの 400合は無視されている.だけの費用と使誌を考え，

山1初の 1時IID内にこの民間の通行に現に参加しているのである(それ故渋滞になも，

220 0台令部が辿行を終えるには 1時IlUを超える(.1 0 0台にあと 13 

従ってもう一つの状態として，

l 時間 13分という時間内に，

分余を要する) • 

った!) • 

各市所要時間 15分で通2 2 0 0台の 'Ilが，

過するという需給の均衡

l n J 

‘ n、は仔在する同一の均衡状態ををそれぞれに表わとx これらかJ7えられる.

では 2200 、.a
Edn

 

ただ異なる点は，おIμ、に対応l剥係にある.しているにすぎず.

では 1800 台分につιX 台分の利用について費用と使位を求めているのに対して.

n 評価)を特にはJZ慮しない輪送計画ではいてということである.利用者の便益

が.f(要視されるかもしれないが(愉送.，1'111可では故大交通忌である Xma. よりも、 x

現実の利用(需1M)有をす2 0 0 0台を11指すであろう)，利用(f主倖のもとでは，
1? 111 ， 

で判断するのが適切であるといってよい.n べて考慮した
.¥/(、.¥'

均情l~ とその位置

c、，¥'.¥IC、入.

平均費用と限界費用3 図伝統的理論では(I):適交通このときは村会的最適性について次のような判断ができる.
4 図

X"，..となる不IJm在数Nmをこえる利mは混雑税によって抑制:，cは最大限 Xma.であり，

ー定時当該区間を通行するため.(内皮述べるが.しかし利用者数がX咽される.

混雑.f!Q論の改善と.Ir場解・最適解の凶ぷI V， 
明加した 1't1位の利用による判断では，n nu内に進入した市の数)となったとき

とりわけ前援が大きい(需要色~益がp1月j を lニ阿 る可能竹はト分にあり，占にl均して，

われわれは混雑理泊とその政策的合立を闘で'1...す.これまでのぷ冷にしたがって.つまり渋滞域における以適解曲線が高い位iRにある)ときこのような均合が起こる.

Xに基づいたJ'i用 ・市ij!fから均衡を求めて基本的には自動中トリップ数(利用台数)が示唆されるのである.

公.imhlXでムされた闘もIliJIl寺に示される.ト〈をXに対応させることにより，いるが，クO.JIIU )を合む辿勤時間信での自動例えば 1[]の内で最もヰIJmの多い 111与IIU(ピ

X 0，を原点にして Xで測った l台当りの止行費用 C、3の下部には.ま-ず凶交通話，

関-1のように限界費用と需要曲線によっ

このうち 1時間内に通過できる卓の数

にもとづいて判断するならば.

III交通の話.'piならびに1'1川を考える.

k端-方向凶の上部には，¥ ，jij 11¥の(2)式)がノ'1'されている.

115 

:'¥) と限界1'1用:VlC、

第 '1y: 

ll~ 

x 即ち

Et~ 4章



温雑の分析 (11 ) 
混雑の分析 (，， ) 

0" をJJ;~ l~~ として右ん"[LIJにNがとられ，下部に拙かれた C"とN1C ~がそのまま IIUI き入れ

られている. xとXは時IlU~.~りの車の合欽(-いう共通の lJlIJJ立であるから，制lを共有す

ることかできるか. X ¥ .をこえると. Xは凶の左半分と対祢的に減少するように

MC;刷 X)

地椋でのrh土品解.M適解である. IliJ [xJで混雑税は E瓦F瓦-=E、F...であり，それによっ

て利用台数は~>\から ~Eへと減少する.それを交通此てみると八 x と Exの X 座僚の l.t

だけ増加したことになる.このとき X，....で逆転させた Cおよひ¥1Cと需要曲線Dλ止

の交点 A'x， E'λはAx，E瓦とまったく同じ均衡の状態をムしていることはいうまで

もない.

さいごに，これらの関係を 1ヰひ交通量 Xについてみわしたものがl刈 5である 10)

同凶において.花盛が小さいとき (d )と大きいとき D の均衡は，それそれIF7古

部と反転部にある.凶中利用台数の地加に対応して，交通世Xは -1.立地加して， x 

xから減少に転ずる.これに対して'J'1用曲線，市民[111*'泉はそれぞれ11t.調増加，単調減少

に描くことができる.需要がDのときの市場解は A，J，止適解は Eであり，それそれ止

?it域に破線で拙かれた渋滞域の解A'，E'と向じものである.

lt 2には， fム統的理論と改???された理論での均衡の比較を仰げである.なお凶q】.

~線と破線の失点 α と ε は， 1 J Iの(1)でも述べたように均衡とはなりえない.

測られ，れ端の Oλでは λ

な対応かつくことになり， :'-J > N mなる Nに対しては，減少する Xが対応する 9 利用

台数N と文通むX は ~ I ・ X I ， ~2'X ‘のように対応関係にあるので， :.:で制IJられX

。 (つまり JJ;i.，.I~. ) となっている.かくして X と X は --J~~的

座僚に~{l1かれた費用 C 、 X をX座校、に ιλ ~ ) Cλ X)として対応させ，限界

費用についても同慌に MC 、 ( ~ ) を MCλ ( ~ )に対応させる.このとき任広のXと

C:-. (;-¥) =N1Cx (N) 一 C瓦(N)の関係それにX'-t)，t、した X に|則して MC 'I ( ~)

にあることはいうまでもない. X軸で小されたこれらの:t1Jnが中央のX'"..より布方に

あるときは.平均費用が反転する渋滞域にある.それをんんに折り返して描いたもの

が点線でぶされた C、(X MCλ (¥ である.

--r 

伝統的理品 a b α J • E * 

。，x 改善された a e 八CA') 

H
E
a
-
E
E
Z
l
 

、、，，
，

H
H
U
 

，，.、
、・dl
 

L土】 N・I'lfii:":;!.，;.: ~::~~f・l比にある ιの 4 I1 I tもこ (.1畠いとも 珂τある.
理論

国-5 交通昆でみた均術情

さてつぎに利用台数XでifllJった需要1111線 dN(¥)，J)，，(:--;)を図 3に国Ijきいれた

ものが凶 4である.話.;~ IItI線は，右}jIIIJにIIIJかつて限界許制の低いトリップを並べて

いるので. ~に関して I~ 凋に右下がりになる. D" Ci¥)について，当該道路利用の市

場均衡を求めると. ドiヌlにおける C、 ス との交点A、で不される.また段通均衡は

MC、(N)とD，(:¥)の交点E'Iでぷされ，このとき E，P"なる混雑税がi課税される.

つぎに市民illl線DN (お)を上図の X物hに対応させて描いたのがDλ(N) l)x (X) 

である.限界評価の減少は， Xma誕までは公i曲目iの噌加に対応し，それよりむ側では交通

吠の減少 利用者数は地加)に対応している.すでに XLに捕かれている平均費用

Cλ(~) .限界費用:-'1Cλ(¥】との交点 A.". EλがそれぞれA" E九に対応した X

表 2 凶 5でみた解の比較.本はElse:1981 による.

われわれは凶 5で需要が高い D賓のとき.JJ:適断として渋滞域の Eを得ることができ

た.それは伝統的理請におけるu迎解 Jとは利川合政においてかなりの隔たりをもっ.

この差は以上でみてきたように， I'J動tV-トリップの岱用と需要の促え方に起因するわ

けであるが， }}IJの見万をすれば，1巴催すべき"J'1JfJ文体の相迫にも依汗している. íl1~) 

11(の定行には主として燃料，時11日といった資制が投入される そのような資源は他の

H1途での使用の機会を犠牲にしてトリップのために朋いられたので.それらを費用と

してとらえれば. トリップの資源的機会費用 (rcsourceopportunily cost)といって

よい.これが.iill常用いられる皆川の概念であり， lxJ 5でX< X • x ~こおける MCλ

116 117 
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混雑の分析 (Il) 

(X)の右上がり部分はそれを表す.

しかし X Xr.・%でY1C瓦は定義上 ふ∞にII1J7J、う.このときお11がDλなら，均衡交

通JatがXmaxを超えないためには価格を LJにしなければならない.これは鉄道に輸送

)J限界があるときのピ ク運賃形成と同紙である.このとき資源で7JlIJったトリップの

限界費用はし Hであり，残りの JHは投入されるべき資源の費削を何ら反映してはい

ない.つまりし jはそれより次に高い評価額をもち排除されたトリップの潜在的価値

ということになり，利用布機会費用 (useropportunity cost)といえる 1 n 

のもとではもっぱら IliJfi.の資源的機会費川が川いられたが， ‘ x のもとでは X-X

m..のとき後有のnmが適川されたことになり，それぞれ異なる 賀川概念に基づき最適

利用の判断を行ったことになる.

結びにかえて

Elseにはじまる1'1動中交通の費用把挺万法の改持によって.渋滞域においてもトリ

ップの限界1rJT)をムわすことが可能になった.本杭ではまず，伝統的問論における費

用の定義とその IHJ:J1!.'!.'，をlり]らかにするとともに. 卜りップ数(密度〉にJJ;.づいてElse

が定義した 'f1川と交辿川に法づく伝統的開品での y~用の慨念の差は ... 1)務JVJ聞の取り

方 (および市場別トリップの考え方〉に依存し.それはとりわけ私大交辿ほから渋滞

岐における限界YrJf]の把擬において重要であることを示した.

つぎに，自動むトリップにおける需要の芯味を再検討することにより.伝統的理論

では顧みられなかった渋滞岐における巾場均衡の状況を松津 1990 にしたがって明

示的に示した.

また自動市トリップの 1~m .需要および以迎利用世は，交通{J:ではなく利用台数に

品づき決められるべきであることを示し，潟支・が高いときには渋滞域にも最適解 (道

路の当該区間平IJm.r.の使益とそれに要する1r用の茅額，すなわち，利用省の純便益が

位大となる利用征または交通量)が存在し得る口J能性を示した.

また伝統的四ぬでは渋滞域にはいると. トリップの費用を把提する概念が x、系

と， n ]系では民なり，とくに前者では， Xm・xからは資源でみた機会'f1)刊ではなく容

;止限界からくる利則行の機会費用が用いられているが，後身では.1'1して資源で出IJっ

た費用が用いられていることもあわせて指摘した.

最後に混雑理論の簡潔な凶示を行ったことにもふれておきたい本稿ては ~I 3・図

4のように. 費用.7必要および均衡を利用台数 Xに関して描き，それらを逐一交通量

Xに対応させた.また X上で定義された関数は 一価の値をとらないため， XとXを対

応、するべく， X rr & ~を中心に両側に X の DJl 点をとり. X上でも一価の関数として述統的

118・
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混雑の分析 (I 1) 

なよ現が可能となり，とくに，位I~ 5のように均衡状態を簡明に示すことができるよ

うになった.

これまでのぷa論の'11で残されたIHJ組で.M:適均衡解に彰泌を&ぼすと思われるもの

について.('， FJeしておきたl¥. ・つは分析に適用される山県1111線の性質についてであ

る.以 1--の分析では所要時間はすべて1r則として級われ.出張関故には要糸として人

つてはいなかった. しかしトリップ高要が決めるれる要員;として.既知の混雑ノk伊は

竜主要である.人々が当該区間の所11時間を想定することにより利用名数 (前要11)が

決まるが，それらが実現されたときの所11時間は掠UlJとして組定されたものとは見な

っているはずである. したがって分析に丹H、るべき加盟山線は， 白川曲線ですべての

質問が捉えられない限り，想定された 11寺山のもとでの市~tJ: 実現された時間のもと

での市型ほという性質をもつことが必妥である ( Ka~ashima L 1988J で詳細に検dされ

てt、る )• 

つぎに泌雑税の効果と所得分配 Lの問題である.これまで所要時間は.すべての利

用おについてrli]じ時間価値で府価され，他の金銭的資川と併せ ー・般化費用のー部とし

てとりあつかわれてきた. しかし利川 f庁にとって l直接的な合銭 1~JTJとなる混雑税のt杉

稗は，ヰIJnJ行ごとにその支払能ノJ・時間価値に応じてお・しく民なか所得分配上の効

果も大きい.従って混雑費用に対して混雑税を支払い， トリップへの金銭的な評価が

高い人が自動市利用者となるのか.あるいは，混雑貨川に対して，時間消費の}~て全

利用在が、ドてt，:;に文払うのかで，J'Jlt:上の合意は大きく異なることになる (La同 rdll9 

77'附本 ;1983 参照).それは特に退路の公共性の観点から問題となる.

以後に{ム統的卑論に従った iU雑挽 適用の社会的合志であるが， 一般的にいって

利川右IlUでの枇適利用を理由とする悦賦課は受け入れられにくい1Mもある.伝統的.!.1jI

論にしたがえば， rI;場均衡がXmaxlこifしておらず. したがって(1'[さい的には混雑はみ

られないのに，外部性を内部化するという周由から，謀説によって Xmax以下に利JIJを

抑えることになる.このことは資源配分上は最適であったとしても.やはり分かりに

くい政策というべきであろう (角本 I 1980 参照).さらには術援水準が高いとき，

最適な，fIJJIJが:'¥ (X maxとなるトリップ利用数)を担えないように，限界費用原理に

もとづき多火な課税を実施する (1:;(1 2参!!日)ことは，什会的に受作されにくいだけ

でなく，資源配分の効率性からも，出りというべきであろう.何故なら迫加的な 1I州、y

のトリップがなされることによる悦晶と社会的費用を比べれば.出j布が後省を Hロlる

場合は多い 1• 

1)あるいは後出の(3)式でT ~ T' ( :'\ ) となるとき • y!じ瓦 (X) →oc'  Y1C 

は X.".実に限りなく近づくが.本凶では簡明化のため X X .罵で無阪大となるように制i
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iU.雑の分析(1 1 ) 

いている

2)平均四川のμ転領域と需要曲線の失点α1.αrは.渋滞域の均衡と考えられてき

た. しかしそれらは均衛点となりえないことは後に示す.

3)常I立と走行辿度およひ交通竜の相互の関係についてはJohnson[ 1964]. 111田 [1992

の導き方が明快である.

4)利J1j台数九は-定時間内におけるフロ 白としてのタ ムをもつか，密度Dは時

IIU断rfnでみた利用の状況をあらわしており， EいにJ(なる次冗をもっ iRといえる. し

かし術瓜1)がつねにー定となるように当該医内に lFが泣人する 利用がなされるとき

には， DとNは定数倍の関係にある.民に取位!夫IIUと111.位JUJ11日を a定にすればNとD

はー殺する.つまりある期間の初期時点でlX.nu内に合・11する .r(の数 D)が，同区

間を通過しきってしまう (-N)ときの時間，JllJ日をf限定したことになる.また以下

のぷ，;命て後続車 (follo~ ing traffic)はないものとする.

5)EIsci:1981 ，PP.220 21. 1982 ，PP.300 303. 

6) \lcDonald守 [ 1988 は.交通量 X は道路ストックと )Iiの利JlJ~の投入よって生産さ

れるが， ~の限界生産性が負になっている領域が交通jitの減少する渋滞域であるとし.

1:亦.における'uncconomicregion' とよんでいる.在w可能な財の生産ではこのよう

な非効率な投入の仕方をしないであろうか. ~:泣?と iI'11tが向時に行われ，投入物がま

た?if要でもある交通泣の生産では.投入物(道路利用あるし、は fl!f~J l_JI走行)を直接的

に官:~II している企業が仔在しないのである.

7)以前?域における均衡は，松様l)990-(p. 236)， Ka~ ashima 1990 (p.333)，山田

r 1992 (p. 138)に示されている.

8)取卜.r 1991 では，シミュレ ションにより， 2 つの与え);に J~づく披適解の相

迎を比岐している.

9)K訓 ashima 1988 では. ~と X の関係について l知数 l地係がJ細に検討されている .

またrii]L 1990 では，当該道路区間への車の進人の什んと前民，交通 51の関係につい

て，検.I.tがなされている.

10)この附の慨略は松深 1990~ でぶされている (p.234 36). 

11 )kbb 1976を参照.

12)特定の時間内に通過した車についての費用・使益ではなく.実際の分野別トリ

ップ市場(通勤，業務〉においてのトリップ数でみたrtJ日・便益でみると，便益が費

用を上回り得ることはある.
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第 4~付論 混雑による経済的指失の測定

はじめに

1 .推計の方法

m.混雑によるn'illlHi1央

町.若干の考察

11. 総走行時閣の推計 おわりに

はじめに

自動!fi定行時に，費やされている時!日1.作JitをJ:[wる交通qのため生ずる出失時HJL

および路側駐車等の道路陣吉:に伴うm火時111](ならひにこれらの価額)が求められう

るならば，道路計画，道路交通政策上大いに怠E設があると思われる . しかしー定の広

がりをもっ都市地域において，このような時間(価額)を正確に把握し， しから経年

的に比較できるようにするには，調査面において多大な 'l~用と労苦を要するであろう.

そのような問題を意識しつつ本稿では既存の，却資データを用いて，面的な都市地域で

先生する混雑損失時間(価額)を比較的簡便に捉えることを訟みる.

データとしては. 3年毎に実施されてきた全国道路交通仙持調査の一般交通虫調査

結果を利用する.一般交通量調査では，幹線道路の路線ごとに L くつかの調任地点、を

訟'定し，地点ごとに車種別交通量(1時IlH. 1 2時打n市位)というフローのデータと，

交通容盟等道路の諸状況を表わすストックのテータか作ふれる.これらデータから名

部|査地点、における自動車走行の状況が推lltlJされるので，それを隣接する調査地点相互

に結んでいくことによって，路線全体の定行状況を求めることができる .また，以上

の}j法を全路線に適用すれば都市地域全体の自1VJ'll.JI:行の状態を知ることができる.

大都市では比較的多くの調査地点があり，本11的にかなっているといえる.

道路交通センサスやパーソントリッフ，制fi等によるトリ yフの発 ・着 (0 D) ベ

ースから，平均走行距離と平均走行時間を用いて総走行距離 ・総走行時間を推計する

ことはできるが，混雑による時間指失分を求めることは難しい.それに対して本稿で

従示された}j法は，様々な (0 D)をもっトリノフか一体となって形成する各地点、

の現災の交通量が基本となっている . したがって各々のトリ y フがとのような経路を

とったにせよ，原則として発生地から到符地に至るまでのそれらの総定行距離 ・総定

行時間，更には混雑損失時間が，いわば・現場主義'的に1fi種ごと，地域ことにもれ

なく把握されているはずである.さらにこの方法によれば全自どの地域でも一律的な

分析か可能となり，時系列的比較に加え昂~rtjfUJの出断的比較も実行できうる.

なお本稿では大阪市を例として推目十を nよみる.
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出雑による経済的.fil失の制定

【図ー 1] j昆雑による経済的鍋失の測定
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o ，比 211

;昆筏度と走行速度
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【ぷ辿広については，('，はデータとしてえられているが.""， Jo 
この内 L，. を考える

-剖iの地点についてはピーク時半均速度のデータ か全地点の適切なものがえられず

1 )地点までは1+ 隣接する各地点 iでえられる状態は，ある〉推測舶を用いる

I 0 1 0 1.0 1・2
地域今体における自動車£行距離および時間は.一様にみられるものと仮定すれば，

() 5 o 6 1 0 3・4

5・6 0.6; O. ;5 1 0 各路線内および路線1mを集計したつぎの式で求められる。

1.0 0，75 0.85 7・8
( 1 ) 総，J: 1J~I ' 僻

0.115 O. i5 1.0 以と

L:L: 1， V'J = L: 1. V. 

s 
(111 

C) 

C) 

2】走行状態の想定と組合せ【袋

~側~t'lr， L:L:( 1. 5，) ¥，し-L:( 1. 5，) ¥'， = '2::( 1. v. )/5， 

5. =!( V./C.) 

( 2 )総ょL行時間
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( 3 )総知大u.rnu

き=-10km h 

【表 -3】

1.210 

1.336 

( 3 ) と( 2 ) このようにして求められた時間に時IIU価Mを導入することによって，

は価額としてよわすことができる。
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ピーク時についてのみ今同道路交通情勢調査ては.

められている場介もあるが守

とである
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混雑による経済的出失の測定

の走行速度を守えられたデータから推測する必要がああ.一般に也;[主:・交jffi1it.走行

速度という変政の関係は，ある程度観測が可能であるし，多くのLC本的文献でも研究

されている(例えばい 1 ， ι2 ， :41， r61 等参照). tf.目前IJ払!.Rでみみと変

数相互の関係は，常に問!論的に考えられている故効率線上にあるというよりは，それ

をフロンティアとして内部に点花する形をとっている.とりわけ 4 般道路については

定行条件を規定する要凶が数多くあり，自動車道路に比して変数IHJの規則的関係は求

めにくくなっている.

交通量調在でえられるデータから走行述皮を怨定するとすれば，交通舟と容母を用

いるのが適当と思われる.そこで本稿では科閥抗地点ごとに，混純度= (交通盟 /容

it)と速度について 【似I 1】のような線別的関係を想、定する注 1) 出II'された交通

庇 速度(いわゆる (J V式)の関係では，交通唱の増加に伴い述!立が低 Fするとい

う， Q- l'式の正常部分を前提にしたことになる.つまり渋滞が生じて (Q l'式の

反転部分)結果としての交通量が少なく，かつ定行速度が低くなっている状態は本関

係式では特別には考倍されていない.また与えられたテータかふもそれを識別するこ

とはできない.これは短時間内の総走行時間比較では電要な問泣!であるが，日単位

(あるいは 12 U!j fllJ 1}1 (¥l )でみれば，交通知ー通過台数が多いほど予均的には混雑度

の高い道路とJ7えられるので， 【図 i】の形式での速度想定がIIJ能である花2人

1 -3路側駐車の影響

大都市では，都心部の非幹線系道路のみならず，都市域全域にわたって幹線道路で

の路側駐車が広範にみられ，交通流の附包を生ぜしめている.このような駐車が走行

に与える影響は必すしも適確に把握されてはいないが，本稿では 【ぷ i】のように

路側駐車を容市への削減として反映させ，その影響をみてゆきたい杭3) 

以上の前提のらとに，

(A)交通問に対して容量が十分大きく，理想的な状態 (40km h)で走

行可能

( B)現実の定行状態一一路側駐車はないと怨定 (ρ。)

( C)現実の占行状態ー一路側駐車があると想定 (D，，ρzの2jiTIり)

のケースを)5'え各々の総占行時間を求め，混雑損失時間を比較する.走行速度と容虫

削減の怨定を組み合わせると 【表 2】のようになる.

s，総走行時間の抗t，;I

前節 lで示した刀法によって，大阪市域における自動車走行時間を各々の想定のも
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とで推計し，比較する.それに先立 ってまず大阪市凶での問問貨の概略にふれておき

たい.同市域での調査地点と問符民Hllの距離は 【よ-3】のように約 18 0ヶ所あり，

ほぼ 2. 5 k m間隔で・調査地点がι(f.していることになる.またこの調査にJ.cづいてtft;

，Hされた大阪市内における日動}Ii総占行距離(秋季 l日の/，~ IllJ時 7 1 9時) 1，ま 55 

年で 1. 2 1 1万台 ・kmにiiしている.同年における大阪flj胤での自動車総走行距雌

(全道路，2 1¥時間)は 1.770Ji台 ・k mと推定されている (r昭和 55年自動車

起終点部;J1i報告書J，大阪市. 1 9 8 2年)ので，昼間時の幹線道路を中心とした本

研究では全自動車走行の約 70%が捉えられていうことになる.また混雑は主として

7 I 9時という昼間時に生ずると巧えられるので，泌刊による焔失時間はこのんd正

でlまばJilit足されているといえよう.

大阪市i止における総走行時間を，人1::行速度およひ駐'ドの影響の:国定を変えて求めた

結果を不したのが 【表-4】である.これらの値は民!日J1 2時間の交通量 ・容1止をベ

ースにしているが，想定を変えるとおよそ 40万時間から 70万時間になる.出維が

なく. 4 0 k m hという好条件で定行できる場合に対して，駐車に伴う容虫円11砧お

よび占行速度を最も厳しくみた場合 (ρz， S 3) のえ行時IIlJはおよそ 2倍にな Jてお

り，比較的妥当といえるであろう .また昭如 55年の総心行時!日jは40 -6 5 )j時間j

であるが，同年実施された業務パーソントリップ説l査に}，¥づく大阪市内の日動Iliによ

る業務トリップの所要時間は1¥9万時間と推計されている. ffL，i上の前提条件に相地

はあるが注・\トリ 1 プの発 rt ペースに基つく推計仰と地点、ごとの交通量ベースに 1，~

つく本推計値が比較的近いのは，両者の値が妥当な以にあることをを示唆していると

思われる.

一般的に，容屯に関する想定を一定にすれば，定行i卓fJ之の担、定を変化させてら総;.g

行時WJの変動は小さいといえる .しかし，定行速度の処!定を一定としても，千五日の先日

定を変えると総走行時間は大きく変動する .つまり，路側駐111の影響は走行述[立に悦i

する怨定を問わず一般に大きくみられるが，とりわけ混雑皮か尚い状態で速度を低く

怨定した S3の場合には，定行時間への影響は大きい.

各条件の担、定下で求められたもfiは， 3つの年度問で比較すると相対的に安定してお

り，短期的には，市域内の自動市走行に一定のパターンがみられるといってよいであ

ろう . ーノ'j1時間ごとの交通日に法づいて同様の推計もぷみたが， 1 2時間ペースの

それと較べて市域全体で 3-5%程度実.なった値がえられた.以下本稿では昼間 I2 

時間ベースの推計値にしたかう.

1lI，制維による時間損失
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混維による経済的損失の測定

【表 -1¥】 総走行時間の総計

1 8 7 19時 芭 ・時間

111 1 走行時間とその桃成

混雑による時間の損失を，現:ぷの総走行U.'iIlUから，無混雑状態での総iii行lI!jIIIJを差

し号iいた他として定義する. 【-te(. 5]'こは，進行速度および駐市による容fit削減の

怨定を変えたときの時間出失およひその総走行時間に対する比耶が示されている .ζ

のように求められた損失時間は各調査年度問での差が比較的小δく安定している .路

側駐車の(/，(Eを前提にした場合，総走行時111]'ζ市める損失時111]の比率は大中111に附加す

る. とりわけ駐唱による道路符虫の削減を大きくみた ρzでは効果が著しい住&)

昭和 60年度調査にしたがって 【表 6 ]と 【関ー2】から総定行時間の偶成をみ

ると，路側駐 ~lがない ρ。で混雑損失時間比率は准行速度の氾!定にしたがっ て 20 0/0 ....... 

30%と惟バーされる.速!立のえn定 S2は51をつねに下回っているため，総走行H与IIJJは

駐車のない ρ。の状態で 14%多くなっている. しかし駐車をliii促とした ρlではその

差は 5， 1¥ %に縮小する.それは 52では走行述皮を唱対的!こ(Jlく設定しであり，駐車

に伴う容hl削減の影響がぷわれにくいが， 51では駐車によ って混雑度か若しく必まり，

速度が低下する地点が数多く出現するためである. 53はステ yフ状の SIを-'Frl't化し

た形になっており，駐車かなく (ρ。)全般的に似雑皮の(氏いときは 51とほぼ同じ結

果をもたるす. しかし，高い混雑皮における広行速度を SI， Szより低く設定してあ

るために， ρ2での駐車の影慢がとりわけ大きく反映される ζ とになる.いずれにして

も，混雑による時間損失はかなり大きく，それに占める路側~liltの比率も尚いといえ

る.

一方車砲別に走行状況をみると，市域全体としては総定行時mJの 50%を呆111'Iiが

占め，パスか 1%，小型貨物 35%，普通貨物 14%となっている.このftHはSとρ

の想定を変えても殆ど変化がない.また卓陸別に損失時間 総走行時間をみても;庄は

小さく， 5'とρを変えてもM.大 0.3%程度にすぎない.つまり幹線道路では，浜用車，

貨物車はマクロ的にはほぼ同し状態で走行していることを怠比率している.同市を地区

別 (8地以)にみた場合，この差は O.1 ....... I . 3 %程度にな ってt る.

L:股 | 山nlh 5， 1 5， S， 

55 I 302.630 I 100 I 396.752 ! 131 I ωω7  I 145 401.469 I 133 

IJ. 総 I 3お 23; I 1ωI  424.774 I 127 I 487.236 I 146 川 .764 ! 132 
ω | お7.6ω I 1ω J 432.ω3 128 I 494.198 146 441) 094 133 

55 508.307 I 168 • 539.978 178 567.306 187 

/)， 58 563.307 169 592.391 177 633白832 190 
ヤ一一ーー

60 564.510 167 594.898 176 643.060 190 

a ヒ同Ll 
541.941 li9 562.471 I 186 64邑.207 I 214 

一 596.617 179 I 616. ~05 I 184 711.933 I 213 

I 597.144 622.690 IS4 71-1.027 

“'::1的 12将r.:l'ZAfl1iベースιよる.

lH')のお側..集浜辺走行的 10 kmlh I の~JÉ(1叫聞な 100 と したと jのj旨t9:.

【J毛 5 ] ;.f!絡による崎町損失

187・198.' 台 .9寺間

「一一一

24.6 

24 2 

24.7 

264 .675 ， 46 6 

43.6 299.595 47.3 

43.2 305.425 47 5 

46.2 345.576 53 5 

45.8 3ii .696 53.1 

45.8 376.392 52.7 

D. 

/)， 

0， 
285.056 

.，
 l

 
t
 

【求 6】浪絡による時間員失と要因

60:f'主 I! ; 19;i.¥ B~':ll 

s S， S. 

494.1% 4-15.094 
iJ; .e (1 .~ rul I 5R510 594.898 643 060 

; 59，.144 622.690 714.027 

r-，f， 1，じ '1 ß.~ /f~ I 1 337，634 337.634 337.631 ';U km h ~J' ， 

156.564 110.459 
257.263 305.425 
265.056 337.634 

1;;6.56-1 110.159 

。
19.1.966 
265.933 

ffi-2 出維による損失額のtfli.H

以上で求められた総走行時間，混雑損失時1111に時間価値をJS胞に入札て，それらを

貨幣額的に点わしたい.すでに求めるれたIII研別の走行 ・悩失時間に車種別の時間価

値を乗じて算出したものが 【点 7】に示されている注・I rfl} '}:ーから比較的保節的と

思われる広行条件下 (.)1，ρ1 )で・の時間価怖を求めると， 'tFIIIJ・昼間時の大阪市で

の総走行時間価値は 5. 0 3 3億円であり，出雄市矢時間価(，(tは 2. 0 1 8億円となる.

後者のうち，容量を上回る交通知に起因するものか 84 7億円，路側駐車に起凶する

ものが 1. 1 7 5億円である.前年度の市民純生産(約 11兆円)に対して，これらの
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混雑による経済的損失の測定

【図-2】 混雑による経済的損失の制定

可，

D、

IV.若干の考察

値が占める比率は総走行時間で 4.6%.混雑損失時間で 1.9%(路側駐車によるも

のが 1. 1 %)にのぼっており，決して無視できない大きさといえる注 1) 

598 

0， 

$， 

IV -1 地域別特性について

大阪市域を 7地域に区分して，各々の地域ごとに総定行時間に対する混雑J員失時間

比率を求めたものが 【表-8】である .路側駐車がないと仮定した場合 (ρ。).混雑

による損失比率はおよそ 20......35%程度になっている . 1. 2・7の各地域ではえ行

速度の:限定にかかわらず，各年度で混雑J員失比率が高く，逆に 3・4・5・6の地域では

低い. しかし路側駐車 (ρ1)を考肢に入れると. 3・4・5・6の地域でも出失比率は

高くなり ，全体的に地域差が小さくなる.地域 5のように駐車を A考慮すると， ρ。のも

とで損失比率の高かった地域(]・ 2・7)以上に同比率が高くなるという，駐主主の影

響を非常に受け易い地域もみられる .乙うした地域は中心部周辺の道路整備水準があ

まり高くないところにみられる.地域別にみた場合，各区分での調査地点数がト分と

はいえず，市域全体の場合ほどには特性を担躍しにくい面があるといえよう .

D。

O. 

0， 

$] 

D。

IV-2 道路投資の効果について

大都市域において道路投資がなされると， 一つには既存利用者における時間節約が，

他方では新たな利用者増加(トリップ増)が見込まれることである .これらは直接的

な経済効果として計上されるが，ここではそのうち前者の効果について簡単な試算を

行いたい.大都市では混雑緩和を意図した，この種の投資が多い.方法としては，各

道路区間で状況ごとに(或いは一律に)容量を増加させ，投資後見込まれる総主行時

間 ・混雑損失時間を求めて，投資前のそれらと比較してみることが考えられる. ここ

では各区間での混雑率が (A) 1.00 (8) 1.25 (C) 1.50となるように設定

し，必要な追加的容量を求める.設定した混雑翠に達していない区間では追加投資は

行わない. 【表-9】は路側駐車がないと想定したときの追加必要容量と現容量に対

するその比率を表わしている .ここでは車線 'kmを単位にとり，それらは連続的に

可変であること，また車線と容量は比例すると仮定した.

混雑度を1. 0に設定した場合，昭和 60年度の調査では 16 %の容量増加を必要と

するが， 【表一4】からそれは 1日当たり約 10万台時の時間節約をもたらす(SIを

想定)ことがわかる .年間では約850億円に相当する.混雑度設定をどのような水

準にしても，同様にして便益を算定できる. したがってここに道路投資の費用一便益

比較が可能になる.

。、

ρ， 

霊霊 ω い 状 川W悠てt!i L r~パ4ぬOkm h ';と zU1口叫:正じ
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- 川Hによる1iI'}，~\ 1川

;昆減による時間1員失の+構成l:t;1% 昭如60If.I[ 1口7・19時

【表-7】 ;脱による略的責失額

一一-5U ;判長 1 B 7-19 1l.~ CJoo万円J

S， S， S. 

1.057 1.20i 1.096 
111 k t( (!略目1I 1.3i9 l.453 1.5i2 

U59 1.521 1. 744 

121 転手え 竹崎市1 825 825 825 
~O km h 

232 382 270 
¥31 dti量.二よる時r.:IHl;J、 553 628 i4i 

633 696 919 

w 容批を iニ凶 る 232 3~2 270 
交泊祉による

一 内 。 。 。
(5.1 ~ð 帆駐 11-.による 322 245 476 

402 313 648 

}<・6 と l.n~..
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出慨によ~経済的指失の制定
出~による経済的tü失の測定

北行時IHJの低下→他からの転移が見ただ前述のように容量が拡大された民間では，

9】【表各地点、の混雑率は結果的には設定したものとは見なるであろう .込まれ，

S， !)， S. 

/). /)， I /)， -/).司 /). 。』 /)，-/). /). D， I /)，-/). 
:!9 42 13 34 45 11 31 50 19 

58 。- 41 14 36 44 品 33 50 :'1 

60 23 40 3~ 43 11 25 48 23 

55 35 41 6 3; 44 i 32 ~ 16 

2 51! 26 35 9 32 41 9 32 H 11 

60 25 31 6 29 37 8 33 40 i ・

55 19 39 20 2i 43 16 18 46 26 

3 58 21 44 23 33 45 12 25 24 

60 24 44 20 33 45 12 23 19 26 

55 20 38 18 28 42 14 23 42 19 

4 58 36 19 26 40 14 43 26 

ω 19 36 30 H 11 23 46 23 

5S 19 4S 26 30 48 18 H> 53 35 

5 51i 45 21) 32 46 14 20 S2 32 

ω| 20 41 。7 35 48 13 22 53 31 

55 23 33 10 30 40 10 24 39 15 

6 総| 20 45 25 30 46 16 令22 44 22 

'>? 36 14 31 42 11 24 41 1i 

35 46 11 42 47 3 30 54 24 

7 511 2i 46 19 35 4i! 13 24 45 21 

60 27 48 
E 

21 36 48 27 53 26 

ー骨量的:こ!まネットワよりの放悩は現在の交通量を前提にして求められたものであり，

ーク均衡が考倍される必要がある.

おわ りに

E42宮ili失時間lte走行問旬 ?4 
地~ll'J r事側駐車の影'1【表 -8] 

本杭で用いた}j法によって総走行時間 ・混雑損失11与問を地計するにはいくつかの問

以下では自動車の走行r，tならびによ行状似の肥民について検討しておき!辿があるが，

八 ・8区間をすべて~杭ではある地点A を通過した 'H は鱗慌する地点目まで，たし、-

しかしトリッフのうちには 1¥.日間の ー部だけ点行す止行しているとみなしている .

あるいは ABの中途区間だ中途で進入して Aまたは Bだけを通過するもの，るらの，

われわれ8いずれでも交通ばには計上ぎれないものが巧えられる.けを£行して A，

医!日Jr付は八で~価した状況が B までー椋このような不突合は互いに相殺されて，lま.

このような走行日把持の初l支の問題は調査地点の数をーに持続していると仮定した.

h?!~討にすることによって解決されるはすである.

これは定行時間を推計するうえ他の主要な問題は走行速度の推測についてである.

交通一般街路では同一地点の観測かららバラツキが大きく，でJ占本的要因であるが，

速度のmられるデータの制約か，?，本稿では，Rとの聞の規則的関係は求めにくい.

?予fitのA・1箆とも絡んで問題が残されて容量比を一律的iこ用いており，tft測に交通官

1時間交

交通流が正常域か渋滞!~かを判断できる仙報があれば好都合といえる .

それは既存データの利用という制約からはあるね!立やむをえないが，いる .l九[)，はlt.f;で%を.。司/)../)，-ρ" :1!t;;のLl:でポイヨ〆ト'.!:}i.わず.

nr~ rli地以というマクロ的タームで

通1Itデータに，

以上本稿でえられた結果は試算の域をでないか，

の混雑損失を既存データにより質的 ・hl的に把射し， 時系列的な比較を可能にすると

都市間相互の横断的比較をも可能にするという点でメ')'/トがあると思われともに，

る.

‘、，，，
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抜本交通容毘に様々の要因によ1 )道路情勢調査に示されている各地点での存自は，
(.[ 

= 1 は比較的スムースな交通流をも(交通!lt/谷liD混雑度一る補正を1)日えている .

問調査これは最大通過可能台故としての容量ではない.

t誌のによ っては 2を超えている.のなかにも混雑度孟 lの地点、は多く存在し，

つ現ましい状態と考えられ，
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混雑による経済的指失のi1{lj定

2 )これら関係式は都市内一般道路での走行条件(最高速度40 k m/ h)からの想

定である.またステッブ式 8.は r3 ~で採m されているものを用いた.

3 )向調査で示される交通容慢には，すでに日iftの影響が若干考応されているが，本

自I!:~ では駐車出入の際の交通流への阻害だけでなく，駐車に伴う実質的な利!日可能車線

の砧少を特に宅融している.わが国の太郎diでは幹線街路に沿って卸え ・小売写の商

業施設が点在しており，ぷj物の禎み降しゃ*~fj者に伴う車によって側hの車線が通過

交通には利用でき縫い状態になっている場今が多い.

ぺ〉この値は[5 ]による.業務ト 1) ;1フはJ:として昼間時におこなわれるとすれば，

制jS は前者か幹線街路の全トリッフ，後.('f~ま全街路の業務トリップということになる

が，これらの条件J去を刺殺してら相対的関係に大きな変化はないと Jfえられる .

5 )駐車に伴う削減:'fUんの想定のもとでは，多くの調査地点、で出雄泣か 2. 0にi主し，

想定仁の最低速度で定行していることになり， tii失時間比率が 50%を起える.この

場合，容量削減率が少し強すきるとも考えられる.

6 )昭和 60年の時間価値としては，普通貨物 2.76 0，小型貨物 1. 9 2 0， 
パ.ス

7 . 4 4 0，乗用車 2.640 (t、ずれも円 '時)を用いた.

7) 3 6 5円分で l年の仰とした.昼夜キを 1. 4とすれば，年間 ・全 [1の総虐行時間

u日立は 6. 2 3 8 {Q'JIJとなり rll民純生産の 5.7%を占める.
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[ 5 ]森杉寿芳， ・ ~~務交通の総時間価値の tffi li十1， r大阪経済に守える i可動車

交通の効果把侭についてJ，大阪市総合urll明日， 1 9 8 6. 
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XI~ ili交通における価格政策

2お 5 て;τ 者区司ヲうど瓦豆 4こオ3~j- る fdli .f有 JL3(P定

はじめに

モデル

11 蚊適価格の導出

111最適価格の比較

IV 公共輸送サ ービスに関する他の制約

はじめに

鉄道，パスなどの旅客公共輸送サービスの運賃は，それぞれの部門内でサ ービス供

給主体の生産貨と利用者の需要の関係からその最適料金が説論されることが多か った.

一方乗用車ト 1) ;1ブの料金では，同じ部門内における個々の主体問栂互に発生する外

部性 =混雑貨用を内部化して最適な資源配分を図るため，混雑税の導入を提示される

ようになった (Walters(18) . Strotz (17)をはじめとし， second-bestの観点から

Marchand (9) . Bcrtrand (3)等). またSherman C16~ .Sakashita (13) .Abe (21得

では，公共輸送機関と乗用車のような央.なる部門聞のトリッフ七体における相互依存

関係を」雪隠した料金設定も取り上げられるようになった.それは，公共輪送サーヒス

部門に，乗用事ト 1) ;1フ.からの課税収入でもって補助するという考え方にも発展され

ている .

ところでこれまでの道路価格形成品においては，乗用車交通が主に取り上げられ，

業務車のことについては殆んど触れられておらず，両.('fをlujll与に取り鍛 ったモデルは

ない. しかし，現実には道路において業務車トリ j フの占める制合は非常に高く，と

くに都市の環境汚染は貨物車をはしめとする業務車の走行に依るところか大きい.わ

が国では自動車の保有および走行に対して自動車関係諸税が記長せられ，その財源は道

路事業に振り向けられている.また乗用事への課税の方か業務取にあjするものより相

対的に大きくなっている(ガソリンと軽油の課税率). しかしこの隈拠については必

ずしも明白でない(産業活動に不I1J欠な業務卓に比して，乗川'Ilはぜい沢品で余り心

要ではないからといった理由か). 

本稿では，道路財源を調達するとして， ト1) ;1フ目的の大きく異なる乗用車と業務

車からとのように取られるべきなのか.また乙のような税収で公共輸送サーヒス部門

に補助すべきなのはどんな条件下においてであるかという問題を所得分配に考慮を払

いつつ布えてゆきたい.け
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~g 'rIi交通における価格政策 都市交通における価格政策

l モデル 11 最適価格の導出

まず以下で用いられる記号を記しておく.

C . r..……. r" : ij'i 'l2財

t 1) :業務IIIトリッフ

t ， :乗1Il!Hトリ y フ

t ... :公共輸送サービス のトリッフ

q (q . q ，…… q ) :消費財の価格

pl) :業務'Itトリッフ'のfdfi棉

p， :乗用車トリップの価栴

p < :公共輸送サービスのト リ y ブの価格

K /{ (t 1). t 1. t 2) :業務車ト リップの単位当り 質問

/(， /(， (tl). tぃ t;:>) : 乗用車トリッフの単位当り t~ fH

/( ， /( (t tJ. t • t 2) :公共輸送サービスのトリッフq1位当り費用

B:道路財源として確保したい最小の額 (lJ>O)

.F :所得 ¥'.家計放

r (y) :所得分布の密度関数(fo-!(川 ='1) 
{' ( q， p" P 2' .v) :所得が yの家~- t・の効用水噂.

財は全部で n 個あり，それらは中間財として企業聞でm~、られるし，故終財として

消費もされる.消費者は n側の消費財と乗用車ト 1) /フ，公共輪送サ ービス のトリッ

フの 2D!知のトリ yフを消岱している.名刀個の財は完全競争で，規模に関する収獲

一定のもとで生産されているものとする .財 の生産には，労働および中間生産物の他

に，業務市によるトリップが必要である . このような前提のもとでは，各財を生産し

ている箆業に利潤は存在せず，消費財の価格は終局的には業務車トリ yフの価格にの

み影響されることになる.

各トリップは共通の道路という場で生み11'.されるので，その単位質問はそれらすべ

てのト 1) /フ数に依存することになる . また PIJ'P ， P‘'は各トリ I フの利用者価

格であり，これは各ト I} /フの単位当りの白用/(1). /( ， /(.e{こそれぞれ税が加えられ

たものである 2)

つぎに所得 yは各人にうえられて，政策的には変更できないものとする . したがっ

て，消問者の効用水準は消 t~財の価格 q と，乗用車トリッフ，公共輸送サービスの各

トリヅプの価格 P . P およひ所得.Fに依存することになる .以上のような前提のも

とで，部分均衡分析によって， トリップの段通価格を導き，当初の問題を検討したい.

次のようなadditiveな母生閃故

W = Nfy内.TI. tz.ρ!(y)dy 

を税収入制約

n
u
 

這B
 

a

，‘. 
、、，，，・・JK

 
-e' 

A
Y
 

，，‘、
2
ヤ
ム
4・J

のもとで最大にする問題を考える.政策変数はト り yフの価格 P • P，. P である.

そめ条件は，

fnθU OQ， " ，. { • J..， O K j. ， ~ '1 L:ーム!(川町(Io-z-tJ+乞(tj Kj}とム)y，θQ，δto • .•.• . ~ I θTo' j ， . ， ..， ， d To 

lfθU(2仏 2ー ! ( 川+μitr-z-t+乞(ρi-KJ)21L)=o
yδPr L Jθpr J j θtr 

μ(f(ト KJ)I J -B} = 0μ ミ 0

~:(þj-Ki)l ， B孟 O

。
、、，，l

 
，s、、

(r= 1.2) (2) 

( 3 ) 

( 4 ) 

である . ここで μは税収入の制約式に関するラクランジュ乗数であり，問題の性質 1:

μ> 0のときだけを考察する.

さてこれら (1)-(4) をより簡潔な形にするため次のような煉作を行なう.

(δ/{ δ t ....) t o!まkモートのトリ yフか Jモートのトリ 1フにうえる影響であり，

以下これを m k (j， k=O， 1.2) と記することにする . (1)， (2)式にお

いて

J... dK， ，2..， ，2..， dl 
友一一ム， = l: L m，sーム (r-=O，1.2) 
，弓 θル 's-OJ-oJθtr

( 5 ) 

となるので，この式と

θUθUθUθU  
ー=-c，ー(， = 1. 2……. n) 一一=-/， τー('-=1.2) (6) θ0， θy..." -， - I~.' ， θþ， -. oy 
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を用いることによ って， (1) (2) は

r" / _fJU 8q， N " (" '""' I • / .， ~ ，， 8/j "1 
N J L c， (・・)ー・一一!(y)dy= μ¥/0 + L {九一 (Kj+LmsJ)}とこι!

J ，-;-' ， '8y δ POL  J J s・0"'SJ"8Po)
( 7 ) 

r θU _， . ( ・ 1N{ _Ir{・-kf(y)dy=心 4 工{t，一(Kj+tmsJ)}与1 (8) 
- " VJ 、， ，-0 V pr -

(r=I，2) 

となる.

っさにu1の分配特性 (Fcldstein:4) . :5:によ って定義された)として，H~ 岱財，

トリッフについて

r ， ，8U 
N I c， (Q， p.. t2. y)-τ=::!(y)dy 

R' = ___.:: ， v y 

N J， Cj (川1・九州y)dy

f 、au
R--NJ ，'， (q， h 九 Y守予!(y)dy
.一

. NJ，I，(q.hhY)!(ρdy 

を定義し，さらに δq1 ，' δp ご h;(1 1， 2， 

(， = 1，2，…， 11) 

(i= I，2) 

n) ， jモードのトリ yフ

の社会的限界費用 3I 

(7) (8) は

K，+トj(.1 0， 1， 2)を d仏とかくこ とにすれば，

aT， 
1: RI hj Cj-/I九 =1I 1: (pJ-MJ) ~~.J T wJ  •.• J/ OPO 

oT， 
Rr Tr-/I Tr = 11手(pj-Mj)芳子 (1'= 1， 2) 

となる.

っきに需要の価格弾力性

TJ 81， 
h 竺」 一 一 (i. j -0， 1，2) 

1，θt， 

を定義する.所得効果を無視できるも のと仮定すれば，

7J' j (守J' • t，・1j)/ ム'1， (j;j=O，l.2) 

となり‘¥また価格と限界'f!l用の事離京を
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(九一 M，)/ρ， s， (j = 0， 1， 2) 

とすれば，結局 (9) (10)に代わって

Ro-1I 

1I 

Rr -1I 

1I 

L s，7JO， 

L jヲ，早r，(r 

がえられる. ここで R"一号R'h， c， 10である.

1， 2) 

( 12) 

(13 ) 

この (12) (13)は価格と限界'1!l用のかい雄市である β1) ，β" β ，を変数とす

る三つの線型}j程式を与える.えi程式の係数行タIJの行列式を/)(ρ ず:0)とし，さら

r ，= (R μ) / μ (j 0， 1， 2) 

とすれば，

1 "0守01加 I 1亨00"0η021 1ザ仰り011'0 

s10 = D-I rlη11 守121，sI = D叶守10rl Y}12 1， s2 - 0・1'守107i 11 1'1 ( 14) 

r2 1j'21写22I 守20r2守22 12720守2l"2 

が求められる .

111最適価格の相互関係

以上では限界佐用と価格の弔離京β が求められたのであるが，本節ではこれ 台β

の符号および各β の関係についてみてゆきたい.とこ ろでβパま各需要の価格弾力性

η ー (i，j 0， 1，2) と，その財かどのような所得階府によ って消費されてい

るかを示す分配特性 Rj(i， j 0， 1， 2)およ び，税収入のf'i-生にうえるU11!

(費用) j/とに依存している.このうち，乗HJ11'トリ j フの価枯変化による全体の財

の間での相対価格系の変動から生ずる財の需要の変化と， それに伴なう業務事ト リッ

フへの影響を示す η1)I ，η02およひ，業務事ト リ yフの価格変化が消費財価格に影響
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を与えることによる財全体の!日jでの相対価格系の変動が，乗用車トリ 1 フ，業務取ト

リ 1 フの需要に及ぼす効果である η10，η2G'ま余・Jill要な意味をもたないと巧・えられ

るので，以ドではそれらを 0とみなすことにする.このとき

[)・ ~ 7] 11 7] 22 -7] ‘， TJ 2 

とすれば

β0 =  rl)/η00 

β1: (r 1 η ど~ - r 2η ， ，)ρ'  

β2=  (r:>η11- 1'17]2/) ρ' 

となる.

( 1 )β の符号

まずβ については ηω 丸 Oと考えることができるので，

F 白= モミ O → soミ 0 

(15) 

がいえる .μ { ー (δ w.ノ δβ)> 0であるので， r 乏 O{まfI-:: j/の関係と同値で

ある.この場合，

は，

η01) I :か大きいほと PI)(ま，1/に近づく .っさに β" β について

1)' > 0であるから，

r 1η22 - rη12ミ O → β ・5きo

1'2η11 'r IT] 2 1 ミ O → β2ミ~ 0 

となることがわかる .

( 2) 乗用市と業務車への課税

乗用車と業務弔への課税率の差は

/10 - /11 -1)品 (D')ー1(ro D'-1)00(rl 1)22 -r2 1)12)} 

とあらわされる.η 。0<0， ρ'>0なので，乗用車への課税ぷが高いβ。豆βIの場
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合は，

(a) rI1722- r2勿け と o(即ちβ1~ 0)で. r o? ()のとき成立するとき，

(b) r，7]22- /"，? η12 ~ 0 ， 1'0<0のときで η。oIか大きいほど，

1'0 1 が小さ L、lまど，
成立しやすといえる .

-}jβ。ミ βlは (a)， (b) に閲して逆の関係か成立してときいえる.さてここ

で!(， /(ハ o/( δt 1 δ K  δt2(j 0， 1， 2)の.I:Mfiには

βeど β，は POと PI，すなわち単位当り燃料税では PD K 0乏 PI- ft'1の関係を怠昧

していることかわかる. これは内初考えた，乗用車トリ ッフと業務wトリップへの差

別的燃料税の関係を示したことになる .川(a )のばあい，所得のI!]l界効片jが.!';jt， 
(相対的に所得水準が低い)人々によって多く消賀されている消岱財物価への影響が

大きいときは，業務事への~税は乗用.Q!に比べて低めに 9べきであることを示唆して

し1る.

/11 0 1'2 

(h2.-q12) / /? 

r I 

d 
/11ミo (-1)21刀11) 
/12孟O

(7J乃l;lt箆‘W)

t( 3 ) 公共愉送サービスへの補助

/11--0 

/12~O 

rl 

公共輸送サーピスへの補助については β2< 0のときに4・えられる， (公共輸送サー

ビスのトリップの申{立を人 ・kmにとると， /(2と 1/はほぼ等しくなるので，

βz芝 OはP2 ~ K 2と考えることができる， )βzの符EJについては本節の (1)ですで

にみたが，そのさいのβλβ ーとの符号の組合せについても (1) によって向憾に巧え

ることができる.ただ β;<0 (j=O， 1)であっても !(j ぐP，1 ぐM，とP，:? !(ぐ

M の頃合があることはいうまでもなく， ，jij占・ではβIく Oでも税を徴収している・¥

とくに乗用車に対して公共輸送サーヒス利用者における分配特性 Iミか高いときで，
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1'1<0， f" l > O な ら βt 孟 O.β2 ~ 0となり，側別輸送機関である乗用1れから公共交通

への補助が示唆される.

( t1 )公共輸送サービス と乗用車トリップの価格

さて本節てみた (1) (2) (3)を巧-えるに叶って問題となるのは l'1， r.?と

η，(1， j= l， 2)の関係についてである.とくにβ tとβ。の符号はこれらの関係

によって|司時に決められる.そこで，これら fぃ f・.. ' ，η1 Jとβ" β2の関係につい

て上図てーお「みておきたい.弾力性を要素とする (η22，ーη12) ， (一ηII，η1 1 J 

はいずれも第 3象眼のベクトルである.これら 2つのベクトルは均衡における乗用事

トリ y ブ，公共輸送サービスト 1) 1フの需要の価格弾力性を示しているが，それらは

ρ' η11η22-η1 2ηll> 0によって，さらに制約されている1)そこで均衡にお

ける β 1，β2の性質を，需要の価格弾力性 η を固定して， r ， r・との関係でみて

みると上の関のようになり， β" βFの符号に関して 4つの組み合わせができる.

β。とβ』の関係をみるさいにも βrの符号が問題になったが，われわれは以上によ ，

て，業務 11l.乗用 ili，公共輸送サービスの価格の関係である β1)，β 1，β をトリッ

プの価絡1ij¥力性 'fJ. 分配特性 R，税収入のり生コスト μによ って表わすことかできた.

I V 公共輸送サービスに閃する他の制約

これまでは一定の財源 Bを税収でまかなうことだけが制約であったが，更に公共輸

送サービスに関して次のような制約を課してみる.一つは，公共輸送サービスの需要

mに下限を設けることであり，もう 一つは公共輸送サービスのトリップ価格にヒ限を

設けることである.公共輸送サービス機関の成立にはーー定の規模が必要であり，その

需要虫にも F~艮が必寝であることから前者の制約を，また後有は，政策的に，公共輸

送サービスのトリッフ価格が自由に決められず，価格に上限か課せられているような

.I'J/}合を想、定している . ( 1 1 )でみた問題設正に各々

/2 >-/2 • T 2 :<ρ2 

の制約を1mえる. これらの制約のラグランジュ乗数をえ 1，λ‘(λ 1孟0， λ今:?0と

なるようにする〉とし，析たに

fJ2={T2ー(ル12_ Æ~ )}/れ

第 5章

R 2 一 μ ~2
r2 =一ーーー司自由ー +ー回一-

μμ12 
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とおけば. (1 5) と同械にβO. β 1. βpを解くことがで きる.荷裂に下限をつけた

場合，均衡でもしその制約が生きているとすれば(入 1>0) ，この;I;'J約は p、を引き

下げるように働く.また価絡に L阪をつけた場合ば制約か生きているとき k λ ~> 0 ) 

は reを引き上げる(つまり，公共愉送サービスか ・!丙低所何者屈で多く消白されるの

と同じ効果)方向に{動くことがわかる.

(注〉

1 )乗HJ事トリ y フと公共輸送サーヒスの価倍について，所得分配の面に特に注芯を

払いつつ分折したものにAbe(2) .Sakashita (13) . (14)がある.他に一般的に所仰

分配を考倍して混雑分析を行なったものにLcuthold ~ 8 : がある.またピーク，オフピ

ークの交通を考躍したものにMohring(1) Abe (1)写がある.次に口動車出j係税はー・

符の二部料金制度でもあるが，このことについては坂下 r15 で触れられている .ま

たドeldstein(6) も所得分配を考肢に入れた二部料金を考えるうえで釘用であろう . 

.¥l!に重要な課題として道路投資の問題があるが，乙れについてはMohring ( 10 ~ . Stro 

tz (17) .奥野 (12).松博 (20)写で論しられている.本43のモデルにもこのような

問題をとり入れることは可能である.

ノド稿のモデルはFeldstein(4)にnうところが大きい.

2 )各トリッフを産業，消費者は p ， p ，という各々の価格で購入するという形を

とるが，官際は燃料を購入し，それと労働およひ巾ril，jによってトリッフを生み出して

3 )これは道路内において，各ト 1) 1 フか増加するとき，臼らのt'1用地分の他に，他

のすべてのトリッフにも影告をうえるが，それらをグベて考政した 'l~用である. しか

し， トリ 1フの道路外へ与える騒音，振動，大気汚染等の外部質問は含んでいない.

t1 )所得効果を無観することは乗用車トリ yプに附しては1担当でないかもしれない.

また(1 I )の関係は消白財閥 (/..i 1， 2)ではスルツキ一方程式からいえる

が，中間財と消:f!1財の間でも，このモデルの仮定のもとでt I~税部門が i つだけのと

きはいえる.

5 )乗HJ'IiトリップにはÆ:行自の他に時WJ'{~用が巧えられるか(公共輸送サービス利

用の場合も同様であるが)，これら時間も貨幣額に換算して白用化したものが p，と巧

えることができる.業務引ト リッフでは労働岱が必嘘であるが， (効用に関係する)

消岱的トリ 1 フ。に比べて，この場合の時間n用は求めやすい.また乗用車トリ y ブは
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Pricing Conslraint. "A.f.R.，Scpl.1970. 
両者とも物図的に業務取トりッブばトン・ kmで計 ることができょうがk m， 人 -

1975~f:. 東洋経済新報社『公企来の経済問!論[12]奥野伝宏，
新たなトリップ単位を鋭定すれば，

したがョてげとなる.

kmで検算して，，の走行件をもっwに台・同

thc Welfarc Pricing of Publ ic “Dislributional Bias in Sakash i la. N. ， 
-

E
」

《
辺
J
Vl

 

，BEa
-
.
 

となり MO~ Jf 1 ，= m.， ( s = O. 1 • 2 ) =Kて mK Ko 

Science--of Transport Ser、ice.nE. L. Cripps cd.， Regional このとき

ー 11)(ρ 
:Vf~ (onrfPI ，1nt! O/d Prob/~ms.London Papcrs in Hcgional Sciencc 5. 

'p p (p" - 11) 1I p; . P 1 -p .) 11 (p β1 β。

Pion Ltd.， London 1975. 
となって上の条件か成立する.

f ，苛 i卓 j(!路と II I !Jj}]lf~ ~ ， 公共輸送料金問題への新しいアフローチ J， [J14 ]坂ト持
となることはない.2K 6 )税収の制約式か占すべての jについて p

5. 1 974年:-.:o. 
に対して相対的に大きいほど制約条件(または ηI2) ηI I (または η22) か η2I 7 ) 

1 971¥年交J邑学研究』交通運賃とI!;.I色分配[15] -
トルか{f在する領域はより広くなりうる.を1品たす 2つのベク

“Congcstion 、
••• 

d
 

伶

h
ul
 

F
E
E
-

‘
 

Intcrdepcndencc and ~rban Transit Fares." Sherman. R. . 

1971. Ernom~ 1 r I ra， ~lay 

“Urban Transpor ta t i on Parabl cs， "J. ¥1argo 1 i s ed.. Slrolz. J. E.. 、EE
E
J

伺
，
『

ー[
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第 5章 付論 都市交通料金の 一 般均衡分析

はじめに

はじめ'こ

I モデJレ

E 社会的hl迫

111 主体的均街

lV 最適税の;~/I\

むすび 1こ

o適交通混雑税の一般均衡理論的分析は Strotz(8)をはじめとして Marchand(4 J. 

Sherman (7). Abe ( 1 ~. Sakashita ~ 6 i， Bertrand r 2 )ちによってなされ， 多くのmo
な結論が将かれた.それらによれば， fi rst. best ではトリップの Jt:l適価持は社会的限界1~m に司;
しく， したがって社会的限界12用と平均1~川のふである外部賀川が道路利用府税 (ilt雑税)と
して徴収されるべきという胤知の粘ぬが将かれる・また seconcl.bestや所得分配を月i品したと

きは， トリップ価格は社会的限界11ì.m から~離すべきということである・ ところでこれらの:伝

言文で取り扱われている自助 ll~ トリ J プとは消1~U 的〈側人の却~m水町の中に入いる) :来JlI111

トリップだけであって，財 ・ サ ー ビスの住所 ・ 流通過程から派住的 lこ~j:.ずる JI・消 1~IHである業
務JIi:トリップについては考l長されていな、、. しかし臼動車トリ yプのうち， ;t.fおふト J)Iフの

占める割合は一般に大きし都市地域においてそれは特に顕著である・そこで本稿では釆川w
トリップと業務車トリップの両自動車トリ Y プを明示的に阿11して考え，各おのにどのような

道路利問者税を認すべきかをみてゆきたい.

以下の展開に先立って，われわれはトリップを次のように挺えておく ζ とにしたい・J;:;己の

治論文で取扱われている乗則市トリップとは，mt~者が臼与釆用車や燃料等の中n\lru をmいて
トリップを生み出し，それをil1i:比して尚足をうるというものであり，本稿における来用部トリ

yプもこれと同じものである・つぎに業務Iliトリップは， i生i主三汗F飢'1;.. i流n庇i任t)通Eの過程で派Ij生1主:的に生じ，

一れ白身としては前1政t防者者.の尚足に

する企業は都酌机}刊|川域の服ざまな場所に叫しているが，九i航おいてはその立地を変更するこ

とができず， したがって業務トリップを他の生~(延長で代替する乙とはできない つまりM
トリップは短期はおいては財 ・サービスのそ.t.底抗と一定の関係で生ずるものと考え与れる・さ

てこのような釆用車トリップと業務取トリップは道路というJUl11の拐で生み山される・ トリッ

プは，それが乗用車によるものであれ，法務)I~ よよるものであれ物理的な去異はないので.こ

-IH 
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れらの合計が道路における総トリップ放を杭成する.け しかしこれらのトリップは経済的には

全く民質のものであるので，それらのHIJにICli栴k別が立定されてもトリップ柏ILの交換は生じ

えない.以上のようにトリップを捉えて社会的最適Iln，rmを巧えると，乗用車トリップと業務ij'

トリ J プの問に，限界t~用価絡を-}~i; として合む広範な以迎価格系を導く乙とができる~)

と表わされるものとする.総トリップ数は乗用車トリップ数と業務車トリップ数の和であるか

ら，それを tとすると

N 

t = L l' +t，(X) (6) 

I モデル
である.またトリップを作り出すには，燃料をはじめとする日.々の消沈品一一中間財ーーが必

注であるが， トリップの単位当たり叫する中間川総トリップ数 tの関数で乗用 II[トリ yプr

業務車トリップともに y(t) とする.y(t)については前 vi:者がN人いて，各m1~者はトリップと他の 111 一般(合成財〉の 2 財から満足をえている

経済を考える.i~ 目の消 'i'l者の合成JU， トリップの前tg1:を各々が，t'とし，彼の効用水iq;

は擁凹で述続 2回微分可能な効用l沼数

u'(xt， t') (i = 1， 2，…， N) 

で表わされるものとする.そして効用問数については

)
 

-(
 

y(t)>O， dy(t)jdt=y'(.の孟0

と仮定する.

乙のモデJレでわれわれはさらに次のことを仮定する.道路規訟は-~であり，交通量も時!日]

を通じてー織で， ピークロードの問題はないこと.また各生産省・，消 i~若は現存する交通i止を

(7) 

35=め>o，Z草川>0 (i= 1， 2， X) (2) 所与として受け取り ，自らが交通filを調整することはできないこと))

と仮kじする.

つぎに社会的に利用可能な針似のははi!fr1].・で R とし，イラ成財 X とトリップを~み出すため

の中間財 Y の2rはがとの資源を用いてa:.pnされているとしよう . これらの財はいづれも競争

的生政名-によって，次のような辿絞で 2日放分可能な化政l則数

X=f(Rx)， 1'>0， f"くo ~ 

E 社会的最適

われわれの問題は

ヱ叩'u'(x'，t') (wl = 1) (8) 

，・l

のような個人のウエイト w(をもった社会的j宇佐|知数を(3)，(ー1)，(6)および X，Yの需給条件

Y=g(R，)， g'>O，ど'く0 )
 

l
 

(
 X=ヱx'

(9) 

のもとで生詑されているとする. ここで f'，g' および f"，g"はれおの j，gの l次将|則数お

よび 2次導関数をぷわしている.ま た Rミと Rγ はX，Y の~I:i1'lにJlH、られる資源fi1てある 31

トリップは釆用車トリップと工務'Ii.トリッフ。か与成るが， 業技*トリップは合成財にl目して

のみ生ずるものと仮定する.“

そして業務車トリップは生産htXのIJJ放で

t，(X)， t，(O) =0， dt，(X)jdX =t'，(X)>O 

Y= L t'.y(t)十t，(x)'y(t) =l' y(t) ~o) 

(5) 

と，資源の需給条件

R=Rx十Ry

の制約の もとで最大にする乙とである.そこで次のラグランジュ関数

N N 

L=:Z w'u'(x'， t() +α.r{玄lt-f〈Rx〉}?的(t・y(t)-g(Ry))

-d

リー(
 

1) トリップの単位は乗用車トリ γ プ，業務市トリップともに共通で 1・台・kmとする. そのさい物理的に

平均的状態の 1台を単位とし，そうでないものは適当な (技術的〉換算を行うものとする.またjft用車ト リ

ップ，業務用トリップを生み出すには，財としては(両トリップともJli位当たり守庇の)lドIW財の投入だけ

を要するものと考えている.

2)本稿で考察する経済は， と犯の」論えが以り上げたのといj織lζ， ーつの(都市地以の)I:/HlI経済である.

そ乙では公共当局が経済についてのあらゆる決定，調盤を行う ζ とができるという first.bestの世界を想定

している.またt!)市地法をとり上げたのは， J'.述。D.Pfl[l]の他lこ， ζ の地域では恒常(J'~Iζ交通混維が存在する

からでもある.

3) X， Y は有限個の同質の企業において生ttされているものとし， (3)， (4)はその集計化された生産凶数であ

る.

4)中間財の生訟に関してえ訪mトリップがなくてもよいJ1llillを;引W:，X;.ffl llïが'IJf目M~I~ I!O也に [J ら赴く ，
といった場合が考えられよう。

イ {t-itt-tf川 +μ-Rx-RI') ω 

を定義する.α.r，的，s.μ はラグランジュ釆数である.品迫化の 1階の条1'1として

x'; w!u'.r +α.r-stt'(X) =0 (i= 1， 2…， N) 

t' 

nu 一一
角

P+
 

1
，J
 

、，Jb'v 
f
k
 

n

u

u

y

 

=

h
l
 

o
u
r
f
t
 

i
「

d

一d

d

的

(i=1. 2，…， N) 

。U4
A
nM

V

A

刻
』
マ

ん比
F

A

仙

v

h

札
Vt 

5)合成財は生産・読通過程での総送〈業務車トリップ〉が伴ってその庁j貨が災担される.そ乙で合成財を{u終

的!と消費過程でとらえるためには，形式的に X=9(R.r.t/)という生産関数のもとで生産されているとも毎え

られるが，既凶ぺたよう l乙短期ではR.rとりの問で代替は生じえない.したがって消費者の効m水継
日合成財峨下された給送の島ζは依存し仏、とすれば，われわれは(3)とお)から出発すればよいζ とになる・
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首1)巾父週糾li'(/)一服J)JIJ)万折

Rx: x ， αrJ' (Rx) +μ=0 
。。

R)， ; ανg' (Ry) +μ=0 。乃

d 
の各式をうる 6) 伺式の!.1D写lの -dl(t.y(t)}はq-'I1U財ではかったトリップの社会的限界t'lJ!1

であるが， 以下ではこれを c(t)と心すことにする.仰， ~t)， (1~から

u'z 
u'， 

αエ

α1/ 

1.÷t'f(X) c(t) ，. J 

の関係をえる. また(16)，。ヵから

g'_ー竺竺γ，，--a'1/ 

の関係をうることができる.

E 主体的均衡

(i= 1， ワ ..' ' 
λり

さて次に消費者とと主版科目の主体的均祖jについてJすえる. 作成財の価絡を

(1~ 

(19) 

P.t とし， rl11lIJM 

の価絡を pvとする.及川市トリップ 1'l't位当たりの税を qとし，来用車トリップの価絡を P

とすれば P=Pvy(t) +q となる. また党結トリップ 1単位当たりの税を q，とし， 業務車ト

リyプの価格を p，とすると p，=pぜ y(t)iq，となる. また賀郡lはニューメレーJレとし， そ

の価格は 1とする.

つぎに消践者は企業に白紙を供給し， また企業の肱式を所訂することによってその報酬を受

け取り， 一方では公共当局に一括税をぷ払っているものとしよう. i番目の消政者の資源供給

N _ 

置は所与で R'(2_R'=R)とし， 中間財を生産する企業lζ対する株式保有率を各彼の合成財，

N N 
おの SZI，Sぃ(ZSzt=l，21Svt=1) としよう・また彼が公共当局に支払う一括税を H'とす

O. 合成財， 中間財を生住する企業の利潤を各おのむ， πν とすれば

M' =R'+Sz(1rz +SI/I町 -H' 2， N) 帥

が第 i 番目の消技者の所得となる 7) 消~~者が所得制約

P.rX'+P t'=λ1j 2， -・X) ezl) 

のもとで彼の効用水準(1)を最大にする

l階の条件は

ヱ:L=之乙
u'， P 

(i= 1. 2， ...N) ω 

である.

一方企業は手IJ潤最大化行動をとるものとし， 合成財の生産者がその利潤

6)社会的ウェイト ωi(i_1，2， '''， N)が与えられると，帥~納式とあIJ約式から各家数について解く ζ とが

できる.

7)企業の玄IJI曹は抹式保釘取に応じて，すべて分配されるものと仮定する.
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π.r=P.rX-ρ"，(X) R.r (l:' 
を1: ~~t f1t Xについて政大にする条{午は

pz-Pfl'/(X)ー (/-
1
)'=0 (lO 

である. また中nlJMの生産おも，，~じくその利刊

乃 =PvY-Ry 同

を~Hi'Uìl: Yについて股大にするものとすれば， その条1'1・は

py一(g-I)'=0 凶

-rある 8)

W 最適税の導出

われわれはII~~と ill 'Y-で社会的最適の条{'I:およびiI'ít'i .fi ・ 'i'. I:i~ '自の:1::体的均彼j条件をそれぞ

;11導いた.そこで本節ではn~で求められた社会il~Jlt}通免 frが主体的均彼jによってuJ点される

ような価r6系を求めるととになる.まず(l~と幼から

u'% 

u'， 
一竺乙 ーl tf'(z)=之三
一 αν c(t)i

L
' 

i;~求まる. つぎに(16)と叫から

/'=一去=FF;iyu)
i~S ;lミめるれ， さらに納と悌かる

g'=一_1:!_=_1_ 
α11 PI/ 

開

悌

同

が求め与れる.例，鈎，~~は P.r， PlI' p， p，についてのj止辿・な{耐拍系をうえている t) と乙ろが

ζ の価格系は一方;でなく，品適価栴系の到;fTをIJえるのである.まず(19)を考慮すれば仰は

p-f+c(t)!' tt' 
.r - c(t)/' 

ω 

となる.倒と帥からわをiI'i:tし さらにも引を考臨することによってわれわれは ρとp/の;Yj

係として

p-c(t)f'tt' 
-g' +c(t)f' t/ 

p/十一一正一，-pyc(t) g' +c(t)J't/ 

を;g.くことができる.
、~ -~ 
'-'-じ

c位f'包ι=1(

g' +c(t)f't/ ハ

8) 1， gに関する仮定かみ それらの逆l対数 11，g-1が/子在し，

。。

(3~ 

(/-1)'=111'， (g・1)'=lJg' となる. で量

‘'‘ 
た利潤極大の 2階の条件については. (.I)からど'[2::"JdY!=g"J(g')3::.0となるが♂πzJdX'=-Ptt，・+FJ
U?  (ま t/，~O ならつねに d2rr:rldX2くO であるが， l，~ 0のときは均衡で p，く1"Jt" ，U')3でなければ

ならない.

9)最適条件をぬたす悩格系としてわれわれは (p.r.p， Pt)すなわち〈ん.q. q，)の集会をうる.ζのさいれ

i立凶かる-~に決めるれる.
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とおくと， (31)は

p=KPI+ (l-K)Pvc(t) 

あるいは税のタームでは

q=Kql'ャ(l-K)Pva

都市交通料金の -fl'it~惇i分析

~ 

ω 
と4り・きおわすことができる. ここで a=(c(t)-y(t)} である. (~において K， Pvc(t)は 4 広

の他であるので， この式は起ii価棉系での瓦f11!Iì.トリップの価~p と ;業務車トリップの価佑

PI のありうべき関係を示している.また帥は乙のことを1bR，，~されるべき混雑税のタームで袈わ

したものである.なお Pv.a=pν(c(t)-y(t)} = pv・t.y'(t)であり，P凶は中間財ではかった社

会的限界政用 Pvc(t) と平均~JH Pvy(t)のZLつまりIjqllJ 111ーではかったトリップの外部1~川

である. 乙の帥の関係を示したのが第 1閃である.

さて i二でみた K，l-Kは次のように符え与れるだろう7tず Kおよび 1-Kの分子と分

母を f'.g'で割って

c(t)t'rJ.ア
0くK= t 1 くl 悶

/ァ+C(/)t〆す

0くl-kz ， f-2 くl 凶
」ー +c(t)t/ーろーf' '~'-" - J g 

のように占き扱える乙とができる.合成財を打'J1~ するには， 1はの生産そのものにかかわる ~VIJ

とその生産 ・ 流通過程で生ずる来訪ヰトリップに fドう ~vn とか必要とされるが，倒的の両式の

分母は作成l吋の消 Z~増分 iこ~するそれらの1~J日の合計を表わしている.つまり合成財の生産そ

のものにかかわる (R:rで，;1った〉設問の増分 1/['と，業務!Ii.トリップi乙伴う (Ryで計った)

社会的'J!1用の増分 c(t)t//g' の合計か合成I~ のilï1~Þ~分の社会的限界費用である. すなわち

同式の K は， ζ の社会的限界t~JfJのうち法務JIi.トリップに|却するt1用の割合を示し，倒よの

1-K は生産そのものに関する 7~用の割合を示している. したがって， この図からも分かるよ

うに， K が大きいほど (l -K が小さいほど〉政過 fiUi~~としての p と PI の差別の度合は小さ

く，述lζKが小さいほどその度合は大きくすることが可能である.

社会的最適のi:t成には所得移転の問題が践されている.特例人の所得は，帥式に示されてL、
るように，資源供給の他にも企業の利制と一括税に依存する./1止適価絡系の変化は合成財を'1-:

1宝する企業の利潤と公共当局の混堆税収入を変化させる. したがって最適価格系の変化は各仙

人の所得に影符を及ぼすが，それは次の仰と(IQとしてみることができる.帥と伺から簡巾な，11・

t7:によって

d-:-::r/dPt= Xt/ (X) -l，(X) 
をうる.乙の式は(5)を考rtB:すれば

l，Hミ0-ぜむ/dpl差O

第5章付論

。ヵ

ω 

152 

都市交通料金の一般均衡分析

第 1図

T Tt 
p 

。 んc(/) Tt 

を;な味する.また公共当局は収支均衡，すなわち

N N 

qVTqん (X〉+EHt=0 M 

のように行動すれば， ω と(3~から

-d三日ldPI=KLt村 I∞>0 制

という結果がしたがう 10) また以上において，最適価格系の如何をnnわず，所得の循訟につい

ては帥，的，伺， ß~から

:EM'=R+π...-1ヤirll-:EH'=ゎX-qlt，(X)""t'Pvy(t):Eti-:EH' =t:rX-+・p1:ジ

，-----------. 

:"¥ I 
俳句. I 

に- I 、¥I 

ぷ，'

1肉質財生産

企業 (X)

_ ; qXt'+XH' 
/ 、、-・昏・・・・・
/政¥

: ¥府 )qX内 q〆μ)+XH'

第 2図

t，(X)' y(t) 

Lrxzpxx-Pf以X)-Rx.:

中間財生産

企業(Y)
--、

勺=んY-Ry

10)伺と例では p，の変化についてのみ考えたが， dp:z/dp，>0， dp/d，ρ，>0，なので，p， p:z の変化lζ関する

π:r， -:EH'の変化の符号も同じである.
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都巾父迎料金2の一般均間分析

の総収入=総支出という関係が成立している，，)

むすびに

ねがわれは乗JfJlI'ト1) :1 プと:足掛JI{ トリップにどのようなιi~混雑碕をdすべきかについて

巧えてきた.その結民自rst.bestの1It界では，来川'Fトリッフ。の11Hir6pと業務単トリップの佃i

椛 PIのnnlこ倒式で不される関係が導かれた.PI>p(ql>q)とするときは PI>P>PvC(t)(ql 

>q.?ρlIa)， PI= p(q=ql)とするときは pj=ρ=Pvc(t)(ql-，c/=pl/a)，また PIくρ(qlくりと

するときは PIくρぐTvc(t)(qlくq<p同)とすべきというのがその怠l休すると乙ろである.つ

まり社会的限界 ~'l用価格をその一部に合むより包招的な伍絡}伊良が示唆された乙とになる・ I泣
jh3iの状態では，間関両式から， .:1長務トリ y プ価佑 PI の増加が fT成nHili .t~ pxにリえるtSt合!ま，

íìH'i トリップ価持 P の増加が px に 与える~合より小さくなっている・ liTlJ トリップの価格が・
社会的限界'!!i用 p，c(け よ う 'J、さいとさ1.;.， 1';-hえJt~の価抑 p. 111に市める輪送t'ttjの;切/?は

相対的に小さいが， ir'j Y' ( fi'にと「てのJdj必条件聞から，Pとメ" U)比はーぷでなければならず，

q;杓両日iでの pz(J Jt近付のため， ;IJnトリップ価略 p.立PI‘こ対して相対灼に大きく， p> 

PIとならなければならない・ トリップ{西出が， ~I:会的限界f.1( 門価砧 P=PI=P，C(t) を必える

ときは ， p の増加二 PI に対して相対 fl~Jに抑制されねばならず，まえとは j主に P<ρf となる・

また均衡における合l吠財のII~tfl • j流通の限界t'i用のうち交通1'ev.コ以める割合 K がノくきい(都

iJjでの交通混雑が大きい〉ほど，Pの増加が pzI乙与えるZe-~f.は小さくなるので， ρf と p の

31主艇の l立合は小さくなるが， ρ の社会的限界質問からの講~u!tは相対的に大きくなる・
以上でみた価格形成原理が成り立つには価格差別の可能性とその窓接が存在しなければなら

ないだろう・ もし価格差別の設定が不可能であれば PI=P=PYCCのであり， 乙の場合は通常

の社会的限界貿用価格形成が示されているにすぎない・究用.1Ifトリップと業務車トリップの問

ではこの価格志glJ(つまり課税の差別〉は可能である乙とは叫にみてきたとうりである・また

価格差別は上にみたように所得移転のさい一括税と補完的に日Jl、られなければならい・
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1m ifj公共交通の.iill'泣

* 6 ~ xrs .1j乏去)!ミう乏 i.WOJ ..lill '昌三'と J‘|ぞ{，llj

はしめに

交通企業と収支制約

11 交通企業の行動と均衡条fl

111 交通企業の行動とJ?生

は じめに

公共交通の料金には ， 資源配分の効率性の見地から阪wt~用価柏原理のj也用が :t怯

tされてきた. しかし，経済的な必条件(所得分配，収支~r;の問題)を考位すれば限界

四用価格原理は必ずしも適当とはいえず，それからの平離が主張される( ( 1 )多聞) • 

とりわけ公企業によって運営されている交通企業の料金を決定するに際しては，百t掠

配分上の t重要性は認めつつも ， 公的主体の財政 a~J約との関係から収支の条件は盈~な

広昧をもっている.

また行動目標の面からみると，公企業は社会的厚生のM:大化(部分均衡分析におい

ては社会的余剰の最大化)をかかげるべきということになるが，公企業としての交通

企業にとってより把握し易く，またより rfi場性をも った他のいく つかの目標も考えら

れるところである.

London Transport は 1975年にpassengermi les の最人化をその符営方針とし

てうち出したが，以後この人 ・ キロ最大化という，より以体性をもった{ì'~目標に i見l

述して，他の回僚との比較，成果に対する評価がいくつかの文献でなされてきた.

(4) (5) (7)では人 ・キロ蚊大化と社会的余剰起大化など他の百恨の成果との

比較，見なる目標による解のー致性なとについて，また 2 )では人 ・キロ最大化の

所得分配耐での汗価が行われてきた.また公企業としての交通企業がとる品目慌に応

して価絡 (運賃〉やサービス水準(車定行キロ)かいかなる水準に決められるかにと

くに焦点を合わせた検討も行なわれてきた ((3) (7)参照，とくに ，3 )で ~11i助

金の極類の差異による彬響も考慮されている). 

交通企業は公企業のみならず私企業であっても強い社会性をもっており，運賃~に

おける規制を受けるとともに，補助金の交付ないしはそれに類する措置を受けている

が，交通企業のおかれた状況からその財政収支については社会的にも iJ12l;:な課題とな

っている. このような問題が体系的に取扱われるべきことはもとより重宏・であるが，

本稿ではこれまでの研究(とくに (3; L7J) も踏まえながら，つぎのようなgJR題

に焦点を合わせて論究してみたい.第 -lま交通企業(私企業と公企業)が収支上の制

約を受けなが，人 ・キロ肢大化なとの4・えられうる代静的諸目標を速成しようとする

とき，価絡，サービスノド棋はどのように決められるか.第二にそれら目肢にもとづい
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て運常された成果を社会的余剰jで評価すればどうであるかということである.とく eこ

犠々な目僚がとられたとき，結果としての価怖，サーヒス水rtllの大小だけでなく，効

率的資諏配分の見地から品大化されるべき指僚として用いられている社会的余剰によ

るそれらのF価はとりわけ需要である.以下では乙の分析目的にあわせて，お要(人

・キロ)は価絡とサービス水準たけによって決まるという， tr. *，1!.なモデルによって展

開したい.

交通企業と収支

ー般にある公共交通サービスに対する需要は社会的晴好，所得水準を所与とすれば，

その交通手段の価格，サービス水準にとどまらず，他の代替的交通手段の価格，サー

ピス水準にも依存する.またそのサービスを供給する質用もやはり〈混雑する道路を

走るパスと乗用車のように)他の交通手段から何らかの影響を受けることはいうまで

もない. しかし以下では公共交通サービスのある部門(ある路線)を考察の対象とし，

そのサービスへの需要はそれ自身の価格とサービス水準にのみ依存し，他の手段のそ

れらからは独立であるとする I】。費用についても同械である.

サービス水準は車両走行キロによって代表され，費用はサービス水準のみに依存し，

それに比例すると仮定する。 8て以上の前提のもとでこの部門での需要〈人・キロ)

を ム総n用を C，価格(1人・キロ 〉を p，サービス水埠を B (車 ・キロ 〉とすれ

ば

x=/Cρ，B)， C=C (B)=cB C 1 ) 

と点わすことができる幻。ここで cはサービス水準である車両走行キロ当りの費用で

ある。なお需要関数 fに関して

3t=ん<0， 義=1.>0 (2) 

と仮定しておく。

さて交通企業にとっての収支(利潤)は

ρif(ρ， B)-cB=G (3) 

によって表わすことができる.もし G>0なら黒字，G= 0なら収支均等，そして G
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ぐ ρなら赤字である.ここで，資本質問のような回定的費用 Fを考産すれば(3 )で

p f (P. B) -c B = G -Fとなり単純に収支をシフトさせるだけなので，以後 F

を明示しない。(3 )式で示される収支の関数において Gを一定の値にしたとき

dρ c-PIB Cームん._ t_ " r 
万B=7宇芳t - x(l宇"0・ ヮー王 J， (4) 

となる。したがって(2 )の仮定から(3 )は Gの峨々な値に対しては凶 lのような

閉じた等収支線として示されるだろう。これらの曲線はサービス供給の限界費用 cと

その限界収入 p f Bが等しいところおよび η 一lを境として傾きが変化する。また内

側の等収支線ほどより大きい Gに対応しており ，G3ぐG，ぐG1となっている J) 0 Gの

絶対的水準は当dサービスへの需要と供給自用の度合に依仔する。つまりある価格 p

とサービス水準 Bの組み合わせに対して収支が鼠大であったとしてもそれは必ずしも

正の値である保証はない。例えば過疎地域を広る路線ではどんなに収支 Cを大きくし

ようとも黒字 G>Oとすることはできない場合が多い。またいかなる場合においても

図 lのように等収支線が閉じた形をしているわけではなく，サービス水部の増加によ

る限界収入 pf 8がその限界費用 cよりもつねに小さい (pf B ぐc)ときは等収支線

は右半分の形状だけしか示さないであろう。以後われわれは得られうる最大の収支

(利潤〉が正である場合について考えたい。また等収支部長のうち問題となるのは石下

の 4半分であるり。

図 1

ρ 

"ん、、(" Iゲ".<c

。 タ

以下この交通サービスの需要に関しては，つぎのような仮定をおきたい。(I )需

要の価裕弾力性は価格が高いほど〈絶対値で)大きくなる。つまり δη δpぐ O
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( 11 )需要のサービス水徹に対する変化はその水準が高くなるにしたがって下がる。

つまり t7f e/ t7 B = 1 BPぐ o(111)サービスに関する限界価値生産性 p f eは価格が

高くなるほど小さくなる δ (p f 8) δp=f8(1+P/f8・a18/δp)くん

これは価格が高くなったときサービスの限界価値生産性は下がり， 1 %の価格上封に

対してそれは 1%以上下繕することを怠昧している。これらの仮定はあらゆる p， B 

について成立していなくとも，当該領域については妥当しているものとする。

H 交通企業の行動と均衡条件

交通企業が以下の目的 (a) - (g) を達成する場合の均衡条件とその結果として

の価格・サービス水準を求め比較してみたい。 (a)- (c) については私企業とし

ての交通企業の目的と考えられ. (d)-(g)，は公企業としての交通企業のn的

と考えられる。

( a ) 利潤最大

maxzα=max{ρ'/(ρ， B)-cB) 

( b) 平IJ潤最大 利潤率iこ制約

max Zb = max {TI (ρ， B) -cB} 

p'/(ρ， B)ーCB -
CB 25α(ん〉

( c ) 利潤最大一輪送置に制約

max z. = max {TI (ρ， B)ーcB}

s.l. 1 (ρ. B)孟x ()..) 

( d ) 収入最大 収支に制約

max z4=max TI (ム B)

s. t. ρif(ρ， B) ーcB~δ(ん〉

( e ) サービス水準最大一収支に制約

max z， = 1nax B 

s.l. TI(ρ. B) ー cBミ~G (ん〉

第 6ぐt
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(6) 

(7) 

(8) 

(9) 
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( f ) 輸送日必大一収支にfUlj約

maxz/=max/CT， B) 

s. l. ρif(ム B) ーcB"?;δ (~/) (10) 

( g) 社会的余剰最大一収支に制約

mmz，=n10《EBE/(t，B)dt+が(ム B)-cB} 

s， 1， ρ，1 (ρ， B)ーcB孟ご (七〉 (11) 

ただし IC予(B)，B) =0 

これら (a) - (g) の最大化問題において解は一意に存在し，また最大解では制

約が生きている〈等号で成立)ものとする。またカッコ内の A1>-λgは各最適化問題

の制約式に関するラグランジュ乗数である。均衡条件を順次みてゆくと(a )につい

ては

(a') 
x (1+の=0

ρifs-c=o 
(12) 

となる。(1 2)式はつぎのようなことを怠昧する.つまり価格は需要に対するその

悌力性 η=一 1となるように，またサービス水準はその限界収入が限界自用 cに等し

くなるようにそれぞれ決められるべきであり，通常の独占金業の行動と同じである。

図 lには η1ー lとP 18 = Cをみたす線が号|かれているが(a )の解はこれらの交

点で示される。

( b) は

(1-).6) x (1+心=0
(b') _ 

Tls-c=んαc/(んー1) (l~) 

1・=古美6>0

となる. 盃はフルコスト原理を採用したときのmarkup率に相当する。価格に閲するM

迎条件は(a・)と同械で価格弾力性 η= 1となるように価格を決めるということで

ある。一方 0<AI><15
)から p f 8 - C ぐ Oであるので，サービス水準は無制約の利

潤盛大の場合よりも大きくなっている。一般に制約された報酬率奇が低いほと利潤も

低くなり，価格が低く，サーピス水準は高くなると考えられる UO

つぎに CC) については

~H 6章 161 



都市公共交通の運営 都市公共交通の運営

X (1+η) = -).c!， 

(c')ρん-c=-).clo 

).c =一号1，，>0

(14) 

支上の犠牲の比率を芯味しているとがわかる。

つぎに交通企業当局の目僚としては比較的把促しやすいと考えられる輸送惜の故大

化である(f )の均衡条件は

となる。一 λ<[p>O，一λc[e< 0であるから， (a)の場合と比べると価格はよ

り小さく，サーヒス水準はより大きくということになる。また，課せられている輸送

毘云が大きいほどえられる最大利潤と価格は一層小さく，そしてサービス水単は一層

X(l+守)=ーん/ん

(f') ρん-c=-10/).' 

ん=一発↓>0

(l7) 

rf6くなる。

このように交通企業が民間企業である場合は，制約〈規制〉によって企業の利潤は

抑制され，価格はより低く，サービス水準はより大きくなることがわかる。

交通企業が公企業の場合，いかなる門的のもとに行動するかは議論の分れるところ

であるが， (d)-(g) をとり上げて検討してみる。まず(d )については

である。 ip/ ベグ>0， [8/λ f< 0であるから，価格は η>ー lとなるように，

またサービス水準は P [e - C ぐOとなるように決められるべきマあることを志味する。

( 1 7)式から C-p[e/X(Jチグ) = -[@/["となるが，左辺は(<1 )か占等

収支線の傾きを，右辺は後出の(2 0 )から等輸送量線の傾きをそれぞれ表わしてい

る。つまり均衡では等収支線と等愉送虫線は接していなければならないことを意味す
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最後に公企業の行動目的として通常とりあげられる社会的余剰の最大化(g )につ

いての均衡条件は

ゐ=ー器1;;>0

となる。 -c/(l+λρ<0であるから，収支を増大させようとしたときの収入の

減少分の比率え dが大きいほど企業はサービス水指 Bをより小さ くしていることがわか

る。また価格は，需要の価格弾力性 η=-1になるように決められるべきであること

を意味している。

( e )のサービス水惜(車 ・キロ)最大化の条件は

X (1+り)= -TI，/).c 

Sn+Tln-c 
(g') Tlo-c=ーら=-1"τ).1 (18) 

s一初u々d
 

B
 

F
J
 

p
a
E
E

・E
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u々ハU>

 

h
官

、，A

ん=-3き↓>0 (16) 

である。 p [p/ペo>O，-58/(1 炉ん〉ぐ Oであるから，やはり η>-1， 

p [eぐcとなるように， p， Bが決められる。また C-p [s/ X ( 1 -+η) 

( 58チp[p-C)/p[pで、あるから(11 )と(1 9) をA考慮すれば，均衡では等収

支線と社会余剰の等{直線は接していることがわかる。 Sは消費者余剰jであるから，

( 1 8)式はサービス水準の増分に対する消費者余剰の増分 58か大きいほと Bを大き

くし，収支を増大させたときの社会的余剰の減分比 A 11が大きいほど 8は小さくすべき

ことを意味している。

以上 (a)-(g)の均衡点を q =(p ， B )  (i-a， b，……. g)という

ベクトルで表わすことにして， これらを図示すると依12 ，図 3のようになる。なお

んx(1+η)=0

(り がBーc=一÷

である。(e' )は(d' )と同じ条件を示しており. (15) (16)で第 2番目

の式の右辺はいづれも，均衡において~î. ・ キロ(または収入〉を増加させるための収
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(d)--(g) において Gはすべて同ーの値であるが， この特定の Gについては， G 

〉 ρであれば黒字の収支が課せられていることになるし 0=0なら収支均等以上，そ

して Gぐ Oなら，ある赤字額 G以上の達成が課されていることを怠味している。なお

図 3で(c )に関しては最大の利潤がGになるように xを決めている。また， この区|

では qfが qgより右上に位置する場合を示している 7】o

図 2

ρ Z， 

可ハゾベ

Z~ 

Q~=q' 

C 

。
8 

図 3

ρ 

。

2， 

(; 

8 

以上結果をみると，単純な利潤最大(a )の場合は価格水準は最も高く，サービス

水準は最も低い。利潤率に制約がつくと通常の場合ではサービス水準が(a )と比べ

て高くなる・1。しかも仮定(111 )によって価格も低下する。収入最大(d )とサービ

ス水準最大(e )は閉じ解となり，制約された収支 Gの中では最大のサービス/1<準を

もたらす。一方輸送量最大(f )と社会的余剰最大(g )では (a) (b) (d) 

( e )と比べて価格はより低く，サービス水準は昼大より低くなる。つまり収入やサ

ービス水準が最大のときよりも，より低い価格とサービスのときに蛤送虫，社会的余

剰はより大きくなるということである。また輸送量の一定水準(最大限 xがもたらさ

れるような pとBの領域〉を制約したうえでの利潤最大問題(c )は(c' )と(f 

， )から明らかなように， (f) と双対的な関係にあるといえる。なお(f )と(g ) 

の関係は次節で検討したい。

価格 pとサービス水棺 Bに追加的な制約，例えば， p$p， B主8を課することに

よって，これまでみた結果を変えることもできる。

111 交通企業の行動と厚生

本節の主題は，交通企業が (a)--(g)の目的にしたがって行動した場合の結果

を社会的余剰の大きさによって評価することである。社会的余剰 Zgのある値について
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の等{直線は

dρ| 一_So+ plo-c 
z〓ze- --P万一一 (19) 

となる Z9の等{直線の傾きは(1 9)から S.千Pfl! ミcにしたがって dp/d8

I ..~O となることがわかる.また， d zsご p fpdp+ (Seチp fe-c) dB  

から，pを一定として S8チp[8> Cのときは Bが大きいほど， S8+pf8ぐcのと

きは Bが小さいほど，それぞれ社会的余剰 z"の値は大きくなっている.一方輸送量ふ

のある他についての等輸送暗線の傾き

ん
す一一p

一B

d
三，
d

(20) 

を (1 9) と比べると

図 4 図 5

ρ 

5.= ('、

5.=c 

、、、1

S.+P!，，=c 
C 

。 。
8 B 

!!_.立|一五立I=-A-(SB-C) 
aB IZf - dB 1Z9 ゑん

(21) 

が任意の (P. B)について成立する。この (21 )から

，dp 1 .-，，:.r}_ρ| 
5B這c ならは百lz戸百Iz~

(22) 

の関係が成立している。 したがって以上から z，の等輸送量線と z"の等協線を図示
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すれば関 4のような関係になる・。

(f) (g)の解 q'， q oが S8ぐ Cの領域にあれば dp/  d 8 I Z oとなっている

ので. (f) の解 q'においても当然、この関係か成りたっている。等収支線Gの性質を

考えれば q勺ま q'より左下の}j向にあり . q oぐ q'となっていることがわかる。この

場合は図 3に不されている. S8> cに解があるときはこれとは全く逆の状態となり，

q o> q Fで qoは qfの右上の}j向にある。これを示したのが図 5である.また解が 5

8= C 1にあるときは，収支制約のもとでの輸送需最大解 q'と社会的余剰最大解 qoは

一致するが，これは(f )あるいは(g) の解で投資 Bの追加的 l単位当りの白用 c

と消白省余剰の増分 S8が等しくなっているなら， (f) と(g )解は一致しているこ

とを怠昧する。

(f) (g)の解におけるお安の価格弾力性を η (q ') .η ( q O) とすると，均

衡条件 (17) (18)のそれぞれ第 i毒自の式から

ワ(ql)=一二主ι.仰 1)=ニム
l+}./ρ1  +}.， 

(23) 

となる 10)。考察中の領域では等収支線上で右上方ほど (p， 8)が大きく価格弾力性

の絶対値も大きいので， q'~qøは |η ( q ') Iを |η(q O) Iに対応している 11)。

したかつて(2 3 )から q(三q勺ま λrP三λ，と対応していることになる。すなわち，

収支制約 Gを 5からLlGだけゆるめて e-L1 Gにしたときに増大しうる輸送量LlZ f. 

社会的余剰LlZ oについて，均衡で輸送虫増分の価値額が社会的余剰の増分よりも大き

い，つまり pLlZf>Llzoならば qr > q 11となっており輸送力最大(f )の解は社会

的余剰愚大(g)の解よりも右上方にあり ，pLlzrぐLlZ gのときはその逆である o

pLlZr=LlZ
Ilのときはそれらは一致する。そして λ(，A o はその値が大きいほど価

格弾力性の絶対値は lに近づくので. (f) ， (g)の解は収入最大(またサービス

水準最大でもある)の解に近づく，いいかえれば p， 8の水準がともに高くなること

がわかる。

つぎに他の q'， q~. qへq'を社会的余剰の大きさで評価するとどうであろうか。

まず q'> qllのときは図 6で示されるように. q 11についで q'が高く q'= q Iがそれ

につぐ。また q'， q ~では社会的余剰は小さくなり. q'の場合が最も小さくなってい

る。それに対して q'ぐ q11となっているときは図 7のように qllが q'より右上にある

ので qfと q1 = q'の場合の社会的余剰の大小を直ちには決められない。しかし，

それらは q'. q bの場合よりら大きい。また q•の場合が最も小さいのは前と同械であ

る。一方 q'= qllのときは，これらについで q'=q'，qT， q'の順になる 12) 0 q' 

_ qllを輸送f立に関しでも同械な方法で評価できる。ところで以上では社会的余剰の等
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値線 Zoの右上りの部分に各 q'_q fがあることを前提にしていたが，右下りの部分に

それらの一部がある場合には q・_Qrの評価は変わってくる。しかしこの場合 p r 8チ

S8ぐcにそれらの解が存在することになり，係めてゆるい収支の状態(大嶋な亦字が

認められて補助金が与えているような)で事業が運営されていると考えられる。

図 6 図 7

p p 

Z， 

Z， 

。
B 
。

/J 

q' > qllとなるのは(f )の等輸送量線 ZIが (g )の等{直線 Zolこ較べて相対的に

傾斜が大きい場合である。このことは書い換えれば等しい需要置のもとで pとBを変

化させたときのその比率 dp/d8 :，が，等しい社会的余剰のもとで pと8を変化

させたときのその比率 dp/d8':1l1こ対して相対的に高く ，かなり低い価格の水準

で dp/d8 .fく dp/d8 :oから dp/d8 :r>dp/d81:1lに変わると

いうことである。 q(ぐ qoではこのような関係の変化は，前者と比べてかなり尚い価

格水準でみられる。

このような相違は需要の性質に大きく依存する。 q'> qflとなるのは，サービス水

準 Bの増加による需要の変化〈需要曲線のシフト〉か高い価格水準におけるより，低

い水準においての方が相対的に大きいことを志昧する。いいかえれば，吋該する交通

サービスに高い限界評価を認めている人々の万が低い限界評価を認めている人々より

も， Bの増加による限界評価の噌加が相対的に小さいということである。これは qf>

q9の場合. q'， q 11が S8ぐ cにあり.消費者余剰増加への Bの貢献か相対的に小さ

いところに解があることにも反映されている。 qfぐ qflとなっているのは高い限界評

価を認めている人々にとって，サーヒスの増加による需要の変化が相対的に大きく，

S8> cという消費者余剰増加への 3の只献が相対的に大きいところに解があるときで

ある。いずれの場合でもサービス水車 8の増加による需要の変化が大きいほど，解 qf

qllにおける p， 8は高い水準にあり，それらは qI = q'に近づく。そして S8=C 

に近くなるようサービス水準 8が決められているほと ， q fと q11は近い関係になって
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いる 3)。

公企業としての交通企業が.ある似文制約のもとでの姶送jd 人・キロ;最大化の

円棋を述/Jxしたときの結果 q'は. IriJじ収支払IJ杓で社会的余剰の最大化か凶られたとき

の結果 qKc-以上のような関係をもつことがわかった内

おわりに

交通企業が.公合x.あるいは私合業として何らかの円燃をif成しようとするとき骨

その結果を資源配分の効率性，いいかえれば什会的余剰の大きさで評価すればどうで

あるかという問題に封、点を当てて論じてきた 公企業としてより具体性をもった U加

である輸送泣最大政策をとった結果の qfは，社会的余剰j比大の結果 qKと比較的近い

関係にあり.一致する場合もあることがわかるか，それは ;:) ;ゃ 7 でのシュミ

レーションの結果でも桁唆されている.交通イt:tの諸日牒したがってそれらの結民の

すべてを村会的余剰によってl胴体づけるにはこれまでみたように語長と費用の性質に

関するいくつかの仮定を要するが qiと qJのnuの以上でみた関係は比較的少ない似

定のもとでもいえる またこれまでの議論では乗矧車とパスの相互関係〈外部性)や

乗用市への岐適課税がなされてないことによるパス料金の限界費用価4れからの事離と

いったような次善の問題( : 6 著書照J には触れていないか，これらを考慮に入れる

なら • Jil適な価格およびサービスの水準は変児されなければならないたろう。

イギリスでは 1・98 6年から地域パス (localbus scrvicc)の脱制緩和lによって.

参入. ~t1.路線設定など経済的な l而での伝動がほぼ白山化{届け出制)されるとと

もに.補助金の交付は常利的に運行されない路線に限つての入札制になった.その結

果.中小の都市ではミニパスによるサービスノ主権(8 )が榊加し l単1i).1<唯も規制緩

和後L千ドがった.逆にミニパスを導入しにくい大都市地域では.サービス水準は低

下し.辿・11は大幅にトケfした.それまでは補助金によって収支のフロンティアを拡人

でき(例えば図ー lのG3) 向サービス ・低iill行政策をとることができたが，今日では

収支のフロンティアは中側に移動し(例えば G:) .手IJJfj占の便益も低下したとJ5・えら

れる.

:注1

I )他の了段の価枯.サービス).1<~~f' を考慮に人れでも同憾の分析ができる。

2 )サービス水車の指掠としてはilli転凶数，頻度，速度，快適性. ~ょ=全性など保々な

ものが25えられるが.これらを 1Ji.r，f~ 走行キロて代表させている 考察の期間では車両
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はIIJ変的としている 本舗で玲じる交辿サービスはノ〈スにより妥均すると辺、われるが.

その場合路線についてもやはり司変的とみなせるゼろう 。またftJtlについてはサービ

ス水冷に対して逓噌的.iffi滅的な場介も~・えられるか、このように一定としたのは問l

m化のために他ならな~¥ 0 ~'，，'i ~については輸送人か愉jb人キロかでち然災なるか，こ

のことについての立ち入ったぷ請は本怖では行なわす¥向布の11日係についてのお Fの

コメントは文献 8 J を挙げることによって代えたい

3 )これは dp=Oで dR>O(dRぐ 0)なら P(11)('のとき dG>O(ぐ 0). 

P (Bぐ F のとき dGぐo(> 0)およひ dB=Oで dp>O(dpぐ 0)なら(1十

η) > 0のとき dG>O(ぐ 0). (1 +η) ぐ Oのとき d(;ぐo(> 0)であるこ

とから容易にわかる 0

tl )等収支線の左半分ては p (B> ('となっていて.企業にとっては Pが・1じでも Rを

品めることによって収立を改善できる Cをより大きくできる 領域である また打

|ュ 4下分では丹が一定でも pを下げることによって企業は収立を改善できる IjiJ n手に

これらによって消費者ーの状態をも改刊できる したがって交辿企業の行動を社会的に

J価する場合には右下の .1、ド分の領域について考えれはよ L、。 しかし現尖には交通{[;-

:tが (p. B)についてこれ以外の領域で運営されている場合も巧えられようのなお

収支の関数(3 )については本文の (1) (11) ~II I)を{&.記すれば.その等収土線

は闘 lのように Fに凸の形状となる これは収立のl則数がQuasI . conca¥'cであること

を仮定したことにもなる

5 )文献 (9 参照

6 )利潤率M.大の解は η 1. p (f-c=G/Bにあり • G> 0のとき利潤般大の

解より価格は尚く.サービス水準は低い

7 )収入|則数について等収入線p((p.B) R(Rは一定flif)での傾きは dB/

dp R- "， (1-η) p f 8である また dR=x(l-η) dチp (r.d Bであ

りdp=O.dB>Oのとき dR>Oであるからて刊文人線はl刈2の形状となり有βーほ

ど I~H、収入をぷわす また等輸送:11線 ( (p. B) ，xはup/d B=-(H/んで

あるが.仮定から図 3の形状をとる 等輸送量線は布方ほと向い水準をふわしている

ことはいうまでもない ち収支線は Cが小さくなるほど右方に位凶するか.その頂点

において • Rはつねに地加し pは o (p (8) / o p至 。に比、じて増加，不変，減少

する内図 2. 3では仮定((11)のように o(p()/opぐ Oの場合をボしている

8 )利潤7事故大の解では.i&定のように maxχ ，> 0なら q汁こおけるよりもサーヒス

).1< ni鳥Bはさらに低し、

9) S p= ('の線は o8r/ a BぐO曹 O 8 f</ δρ ぐ O と~.えられるので. (:;(1のように

右下りとしている
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10) (17)， (18)における pに|則する均衡式は各々グチλ(p ( 1 +η) =-0 ， 

(!+}，，) ( l ~ η ) = 1とかくこともできる

1 !) -般的にはこれが成江する状況にあるが， θη / θB~O を仮定すれば1 分に

いえる

12)q'ぐ qJ(の均合で. 1!1{制約の必入手IJ潤額から人きく事離するように利潤率 αの

が低くよ先制され ((;> 0で αが非常に小さい数)， 且 b;の解 qtか;tiJ約 Gにごく近い

か， (うより:(1 )Jに(r紅するI結合や， αがJI'，:i¥'に高くて qb=q8となる場合にはこのよ

うな付会的余剰の大小関係は q/Jに関して亥史を要するだろう しかし経済的に適度な

利間取の規制iをliij従事とすれば qbは qaと収支制約線行(つまり qd = q e) の間にあ

ると与えてよいだろう。

1 3 )所得分配は所与として誌冷している
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大都市と交通

大都市交通の版関

大都市構造と交通

都市の成長と交通

むすびにかえて

I 大都市と交通

大都市交通の発展を何等かの法則性のもとで尉定することはかなっ大まかな側面を

伴わぎるを得ないが，都市発展過担におけるその安は，経済，社会，技術などの治安

悶と密接な関係をもっといえる.tllj速鉄道か登場する以前から，大規投な人口と市街

地を形成していた大都市ロントン，パリ，点以なとでは今日でも中心部に I0 0 -2 

o 0万人に及ぶ大町のぼ用の場をもつが，都市が地理的 ・空間j的に展開してゆくため

には，それに見合った泌度と輸送ノJをもった交通手段の存有か不可欠である. トムソ

ンのいう強都心構造 (St rong-cen t rc)をもっこのような大都市では， rt，し、吉fI近傍での交

通密度か傾めて高くなるため，必然的に高述鉄道を中心とした公共交通の利用が主と

ならざるをえないけ.また大宮 ・尚i卓の輸送機関を前提として，始めて強都心構造か

成り立つわけでもある.高速輸送機関を持たぬまま大都市としての発展を虚げるため

には，例えばよ海のように，都市の地理的展開が抑制されて，狭い空IHIに傾めて高荒

皮の居住:を形成せざるを得ない.

ロスアンゼルスは自動事交通をljJ心とした都市崎造が形成されているが， トムソン

はこれを完全自動車利用構造( rull-mortarization)と規定した.ここでは大鋭校な

都心といったものはみられず， J信用も都市内に分散して市街地面積も広い.都市経済

学のモデルでは，原用が都市の中心 (CB 0) に集中されされることを怨定している.

このとき自動車交通に依存すれば，中心部に近づくほと道路比率は上昇して，最もrtJ

心に近い。ところでは道路が空間の殆どを占めることが示されている幻.つまり個別交

通機関のn動車に依存する限り，強都心構造の都市は存花しえないことが煙論的にも

現実的にも示唆され中心部に雇用が集申する.

クラッセンは，都市閤の発展j品特における段階説のなかで，それに対応した交通の

変化も示している ω. 都市が周辺から人口を集める絶対的架rjJ期には，経済活動及ひ

人口の殆・とか中心部市内にあり，交通流動も都市内で完結する. しかし日{主の面での
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郊外化が始まると， dsml付の流動に加えて，交官外からqJ心部fIjへの交通も設要性をも

って くる.やがて中心部市の人口が減少を始めると共に，郊外での人口及び雇用か増

加して，都市凶における郊外の地位があがる.このとき流動は，郊外相互間や中心部

市およびその悶辺から郊外への流動のウェイトを出めることになる.交通施設の整備

もこのような都市発展の方向に合わせてなされてきたし，またその交通体系を前提と

して都市は一定のサイクルに沿った歩みを続けることになる.If;j速の交通機関なしに

は郊外化はi並行し得ない.

このような都市出造の変化に伴う交通信要の変化，およびそれへの対応は，都市交

通政策における主要な出題であった.

アンターソン (Anderson，A. )は生産 ・消費の宅問的配rnと，それに伴う人と物の流

れのシステムであるロジスティックスに注目し，庇史的にこれまでいくつかの大きな

変/(i.があったことを指摘する‘¥それぞれのロジスティ y クスに対応して，支配的な

交通機関が(J孔し以返するといった交通機関のライフサイクルがみられる .地域間交

通では辺倒，鉄道か，また都市内交通では馬車鉄道や路面nnnがそれに相当する.彼

によれば，現世代は第四世代にあり，ロジスティ y クスにおいては情報の流れが重要

な意味をもつようになる.情報化社会では，人 ・物の流れからみた都市交通需要は相

対的に低下してゆくのであろうか.軽薄短小化，適時愉送の進行する自動車貨物輸送

おいてらこのような市実を観察することができる ω.

以下の諸節では，都市発展のプロセスと利用吋能な輸送技術.都市構造およびその

変化のライフサイクルと交通の対応といった観点、から大都市交通をみてゆく .そして

都rli発展における点京 ・大阪の交通の変貌を世界の大都市との対比で捉えられること

を試みたい.また点京 ・大阪の都市開競合についてら，交通の側而からみてゆきたい.

1 1 太郎IIj交通の展開

( 1 )路i回交通から地 F鉄へ

交通の発展は，その時代の交通手段を規定する妓術的安比jによる.陪上交通では，

長期に亘って人力及ひ馬力を用いた交通手段か支配的てあった.蒸気機関の発明は，

動力全般に画期的変革をもたらし，生産部面で・の効率化を推進したたけでなく，蒸気

機関車への適時jは大吐かっ迅速な陸上交通の革命をもたらした.初期的には地域閣の

輸送に ffl~、られていたが. 1 9世紀半ばを過ぎると都市交通にも登局する.ロンドン

は 19伊紀初頭には既に人口が 11 0万人に述しており，その後 19世紀半ばの 18 

5 1年に 27 0万人， 1 8 8 1年には 470万人， 1 9 0 1 年には 660万人へと，
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.2j敢な膨張を続けた. 1 8 0 0年代半ば過ぎまでは， !ttllmした人口は主として都市内

に届{主し，経済活動もほとんどがそこで行なわれた. したがってそれに伴う交通信安

ら明人し，人，馬の他，馬力による乗合パス ・軌道パスが交錯してロンドンの路面交

通は許しく混乱する.この頃は路面交通による輸送の限界を日していたと考えられる.

こうした中，当時利用可能な動力である議気悔関Hiのl米iJIになる地 F鉄が開業したの

が 18 6 3年である .つまり，ロントンでは内撚機関や?u気を動力とする路面交通か

発述する以前から地下鉄が登場していたわけである.部ili鉄道の開通により，人々の

同作地は広がってゆくが， 1 8 8 0年代になり加減必に侵れた'lU車が登場するに及ひ，

~米は部rli交通に馴染みにくい蒸気鉄道は安を lf~ し てゆくとともに，地ド鉄網がI~、速

に拡大する.

ヨーロッパの大都市バりも， 1 9 世紀に六割~rlJであった点は共通である ， 1 9世紀

初却に 55万を要したパリの人口は，その後 1850年に 131万人. 1 9 0 0年に

は33 0万人へと増加をみる. 1 8 7 0年代にはハりでも地下鉄が計画されたが，計

両をめぐる様々ないきさつから遅延を毛ね， 1 9 0 0年に初めて路線か開通する. 1 

9 1 t1年にはたちまち 92kmが，そして 1938年には 15 8 k mと F 今世紀始め

の 15年間に，現症の地下鉄システムの主要部分が完成されたのである“ J.ちなみ

に地下鉄完成前，パリの都市公共交通機関輸送人民は 1890年には，パスで 11 5 

百万人，軌道が 138百万人あり，人口出叶[)の続いた 20 年後の 19 1 3年にはパス

と軌道で 73 6百万人，地下鉄が467百万人という，今 Hとさほどかわらない大き

な故に述している. これは地下鉄道行の開始だけでなく，オムニパスと軌道の動力か

応から，内燃機関 ・電気へと置き換えられ，部巾内交通に革新がもたらされた結果で

もある 1')

ロンドン，パりに比べると都市発展の開始は遅かったが，アメリカの大都市ニュー

ヨークでも問機のことがいえる.中心部マンハッタンでは 1790年には 3万人であ

った人口が， 1 8 2 0年には 12万. 1 8 5 0年には 52}j， 1880年には 11 6 

万，単に 20世紀に入り 1900年には 18 5万人に述した.ロンドンに比べるとは

るかに j見伎の小さいニ A ーヨ ーク(マンハ J タンたけとると尚密度ではあった)でも，

1 8 6 :3年には既に蒸気機関による高架鉄道か開業している.そして技術上の導入か

吋能になる 1890年代には次第に電車に置き償えられてゆく .ニューヨークは西欧

の都市と比べると後発ではあるが，このような都市でも，当時の利用可能な交通機関

の技術を最大限用い占れていることかわかる.その後 19 0 t1年には地下鉄か開業す

るが，およそ 380k mある今日のニューヨーク地下鉄網は，開業後{宝か 30年余り

の 19 11 0年までには，ほぼ完成していたのである.この点パ')の地下鉄網発展のぼ

史と似ており，技術と需要にマッチすれば短期WJに似発的発展を遂げる交通機関の特

173 

第 7j';t 



点以 ・大阪の都市交通
u!忠・大阪の都市交通

E誌をみることができる.都市内交通網の繋仙は. íl~ '~迫随的ではあるが，地下鉄を中

心とした尚速鉄道の整備は都市にー庖の地閉的拡人を可能にした.

これら大都市では，その後も全体としての人[J.tflは続いたが，中心部人口の減少，

kii用の停滞がある反面，郊外部でのそれらの附加.iJ!には都市脳全体の後退という.

邸ili成長のサイクルにしたがった展開がみられた.人("Jと経済活動が拡大した郊外で

は，主として自動車によって交通需要が渦.たされる.また成熟的段階にある中心部で

は，それに対応して，交通需要にも変動が少ない.マンハッタンCBDへの終日流入者数

は， L 9 3 0年に 296万人であったが， L 9 8 0 年でも 306h人と，この間殆ど

変化はない.またロンドン中心部への 7-8時の流入将絞らおよそ L1 0万人程度で，

ここ 20年間ほど変わらない. 【表 l】は 3人間Hiの地ド鉄輸送人口を示している

が， 1 9 5 0年から今日までの長きに亘って大きな変化はみられない.これらの都市

では既に，輸送のピークを経過しており，都市の発展にあわせて地下鉄輸送は成熟期

にあるといえる別.

日本の都市交通の歴史は西欧の大都市に遅れて始まる. しかし交通網の発展は比較

的速く進行した.なぜなら日本で大都市内交通符援が膨張期にあったとき，路面電車

を始めとして幾つもの交通機関か最初から技術的に利用可能であ ったからである.技

術的にいずれの交通手段でも利用可能であるな主ば，都市の発展のプロセスでその規

技に対応した交通手段が導入され，人々も移動に適した手段を選択するであろう .そ

れを示したのが 【図 i】である. 1 9世紀半ばのロントンの都市規模からは，都市

出述鉄道への導入が必要であったが，当時そのような技術が序在しなかったわけであ

る.また技術は存在しでも，経済力からそれが不可能なこともある .例えば，大都市

1:海では吋然大量輸送機関が導入されてしかるべきであるか いまだに経済的制約等

から尖刻されていない. この場合路面交通が中心となり，移動距離の面から人々の居

はは空間的にごく限られた地域で高密度に展開し， líl~ d'iの交通は混雑が著しい.

【表一 1J地下鉄紛送人H (1IlIif.; 1∞万人)

!Ii次 ロンド/ ニaーヨーク ，、. 
リ

1935 461 2，047(30) 778(38) 

1950 695 1.681 1.1ω 

1955 676 1.378 1.167(57) 

1960 674 1.3-45 1.213 

1%5 657 1.363 1，245 (66) 
19711 品12 l.l07 1.177(71) 

1975 601 1，078 1.050(78) 

1980 559 1.038 1.317 

1985 724 1.∞8 1.177(81) 

11 ) IIIAIの織.&.61で.lt下イ.側のかツ:>Il， 'J<側年次と )'4なる場~を市 1'.

111111) ..ンドンIl()Cl'・rlmcntof Transport. TronrtOrl SI"I;'I;" 0"，，1 D円;1";..，III¥1S0による.:'"
，-? l.t， Ncw York City Tr.nsit Authority (NYCTA)腐れによる.バ，.，1(1，本氏、l'rr.~，lí Jl! 

.r;~ 兄作 副1iJ， 1987年に， 1980lfoの*'fliJon<'s Urb，，" 1'r"，，，仰 rlSystt...， 1982による.

r.fl i! i 交通における交i厄刊をの;~Lよ:~u UlI のI!!{念t~J

~':， 

M
門
川
再
試
崎
町

111. 
jfr 

トリヮプf1õ~J
i宜

111111) /011"， {t .~"f角!~制 ~( r，t < hかる ~lliの 50t必A ~. ょうせい， I'IH揖'I.tり1"椛.

【表一 2】 ;，uo'j，)J. ;泊・下流動行政一1930W
υll(な:1.ω()人}

{f~ 7j'および通乍ι
ll!!iJ iI~開f {也dil王町 1流Ji動11'II{HlJ r.r.，Ji ~Hê人 IJ
Hへ HからJ.r:tlll!!ベース 従来J也ペース

一一一
):~ 2.071 1. 295 1，597 229 (39) 531(311) 19C1 

m II~ (.211 )1¥ HS 12( 1(，) J7( 10) 2f， 
f， '，Ij 11¥ 907 519 532 M( 3) 76( 16) 61 
}Z r.r. I(，5 456 473 57 ( 11) 74 ( 25) 49 
大 r;i 2，4H 1.407 1.464 267 (22) 32.1 ( 80) 215 
T!' 戸 7RS 442 445 10 13 
tl tI!. 1(，9 94 99 2 
自It ft 190 110 113 

~ 量4 157 90 90 z " 
11: J:~ 270 158 16も 7 
1，，: がl 22S 130 131 3 7 
一一------ 一一-- -一 ー11) 1( J，1 t 舵〈白山のJ~ 合， ( )内は・li雄内外とのまt動をぶ している・門前 li人のため・ f} J111i合 h/..い刷nJ)~

ある.

( 2 )都市の発展と路面交通

2 0世紀にはいる頃まで，わが国諸都市の都市内交通(別の言 い方をすれば，都

市の面的交通)は主として徒歩であった.当時の道路には，馬wなと旧来の輸送機関

と自転車 ・オートパイ等の新しい乗り物が混在していたが. r混合交通自体は，何も

じi新しい物でなく，すでに 18 7 0年代に，馬 ・鰐淀 .f~i 中;などの既存の輸送手段と，

馬ilI・馬市鉄道などの外来の輸送手段によって始ま っていた引 J.また人力車といっ

た個別交通もあったが，当時の所得水準からして，それほどの需要はなかったものと

思われる .同じく個別交通として，自転事も次第にWIえつつあったが，これはむしろ

'"州}内間伐JIk.j ，.町1111S '1 川勝&1fl fU{'J必に)/.，づ，jnll:
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後に路而電車と平行的な発述をみたのである.わが{到の都mも次第に市域を広げてゆ

くか，人々の移動の欲求は経済成長とともに高ま ってゆく.徒少による移動には空間

的にら，時間的にも限界があるわけで，都市内移動を容易におこなえる交通手段への

要時が高まってゆく.動力を用いた掻初の都市内交通機関は路面屯1Itである.

わがi割で鼠初の路面屯事は J895年 〈明治 28年)京都で生まれた.電気を動力

とする鉄道自体が位界で活躍するようになったのは， 1 9世紀終わり頃からであるの

で，日本に持ち込まれるまでにそれほとの年月を要しなか ったわけである.大都市で

は名古広がそれにあい、て 1898年開業したが，東京 ・大阪でも 1903年(明治 3

G年)に開業している.相前後して横浜，神戸など数 10 Jj人クラスの人円を擁する

剖~r!Jでも路山1u111は開業するが，人口 10万人にも達しない地点都市に登場するのに，

それほどの年月を裂しなかった.すなはち， 1 9 1 0ー20年凶にかけて，金沢，富

山，和歌11.1，問lJ1 ，呉，高知，熊本等の都市で，次々に開業した.

それは， iJ_ J長による移動能力の限界に対して，人々か必要とする移動手段としての

路面mIliは，比較的小さな都市規模でも存在し得る ー椛の活岨性をもっていることを

意味している.わが闘において路面電車の導入は， 一定の規位に述し，都市交通事業

を始められるだけの資力と動機をもっ都市に，度に展開されたと考えられる.この

事実は地ド欽 ・体外鉄道か長年にわたって，東京 ・大阪とい った十分な需要と資力を

もっ大規伎な都市でしか発展しえなかったのと対照的である.路面電車は開業後閣も

ないうちに，路線か拡大された.通常均一料金制をとったため，金銭面から市域内に

おける移動を容易ならしめ，市民的アイデンティティーを尚めるのに役割を果たした

といえる.

【図ー 2J JS!:r.( .大阪のi泊幼・過か流動人11

_ーー_1930'ト Ujtl.t. : 1，∞0人}

.

a民

.

0
 

-

ω

 

--
、11lPl

νれ引円

-
ω
ω

州小子鳴令↑

-

6

3

品

叫

巾

叫

喧

-S
F'
 

-

l

-

M

，
 

町
民

-L物別

凶

川

忠

r川
-u胤

-L
ィ

低
北
町

i
~
-
m
・1
1吋

i
1
4
4
-お

l
I

京

-
R

被

1
1
1
1
1づ政
a
l
l
-

h

，

-

m

-

v

引

h
H

骨
足

9
0
8
0
一

打

。

民
uw
今
6

・0
n
u

一

令

J
V

U

4
U
H日

明

日

-

9

F

H

-

5

"

れ

一

l
t
p

m布
一

ω抑
制

・凶

F
F

一

5
3

i

'

J

-

μ

必

泊

-

内
幽

I

同

t

n
R
『

町

M
m
E
F
.川
一

E
a

f
w礼
釘
H

人
一

-
M
M

"・心 ('1:;;(，1，) 

81 (km勺
1591 
1295 
2011 

29 
315・

31" 
3 

1'< ""，.州問'JJ-一一→190→ー→

その他へ 3~3ω その他へ 57 

-

6

 

・

7

.
，
。

z

-

川

一

1
1

V
H
V
H

『

n川
時
M

・4
1

'

ト

-

Z

剖

リ

泊

泊

一

一・0

内

v
h
消

1
↑

U

牟
代

制
匁

2
1
-
L
1
-

向
付
凡
作
人

-
F
n
.叶

'
v
e
 

思

-
F

利

1
1
1
1斗
k
l
l

m

-

v

h

 

h

-

E

 

7
9
4
8
-
G
O
 

内

4

p

。，3
・A
-

0
0

1
'

・Ea
a唱
え
d
a
H
V

-

情。

灰

I

一

は

↑

1
f
'

l

お

お

-

“

日

日

見

下

下

-

1

2

阿

佐

川

山

一
寸

M
，

お

お

一

以

Mm集
怠

.u
一

℃

-

向

従

街

人

一

白

川

60 (km勺
995 
852 
1436 

1
 

1
 

1
 65 

ー 23 
10 

Il.mllの印刷 一 一→ 9615-←-ー
( 3 )点京 ・大阪の通勤流動-1 9 3 0年
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1 9 3 0 (昭和J5年)の国勢調査では，通勤 ・通学の流動がはじめて促えられた.

【永 2】には，いくつかの代表的都市の人口，就業 ・通学者数，l;kひ他市区町村と

の流動が不されている.今日地方中核都市である仙台， 1，よJ3，福岡とい った都市でも

他の市町村からの通勤 ・通学の流動は 1万人にもみたない小鋭校なものであった.現

在の市i或を巧臨すると，その大きさは，数十分の -f'i皮であろうか.つまり人々の日

常的動きは，令くとい ってよいほど市域内に限占れたものであり，都市は周辺に対し

ていわば閉鎖的な社会を形成していたといえるであろう .名凸1;'{J 京都，神戸といっ

た比較的人きな人口をもっ都市でも，事情はそれほど変わらないことが同表から窺わ

れる.ただこれらの都市では，市内の地域間で絶対句としてかなりの流動があり，都

市内交通I作業にとっては大きな市場を形成していたと号えられる .

11) 泌1111こ llí'í附 占れている J~合があ 0 ・ ここに'1IIrた飢1.1 'MII鍬 Pはないbの(，める・ tの怖に11・4・'111>
(寸じの従軍，);な主 化 従瞳'11の II'i'lな~ .，，)(，~んでいる・ ~l;;lの十単'Jは f.((且白の1<怖にあたり・}lj記Jと
は{t断. 機多摩・ ~tIPRI， 術的・ l判制の S I:lIをさす・人f阪也の?川峰iは4川、刈判『机川&附vの人「仇~(I州川，1山川liげ'川であるωbが"そtれL叫f侃Eの
;:とかな9近い 人胤川取帆の川飢とtは，1"北.此r花t，司前f 何礼. 縫.入川川， ，削+1， 決仙辿の

ベ-ス. 2) 4'~住Jt"'_ ス・ 3)問中のr<宇は・中心への{からの}流動のうらその他から{への}の航k

1.:，し引いたものである・それぞれの航を'Il償"111すると・持々瓦前および 3) に/1.る・のその~くが川辺町
村問の内々流動分である.

111"，) 次 VI-2と同じ.
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東京 ・六I訟の郎市交通

【表一 3 】 鉄道・バス)R・存~-.ûO;\ (llt{屯・万人)

r~ (，鉄il1 j臨ゾJ鉱道 机(MI7Zt1i1a} 
せの{也

地下鉄 パスリ
奇h iu 

1917(大iE(1) 5.0(，8 1014 

1920(大疋 9) 10.274 343 39.723 5.540 

1925 (火花14) 23.1151 2.880 47.121 12.875 

1929(~rUII 4) 3品.801 10.138 42，115 1'1.296 1.似国日 10.613 

iI.l 分析Il判的のもので.その他帆唱にはIt!)i鉄道と阿じ綱貴Eをもつものも合まれている・
取底的内の杭 1)前嵐山内の航.

111'1，) r~!fl.l(l統計~... 

一火I¥li

I LWnil1 l臨ゾi鉄道" ~，)L iI1 J也 下 欽 バユ

ー一一
1?15 (人・，1:竹 ?JS 1.117 

1920(大正 9) 1.659 15.507 

1925(火.(;14) 2.751 24.590 

1930(11I1(n 5) 3.(，82 31.729 

I1】 人民府内の航 1， -lUAiufl'JIt怖をむつものを合む.
IIli!.il rλ略的紘Jt，'1..・

【表 -4 】 ~Ãju燃 !iiiのIIHt

，"， "'i'."I:泊僧
l制定 {F 11: 一 一

I.:J tI. l!. n J~下n

12.250 

25.438 

30.646 

28.081 - 2.900 

(ll¥Ff.: km) 

)i(r，托N'~通閣

i叫 客1. fl. 鉱 JI!J下n

一一一
IJI tfj 4S7.1 139.1 。 416.6 237 3 。
火 jE 45.3 265.1 。 。 272.8 。
I~I fll 1-10 119.7 316.2 8.0 4(，.9 167.4 4.1 

11-20 49.4 5.0 6.3 。 22.8 4.7 

21-30 。 3(，.6 6 .， 。 。 3.1 

31-'10 7.5 20.6 55.0 7..1 (). ? 20.2 

41-45 4.6 47 .5 55.7 。 11 .3 39.7 

46-50 62 3" 29.2 37.1 11.1 9.6 5.9 

51-55 20.0 38.4 21.9 3.6 0" 11.2 

56-60 16.3 18.5 21.0 。" 11.5 26.2 

一一
62 '1: 3 J1:;!':党;1:¥-ロ 840. S 923.7 224.1 479.7 721.0 123.4 

ttI I 111 SIJ '1・までは.各肝'1:，1.:であるが."11¥1 551t'. ω'F. 1>2'Hl骨々 JJ) ぶの~:i・である. I司n.f:.獄の
I(分11現(fの，Ji舗にしたがう・ りこの閃IfllllS.3kmがある.21抗下のIfl拘がある.

111'1.】 r~ ，1i交通 '1 鰍a 町1111 52. 57. 62. 1>3 '1'香煎による.
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1M J;t .大阪の都市交通

つぎに向悶在に基づき，東京と大阪の都市内流動を示したのが 【図ー 2】である.

この二つの大都市は，当時わが同の他の都市と比べる限り，正倒的に規模か大きく，

都市構造からも多くの都市内交通需要を発生させるようにな η ていた.人口はrtJ心部

でそれぞれ 207万， 1 4 4万人にL主しており，人白書:皮はいづれも 2万 5千人/Km2

というきわめて尚密度な都市であった.J.I.!京の中心部 C!40;trli)は現在の山手線の内

側と江戸時代以来の城東地域からなるが それを取り囲むように展開する現在の区部

には更に 29 0万の人々が居住し，あわぜて 50 0万の人口を擁する大都市であ った.

大阪も中心部を取りまく周辺の地域は既に市域に組み入れられ，そこには 100万の

人々が仕み，大阪市としては現在とほぼ同じ 24 5万人という人口を擁していた .大

阪府の人 Uは 354万人であったので， 7割の人々か 1:刊の耐偵しかもたない大阪巾

に築住していたわけである.

人口面からみた都市規模は今日の点以，大阪と比してそれほどの差がないようにみ

ふれる. しかし都市圏の広がりからみると その差異は余・3にも大きい.それは今u

と比べると，人々の流動が地域完結的て交通需要をそれほと必要としなかった点に特

徴的にみられる .東京 ・大阪の中心部に居住する有業者 ・通学者(不明分は除く)の

うちおよそ 80%は自宅を含む同一区内で従業 ・通学している .tiJl用規模が小さい周

辺地域でらその率は，各々 60 %， 7 0 %に達する .-}j両部rljの中心部で従業 ・通

学する者のうち，同一区からの人々の比率は，東京では 65%，人阪で 72%の多き

を占めてお り，中心地域内からとなるとそれぞれ 78%， 82%にも速する.市域全

体としてみると，市域内からの比率か大阪市では 95%に速し， (現)東京 23区て

をとれば，大波以上に高い数値になる.ちなみに今日 () 9 8 5年)における，巾地

域内通勤充足率は大阪市で 48%，uU:r{23区で 61 %でしかない.

このような都市構造を反映して，都市内外間の交通流動は今日と比べると全体的に

は小さいらのであった. しかし，点京市で・は自宅外の同一区内流動が 37万人，区相

互聞が 19万人もあり当時から狂tめて大きな都市内流動かあった. 【表 -3]によれ

ば，東京市の軌道とパスによる同年の愉送は 5億人をこえていることからも，当時既

に路面交通が相当混雑していたことが窺われる .ま た大阪市の中心区でも自宅外の向

一区内流動が 31万人，区相互が 10万人あった. また市内周辺区から中心への流動

ら) 1万人にも述し，やはり大きな路面交通への需要があった.凶みにこの年の軌道

とパ・スによる輸送人員は既に 3億人を越えている .

( 4 )高速鉄道の発展

東京における高速鉄道網は当初鉄道院(国鉄)によって，既打線を電化し，現在の
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東京・大阪の都市交通

山手，中央，京浜東北線を形成する形で 1910年頃から進められた.当時 200万

(区部)をこえる人口を有する東京は都市発展の比較的はやい時期から都市高速鉄道

をもつに至ったわけである.また当時市域外の西部地域での人口増加に伴い，東京へ

の通勤のため， 1 9 2 0年頃から私鉄資本による鉄道建設がおこなわれた.これは当

時中心地域とつながりつつあった，山手線の拠点都市と郊外を結ぶ，いわゆる郊外鉄

道であり，既に敷設されていた大阪の都市開鉄道と性格が若干異なる.再び 【図 2】

をみると，現在は区部である周辺の郡及び区外から東京市への流動は 35万人近くに

なっている. これら全てが郊外鉄道を用いないにしても，かなり大きな輸送市場を作

りだしている .この頃鉄道と郊外軌道線の輸送人員は 【表一3】から 6億近くになっ

ており，今日の欧米の大都市郊外鉄道の輸送人員にも劣らない.大阪では京都，神戸，

和歌山などに至る都市間鉄道の一部を通勤線として用いていた.市外及び周辺区から

中心へ向けての流動は東京に比べると少ないが，およそ半数の 17万人ほどあ った

(【図-2】)関西での鉄道建設のいきさつか，大阪の郊外鉄道は機能としては，い

わば先行投資的であった. したがって路線延長の割に，利用者数は少なく.私鉄線の

合計輸送人民は 2億人ほどしかなかったため，鉄道利用促進の方策が企てられたのも

当然であった.

東京・大阪に於ける高速鉄道の整備のテンポは，両都市圏の発展を反映していると

考えられる. 【表 -4 J は首都圏と京阪神圏における年代別の鉄道開業延長を示し

たものである .両都市圏には地理的な差があるものの，投資の歴史的経緯に交通需要

の変化をみとることができょう .明治・大正の産業の勃興，発展期と大都市の発展期

には，両都市圏とも活発な投資が行なわれ，特に京阪神での私鉄の路線拡張が目立っ

ている.一方東京おいても，関東大震災以後の西部地域の発展に伴う需要に対応した

形で昭和に入つての私鉄の路線延長が盛んである.大正末でのそれぞれの敷設距離は，

首都圏の937Km，京阪神圏の925Kmと面積と地形的広がりからいって，京阪神の鉄道敷

設がより急速に進められたことを物語っている.昭和期に入ってから郊外鉄道の建設

が急テンポで進められた東京では，終戦時の昭和 20年までにおよそ500Kmが敷設され

たが，既にかなりの敷設が終わっていた京阪神ではその半数の250Kmにとどまった.

一方都市内交通であ る地下鉄の開業は東京の 1927年，大阪の 1933年である.

この頃の都市規模からすれば，その後欧米の大都市のように急速な展開を遂げるのが

成りゆきであったが，第二次大戦による中断から，路線網整備が本格化するのは戦後

の回復期以後であることが 【表-4】かららわかる .
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【図ー 3】 :iUJ IliJJ流動

こューヨータ (1980'r-l

外以H疋 1付 ~'，II'{
710km' 

510 
・---.惨
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944 

'1'心医
57km' 

パリ (1915'1) 

外I，'，I~ l付爪Jr;{
656km' 

(11'jな:1.000人}

902 .園田・・
381 

635 

'1・心ロ:
105km' 

東京 (1980'n 大阪(1980'1') 大阪(1980年)

295 

←土す
306 

+-+ 

1190 

921 526 

外川以 内~'，I t.-( '1'心r~
531km' 60km' 

外l'，J以 内川区 中心μ
191km' 20km' 外周区 内周区 中心区

t1:) 科/'Jl illの中心氏l.l=-~ーヨークがマンハッタン.バリはバ Y ，II. 波紋が千代111 ・ '1' 央・tl!・ 2師匠;の引く.人・

阪は)1(.丙・ 1.，・1ヒの41hである.
IIIIW =-"ーヨーク11大阪ill$l大'tff.前面I究所 rlltYf.の.k/'Jlill 4 エ為-:J-? A JI(，;':A:?IIII:I(会.による 〆リ

と)l(1.{I立，f'l本良平 r/'Jlili交通.:'iHt>#Ul. 1987 '1:による.*M<は r同勢調先制作荷.1こルづき(j;，占.

【表-5】111体の大/illili交泊の状似 (1111、't.:100万人， 1007i km) 

第 7車

紛送人 H w，品i.d1n斗ロ
;rf，iil!鉄道 内j也干鉄 路市~迎 地下鉄

ロンドン 1，153 563 1.088 325 
2、. リ 1，870 1，156 661 190 
よ屯・ メ ジ ソけ 3.113 2.192 J.511 115 

ニューヨーク 1，182 ， ，061 512 150 

日サンゼJレス 471 

ノキシコシティ 1，117 1，117 1，170 162 

31! );( Ii!: /ilI !'ril 7，950 2，383 672 239 
大 阪 2，952 875 162 80 
れ・ /ilI 悩 11 ，291 2，45ι 2，10(， 251 

京阪やl' 胸 4，678 916 1，035 90 

110 fI本の数字は 1986'ft航で/'Jlili交通年報による・泌外lr./'Jliliの歎字で地下鉄に関するもの1.1， r.n，li交通'1・側
{町'1(1163~，，I(j()による 。 その他のZ高速鉄iliとパス 1.1ジェーン'1'1: (1985 '1')による したがって。海外の/'Jl，li
の航は作~に必ずしも統一伎がないこと.また前速鉄道も地下鉄とその他の童文ifiの110で 'r.~の統ー位が{C，・寸・
しもない，1)モスクワの愉送人口1立大阪市立大"i4n~書面I究所ωrUtYf.の大/'Jlili 5モスクワ..1988'1による.

llllIi) )011.' U，bnn Trn川 1>0，1SyHClII' 1985， }.nc'. I'ub， 1')君5，連愉1町民自IJ7/'Jl，li交泊'1相eによる
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東京・大阪の都市交通'*示・大阪の都市交通

トリップの炎!I，・ !~~rl' (1985 11') 【図-4] 

大都市構造と交通

~.民御園

~'I j~ 

i.ts I!l 

( 1 )都市構造と交通需要

都市構造上の特徴は都市活動にfドう人々の移動の絶対

規投に応じである程度相似的面も

人部mにおける鼠も大きな，

都市における土地利用の椋相は，的大きさである.

規悦の大きい都市ほど一定の面積に占める交通施設の比率はおくならざるを

大都市における道路面積比とりわけ中心部に近づく程この傾向は強くなる.

あるか，

mない.

3 ]はいくつかの大【凶~rlJする鉄道網はこの事実を物語っている.:f~ の ffE さや，

100-200万人と各大都市の中心部には，部diにおける通勤流動を示している .

短期間に大きな輸通勤は朝夕の特定の時間に集中するため，いうは大なI!I'HJがある.

膨大な市両と空間を路面交通に依存した助合，送能力を発予11する施設が必要である.

'J)'I' 1，; 

近年地下鉄を導入した世高速鉄道の存在が不口]欠である.混雑を極めるため，要し，
'J， "・'，1

など仙台)わが同の中核都市(例えば福岡，や，ソウル)界の大都市(例えば香港，

路面交通依存の限界が察せられる.の状況をみれば，

人口のいまだ中心部市への絶対的集中期にあ った 1930年っさに今日の状況と，

都市内で(しかも自区内で〉流動のほとんどが完結していたの流動と比べてみたい.

従業者は増加し1 980年では中心部の若しい人口減の反面，1930~fに対して，

その数内同区及ひ外周区か占中心区への人の流れが飛躍的に地加している.ており，

1. 500A I E亙司
1 980年には 210万人へと 6倍以1 930年のおよそ 34万人から，は点ボで，

特に外周区からは 1930年の 3万人にあjし120万人へと実に上にt~l}J日している.

淀川l揮を f'IIIIする i拍動・ i品';~ト引 ツプのlI! ~l : . uいl'爪企ゾm ン，'Wlで)(1)したものPある・ IlAll /i /:ll舗で
は 1.α附人.京阪神間でI.lS∞人企1<hしている.

111，1;) 迦峨r， raa (11 6() 11:人:liJili交通tンサス.iII!愉符L市町fi1!セ ン9-. 1'111711・より恥・岨・

11) 

また外周区から内周区への流入も 100万人をこえている.

なんと 230万人近これらを合わせて外同区と内周区の境界で通過人口を促えると，

t1 0 (去にふくれあがった.

それは 1930年の 7-8万人い人々が口々 ql心に向けて通過していることになる.

と比べると 30倍にも述する大規模なものである .

193 0年の東京府のおこうした流動の変化は公共交通輸送需要の増大を怠味し，

。Il!u.:1.似川人. 'Yo) 【表一 6】地下鉄紛送の線別状況(1987il'liO 
3】)が 1980年の東京都民部の 85億人(後出の 【表-1 l位、人(【ぷよそ i

T長

RA人

耳I

~i!人 (1 紛送人
シェ 7 H/km" 

郊外からの私鉄にとりわけ流動が地加したのは，となっていることでわかる.0] ) 

49.8 

1(， 2 

2，1.3 

tl， ~:~ .万
谷町

内つ陥

7.9 2R.9 

1'， a車
それは 1930年の約 2.5億人から 1980年の 26億人へと膨張ついてであるが，

48.5 

111. 1 
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44.4 

58.7 
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JIl W 
)Lノ内1 930年と 80年では東京の従業者数は 290万人かしたことに象徴されている.

10.8 25.2 

(，.0 9.6 

S.7 11.4 

t匁紡
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千代 III

都市内完結型からおよそ 2.1倍にな っているのにすきないので，ら620万人へと，

町

一

川

一
川

それをまかなうかくも大南の交通流動の仔{fと，交s外型へという都市構造の変化は，

1ll1li) l腎/OIIifli速度交通管I'll. Jl(1Õ\~交通 Aù. 人間正，Ij交通~;;Rれによる.
• I:l: 1:lI1t. Il紛道人01路鎌倉東キ"・点京ほどに脱税は大きく展開

同様のことは大阪についてもいうことができる .

f:.4述鉄道の発展を前提として成し遂げられたといえる.

しなかったものの，
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東京 ・大阪の都市交通

さてこの流動出lに鴻づいて，東京と大阪の都市構造を比べてみると，東京の!向の再

さが窺える. rtl心区，内問l丞とも大阪の約 3倍の面mであり，従提おもそれぞれ 3倍

近くを数える.また通勤流動1itらほぼそれに対応している .また 【袋一 10】による

と，公共交通の輸送人員も点京都区部は人|坂rljの 3(g ili:くに述する.このような・l~実

から，非常に大地把にいえ;;1:，東京は大阪をほぼ 3(自にしたように相似的に都市が展

開されているといえよう .ちなみに図ー 3で大阪の地帯別面積を点京と等しくすると，

名地却で大阪は胤京の都rlj活!Mのおよそ、ド分であることがわかる .

またユューヨーク，パリの通勤流動を東京 ・大阪と比べると，外MJかうのがt入が少

なく，中心相可及ひ内周か占中心への流入か栂対的に大きい. これは，西欧の大都市

では，都市内の{t機能が践されていることを物語るものといってよいであろう.中心

部で従業するおーの内，中心部に居住する比率はニューヨークで 29%. パリで-17 % 

と向いのに対し，東京では 12%. 大阪では 8%とはるかに低い.

以上にみた都市椛造の走は，交通機|見!の利用のされ}jに係わってくる .日本のよう

に叩外からの抗入比が高い場合は，都市内交通である地下鉄に比して，郊外鉄道の利

用比率が相対的に尚く見込まれる.それは 【表一 5】で，東京 ・大阪以外の都r15では

rfJ1述鉄道の多くは地下鉄である事実からわかる.また，屈住密度が鉄道の成立にはト

分でない地域では，路面交通(パス)が支配的となるが，東京 ・大阪における路面交

通の利用ウェイトは西欧の都市に比して瓜く，地下鉄愉送密度は非常に高い(同友の

輸送人民 /地下鉄車両走行キロからみて).高速鉄道と路面交通利用の聞に適度なノ〈

ランスというものが存在するか否かは明白ではないが，輸送上集約性をもっ必泌鉄道

は，細かいサービスを供給できないという点から，両者が適度に供給 ・利用されてい

る}Jが望ましいはずである.そうでなければ面的交通サービスを可能とする，乗用車

などの個別交通T段への依仔が高まる傾向がでてくるからである .

( 2 )東京 ・大阪の都市梢造と交通

つぎに東京と大阪の都市構造と交通への現れをみてゆきたい.一般に，東以は一点、

m{1J~巴であり，大阪は京阪神i!ß坦都 rtï を形成しているといわれている . この'lr実は

【{事]-4】からd載的に認めることができる.間関は鉄道とパスによる通勤 ・j通学ト

リップの発生 ・集中量を示したものである.発生面からは，東京，大阪いすれの場合

も分散的で，人口密度の高い大都市内自(主地域で比較的多くのトリ γ ブが発生してい

る保子がみられる.他方集中面をみるとJ.I!京では中心部に強度の集中をしている .そ

れに対して京阪神圏では. 3大都市への集中の様子が容易に見受けられる . トリ yフ
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の分布は首都圏では東京を中心として関東平野のあらゆる方向に広がっている. -}j 

京阪神闘では，大阪を中心 lこ神戸，京都，奈良，和歌山といった方向に線状に混n~J し

ている肢がわかる.両都市圏の地煙的差が交迎の需要 ・供給両面に与えた影響l立大き

い. N・ m~圏では，鉄道は東ボの幾つものターミナルから放射状に伸ひており，沿線に

は膨大な平地が仔釘し，きらに*京からの距離か長くなる程そうした利用可能地の凶

積は拡大する .一方京阪神園は 【凶 4】からもわかるように，平地部を中心に県中

的に鉄j旦が発展している.主として都市開輸送を目的とした鉄道は地形上の制約から

も，お11いに競争的な路線設定となっている均合か多い.都市への人n1.M中期には条

件のよい沿線地域は両度にピルトア y フされていったが地価上昇も l苦しい掻庄の安定

成長期には， これまで開発されていなかった地域に自動 tド利用を中心とした民{l形態

が展開される .鉄道を始めとする公共交通へのお要は.部rji圏成長の低さと相まって

停滞する. 【表 1 0】から，両都市圏の 1970年と t985年の輸送人口を比べ

ると，全ての機関では首都圏は t. 2 8倍，J;i阪神間は 1. 1 7倍とな っているか，自

動車を|除くと首都闘の 1. 1 7 (去にたいし京阪神圏は O.9 8倍と減少しているのであ

る.、これは公共交通に依存せざるを得ない周心部市大坂の起用停滞にも影響されるが，

郊外化の進展で，鉄道利用可能地が，少なかった地理的理由にもよるといえよう. ) 

点京と大坂の脱肢の絶対的なAは都市構造の形成で・多搬性の面からの十日j草をらたら

す.点京には山手線沿いをはじめてとして，都市的集部をもっ多くの肢が存在する.

それに対して都市的地域の狭い大阪では，そのような核の放は僅かでしかないため，

各抜・への流動の集中世比率は尚くなっている. 【 表 -6 】 は，東~と大阪における自g

市内交通の，地下鉄輸送人員線別シェアーをみたものである.東ボでは故多い肢のい

くつかを結ぶ形での路線が多く，各線の輸送人員が比較的平均化しているのに対して，

大阪の場合，核を結ぶ lつの線に全体の約、ド放が集中している.また郎市規伎の人き

さを反映して，輸送密度も 1布くみ主れる.地下鉄のみならす，他の尚辿鉄道をみても

東京は大阪に対して絶対量か大きいばかりでなく，都市内てより平均的に輸送がなさ

れており，都市機能配置の多慌性がみられるといってよいであろう .

( 3 )大都市交通にみる共通性

( ;ョ)大都市交通と手段

大都市交通は何よりも通勤における大市性に特徴かある. 一定時間内に限うれた地

理的空間に向けて口々多 くの人々が流入する必要かある. したがって口頭で述へたよ

うに中心部に都市機能が集中する強ー都心構造をらった都市では，自動市交通に{衣(jす

ることか不可能であり，高速鉄道を中心とした公共交通に頼るさるを得ない. 【表一
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j瓦京・大阪のMrH交通

【表 -7 】 人目~jli.iW似'JiUIJ と ~JIWflJ)IPれ (Ill{屯.1.000人.%) 

197011: 1980 {I; 

ー 一 一
4フt.トリッ ~J1)1J(に 1・31%じ)呼I 'ブKトリ;; mlllJlCに 1，'，1 Jじlt1
lX よるもの { 数 よるもの (%) 

一
: ."1.-!J-'J -，rンハ;;'1ン 759 82 10.8 739 79 10.7 
<':UO" 

H ンドン 中 心 1 I l I " 1 • 16S 163 1401(1.加
1.157 160 13.8・

JI! J;C 1.>( 官。 5，599 402 7.2 5.307 452 8.5 

見I J;< 心 1.(・， 2，23{， 111) 5.3 2，312 ?9 1.3 

人 fli. 2，137 208 1) 7 1，972 2SS 12.9 

人 間正 心 I~" 806 59 7.3 858 62 7.2 

一 一一 ー
tll エ"，.-t;J-?と υ ン r ンUb証人トリフプ散であり.司!t.cと人「代 l .l n.t外従車 町 t'< (従軍l1!lによる~t:r.r<lに

よる.1~7011・の#1t.. ，)..Pi.にu i.a7 抗も~む. 1) 8-9時のr.tl.2) 7ー IO~，のJlIl. 3).~) 吋『心~ 1ε. 

5) 197111 V(. 6) 19881f'航.

7 1 I;t通勤における大都市の乗用車(貨物1れによる渦却jも含む1 刈用車を示したもの

である .部mごとに法準はJRなるが，乗用11'利用率は非常に低く，ま t-時系列.1:の変

化も少ないことが認められる.都心へ通ずる道路容情!こ変化か無い阪つ， 一定時Wlに

通行できる 111の台数は限られるので，その故はー定の均衡に述していると考えてよい.

例えばニューヨークのマンハ 1タン CBDへの朝 1時間の車流入量は，長年始ど変化

はない.全トリップ数の変化もないため，利m比率も!日程度で変化していない. しか

し時間制約の無い終日の流入をとると，個別交通への利用性向の高まりから近年増加

して I 1 9 5 0年頃の 20%に比して今日では30制こなっている.また・a 歩マンハ yタ

ンを出ると，その~f.~!ま急上昇して，烈外聞では90丸をこえてしまう .やはりアメリカの

顔を楓かせている.
川市} エ、 3-?は前111<11r枇界の人/;B，1i‘ エ急_，_?".oンドンは OCI'~rlmcnt o(・1・r:m‘port，

Trnnlf>Orl Sln川 liCJGrtnl n"tnill， 111'150による.東京と人rb:1lrr"併測紅側11，...による.

1 

1'1 
的

れ

ιιt ，
 
t
 

( b )都市における移動時間

つぎに通勤に費やされる時間の問題について与えてゆきたい.一般に人々が通勤移

動にj控やす時間は大都市ほと大きい.なぜなら大都市ほど地用空間の仏かりか大きく，

通量~J.をはじめとして，各種目的をもった移動に要する|時間ら平均的に此くなるといえ

るからである. 【図 -5 ]には，都市圏別の平均トりッブ時間が示されているが，と

の目的をとっても都市規模が大きいえJが平均移動時聞は長いことがわかる .しかし交

通手段別にみると，都市の規模の差はそれほど影響しないことが 【図-6】からいえ

る.つまり郎市規模の如何を問わず，同じ交通手段をJlJいた、F均トリッフ時間はー定

である. ト1) :1フ目的及ひ利用手段の情成か同じであれば，都市別にみて平均移動時

間!の差は殆どないといってよい. トリップ凶的構成の差異は郎市圏ごとに殆と変わら

ないので，結局平均移動時間は利用する交通手段に依仔することになる.

さらに同一都市圏内での地域ごとの移動時間の差はどうであろうか.都市続済学で

定!1主主れている単一骸型の都市では，中心かる遠ざかる程人々の通勤時聞は哨加する

ことになる.都市閤内の各地域から，鉄道交通を用いて通勤する人々だけの宇品j時間

をとれば，都心に近い程短く，都心から遠ざかるにつれて長くなっている . しかし全

ての手段による通勤トリッフでみると，どのJr.i住地i止においても，平均的通勤時間は

ほぼ等しくなっている.何故なふ人々は都心のみならず，様々な方面へ勤務地をもっ

ており ， 都心から~い地域では平均移動時間の短い自動車を利用した，都心以外への

通勤トリ 1フの比illが多くなるからである.逆に都心に近い地域では比較的多くの時

間を要するトリ ':1フか都心への移動と並んで多い.これらのトリッフ時間を苧均化す

ると，通勤トリ yプにおける居住地域ごとの庄は殆と無くなる.

【表-8】には，首都圏，京阪神幽，中京幽における，公共交通(定期利問)を利

用した移動の平均所要時間をが示されている.時系列的には各都市幽とら若干の増加

【図ー 5]11 (l(j);lj平均トリップ11，¥1111
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東京 ・大阪の都市交通

がみられるが， 3都市圏でのその他・は比較的近くなっている.一方都心部への通勤時

間をみると，東京の都心区への時間jが告干長い他は殆ど伺じである.都心部への通勤

手段は，殆どが公共交通機関であるから，これは今トリ γ フに関する帰結とみなして

よい.このように，日々の移動にぷ，人間の生活サイクルにおける時間に規定された

秩序のようなものかあり， Xs巾構造は都市規模を，jij提としつつ，この秩序に従って形

成されているといえないであろうか.

このような課題に対して，モク )':1ジ Ologridge，M. J. H. )は興味深い示唆を与えて

いる.彼はロントンとパリの比較を通じて，大町r~ 市内での地域別平均移動時|剖はほぼ

等しく，都市規僚が同じである両都市開でもそれが等しいとの帰結をみいだした.以

下その盟F?を述べてみたい. ロンドンとノfリの都市圏規投は，閉じ地f型的エリアをと

ると等しい. ロントンは市街地が広く展開して，中心部付近の人口宏l立は比較的低い

が，周辺部に至るまでそれなりの居住密度を保っている-方パリは密集型の郎市構

造をもち，中心部と周辺部の密度に大きな開きがある.両 m~rI'1の人円密度は，中心部

ではパリがロントンの 3倍であるが，中心から 11 k mで両者は等しくなり， ) 8 k 

mでは逆にロントンがパリの 3倍になる.人々の移動にflやされる時間はこの場合，

拡散型のロントンの方が密集型のパリに比して大きいように思われるが，それらはほ

ほ等しいのである.都市構造を反映して，中心部ての従業者の通勤距離はロントンの

)]がはるかに長い. しかし外延部へゆくとその関係は逆になり，都市閤全体でみると

それらは等しくなる.っさに移動の速度をみてゆく. (a)罰都市における利月j交通手段

は，中心からの距離によってかなりの道異があるか，どの距離においても，総してパ

リのほうがより迷い手段を用いているといえる. (b)またいずれの都市でも，中心部か

ら遠ざかる程移動の平均速度か高くなっている .パリとロントンの人口密度をA考慮す

ると，中心部での人口が多いパりでは，伺対的に遅い手段を利用する人々の比率が高

くなるか，ロンドンではその比率かより低い. (a). (b)から両都市における平均移動速

度はほぼ等しいと J5えることかできる . さらに中心から任怠にどのような距離の地域

をとってら，そこで発するトリッフの手均的移動時間は変わらないことが両都市で等

しくみられる 10)

【表 -8 】 人r.~iliでのìlM'カ・泊γ平均所'~n，~HII (11lfな:分}

r、 r.1¥ 間 );( i割 );(阪仲間
一一ー 一
全体 1i1¥心114M|えli:nt心3 小{ド m心川正

全体 初心白Il~・へ
へ lへ 仰、

ー 一 一 一
1975 品1 65 ω】 『州3 59 57 57 

1?lln 。3 (，，，、 品1 (，2 5'1 5H 5(， 

19R5 M fl7 63 63 雪9 品。 51) 

111 ~".Ii婦でlI!'ll る. ;i:J聞を111いた通勤・ JJ't百の"I'Ji).:1!時間， !;よぴmι，1((114"心I()へのナ厳からの
‘'均，'，想的lJII ~i，'.'I'.

111'"】 ωVI-41.:;~ ，l じ.

【表-9 J人 1jおよび従来行の変化 (1Il!な 1.000人. I日訟は 1%5(I ，1附

'x ~ l!< 
一 一 ー
19ω 1985 19似3 1965 1970 1975 19S0 1985 

ー リ一一一一 一ー-
見();(・l'心lくH 959 658 110 11M) 91 111 7R 7(. 

* );(ねIIA:nl¥ 8.310 8.355 93 100 99 97 9.¥ ()-I 

人 打lílI ~j泊闘" 15.520 27，266 83 1ぽ} 115 131 139 1017 

一 一

11 大阪中心、1，(" W)  327 111 100 81 69 67 白7

大 作i 3.012 2.636 95 1∞ 9¥ 88 84 H‘ 
);(阪炉I，~j泊捌け 9.892 15.378 S5 100 114 12-1 128 131 

一 ー一世一一
JUJ;C中心1，( 1，518 2.713 81 1∞ 111 124 128 146 

従 JUJ;( /:111毛布事 4，551 6.681 82 100 106 110 112 122 

ti 
円 大阪中心IJ: 862 1.178 84 I∞ 103 110 108 115 

A 阪 1，908 2，332 83 100 103 102 99 102 

IU り'fftlll・'1・火.i~. 2Ii正;の‘¥(で約 ωkln'・21 ~!凪 S':&: ・1 ・4・とした'1'1.，. 511 km閣内 Jl~(・ 内.

市. c. IIIぬ， A工品，浪速の7，くで約 3Jkm'.句人目、1':6:・l・4・とした'rfYo511 km (!!. 

111.1，】 V肉~"lttll l'i... rlfJHJIi E... r人飯山紘UoII..から算111.

【図ー 7】3大r.niliにおける通勤流動の変化
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I V. 都市の成長と交通 236 

本節では.わが[司の都市システムの中での，東点 ・大阪の成長とそれに対応した交

通の変化をみてゆきたい.第一次大戦後の回復期を経て，昭和 30 年(1 9 5 5年)

代にはいると，点以，大阪，名古屋という大都市閥へ経済と人口の集中が進行した.

それは十年余に亘って都市岡問でほぼ軌をいつにして進行したが，昭如 40年代半ば

1965 70 75 80 85 1965 70 75 80 85 

111'り rr~~，:II td，，~t:... から nlll

(11"主:Jj人}
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東京 ・大阪の都rb交通

(1970)の;桁成長期の終馬の頃から，成長 1:の差が生じ始め，関取の成Lと力が

関西のそれを l:回るようになる.それまでの大都市樹への人口梨中は， .}・として製造

換の立地を中心とした生産機能の集中に伴うものであったが，経済のソフト化.生産

財から消費財およひ家材産業か占高度加工FTJ長へのシフトは消費人口と技術の集積が

大きい|関東地域への経済集中を押し進める.政府部門のウエイト，企業経営における

マネイジメント，製品開発の吊要性の高まつは，それらの集積が大きい地i或での活動

を必要とし，仏い産楽分野での中限部門の*京シフトが進行する. 1 9 8 0年頃から

は，経済の国際化かill行する L礼金融証券など企業経営にとってl:j度な仏報を得るこ

との司m~な東京への集中は -lcl加速化されたといえる.製造業における ハイテク化も，

その先端地域である関点圏への企業の立地を促進する.このような状況の中で東京に

於ける都市成長と大阪におけるその停滞，さらには両都市間における競合面か占大阪

の相対的低下がみられるのである.交通にもこうした経済的背訟が現われている.

【表ー 10】1m;1}附およびImiliの紛送状況

1955 

{I)l{・，'l 100 7j入}

Wht ・大阪のX1~dj交通

公共交通l唄似! 給送人 JI

r， 一一一
f目総機関 紛送人 H

7.501 10，ι33 12，023 12，801 13，351 1.1，969 

48 131 

1960 1965 1970 1975 1980 1985 

5.142 

71 1(淘 113 120 

，.... -一ーーー・ ーーーーー『ー"ーーー』ーーーーーー
'・

~l)ll(kfn， 
泌1

削 if6.e!! n i1i: 政信iH'fキ
口

fIil送人 11 3，178 

公Jt交通峨間 愉送人 n 2，934 
53 

( 1 )点京 ・ 大阪の古I~m交通の発展と整備
百( lt I縄問 tQ送人 n
~í. 

経済的要.肉として，人口と雇用の耐をまずみてゆきたい. 【点 9 ]によれば 19 

8 5年の首都問と京阪神圏の人口はそれそれ約 27 0 0万， 1 5 0 0万を数え，いず

れも世界的に民大な都市圏域を構成している， 1 9 6 0年以後 25年間で首都間は 1

200万人，京阪神闘でも 550万人という巨大な人口が増加したことになる.大都

市集中の初期には両都市圏の人口は，ほほ同じ速さで成長を続けてきたか， 1 9 6 5 

年以後 1985年に宅る 20年間では各々 1¥7 %，および 31%と差がついている.

史に最近の 10年間をとると筒都圏の 12%強に対して，京阪神幽では 6%弱にとと

まっている. また中心部市点京，大阪に目をやると，郊外化のなか，いずれの郎市及

ひその中心区での人口減がみられるか，それは大阪でより顕著である.

一方起用の変化に回を向けると， 1 9 8 0年までの 20年間に点京の中心区では 4

6 %，間l区部全体でも 22%増加しており，東京再集中がみられる 1980年以後は

陀か 5W間で I8ホイント上昇している.それに対して大阪では，中心区で 20年間

に 15%増加したものの， rlJ全体ては 20 年間全く変化かないのである.都市附およ

び中心部市でのこうした人口と雇用の変化か交通信要にいかに反映されるをみてゆき

たい.それに先だって， 【岡 7 ]により郎市内外の流動に目をやると，大阪では域

外からの流入者の比がきわめて高いことかわかる， 3つの都市の面積差にもよるが，

時系列でみて，都市内交通需要を生み出す域内(市内)流動の減少が東;;t，名，Ii屋に

くらべて著しく大きい.またこの図から，U!京では雇用名a の増加もさることなから，

都区外からの通勤流入者が 20年間におよそ 150万人も増加している・IJ実である.
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東京・大阪の都市交通

これはピークあたりの高速鉄道の輸送力を 7万人余と巾純に見私ョてもおよそ 20 本

の路線を安する大きな重である. 1 9 7 0年以降，東京と大阪の生長?;;は余りに大き

いといわざるを得ない . この*実は以下でみる交通需~~こも十分に反映されている .

【袋 一 10】から首都閤と京阪神園の総輸送人口〈公共交通)をみると，いずれも

1 9 5 5 ~f:かる J 96 5年のHtか 1 0年間で 2倍に述している . さらにこの間は，中

心部市である*京都rg部，大阪市でも人口増加がみられ，ここでも輸送人口が憎加し

ている . この頃は，都市内交通機関も郊外鉄道も輸送力不足となる. 1 9 6 0年の路

面交通輸送nは，東京都区部では 15億人，大阪 fjでも 8億人に速し，路面交通は増

える向勤'Fと桐まって，激しい混雑が日常・化 していた.都市規模輸送吐からみて，こ

れはロンドン，パリで路面交通のゆきずまりが生じたとき以上の状況にあったと思わ

れる.交通をJ~ とする都市内交通は地下鉄へ'I'i換が推進される.

しかし 2桁経済成長の終わる 197 0年頃からは隙相が変わり， 1 9 7 0年以後 1

5年での総輸送人員は，首都幽で 28%増加したのに対し，京阪神圏では 17 %にと

とまる .1965 1 985年に公共交通でみると，首都圏では 31 %，乗用車への

依存の強い京阪神闘では{喧かに 10 %地でしかない. ー方いづれの都市圏でも，交B外

から中心への流動の附加，地下鉄による路面交通の置き換か進み，高j卓鉄道への;芯要

はかなりの増加をみた.

中心都市だけでみると全体の輸送量の増加率は，都市閣の場合より低いが，とりわ

け大阪の状況は停滞的である. 1 9 6 5年から 19 8 5年にかけて，大阪市での公共

交通輸送人員は，毎年 32億人前後で全く変化していない.これは公共交通需要と密

慢な関係をもっ従業者の放がこの間全く変わらないのと対応している .都市内交通の

多くを担う路面交通と地下鉄の輸送人民も，この間合計で約 11 {iJ.人を前後して変化

がない. このような都市生長と公共交通符要の停滞は， 【表 1】でみた欧米の大都

dj同織に，大阪は既に東京に先駆けて成熟期に入ったことを窺わせる .こ れに対して

点京都区部では大阪と異なり，同期間に公共交通の利用者は 22%増えているか，路

面交通以外の高速鉄道での利用増加が大きい.こ のような傾向は， 1 9 8 0年以降の

動向を示した 【表 1 1】からも一層明白にみられ，点京への再集中が公共交通への

お要地加となり，改めて 19 6 0年頃の輸送ノJ増強問題がクローズア γ フされている

ここに東以と大阪の問で，都IIi交通政策上の課題に隔たりが顕在化したのである

うえにみたような都市成長と輸送需要に対して，輸送力増強を門指した様々な改善

投資がなされる一方で，新線建設も進められた. ftjび 【表 ぺ】 をみると， 1 9 11 

5年か占 19 8 5年の間に高速鉄道は首都圏で499K m， JI-阪神圏ではその 311%にあた

る168Km新たに敷設8れた. しかし京阪神ではその多くが， ~g市内高速輸送機関として

公的巨体の建設になる地下鉄であり，都市圏の交通;需要を考慮した国鉄 ・私鉄の延長
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【表ー 1 1】派存輸送人口Hn主 (1970 '1:= 1(0) 

1970 1975 1980 1981 1982 19S3 1984 19R5 19R品

tt ~世間

1:¥1 制 100 109 117 119 120 123 125 121> IJI 

);(阪 N' ftJ! 1α1 105 113 113 112 IIS II (， 117 119 

一一 -回・・・・・・・ -司--寸-
n~)JJI!r;全く

1'1 m 間 l倒} 106 109 III 112 113 115 116 119 

J:( I'ti 1'1'陥| HX) 97 97 98 97 98 97 98 f)') 

U III 00 
一一 一一一

~( J;( /;1¥ 1疋(flI 100 103 1113 104 105 108 110 III IH 

.k. rh 11)(】 99 102 Hl-! 101 107 10M l(~) 111 

11動削除く

lI! J;C YOlI 1，( I~I\ 1(狗 107 10(， 109 110 113 11(， IIι 120 

人 rh “国O 94 91 95 94 96 9(， ')6 97 

一 一 一
I'U 1%511:にlよn動取分は;1まhていない.またI'}.I世<'''1'1'1*分11険か』もている.
IlIlIi) 附IIlJfro.11交通(1側aよりJJlII.

【表ー 1 2】 JkJ;~ • )， 1以・への11託千千7irt~~1 とシょア 。Il(な:(0)j人， %) 

11'-位 他地域へのiJ!L~J(合川) Iti I~I )I!へ fli TI' 
，、

19品5 3.326 629(18 9) 283(8.5) 

1975 ('.2().I 1.187(19.1) 5RI (9.1) 

19115 7.586 1.319(17 4) 679(8.9) 

19117 8，964 1.542(17.2) 648(7.2) 

It.l .~I" 16の峰雄プ.."/，から.rll睦雄内を除くt11;;厳へのll1H直昼、と.そのうら沖l附司!(地 f't 千品. ~( );(. 
N'~\JIIlと I<(~I'(λflt. 兵~1りへの流動をぶしている • fû;拍動渇~;rrlなる 1制問唱f と ~tl剛曜日&繊，似.... '. m・;)
Ir.l. むよび阪神と近縫 (滋 t~. JX I!.糸rt.fll:&III)PIIの流動を院外しており.I革政からこhらの"(~i!l し引
ヤている

Il¥IIj) -I'toI i行'鰍存地減流動調Ii. からn， I，~.

【表ー 1 3】AfLTE紛送における東京 ・大阪のシェア (l11{屯:%.万人)

'1'瓜: )I! T正 ):. 阪 i也の地域fIIJ 全紛送人n

1965 47 39 13 529 
1970 45 46 9 1.546 

1975 48 33 19 2.545 
1980 47 29 24 4.012 

1985 53 26 22 4.378 

1987 53 2s 22 5.005 

11.) ケ酬のうら州・山肌または叫するもの・);よびそt川の1仰のもの州めるl川勾1

1I1，lr) .f餓富'以下草絶単流動調査4 からn~成.
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東京・大阪の都市交通
東京・大阪の都市交通

【図-8】刃o;c.大阪への発地別航明旅千平流動とその変化

東京へ 大阪へ

だけとると，首都圏の302Kmにたいして，京阪神では僅かに58Kmにすぎない.この聞は，

路線の延長だけでなく複々線化，増結など様々な方法での輸送力増強策が図られた.

【表-1 0】には輸送力の指標となる列車止行及び事両定行距離が示されているが，

京阪神での増加もそれほど首都圏に劣らないことから，輸送力増強期に，京阪神では

かなりの密度で存在する既存線の増強という形での対処がとられ，新線のifl投まで至

るだけの需要の増加が見込まれなかったためと考えられる.さらに近年の需要停滞を

反映して， 1975-1985の 10年間では，首都圏の国鉄，私鉄の路線延長93Km

に対して京阪神圏でのそれは15Kmで・ある. しかも， この間および現在計画中の複々線

等の輸送力増強投資も，その多くは成長性が高く，収益の見込まれる首都閣に集中し

ている .経済成長の差異が如実に現われてきた結果と考えられる.

1\ニI~ 会[のから 全両から ( '111立:万人)

4じ1陣ja.東北から 関東から i!e敏から

揚目
白
大阪へ 見!h~へ ( 2 )交通にみる東京と大阪の競合

'1・Rs1).ら

814(18.6) 

1 .159(13.~) 

1.432(12.7) 

1.510(12.0) 

11.) 食肉 23のJlllikプロフクから，白地域内を除 〈他地域への貨物流動と.そのうち京浜東(千JP!. )j!ぷ. ~1'h~/ 11l 
と~~I・{大阪.兵前10への流動を;;ごしている.

IlIIIil ~匝・*1i r貨物l色紙流動1J111i.・

{I'.，!r 他地l!まへの流動(合引) 五{派集へ

1965 4.380 858(19.6) 

1975 R.558 1.514 (17.7) 

19H5 11.242 1，912(17.3) 

1987 12.573 2，231 (17.7) 

阪神

1 970年代に入って東京と大阪の都市成長における差が自立つとともに，全国的

規模で東京を中心とする首都圏への経済力の集中が目立つようになってきたことは，

この節のはじめにも述べた.それが交通の面ではどのように現われるかをみてゆきた

い.いま 【表-1 2】には全国 16の地域プロックか ら，白地域内を除く他の地以へ

行く人々のうち，東京を含む南関東と大阪を含む阪神への流動量を示したものである .

このなかにはビジネス 観光のほか すべての目的 ・手段による流動を含む.人々の

流動の多様化により ，東京 ・大阪だけでなく様々な地域聞の移動が増えたためか，こ

れら 2地域へのシェアーは若干減少しているが，全体的には変化はないといってよい.

つぎにビジネス旅客の移動を捉える一つの指標として，航空旅客流動をとりあげる.

航空機の利用者のうち 7-8割はビジネス客と言われており，とくに長距離の移動に

は利用率が高い. 【表 -1 3】は航空旅客を東京，大阪に発地または着地をもつもの，

それ以外の地域間相互のものにわけで，全航空輸送に占めるシェアーを示したらので

ある.同表からいえることは，まず 1965年と 1970年では，全航空旅客の 90 

%は東京か大阪にかかわり，第二に同年までは，航空旅客の吸引性では，東京と大阪

は殆ど差がなかった.ま た両都市圏に成長差が生じはじめ，東京への集中化傾向がみ

られるようになった 1970年以降，相対的に東京のウエイトが高まり，大阪のシェ

アーは低下する.そしてこの差は一層拡大している.

【図-8】は，東京 ・大阪への地域別航空旅客流動を示している .品近年の 198

5年でみると，全地域で東京への旅客数が大阪へのそれを凌駕している .従来大阪の

影響が強かった申 ・四国や九州、|からも東京への流動が絶対的にも大阪を大幅に上回る

ようになり，東京への集中の強さをみせている.一方大阪への流動は，こうした地域

東京へ 大阪へ

J~持|から 九州から

大阪へ 東京へ 大阪へ

;1) 許 l邑h長から可U;d叫際情i~ (.tllll) と人:rlil 吋高γ'1:f~への|吋内線鰍.t総動をかしてヤる.

1%511ーには仲向からの怖が合まれていなャ.

IJIIlj) i]!紛'(j r銭安JI!!~流動凋企A'

【表-1 4】 班点 ・大阪への貨物流動と‘ンzア 。Ilfな・ 107iトン，%) 
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東京 ・大阪の都市交通

での伸びは少ないが，北海道・東北からの増加率は高い. しかし，それも用地域から

東京への流動の増加の絶対数と比べると僅かな大きさでしかない.ここに全国規模に

おける東京への吸引力の高まりをみることができる Bけ.また，以上でみた人の動きと

並んで物の動きも重要な地位を占める.ここでは 【表- 1 4】により，重量ベースで

みた阪神への流動のシェアーが大きく後退していることを認めておきたい.

東京の相対的経済力の高まりは， うえにみたいくつかの事実からわかるが，最近の

交通施設の整備計画からもまた伺える.西日本の各地域はジェット化時代に適合した

宅港の建設に多くの努力を傾けてきた.それは国際化時代への地域戦略的意義もある

ものの，主眼は新幹線も利用可能な大阪にではなく，首都東京に対しでである.東日

本の，東京に比較的近い地域では西日本にみるような熱意はない.i.藍か福島空港の予

定があるくらいである.東京以外の地域へビジネスでゆく必要性がそれほど意識され

ないし，現にそのような需要は少ない.技術的な側面もあるだろうが，新幹線は東京

で分断されているし，今後つながっても直通列車の運行は望めないであろう.何故な

ら，これまでも在来線で大阪，名古屋と東京以外の関東を結ぶものはなか ったからで

ある.日本全体の都市体系としてみたとき，東京の吸引力は他を圧して強くなり，従

来の東西の地理的分化は益々薄らぎつつあると言えよう . しかもこの傾向は，かなり

以前からその萌芽がみられる I2) 人口移動における指向性の調査からも，中国 ・四国

・九州といった西日本からは主として大阪へ，東日本からは東京へといった従来の傾

向はかなりの程度崩れてしまい 日本中から東京への一辺倒の指向が強まっている.

むすびにかえて

これまで大都市発展過程における都市構造の変化と交通の相互関係，また都市の発

展期における交通機関の存在とその盛衰を中心としてみてきた.そのなかでわれわれ

は，都市の発展段階に対応した交通機関の成長をみることができた.中心部市への人

口集中期には路面交通が，その膨張期には地下鉄を主とする都市高速鉄道が，そして

都市の外延的拡大期には郊外鉄道が各々の時代に最も発展を遂げる.これは，都心部

集中型の都市には共通のプロセスである.

このような都市の発展過程において，わが国の大都市東京 ・大阪では，郊外地域が広

範かっ西欧の大都市に比して，調密に形成され，また中心部における居住機能の地位

が相対的に低下していることが見受けられる .それに対応して，両都市では，郊外鉄

道を主とする，地下鉄以外の高速鉄道の輸送虫が特に大きくみられる.反面路面交通

の利用量が非常に小さく，特に大阪では高速鉄道に対する利用比率は著しく小さくな

っている.東京 ・大阪のこうした鉄道主導型の都市交通体系は，わが国における高速
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性，効率性・集約性指向を反映しているともいえるが，反面路面交通による細かいサ

ービスが利用できにくい'jJ実をもぷわしている.

都市交通にとって都市の成長は.いわば外的張関であり，臼らの改持によりお111ti成

長に彰響を及ぼす可能性は少ない.機関分担を始めとして，今 11の都市交通の状況は e

-つの均衡した空きである .これは各Xilldi各々に異なるが.都心集中HZ!の構造をとった

場合の低い臼動l:ji利用率は，大都市共通の秩序のようなものといえる.また人IHlのIJ:

活サイクルにおいては，時間は有限かつ共通の尺度であり，部di発l廷におけるtJ'Ilrh構

造の形成にも一定の秩序が， ~II市，あるいは同を超えて成立していることも興味深い.

また都市の成長差が，公共交辿運営上の収文だけでなく，都市交通網の拡張 ・改苦に

.iJYじる投資のインセンティプに与える影響は大きい.成長力のlfμ、点点では，これま

でにも輸送力投資が活発で，それに付随して，相互直通乗り人れなどの改告が実施さ

れてきたし，今後も民間ベ ースで進められであろう.ただ居住の遠隔化がすすむ中で，

事業所の都心立地が一層進むことは輸送力の限界を越え.かつての高度成長H寺代への

道民りとなりかねない.対策としては，あくまで需要に見合った投資を屯ねるか.立

地に何等かの規制iを加え，集中を抑制することであろう. I両省に関しては，東京での

鉄道投資は既に最小費用の領域をこえて，費用逓増的になっている状態と与えられる.

この場合は，資源配分上の効率性から後者の方策がとられる方が望ましともいえる.

他方，長年需要が停滞し，都市の成長性も低い大阪では，浦安の水準も低く，創出の

効果も大きくは期待できない.このとき投資は新規市要の創出というより，既存利}日

在の再配分となりがちである. しかし公共交通への投資は.移動の社会的世間を低ト

させる(自動車交通量の削減も含めて)ことにより，都市のモビリティ，アメニティ

を尚め，都市の成長ポテンシャルの向上に役立つものと期待される.それは，強~II心

構造を維持しつつ，居住機能をも備えた都市には必要な要件といえよう.

1) Thomson. J. M.. G rca t Ci li es and The i r Tra[ f i c. Pengu i n sooks. 1978. 

2)例えば" ~il1s. 8.S... An aggregativc ~odcl of Resourcc AllocaLion 

in a ¥Ictropolitan area.. Amcrican Economic Rcvic¥l. Papcrs. Vol. 57.1967. 

3) Klasscn. L. E.. et. aL.. Transport and Reurbanization. 1981. GO¥ler. 

4) Anderson.A.. .Crcative ~odes. Logistical ¥etrorks. and lhe FuLure 

o[ Lhc Metropolis.. Transportalion. ¥'01.14.1988. 

5) わが国では，物資の経薄短小化と配送システムの変革が進み，大都市交通に大き

な比率を占める小型貨物事(臼家用)の平均輸送呈虫は 19 6 5年の O.3 3 tから 1

980年の 15年間で O.1 8 tと、ド減し，車の利用のされん-が大いに変わっている.
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つまりロジスティ y クスにおいて，霊長の占める怠昧が減少し，代わって時間のもつ

怠昧が地大しているのである.

6)l.arronQue.D.. "Economic Aspects of Public Transit in thc Parisian Area. 

1855-1939." in Tarr. J. A. et. al. eds.. Technology and .the Rise of the 

Nctworked City in Europe and America. Tcmple Univ. Pr. .1988 p.58. 

7)Hans Van der Cammen ed.. Four Metropolises in Western Europe. 

Van Corcum. 1988. p. 94. 

8) ロンドンにおける披近の増加は南京地域の発反ブームらあるが，各施パスの導入

により， トリップ凶数が増えたためで，主として利用形態に変化をみることができ

る.

9) 山本 弘文編 交通 ・運輸の発展と技術革新一1.t1史的巧察』国際述合

大7， 1 9 8 6年， p 9 8. 

10) ~ogridge.M.J.H.."lf I.，ondon is more sprcad out than Paris. why 

Londoners travel more than Parisians?" Transportation. Vol. 13，1986. 

11 )以上の帰結は，新幹線の開業を考慮にいれでも，あまり影響されない.

12 )このへんの事情を語るものとして，阪田貞之氏の若(r列 tl!ダイアの話』中公新

曾 19 6 4年)は興味深い.彼は昭和 31年 (1 9 5 6年〉ダイヤ改正に際して，東

J:i-t I\~ 多Illl に iüj母特急、「あさかぜ」運転をめぐる事前を述べているが，以下その要約

と引用を交えて記すことにしたい.当時東京と九州を結ぶ出迎ダIJ111は急行があったが

2 4 時間を~しビジネス時聞が有効に取れなかった . しかし点以 ・大阪間と大阪 ・博

多間にはそれぞれ特急が運転されており併せて 17時間 30分であったr-それでは，

なぜ 17時間 30分で走る九州特急を運転しなかったのか.問題は，大阪の有効時間

信であった.J 発 ・昔時間から東京，大販，博多の有効時間帯をみてゆくと全てに

都合のよい列車の設定はない.東京と博多を宅点的に4・えれば 1・・ 大阪の時刻がま

ったく患い.大都市大阪の利用できない時間帯に特急を設定するのは空前のことであ

り，タイヤ作成上革命的な変化である.はたせるかなこれにたいして大阪管理局から

猛反対があった...しかし大阪が反対するなら大阪駅をj邑らず，貨物線経由で運転す

るという怠比もでて， ついに大阪の有効時間帯を完全に無視した 特急 あさかぜ

が実現した. 当時の九州行直通急行は，いずれも大阪で乗客の大部分が入れ替わっ

198 

第 7市

U!:r;i・大阪の都市交通

ていたので，九州特急の利用率いかんは私たち列車計両担当者の重大関心事であ った

が 1 ，結果は盛況でその後も九州特急は続々とWJ加してゆく.九州と東京の結びつき

が，次第に強くなっていったことを物語っている.
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ニ斗ーヨークの部m交通

第三 8 主主 ニニ...=:Lーーヨーータ σ〉 剖~ I 行づど:iill

ニューヨークの交通網とその形成

II ニューヨークの都市構造と交通

日l マンハ 1 タンを中心とした交通

1¥ 公共交通の運営と財政

V ニューヨ ー クの都市交通政策と I~題

は じめに

近年アメリカの諸大都市では，都市内の交通制維の深刻化にともなって，輸送効率

の尚い公共交通機関の見直しゃ新たな導入か凶られている. このような都市は20t世紀

のモータリセーション時代に入って成長発出したものも多く，自動車利用を中心とし

た都市構造が形成されてきた.それに対して，アメリカの人口の約 8%しか占めてい

ないにらかかわふず，都市公共交通鎗送人員で全国の 4分の II 人 ・マイルで 3分の

1 I 近郊鉄道を中心とした鉄道輸送人民は 3分の 2を占めるニューヨーク都市闘は，

1m市内にはりめぐらされたハイウェーをもっ{也の大都市とは若干異なった顔をも って

いるといえる.通勤流動での公共交通利用車は他の都市幽と較べるときわめて尚くな

っているが，なかでもそれが50%以仁にら述するニ A ーヨーク市は日本の大都市とも

比肩すべき公共交通優位の都市ともいえる.それはXWili形成か進行した時代が19世紀

から 20由紀にかけての鉄道時代であったことと不 IIJ分である. とはいえニューヨーク

でも都心から述ぎかるにつれて通jJJ交通でのn動IH利肘のウェイトは急激に高まり，

交'I~外でのその利用率はきわめて高くなっている 。 つまり，中心部市は公共交通，郊外

は自動車交通という交通機関利用上に明円な 三分性がみられる. こうした状況はそれ

なりの秩序はもっているが，自動車時代以前に形成された中心部への車の流れは， ヒ

ーク時の渋滞をはじめとしてさまざまな問題をかもし出す。一方早くから形成された

地下鉄を中心とする公共交通網は自動車交通の伸長のみならず，中心都市の人口械な

ど都市構造の変化にともなう需要砧退や公共交通機関運営上の特有の閤難性とも柑ま

って長期 ・短期的に多くの問題を抱えたままである.

本立では，ニュ ー ヨークにおける交通の役;刊を，都市発展の動態のなかで捉え，都

di構造や社会経済的環境の変化にともなう交通手段利用上の動向と，それにともなう

~l~市交通体系上の諸問題について考えてゆきたい.
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ニューヨークの交通網 とその形成

( 1 ) 都市発展と交通網の形成

ニューヨーク発展の歴史は初期的にはマンハッタン発展の歴史ともいえる. 1800年

代の半ばころまではニューヨーク市(現市域)の人口の 8割以上はマンハッタンが占

めていた.マンハ yタンの歴史は南端のバッテリ一公閣に発するが，それは1800年代

に入って早いテンポで成長をとげてゆく.増加した人口はしだいにマンハッタン島を

北上して，市街地の拡大が進む.居住地域が狭いときは，職住近接が許 Eされ，通勤 ・

日常的行動も徒歩で li~ が足りているが，市街地の発展にとらなって， 1800年代半ば近

くに述すると，通勤のために数マイルを要することはなんら珍しくはなくなってきた.

かくしてマンハヅタンを中心に都市内交通手段への欲求が高まってくる.

( a )オムニパスと馬車鉄道

人びとの欲求を満たすべく登場したのは1821年に最初のサービスを開始したオムニ

パス (omnibus) であった.馬に曳かれた手軽な乗り物としてのオムニパスは1800年代

の第二 4半世紀に急速な発展をとげた.ブロードウェイをはじめとして，マンハッタ

ンのめぼしい通りにはオムニパスが頻繁に往来する姿がみられたが，かなり無秩序な

動きをしたので往来は危険になるとともに，馬糞による汚染も深刻であった. オムニ

パスの無秩序な動きは市街地の道路上に軌道を敷設するという，世界でも初の試み 1)

によってある程度は解決された.馬車鉄道 (horsecar) の導入 (1832年)がそれであ

る.馬車鉄道によって市街地通行の秩序回復ととらに，乗り心地も向上した.速度も

当時 6~8 マイル程度であったといわれ，徒歩に較べて移動条件ははるかに優ってい

たので，馬車鉄道を利用しての職住分離はー庖促進されたのであった.

( b) 高架鉄道の出現

しかし急速な成長をつづけるマンハッタンでの輸送需要の増大に対しては，馬事鉄

道だけではしだいに対応できな くなる .輸送力不足によって車内が混雑するとともに，

に，馬車鉄道をはじめ人 ・物の交通が錯綜し，路面交通の混雑が深刻化してゆく .つ

ぎに登場したのは，馬に替わって蒸気機関を備えた高架鉄道 (e)evated railways) で

あった.1868年に最初の運転が開始されたが数分間隔で運転され，大量 ・高速輸送を

可能とする高架鉄道は都市内交通に画期的躍進を もたらしたのである. こうした高架

鉄道は，当時すでに都市化がすすんでいたブルックリンなどでも導入された. ところ

で，高架鉄道はその弊害が大きく，排煙，騒音もさることながら，高架上の走行にと

もなう周辺住居への景観上の悪影響も重大で，人びとから不評をかっていたのも事実

である. こうした欠点の一部は後の古車化によって解決されたのであるが，マンハッ

タンで電化がおこなわれたのは19世紀末の1899年であった幻 .また電車，の導入は高架
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鉄道だけでなく，路面交通としての馬事鉄道も路面屯車に置き換えられてい った.か

くしてマンハッタンを中心として， 1 9世紀末には，路面，高速の両公共交通機関が卜

分ではないにしても，それなりの整備をみていたのである.

( c ) 都市域の拡大

19世紀は以上でみたマンハッタン内の成長とそれにともなう市街地拡大の時代でも

あったが，同世紀の中頃には既にマンハ y タン従業者の居住地は，西にハドソン川，

東にイースト川を越えてニュージャージーやブルックリンに拡がってゆき，マンハッ

タン南部はしだいに業務的地域への移行を開始する.ブルックリンやハドソン川を挟

んだ対岸のニ A ージャージーは距離的にはマンハッタンときわめて近い地城が多く，

フェリ ーの利用が可能なら比較的安価な運賃でマンハッタンへ通勤できる状況にあ っ

た. ちなみに1865年には，ブルックリンとマンハッタンの聞には約 5分毎にフェリー

が運行され，約 2万人の人びとがマンハッタンへ通勤していたし3¥ニュージャ ー ジ

ー側のいくつかの岸辺からもマンハッタンに向けて多くのフェリーが運行されていた.

一方閉じニューヨーク市(現在城の)でもマンハッタンの中心から比較的速く，安価

な交通手段も十分でなかったクイーンズやブロンクスでは都市的発展が遅れ， 1820年

当時の人口は各々 O.8万人， O. 3万人にすぎず， 60年後の1880年でも 5.1万人， 5. 2万人

(1980年の人口は各々 189万人， 117万人)でしかなかった. これは同じ時期，ハドソ

ン川を挟んでフェリ ーによる通勤が可能だったカウンティ ，ハドソンが1820年の0.3万

人から 1880年の18万 人 (1 980年の人口は56万人)へと大きな増加を遂げていたのと対

照的である.

1800年代を通じてマンハッタン，ブルックリン内部では路面軌道や高架鉄道による

都市内交通網が形成された.一方郊外の地域では，1800年代中頃までにニュージャー

ジー側でペンセントラル鉄道の一部が完成し，同年代末までには多くの鉄道網がハド

ソン河岸に達してフェリ ーでマンハッタンに結ばれた. また同じ頃ロングアイランド

でも鉄道網が形成され，そのうちのクイーンズに速する路線は，フェリーでマンハッ

タンと結ばれていた.北部方面については， 1830年代にブロンクスとマンハ γ タンの

聞に鉄道が敷設され，後に北部 ・東北部へと延伸されてゆく . しかしこれらの鉄道は

主として都市間輸送を目的に建設されたものであり，他の交通手段と比しでも割高な

運賃のためにマンハッタンへの通勤鉄道として居住地の開発に寄与するという性格に

は乏しかった‘¥

( d ) 地下鉄網の形成とニ斗ーヨーク市域の展開

ニューヨークで最初に地下鉄が開業したのはボストンに遅れること 6年の， 20世紀

初頭の1904年であった.ニューヨークの地下鉄路線は 3つの異なった主体によって開

設されてきた.最初は 1R T (Interborough Rapid Transit Company) によってマン
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【図 1 ] エJ ー ヨークにおけるi心地必ll/HP日夕ぬ
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【12<1 3】 ニューヨ ー クにおける地下鉄納

【凶-4】 近郊鉄道の迎行状況
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ハッタンで日文:が開始されたが，少し遅れてブルックりンでの高架鉄道を営業してい

た AR 1 (Brooklyn Rapid Transit Company)が加わ ってM ，路線はマンハ yタンを

[11心に， )11を越えてブロンクス，フル 1 クリン，さらにはクイーンスへと急速に拡張

さ札てい った. 乙れら施設の一部はニューヨーク市の所(iとな っていたか， r R T， 

BRT とは別途のìfj独自で所有する， 一段とお脱抱な路線のBij~ - 1 :'¥ 0 (1 ndcpend 

ent System)が1932年から1940年にかけてなされた.これら 3つの地下鉄の運営体は，

氏IIlJの lRT， BRTの財政的困窮もあり， 1 9 ~ 0年には市営に一元化される.この時

にはすでに今日とほぼ同規模の路線網か形成され，ニ A ーヨーク市の急速な人口増加

に対応したのである.

地ド鉄網の形成により，高速かっ安価な移動手段を下にした人びとのそピリティは

飛躍的に尚まり，居住立地選択の幅も拡大し， lfl~ rjj柿造も大きく変化した.それまで

通勤に利 JHt引ì~ な輸送手段に恵まれなかったフロンクス， クイーンズといったニ A ー

ヨーク市械の発展には自を見張るものがあった.地 下鉄網形成のfFj後 1900年から 1940

~lニにかけて，ニューヨーク市全体の人口は 344 万人から 745万人へと倍増したが，同時

期フロンクスでは20万人か占140万人へ，クイーンスでは1571人から 130万人へとその

何倍もの地加をみたのである.

都市内交通を.:1:とする地下鉄網の形成に対して，郊外からマンハッタンへの交通は，

1908-1909年にかけてハドソン ・マンハ yタン鉄道 (Hudsonand Manhattan Railroa 

d)がそれまでの難所であるハドソン川に 2つのトンネルを完成させて，ニュ ー ジ岬ー

ジーとマンハッタンを鉄路で結ひ，同地場開は一挙に時間短縮された(現在の P^T

11) .またロングアイランド鉄道もイーストJlIをトンネルで結び，マンハ yタンの中

心部ペンシルベニア駅への乗り入れを実現したので， [i5J鉄道はしだいに通勤鉄道とし

ての役;切ら持つようになった. しかし中心部市と郊外をー肘身近なものにさせたのは，

1920年代に普及し始めた自動車の存在である .自動Ll1交通は同じ時期に佳設が始まっ

た，~.1i.i!s道路の延伸と一体となって以後急激な展開をみるが， これは居住と事業所の郊

外立地を格段に容易にさせて都市圏の外延的拡大を促進させた.自動車交通の展開に

ともなって，マンハ 1 タンと他地域を結ぶ橋やトンネルが1920年代後半から急テンホ

でw設されていった・¥

( 2 ) 交通網の現状と運営

ニ A ーヨーク市の交通網の現状は 【図 l】に高速道路，橋， トンネル，空港が，

【図 2】に近郊鉄道， 【図 3】に地下鉄がそれぞれ示されている.ニューヨーク

mは，後の節でもふれるように，アメリカの都市のrjlでは通勤時の自動車利用率がき

わめてほくなっているが，同図からも，郊外地域に比してニューヨーク市の高速道路
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絢は必ずしも掬密でないことがわかる. しかし業務交通も合めた全トり y プにおける

|自動車交通の比重は非常に大きく，都市IllJの道路混雑か大きな問題とな っている.

( a ) 近郊鉄道網の現状

近郊鉄道は，マンハ y タンを中心として多くの方向に延びている.これふの路線ば

本来都市間鉄道として建設されたものも多いが，部m間鉄道輸送需要の減退とともに

今日では主としてニューヨーク市への通勤鉄道としての性格をもっている.マン ハ y

タン(ペンシルベニア駅)より点方はアメリヵι大の通勤鉄道ロンクアイランド鉄道

(Long 1 s 1 and Ra i 1 Road L I R Rと略目)によゥて年間7500万人が輸送されている.

またマンハッタン(グランドセントラル!fJD より北五にはメトロノース通勤鉄道 01c

t ro North Commu ter Ra i 1 road -M N C Rと略titDか迎行されており，年間4700)j人

を愉送している.一方ニュージャージー側は， 1:としてニュージャージ一運輸公社

(Ncw Jersey Transit)によって運営されており，各地域からの路線はホボケンやニ

ューワークに集まり，年間3400万人が輸送されている.列車の中にはマンハ 1 タン

(ペンシルペニア駅)へ直通しているものらあるが，ニニみーシ f ーシー側のこれら 2

地点、からはホート ・オーソリティの運営する通祢 PA T 11 (Port Authori ty Trans 

lludson System)がマンハ yタンのミッドタウン (33吾・通り)とタウンタウン(t世界n
弘センター)に向けて頻繁な運行を行なって，年間約5500万人の利用者がある.ニュ

ーヨーク都市圏における近郊鉄道の利用者以は，これら路線を合わせても年間でがJ2 

{立人ほどであり，わが国の東京 ・大阪といった大都市闘の近郊鉄道のわずか l路線分

にしかすぎないが，アメリカの都市の中ではきわたって大きい存在である 7J 

( b )郎市内交通網

ニューヨークの都市内高速輸送機関としての地下鉄は，前述のように 1940年ころに

は現在の路線がほぼ形成されており，今日世界故大の路線網を誇っている. 【図 3 ] 

にみられるように， (ブルックリンとクイーンス間の l路線を除く)すべての路線は

マンハ 1 タンに発するか，マンハ y タンを通過して市内のカウンティを結んでいる.

j道官主体はニューヨーク市運輸公社(i¥ewYork Ci ty Transi Authori ty-i': Y C T A 

と略)であり，年間約10億人を輸送している. しかし 1930年にはすでに輪送人員が20

億人を数えていた乙とを考えると，以後の低越傾向の大きさが窺われる.ニューヨー

クの地下鉄網で特筆すべきことは路線の半数近くか桜々線となっており，緩行 ・急行

の 2 本立て運転がなされており，多憾な輪送出~に対応しやすいことである 8 l また

パスについては，いくつかの小規技の民常会社による逆行もなされているが，ニュー

ヨーク市のほとんどはi¥'YCTAによって運営されており，年間約5.2億人 (1984年)

が愉送されている .他に，市内のクイーンス， リ Jチモンド(スタ Jテン島)およひ
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クの都市交通ヨ，ー.;.l.

ニ A ージャーメーの各地域からマンハ J タンに向けでは急行の通勤パスが運行され，

近郊鉄道で地下鉄とパスの多くの路線は柊日運転されておっ，多くの利用者かある.

終技連には PATHの迎行表か示されているが，4】【関は PATIIがそうである

れ1¥(な:1∞0人}エλ ーヨークr.tl.IiI(f1における人口とIrilnJの変化【表一 l】
転の状況かわかる)

zlIili悶i1'~I 

19，7H 

19，918 

19，590 

19 457 

19，189 

ヨニt1.1/ッ

ト

1，681 

1，700 

1，705 

1，725 

1，725 

ロングアイ ミγ ドハド早:..ージ 1・
'.1ンド ソン ージー

5.802 

5，928 

5.8M 

5.846 

5.856 

1.818 

1.858 

1.892 

1.913 

1.931 

2.5S5 

2，607 

2.656 

2.694 

2.605 

エ?、ーヨー
クIli

7，895 

7.823 

7，472 

7.277 

7，070 

人n
1970 

1972 

1975 

1977 

交通機関と運営組織( c ) 

以上み t- 交通機関の近i営は都市圏逆輸公社 (~etropolitan Transportation Author 

1980 

JrftJII 
1970 4，193 813 MI 2.286 晶89 8.623 

1972 3.882 806 647 2.344 684 8，365 

1975 3.584 853 702 2，416 709 8.265 

1977 3，480 886 713 2.520 748 8，349 

1980 3.577 1.012 778 2，676 811 8，856 

IIl'ld 1(，山ω11;，1I・I..n1¥"(・e・川帥附(111・̂)， H((wrmur /)(1，，1"(1'''''''' 0"'/ }'“hII( 1，，/，削 tffut"a/"， ，11， N円 U

Yo，k U，ban R(Xlon・19ち2.

MTAは1965{ドにロングアイランのもとにおこなわれている .と略記〉MTA ) ly 

舟
ノヨユ

ド鉄道救済のためにニューヨーク州の公的機関として設置されたが BU ， 

-仙川】
ー元的.illi営をおこなっている .公共交通の州内に存イtする交通機関を統柁管理し，

の先進諸国と同様にニューヨークにある公共交通機関も単独で採算性をもって連常・す

通常には公的なそのため公共交通機関の維持，ることは今日では不可能とらいえる.

¥1 T A '.ま述邦 ・州からの資金を統括的に各機関に配分補助や資本段下か必要とされ，

責任をもってい財政計画や運賃決定等に係わり，それら機関の事業，するとともに，

しSIRTOA) (MasSTOA， MTA配下の機関には前記の ;'¥YCTAる.

(Metropolitan $uburba MNCRの他にニューヨーク部外パス公社MSsAR R， 

1¥ u lh (Triborough Bridgc and Tunnel と収入源でもある T8T八n Bus Authority) 

これら諸機関と MTAというトンネル ・橋梁を所有する公{上も含まれている.ority) 

その施投のすべてがニュ

ーヨーク市によコて所有されている:-JYCT"との関係は比較的弱くなっている.

の関係の強さは胞投所有などに関連してさまざまであるが，

【表ー 2】

地減~J通勤ill動と 8 動lI1lIJIll'阜

従費地的』邑域情a!

n""ン判内日→ータ，Iiマン川タンで mmtU栂者人世} i 自刊ンJt>~ ~.aートタ マン川タン 全{%BZ}童書 t1t 0 で従哩(%l で徒主(%) 1主主(%， ( 内で{%】 市へ{覧， ，、(%，

山 35.1 186 555 l 鈎 9 51.6 15 1 71.5 

59 6 33 0 17 7 616 I 8・S 55 • 11.9 15 8 

制。 11 1 8.0 3初 88.0 55.6 18，8 13・ 2・8 65.3 ， 
68.1 ".5 6 1 52・ 91.8 抽.8 31 1 ".6 365 ‘~9. 7 

61 5 11・ 19 1 363 118 崎 7 2' ， ‘B‘ 279 76 9 
匹見，ー

67.0 27.1 175 4偶 18.6 ..6 
2・・ 10.2 319 i'86 

一 一一帥.9 11.1 
IS‘ 81 81.7 7・0 11.6 13.9 56 68 3 

〆ド
55.< 12.9 1‘T 116 87 3 71.‘ 63 2 86‘ 72 61 5 

57.5 19.7 11・ l7S 812 UI 36 2 75 7 m 76.0 
61.9 16.8 13.1 '12 87 2 却 5 ".9 12.6 356 36.‘ 
6‘5 < 5 2.s 186 76 1 冊。 33.1 18.1 16・ 88.2 
57.) • .0 ).3 19・ 81 S 崎 Z 31o as 5 162 8) 5 

10.7 5 1 ) ) 361 61.) 2・3 17.) U8  m 97.8 
;r. 

65.7 6.3 5.‘ 3・・ 71.2 31.5 16.0 7. 1 J)) 判 S

6‘1 17・ 102 2・7 .86 1・2 1).0 .， 6 2ω s・6
61 2 ロ1 1・0 m 51・ 271 221 58.' 201 366 

63.5 6.7 3.9 229 79 1 206 12.3 76 7 m 96.9 
61.5 59 < 9 135 8<9 2:1.1 102 83.7 229 97. < 

-一61.9 7.0 • < 1・9 360 27.0 20 7 81・ 115 77.2 
61.0 • 9 • 1 197 90.1 )4) 21 1 &9・ 171 齢 S

一

{上殴:1970軍.下仲:同so年)

通勤にJS吋る自動lI!..(>Jm嘩1

，唱す1:ν守

守 7'.1-

サフ調，-

ニューヨ ークの都市栴造と交通

百rs市構造の変化と交通、，Ji
 

，，E
、

B 

t'):s.;ぇチ雇用の構まず都市圏の人口，ニA ーヨークにおける交通の変化をみるにあたって，

回ツタラそれにともなう通勤流動の変化を検討しておきたい.造的変化と，

，ζ申ゲン長期的には中心部市の人[J・雇用の相対的低下と部一般に世界の大都市において，

バサイタニューヨークも例外で市圏郊外部におけるその伺対的かっ絶対的な増加がみられる.

ー
エセッタ

，、 1';1" 

1920年には都市圏人口914万人のうち 61%の562万人はニューヨーク市に日住はなく，

1970年には44その比率も 1950年には56%，郊外部の発展にとらなって，していたが，

F 

-..:;L また雇用についても同憾で，近年らこの傾向はー肘進行した.%へと低下して，
ユニオン

~・ス

suburbでもci tjでち

1970-80年という比較的近年の10年間での

ーヨーク郊外は単なる居住地ではなく強力なば用の場でもあり，

を形成している 11) ない“sprcadcity" 
ttl s陣原刷用・には・1st!:富んでいる.tl:".比・11...・・町・Ilt!lのゐ"'.t際敏として吹めら札ても

る

出・引 U.S o.p・nm日 (01CorntM目:C， C".，刷。t/Po~/.".". 1明O.I句"から11-"".
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ニュ ーヨ クの都市交通

【図_.5 ] エλ ーヨークiIiのi泊幼泌動 (1980i(¥)

(J!I(主:10∞人}

、-r
i
t
-
-
'
'
 

s:;|》

ニ 斗ーヨーク の ~15 iIi交通

ニ"ーヨー7州

コfチカ バ・ 州

454 

人 Uと応i閉の地域的変化は 【袋一 1]に示されているが， この間都市圏全体での人[] 

は減少し I 1日用は変動しながらも持 Fの増加をみているが，全体として静態的であ る.

地域別にシェアをみると，人[Jでは ニューヨーク市が1970年の40.0%から 1980 ~l~ の 36 .

8%へと 3.2%低下したがI 1出trJでは48.6%から 40.4%へとより大幅に低下した. この

10年間で応用の郊外化は一周j並行したため大都市闘において.郊外 =居住地I rl J 心 XI~

r行=1起用地という都市構造における パターンは今日では人きく後迫 したと いえる.

: (，¥)γンハ ・，yン

ω)マン，、γ タン色除いた

ユAーヨークili

202 

_J L______ーー-ーーー・・ーーーーー---ー
;....ー当 -7，1;33∞

①IH・l カウノティ l勾の流動

②Il4つのカウンテ{mr;.r.llの流動

マンハプルッ
ソクン 9リン

クィープロン
ンズ タス

UI八
(%) 

( 2 ) 通勤流動構造

つぎに都市閤各地域の通勤流!TVJの傾向と変化を1970.801fnl，jセンサスによ ってみてゆ

きたい. まず部外地域を 【ぷ 2】でみると，各地域ともに自らのカウンティ内 C従

来する人の比率は60........70 %と，総体的にみて高くな っていることがわかる . 自カウン

ティ以外ではニ A ーヨーク市とりわけマンハ 1 タンへの通勤が大きな比率をも つか，

都市閣内20のカウンティ中，マンハ 1 タンが白地域外での位大の従業地にな ってい る

場合が半放にのぼる.近い交IS外の地域では一般にニューヨークへの通勤依存率ら日い

といえるが， より速いカウンティでは白地域の次に隣筏するカウンティへの通勤依釘

半が向い場合が多い.かくして，ニ A ーヨ ーク都市圏でのj且j!)J流動は(都市閣の地f11'

的スケールや地域区分の差を布雌する必要はあるが)，わが同の東京や大阪古I~In附ほ

どには，泣い郊外地域の中心部市への依存関係かみられないとい ってよい.

つぎに都市圏の中心都市であるニューヨ ーク市に白を向けたい. 【図 5】は1980

年センサスに基づいた流動を図式化したものである .同年ニ A ーヨーク市で従来する

者は330万人で，うち59%の195万人がマンハ yタンで，桟り 41%は他の 4つのカウン

ティで従業している.マンハッタンで従業する人の29%はマンハ y タン居住者である

が，伐りの71%は市内の他カウンティと市外のニ A ーシャージー州，ニューヨーク州

などから通勤している . したが ってマンハ y タンへ流入する通勤者はこれらを合わせ

て約138万人にも達し，日々 巨大な人の流れがハトソン川，イースト川を越えているこ

とになる.ニュ ー ヨーク郊外から市内への流入者数はおよそ 66万人であり，多くぷマ

ンハ y タンへ通勤している. とくにニュージャージー州からはその85%がマンハ ッタ

ンに通勤しており結び‘つきが強い.他方マンハ y タンを|徐くニ A ーヨ ーク市のカウン

ティでは，従業者のうち自カウンティ内居住者が64%にも述し，他地域からの流入丹

の多いマンハッタンとは械相を児にする .

ニューヨーク市は約780km 2の面弘をもち，それ自体としても空間的に業務地とお住

地 の分化がみられる. 【表 i】でみたように，ニューヨーク市の人口と雇用は 1970

年か ら80年にかけて大きな減少をみたが，それはニューヨーク市の経済力の低下とと

もに財政危機をクロ ーズアノフさ位た時期でもある .それに先立つ30年間での岡市の

lI¥.fil N<w York Mctroro1t1・n.rran吋時rU¥llonCnuncil (N Y品.n・C)，r"・S.nltIlt，ion Jo~'"ty・To
11'0'. Tøllltl から野111. な J;~.l)<11 1'181111 Ccnsusにもとづャてfrほされたものである

【ぷ 3 ]エューヨークiIi各カウンティ }}IJ人口m減よれ (Illf屯:'}'o)

1940-50 1950-60 1960-70 1970-80 19801040ド0人人11 
Xk(I000 A) 

ー一一
"ンハッ 9ン 3.7 ゐ13.4 69.4 。7.2 1.428 

ゾルックリン 1.5 6 4.1 企1.0 企14.3 2.230 

ヲィーンメ 19.5 16.7 9.8 企 4.8 1.891 

プ H ン~ ;え 4.1 6 1.8 3.3 620.5 1.169 

リッ・1-tンド 9.9 15.9 33.1 19.5 352 

=河ー"-7.li 5.8 6 1.4 I.S 610.4 7.071 

一一一一一一ー
111山) IIc，，，，，，.n. (OIIIIJI.dtぴ.C刊州snf }Top"lnt，on. l'府】による.

【ぷ 4】エιーヨークiliJI'I力少ンア(1111のjì1í ~カ流動中%
(上段:197011'. ffQ:: 1980'1'-) 
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ニューヨークの都市交通

人口変化率は 1940-50年が+5. 8%， 1950-60年が -1.4%， 1960-70年が +1.5%，そ

して 1970-80年が 10.4%である 【表 3] . 1970年以前には人口増がみられたカウ

ンティもいくつかあったが， 1970-80年ではいささか趣きの異なるリッチモンド(ス

タ yテン島)を除くすべてのカウンティで減少がみられ，人口面での1970年代の変化

の大きさを物語っている.

同市内のカウンティ閣の通勤流動を 【表 -4】によってみておきたい.マンハッタン

を除く各カウンティでは常住の就業者のうち自カウンティ内で従業する者の比率は40

%前後であり，郊外の各カウンティでのそれが60-70%であったのに較べるとかなり

低い.一方マンハッタンで従業する者の比率はブロンクスとクイーンズでは自カウン

ティ内での従業比率を上回っており，ブルックリンとリッチモンドでもきわめて高い

率を示し，各カウンティのマンハッタンへの依存性がみられる.つまりマンハッタン

が大きな雇用の場であり，市内の他のカウンティはその居住地という性格が浮かび上

がる.事実カウンティごとの雇用場としての可能性を示す従業者数/常住就業者数の

比率をみると(【表 -4】)，ブルックリンが約60%である他は50%位であり，郊外

の各カウンティのそれが70-80%，場合によっては100%近くになっているのとは対照

的である.マンハッタン以外のカウンティ相互間ではブルックリンへの流動が若干多

くみられる他はきわめて小さく，従業者合計135万人に対して，それらの合計でもわず

か19万人にしかすぎない 【図 -5】. 以上から市内と郊外の諸カウンティをあえて比

較するなら，常住就業者に比して雇用の場が多く，白地域内での従業比率が高く，い

わば自立的な地域を形成する郊外に対して，マンハッタンを除く市内のカウンティで

は居住者に対して雇用が相対的に少なく，地域としての自立性に乏しいといえる.

( 3 ) 都市圏流動と交通手段

通勤における交通手段をみると， 一般により拡散的な居住形態をとる郊外のカウン

ティでは自動車利用率が高くなっている . ニューヨーク市に近く，早い時期から発展

したいくつかのカウンティでは公共交通時代を経ており，その利用らある程度はみら

れるが，自動車の出現後に発展した地域は公共交通が存立する基盤のないまま自動市

交通中心に交通体系が形成されている . したがってそうした地域では自カウンティ内

の流動でも自動車利用率はきわめて高く， 80%を超えるところが多い.ニューヨーク

以外の他の地域への流動ではこの比率は一層高くなり，そのすべてが自動車利用とい

った場合も決して珍らしいことではない. それに対してニ A ーヨークへの通勤は郊外

鉄道や郊外ノイスに依存する場合も多く，自動車利用率はかなり低くなっている.ただ

この事実は近郊鉄道網が集中し(【悶 - 2】参照)，混雑のため自動車利用が不利な

状況にあるマンハッタンへの流動でとくに高くみられるのであるが，ニューヨーク市
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【表ー 5】 =ョ-~I ーク，liJIi 均少ンテ í 1111のj，Ii'MJinL fihにおけるng"~JII" .f II Il Pt\ (%) 
(上fQ::1970 '1:.下限:1980 'n 

ブルックリ クイーンズブロンクス リヌチモン
ン 1: 全従業地

6.0 22.5 28.品 27.6 41.8 10.2 
マンハツ担ン | 

5.4 18.4 31.S 34.6 24.2 10.3 

9.6 31.8 53.3 40.0 71.0 25.2 
プルγクリン

11.8 36.2 58.1 42.5 79.1 28.3 

一一一 一一
13.1 58.0 47 .3 73.5 83.3 36.4 

クイーンズ
17 .5 63.8 52.1 14.9 77 .6 40.8 

一一一一
フ.ロンクス

12.9 28.7 50.4 29.8 43.4 24.9 

17.1 34.7 57.1 38.2 30.3 31.9 

一一一一一一
リッチモンド

21.9 

27 .9 

74.S 

83.6 

1lI，lil 点 IX-2 と I.~ じ .111釆分も合む.

【表-6】 公J~x泊の手11m者数
地下鉄

1970 1.262 

1971 1.201 

1972 1.149 

197J 1.105 

1974 1.104 

1975 1.058 

1976 1.013 

1977 1.002 

1978 1.047 

1979 1.081 

1980 1.014 

1981 1.018 

1982 994 

1983 1.011 

1984 1.003 

(1970-83 {ドの変化(%) ゐ19.9

81.4 
88.3 

ノ〈スa

883 

878 

822 

815 

846 

811 

72S 

711 

703 

723 

679 

628 

607 

618 

N.A. 
630.0 

66.5 

5S .0 

れ:l ..;;:.込 ーヨーク，1;によって免町三宮与えられている1(符パス分も~{f.

66.9 

75.6 

52.3 

60.0 

(11lu'f.: 100 7i人)

近世事欽ili"

150 

147 

138 

124 

136 

137 

140 

143 

150 

160 

155 

168 

172 

169 

179 

12.7 

b・"ンク・7イランド童文jjj. 〆ト uノースII(J量htl.jjj. I'̂TIIの合計.I'I7J. 1'J80 l':l.t P̂Tll. 198J 11に
11メトロ/ースのストライキがあった.

111リr) S.n<llcr. 11.. ・・ M.u・rr:.'Huil，'・ i向 日開chcr.C. oml 11.0. llorton cu，. ・守ttl;nR 1¥1u削 "f'何I

f'rioriri" 1986. I?R5. 
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の他地域への流動では自動車利用率のブjがかなりおくなっている.

ニューヨーク市内各カウンティ問での交通手段を 【J<.-5】でみてゆくと，全域的

に公共交通機関の発達がみられるだけに総じて D!fw 111 利丹Ht~ は低くなっている.郊外

からの場合と同械にマンハ 1 タンへの通勤に占める自動車利mは極めて低く，自動車

士士会アメりカの印象からはほと速い数字といえるが， m内各地域かふマンハ y タンへ

集中するお密度な地下鉄網〈 【図 3】)をみれば，決して納得できない状況ではな

いといえる.カウンティ別にマンハヅタンへの口動車利}目指をみると，地下鉄網が充

分でないクイーンスとリ ';1 チモンドで若干尚くみられるが，地下鉄網の密度が高いフ

ルソクリンではその比率が低く， 10%前後でしかない. しかしマンハッタンを除く市

内カウンティ聞の流動では自動車利用の占める比率は相可にt1.4くなり， とくに公共交

通手段による結びつきが薄い地域間では80%にも述している.日動車利用率は，所宵

とのかかわりから地域の所得水準との関係も深いが， 【-&. 5】にみられるように公

共交通手段の利用可能性と密接に関連しており，正Ji密度な路線網をもっマンハァタン

との結ひっきではそれが典型的に表われているといってよい I21 

郊外のように公共交通機関が密でない所では徹底的に自動車が利用される一方，マ

ンハッタンに関係する流動では公共交通機関が禅皮なまでに用いられるという対照が

みられる. しかし中心部市ニューヨーク市でもマンハッタン以外の地域では自動車の

利用率は高いし，自動車利用の傾向はマンハ 1 タンへの流入も含めて， 1910年と 80年

の間で上列し，依然としてモータリゼーションが進んできたことに注怠を向ける必要

がある . ニューヨーク市では人口と雇用が近年減少したため，都市内交通流動が減少

する -}jで，自動車利用事上昇も影響して，主として郁rJi交通を担っている地下鉄，

パスの利用者は1910........80年の 10年間にそれぞれ20.7%， 2~ ， 6% も減少した( 【表- 6 ] 

安照) • こうした利用者減の一方費用増に見舞われた公共交通機関は，運賃の値上げ

はあったものの亦字が拡大して，運営上の危機に陥ったのである . この状況は節を変

えて述べることにしたい.

財政 l:の問題をひとまずおくならば，今日ニューヨークにおいて差し迫って意識さ

れる交通問題は何であろうか.比較的低密度で， )邑路網もよく整備された郊外地域て

は，一部の給路は存在するにしても，自動車交通によって比較的スムースな流動かな

されているといってよいであろう .問題は世界的にも掃な尚宏皮JrE用地であり，その

南側を河で閉まれたマンハ ';1 タン島への流出入で HEJ繰り返される混雑は交通計百l当

局者のみならず，広く市民の間でも関心の的なのである.

m マンハッタンを中心とした交通

2J4 

第 8市 第 8f;t

ニ.;1. ' ヨ ー クの ~ISí↑i交通

【表 一7】MJII続出:とそのi七牧

{iTkI1m'1} R 従'V';人百"'" 
()iA) 

m従m'i官la(万人/km')
1:，./:'・3主Ii副員

東京23tK 581 613 1.07 

CsO (千代IU. '1'火I互)10' 22 139 6.32 

その他のI~ 559 ~8~ 0.87 

大阪iIi 210 227 1.08 

cno ClI! . N . Iti .北区} 20 89 ~ .~5 

そのlむのlI. 190 138 0.73 

エューヨークili 767 330 0.43 

cno (59 J時過り以1m 14 170 7.08 

その他の)1ウンザイ 743 1110 0.22 (0 .260
') 

ttl .) リッチモンド{スデファン~~)企除、・た111.

b) JlOXの CsO/):2 ばというのは4切で'.t.~./):. IJぽ削じlliirn6:とるためである
川市) Hcgional PI.n Ass。白川崎n (HI'A) .nd Ncw y.，rk Cill7.CnS For 11>1.nc." Tran‘...ort:‘tlon， 

TramIt 側 'rrack，1~地5 及び r(司傍凋仕1II\"d' 1'IHZ 11にもとづャてUIII.いずれも 198011¥の航である.

【図 -6] マンハ y クン CBO へのれ l 什，，~入行政のI1HH;I'.Y.)的迎川
( JOOJi人}

4.0 

1 0 

1920 30 40 SO 60 70 8011 

111，';1 HP，¥. 1I F，nlll(回。rkjQr T，Q"UI /.'0"，""( 111 "" .V円。 )'o，Jr11'1:1011. 1'11め.

215 



ニューヨークの都市交通

( 1 ) マノハ 1 タンの高密度性と交通

マンハッタンは雇用の一大中心地であり.その多く(10%)が他地域からの流入者

で占められていることに特徴がある.両者siIi凶内における地域開J(カウンティ閉)通

勤流動の約50%はマンハ j タンに関係するものであり，マンハッタンをハブとして広

域的な通予UJj流動がな dれている.

マンハッタンはきわめて高密度な雇用地であり， C A D (24km
Z
) に)70万人もの人

びとが従来して，官皮は7.08万人 km2という日さに述している.それは間程度の Cs 

D而日をと ったときのわが国の東京，大阪の各々 6.32万人 km2， 4.45万人 km 2と較

べても高い(【ぷ ー7】) • しかし市域全体でみるとニューヨークの雇用密度は東京，

大阪の、I~分以下となるし，さらに C B D以外の地域をとると京以の 4分の lほどにな

り仰I↑J構造の庄が非常に大きくみられる .つまり全djの 3%の而加に半数の従業者の

いるマンハ y タンは，ニューヨーク市の中でも突出した高萩皮雇用を実現している地

以であるといえよう. しかし，マンハ y タンに較べれば密度の低い市内のカウンティ

でも，郊外(ニューヨ ーク州の 4つのカウンティで0.03万人 km
2
，ニュージ h ーシー

州の 8つのカウンティで0.04万人 km2
) 地域と較べると0.22万人 km

2とはるかに大

きい伯を示している.つまり都市圏全体でみると，尚宏!支iffi1llのマンハ y タンの外担IJ

を低密度Jill用の市内カウンティが取り囲み au ，その外側は一間密度が低い郊外諸カウ

ンティが取り囲むという，模式的にはおよそ 3母の椛造がみられ， しかもそれら地帯

問の服用密度の差が非常に大きいのである.こうした郎市間構造で，とくにマンハ y

タンが尚密度に発注した理由について 「一度この仏が拠点都市として発達し始めたと

き，仏であったため，すなわちその東西の同を横断するのが当時の交通技術にとって

I面倒であ ったために，その中で職場ら住宅もιfJfM化し. r'，可密度:m中をつづけたのであ

る. という角本氏の言は正鵠を得た指摘といえる l川.

ffb索皮なJffi用中心地であるとともに交通流動の地域的中心地でもあるマンハッタン

に向けての市内および郊外からの流入は，主として地下鉄，郊外鉄道そして自動車で

なされている.数多い地下鉄路線はマンハ y タンに発するか，あるいはマンハッタン

を経由しており，網密なネ y トワークが形成されている.また郊外鉄道も各地域に発

する支線がmまって，最終的にはマンハ 1 タンの CBDに入り込んでいることがわか

る.その一方でぬ速道路網はマンハ yタンに集中的に形成されているとはいえず，流

入にさいしての混雑は恒常化している . このような状況からマンハ y タンへの通勤流

動で.公共交通機関の利用率はアメリカのみならずi世界の大都市でたぐい稀な78%と

いう尚い率になっている一方，自動車利用率は20.5%(うち 8.6%は相乗り〉にすぎな

い.またマンハッタン内々の流動では，徒歩 ・公共交通機関の利用者と自宅就業者の
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【表 8 】 マンハックン CßO への ι交泊iMa;別終 11~記入'行政M
れlt依 :人[lI-.t1∞0人.Jtlll{よ'}~)

ll'~ 

1920 

1925 

1930 

1935 

19~O 

19~5 

1950 

1955 

1960 

1965 

人 n

地下似J

いH

「
一
。。
0
7

曾
匂
守
，
句
，
‘
、
J

a，
a-
・勾
l

，a

q

R
・

・

・

・

・

・

・

七

一
8

7

0

2

3

3

9

8

7

7

・1
-
'
3
'
s
，。

a
o
a。
，
O
F
3
e、，，
3
E
3

近係官~iú

人 tl 比'"
335 18.2 

~13 16.5 

~37 14.7 

Jl~ 10.5 

307 9.~ 

401 11.1 

317 9.5 

262 8.0 

233 7.2 

222 6.8 

9

9

4

4

0

6

9

4

9

3

5

8

5

7

5

 

・

・

・

・

・

・

1

守

守

・

守

守

i

a-Y
勾S
令J
、，‘句
J
-
t
A
υ

《u，
nυ

・
』
《
リ
内
u，
『
，
句
'
'
O

5

5

5

5

5

5

5

4

5

5

5

4

4

4

4

 

245 7.6 

241 7.6 

241 7.8 

234 7.7 

240 R. 2 

240 1¥.3 

251 9.0 

262 9.2 

269 9.1 

291 9.6 

298 9.7 

305 9.9 

311 9.8 

299 '} 2 

J11 '} 5 

H

-
0

5

3

6

4

3

R

7

5

3

9

1

9

7

$

心
。
ユ
e

A

J

A

ρ

ρ

o

o

J
-
制
一
札

k

i

ふ

ふ

仇

3

1

1

1

7

8

7

7

7

8

7

8

7

8

8

8

8

8

9

L
引

・

l
-

泊

一

-

B
A
-

-

前
一
以
一

8

8

6

8

9

4

5

1

3

0

M

M

白
川

4

n

n

n

m

u
川

竹

H
M
N
灯

り

U
円

四

川

Mn

m
一
-
M
同

日

日

凶

初

日

"

n

M

M

M

H
“
2

M

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

一
人

fI動収 合JI，.l

‘.‘

園
、』

do
‘‘d
、‘，
・
・2

‘E

、.
d
-
t
Aリ
n
v
'
J
内aa-ya--
4.，
nv
《U

‘，
‘
、3
0
0
a
y
a句、，‘，ゐ

a-y

i

一4
0

6

8

7

0

4

6

2

6

3

6

8

2

4

R

0

6

6

3

5

8

R

4

7

7

5

5

9

9

2

6

3

2

2

2

2

1

0

0

9

8

8

8

3

3

3

3

J

A

i

 

-

，
，
，
 •..

.•..... 

人

一
-

h

1

1

1

1

1

3

3

3

3

3

3

3

3

2

2

2

2

2

3

3

3

3

3

3

ド

一
5

9

3

5

9

7

9

7

4

7

6

3

0

1

0

ρ

j

j

J

J

4

5

5

s

n

J

1
・

l

i

j

l

!

l

・

・

・

・

・

・

・

・

山
町
一
弘
比
比
は
は
は

m
M
M
M叫
幻

刊

叫

刊

日

m
M
M
m
れ

れ

n
n
M
m
m
N
M
n
n
u
n

HH

一6
a

V

4

2

9

0

0

5

0

5

5

6

0

1

4

5

7

4

6

"

m

m

m

w

m

W

2

-
7

4

8

5

1

3

0

0

5

0

2

2

2

4

R

9

7

2

2

閃

一1
3

4

5

6

5

7

8

8

9

9

9

9

9

8

S

8

9

9

9

9

9

0

.

3

・

人

E

I
-
-

11) .) lU JIの園田 11 の 2~ 時間の航 <:111) IJ (，11吊.r;n州. ζれらの".;-にIi緒川敏(，;');主九ている.
10) 1920-55 Uバスと路山明日11( '1の ~~I l'm IJ時uルーズベルト t~即lとの l r:lm (回世プウ zイ、約 Jr 

人を ~(.r. この怖はマ ，n、ッタンA60TIII:.t.tおよび/1.トンすルによ今て w拘.から縫人する ili内パ

ス.'llI外バ，...山内.o.1rバスル合む.

<) t~の f 伐として117. 世田{削 1"で約 1')(.】がある.
11111;) 1I01l，on.1 1・I:ln "̂"ociQ.lIon (UP̂ ) and Ncw Yurk (.;iII7.t."同ド。r11:'11.，，(臥1'1・Un~I)Orl叫川".

Troru;1 On T，acR. 11)8Sから1111¥'..

1.08~ 

1.450 

1.801 

1.871 

2.068 

2.279 

1.986 

1.906 

1.858 

1.867 

-
1

‘，&令
Sa-τ

，、
d
z。
、
，
。
。

nvaυ

・3

‘，‘‘‘
J
4・Y

勾，，司，
e

司，，句，，司''司，，『，，‘，，司
，，

司，，の民
U

伺民"闘賞"
の民"
a
M
O

向"，“
w，
aw，。，

au，
。
，
。
，

q
，
。
，
。
，
。
，

n
v
n
w
'
n
v

肉

u，

I

l

i

l

-

1

1

1

1

1

1

1

1

 

1

1

1

1

1

1

1

 

a句
1
d
'
A
W
'
a
v
o
w
-
-
'
o
a得
。
，

ouv
，、
d
司'
a・・

auwa・曹

司'
ay
a句
。
δ
'
O
向ツ‘，‘

.4
《υ
z
o
a
-
-
、3
・，

7
勺す

6

5

5

4

4

4

5

5

5

5

5

5

5

:

:

:

・

:

・

:

:

，

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

 

【表一 9J '7ンノ、ックン CIlDへのJe.泊刊J()JIJピーク11・¥.(l1:，)lr 8-911ケ)流入打数

(Jltjι:人wよ1000人. Jtlflは%)

j也下鉄 近知鉄道 WI ifii ~足元Jj n ill * 合計

Ir次人 n 削国人 n Jtll! 人 n Jtlll 人 n 比敏人 n

1960 581.8 69.0 

1965 574.6 69.5 

2

8

5

2

2

7

2

6

3

1

9

7

4

 

••••••••••• ，AW
，、
J
，、
d
，、，，、
da----dAU，
.E.
‘，
‘‘，
t.
‘，.‘，

ι

・

'OAuw
，。，
o
'
O
A
v
t
o
'
3
a
o
'
o
a
o
'
o
'
o

a
-
-
l
n
v
，・

o
v
a
-
A
V
噌

J
a句

nw，
ny
守

'
n
y

a

-

-

-

・

・

・

・

・

・

・

・

!

2

0

4

8

4

3

3

2

3

6

4

9

4

 

AHV
令‘，‘，‘『，
e
a翼

U
司，.、‘
d
，.，.，
.、‘
J''hv
，、d'hv

，、J
，、，
e
R
d
a
-
v
a
-
y
a
-
-
4・
4・
4・
4・
4・
4
，
4
・

AHu---
‘，.、‘
ee--
，、d'nuv
司'
'
a施。

nv，
AMV
-E-
‘，t

・

守
，
守
，
、
，
、
，
守
，
守
，
，
，
守
，
句
，
句
，

O
0

・0
0

0

aw，白
u，内
v
a
v
a
V
《u，向
"'nv
《MZ
《ソの
V
A
V
A
V

I

I

I

-

l

i

l

i

-

-

1

1

1

1

1

1

1

1

 

IIll)r) 点 IX・8とト11;'. 

114.0 

104.5 

13 .4 

12.6 

53.0 6.3 

53 9 6.5 

86.0 10.1 848.0 

86.7 10.5 826.7 

一一一一一一106.4 

111.0 

113.5 

106 9 

111.5 

108.3 

108.4 

112.8 

112.5 

114.6 

118.0 

119.3 

123.0 

217 

。ー，
i

、J
ε
J
e
d
e。、
J
'
B
A
u
a
y
a
v
守，

AU

••••••••••••• 司'
ak"
a
v
a
s
a翼
u，
。
。
向
"
'
a
v
'
A
V
A
W，。。

a
v
aM0

8

0

1

0

9

5

5

2

6

0

1

8

8

 

・
・
・

・

・
・
・

・
・
・

0

・
・

内w，，、
J'au曹、，.‘，
.
a・，‘
.
4
a喝

AHU'au'仇U曹、‘
d
句‘
JW

，、，，
av'nv'AW'hv'RM.
，白"'仇
u''向日曹，民
u・
'nuw'hv'nuw

o
v
o
O
令，
.
A
U曹の
u
e
0
・0
0
2
守'
'
J
n
v
令J
g
d

....••• 

，
 

0

・

・

・

・

・

・

a・，

‘‘
d
a
-
-
a・冒，、
da--
，、
d
，、d'nv'AHW'AW'hu'nV

I

l

l

i

-

-

1

1

1

1

1

1

 

82.1 10.8 758.5 

89.4 11. 1 805.3 

87.5 10.9 799.9 

79.0 10.8 731.~ 

76.1 10.3 741.8 

78.0 10.7 730.9 

702 10.3 684.8 

82.2 11.6 708.~ 

80.4 11.9 674.6 

81.0 11.5 703.4 

78.7 10.7 738.8 

81.4 11.1 733.1 

84.7 11.4 745.5 



ニューヨークの都市交通

比率が88.7%であり，十日采りを合む臼動19利用者はわずかに5.9%にすぎないのである

1 ~) 

( 2 ) 中心業務地区への流入交jillと趨勢

マンハ 1 タンは点西側約 3km粍の一つの島であるから，マンハ J タンへの往来は，

まEさにそこへの流出人といった言必とよくマッチしている. 【図 6 )と 【表-8 ) 

は1920-....例年にわたって毎年の 1週日のマンハ y タン CR Dへの流入者数とその手段

を，ドしたものである'叫. laJ B記lか会わかるように，注目すべきことは40年も前の 1946-....

47年 ζ ろにマンハッタンへの流入.nはすでに最大に述しており，今日の水準にしても

1929年の大恐慌前にはほぼ達成されていたことである.マンハッタンは，はるか以liiJ

から繁栄して多くの人ひとを吸収していたわけである.時代を大きく区分して考える

と，第 1は，マンハ yタンの雇用増加がつづいた1920-45年時で，大恐慌の一時期を

除いて，その発展とともに流入電も明加の傾向にあった.第 2に1950-69年の20年聞

は芯干の変動をみながらも全般的に安定していることかわかる. この間{!:届 ・事業所

の郊外化が進行したのであるが，マンハッタンの配用，ニ斗ーヨーク市の人口は全体

としては比較的安定していた.第 3に1970年代にはいって郊外化はいっそうすすみ，

ニューヨーク市のJ<<iiHは1970-75年の 5年間に何と 15%近くもの大幅な減少をみてい

る(【ぷ l】).同市がこの頃，深刻な経済的停滞と財政危機に見舞われたのは紀

憶に新しいが，マンハッタン への流入者もこの事実を反映して大きな減少を示したこ

とが 【図 6】からよみ取られる . しかし 1970年代終りから雇用は剖復しつつあり，

この事実は後にみるように，今日ニューヨークの交通問題をホットにさせる大きな安

囚となっている.

( 3 ) マンハ γ タンへの流入手段とシェアの変化

つぎにマンハ y タンへの 1日を通しての流入者の交通手段をみてゆきたい.都市内

交通機関としての地下鉄は流入者総数の増加とともに. 1920年以後大きな伸びをみせ，

大戦終 f時の1946年には最大の240万人に述した. その後ブルックリンやブロンクスと

いった地下鉄利用者の多い地域での人口減少や自動車利用率の上昇にら迎過して 1950

年代は最盛期に比して大きな減少をみたか. 1960-....70年にかけては市内の人口減少も

なく(【表ー 2】).またマ ンハ 1 タンの雇用も若干噌加したこともあって，流入者

数は絶対数では安定していた. しかしこの間も郊外化とモータリゼーションの進行に

よってそのシェアは低ドして.1960年の57.7%から 1970年の54.9%へと約 3ポイント

減少している.1970年代の市域内人口および雇用のいちじるしい減少は地下鉄による

マンハ 1 タン流入者敏にも大きな影響を与え，その故は1970年の 177万人から 1977年lこ
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は141万人へと 20%も減少した 11 )同時に手IJJlj比率も 5%ほどの低ドをみた.そのi去

のマンハッタンでの雇用回復にもかかわらず，財政危機をはさんだ長期間の般世によ

るシステム機能の低下もあって，地下鉄利川者の凶佐はさほどみられず， シzγ もい

っそう低下した.

一方，ニューヨーク都市闘の交s外化にともな勺て，郊外やユ斗ーヨーク rliI付でもよ

り外縁部からマンハッタンへj且・肋する人ひとの放が地加した 1950-....70年II1Jでは. b7t入

者数は全体で334万人から 323]J人へとさほどの変化はないが交通手段の手IJmf，W成はか

なり変化した. この間地下鉄では約 21万人の利用減があった反面J.郊外鉄道と CI動

慢による流入荷数は102万人から 11 7万人へと 15:万人増加した. うち郊外鉄道は31.7)j 

人から 24.5万人へと 7.2万人減少し，向動111は70万人から 92.5))人へと 22.5万人ら大幅

に増加しており，中心部市への通勤におけるモータリセーンヨンの進行がみられるの

である-)jでは， ロンクアイラント鉄道をはじめとして.矧外鉄道の経営事前は悪

化の途を辿ってゆく .

経済停滞と応用減がみられた1970年代に入ると，全体的に流入省減がみられ，とり

わけオイルショックの前後の白動車の減少か目立つ.近年の動向についてみれば. 19 

78年から始まる雇用の回復にともなって，各手段ともに手IJm者は増加してゆくが，公

共交通機関としての近郊鉄道 ・郊外ノミスも附加している事実は注目主れる. しかし自

動車利用の附加らきわめて大きい.79-.... 84 fl~ の 5 年間でマンハノタンへの流入!'i.t¥"J 1m 

分34万人のうち約60%の20刀人は自動車によるものであり，マンハ y タン流人のIU.雑

激化は終日的なものとなり，今日の交通問題て大きな比重・を占めるに至っている.結

果としてみれば経済停滞期を句た 1970-....例年の問にマンハッタンへの終日流入者のう

ち，地下鉄の比率が8.4%低下し，その分近郊鉄道，パス，自動出の比率がお々1.9%.

1.1%.5.4%1自加したわけである .

以上みた終日の流入者に対してど ーク時(午前 8 ・9時)に限った流入岳故および

その手段を 【友 9】でみてゆくと，これまでみた状況とは少し異なることに況がつ

<.一番大きな差異は，自動Ili利用率がきわめて小さく(約10%).またその比率も

1960年以後20年間ほとんど変化がみられない点にある. ・)ji!i 交I~鉄道と(ピーク叫に

咋用レーンを利用できる路線も多t、)郊外パスはこの間比率を尚めており， ヒーク時

のマンハッタン流入における自動車利用の図鑑さを示唆して Lる.教の上では 1960年

に較べて1980年の方が自動..!Hによる流入省紋は少なくなっているか，終日の流入布教

の場合と同じくピーク時においても最近は附加傾向がみられる.ただヒーク時のよう

に道路在位か限界に近いときは. rjiの流入かわずかに増加しても混雑に等える彬瞥は

きわめて大きいので，事情は深刻になる .ホート ・オーソリティのパーカー氏 (S.Be

rger)は， IニA ージャージーからマンハツタノへ毎朝乗mUlで抗入する人びとのう
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ニューヨークの都市交通

ち，わずか2500人がパスか鉄道に移札ば，ハ，_..ノン川渡しの 3つの倍 ・トンネルでの

所要時間は担任の30分から 10分になるであろう ・18)と述べている.この状況はまさに

ピ ク時では入つ込む市の限界質問が非常に大きくなっていることをらのがたる.

つぎに 【決 10】によコてマンハッタン流入行のうち， ヒーク 11与(作所J8 --9時)

の占める比与をみておきたい.ます全手段およひ自動車でみると， 1960年以降におい

て若干の減少がみられ，マンハ γ タンての勤務時間形態の多時化あるいはピーク時以

外のトり y ブ比率の地加(たとえば業務トリップ)といったことが示唆される . -}j 

パ スの場合はこ の比率の上昇がみられ，郊外パスを中心に通勤における利用の高まり

がみられる. 1960年では近郊鉄道でマンハ yタンに流入する人々のおよそ半数はヒー

クの 1 時間に集中していたわけで，典If~ 的な“通勤鉄道 (commulcr rail) "の観を R

していたが，その市も{江 Fして利用の多時化がみられる. これはili:'}f~鉄道システム改

善の効果の現われとも思われるが，手'J丹jの平準化の観点、からも盟ましいといえる .

( 1¥ ) 所得;J<fV.と交通手段

交通需要は一般に，人口，経済活動や応用と密接な関係をもっているし，また交通

流動構造や交通手段にしてら，雇用の空fHJ的情成や居住者 ・従業占の社会的階層や所

得と大きな関係をらっている .そこでこのような経済社会的占条件と交通手段との関

係を少しみてゆきたい.

【表 11】は.アメリカ全都市圏 S ¥1 S A) ，マンハ 1 タンを除くニューヨーク

市4カウンティおよひ'マンハ 1 タンにおける従業者の所得中間値と所得構成を示した

ものである. ニューヨーク市 4カウンティと全部市圏を較べると，所得構成において

ほとんど差かないことかわかる.所得中flJJ航だけをとりあげるならば，高I乏な産業の

集積するマンハ γ タンの水準がさほど r~1 いともいえないが，所得の柿成からみると，

マンハッタンでは 2万5000ドルを超える比較的高所得の人びとが19.6%を数え，ニュ

ーヨーク市 4カウンティの11.7%，全部，IJ閥平均の12.2%を大きく 1:回っている. こ

れらの人ひとは5長敏で約33万1000人lこ及ひ， うち 16万2000人はニ A ーヨーク市(その

うち 9万7000人はマンハ yタン)に，残!)16万9000人は郊外の活力ウンティに居住し

ている. したがって，マンハ yタンに流入する人びとのうちこのような尚所得者問は

マンハッタンIA(主将を除いた23万4000人に述しており，流入者全体に r1jめる比率は20.

5%に及んでいる l引.このように所得水準か向く，それ故に通勤岱負担能力，時間評

価額が高い人ひとがかなりの数にのぼることは，そのような階胞のための通勤手段の

停在を示唆しているが.自動車に加えて，運賃水準の高い近郊鉄道や郊外パスがそれ

に唱当するといってよい.

つぎに，ニューヨーク S:-"1 S A内のいくつかのカウンティ常住者について，その従
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業地と所得水準の関係を 【(2()-7 J 1こよってみてゆきたい.従業地別にみるとそ 4で

引く人々の所得水準(・)はマンハソタンが最も品く.ユ A ーヨーク市内のおカウン

ティがそれにつづいている.また，ド1らの常住地内のカウンティで従業する人ひとの

所得ノド祢 (0) はいずれの場合もきわめて低くな 4 ていて， カウンティ内のi走法判の

所得J}<司「の平均をも下回っている .これは自カウンティ内で従来する場合は生活.1:の

さまざまな便宜的諸条件をも考肥した，むしろ得られやすい轍(パートタイム等)に

就いている場合も多いこと，また，交通貨支出が少ないこと等から，一般に所得I}<i草i

が低い就業形態も受容されやすいためと考えられる.さてニ斗ーヨーク市の各 lカウン

ティで従来して高い所得をえている人々は，図中の記号 1--1¥で示されるリッチモン

ド，パ ゲンなどすべての郊外のカウンティ居住者・であるが，彼らは単にマンハ yタ

ンのみならず，プルックリン，クイーンズ，ブロンクスとい ったニュ ーヨーク巾内の

周辺のカウンティに従業する場合ても劣らず高い所得を得ていることがわかる.それ

に対してニューヨーク市内各カウンティの居住者は，自力ウンティのみならず，マン

ハ yタンをはじめとする市内の他のカウンティで従業する場合でも知外屑住者と似、べ

るとはるかに低い水準の所得しか得ていない(区]中の記り 13， Q， X， M) .滞外の

カウンティで従業する場合でも~lJMは同じである.また，知外カウンティ日Ht::将が，

Uカウンティで従業する場合と正Jj価な交通費支出を援する他の泣いカウンティで従決

する場合の稼得所得差は非常に大きくなっている.一方ニ A ーヨーク市内肘o将は，

地ド鉄，パスといった安価な交逆手段(均一料金で 1ドル)が利用できる乙ともあっ

て，この走は小さい 20) 【ぷ 12】には，それぞれニ A ーヨーク市内と郊外のカウン

ティであるプル 1 クリンとロ y クランドの居住者の従業地別の所得構成を/j，している

が， I前有では自カウンティで従来する場合らマンハッタンでの場合も，所得rjJI臼jイ'tl'l • 

構成のいずれもあまり変化がないが，ロックランドの場合は，それらが極皮に34なっ

ていることカ五わかる.

--A史的に職業と所得およひ所得と居住地の間には柑関が強いと考えられるので，職

業と応住地の間にも相関はみられるはずである. 【表 .13】にはマンハッタン中心部

に従業する人びとの職業別利用交通手段を示している. fJJ2~で上位に位置する職業ほ

ど，おおむね所得も高いと巧えられるが，マンハッタンで 'i1: (なほど近交s鉄道の利川

市が尚く，経常，管理局では絶対的にも半数を占めている. また経営層では臼動小平'J

月jjfiも尚くなっているが， この場合の多くは栂乗りでなく巾独の利用である.一方[fiJ

表で下位に位置する職業ほど地下鉄利用比率が高くなっており，ちょうと近郊鉄道の

時;合と対祢的な関係がみられる.パスの利用率 lこはあまり韮:がないが，それには郊外

パスと地域内パスが含まれており，上位眉では郊外パス，下位庖では地境内パスの利

用J手1がそれぞれ高いと思われる. これらの事実かふ，マンハ y タンの従業者の通勤パ
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【表ー 1"】

地下鉄{II)II行政とその恒例(件強引材が 1%変化したとさ.利111行以1':'与える

変化で，抑制.i(i)

張関 lff~JUII::) 1948-75 1950-81 1956-84 

一一 一 一マンハ 11)ンJ[1(J11~ (C 111)) 0.754 0.615 0.556 

I'1 tJJlI( '(1IHì~(エューヨークリi) -0.25~ -0.193 -0.225 

i1! 1~水~(χ貿"0 -0 117 -0.158 -0.209 

ilJ!lrJ:のInlfil1."
0.055 

lfu F~市内泌総f((IOI
0.007 

一一 一一 一 ー
抗Oi:T~のik広係~R・ 0.79 0.64 0.59 

11，) .) *向'V.l!，"-I1"1掴!11!飽(II1DlIf')をとっている
b) ピータ叫耳:Xi'I~"ベースをと，ても・るので. JCの係t'<h;WlI与される.

/11 JI.tlJ 11 1'<腕叩で.骨寛政は i自 '1 ' ''(に刈十るItJドとしてJIい・られてャる・ :tI~バ?ノークーの t 帆IJ
lLl'I Q:"Hj~U~'" て・l 分によ占い.

111，11) ItI'A.勺111;11I'lpcr 1. 31p から11'，..

【l災:] 9】

jむト限付金の11m

(%) 

350 

300 

250 

200 

150 

【図

l附‘ご

1 0】

地下鉄~l!?I\のJM )JII
(1970 il'= 100) 

k 5ω0ι エA 一ヨ .71市Iif犯巴耳i何H敏

0 
1904 48 86'f~ 

0 
1970 72 74 76 78 80 82'f. 

111市) Daily Ncws M.抑制nc，p. 30. 

11111，) 1)o，Iy N，.w‘;、1叫 :¥I.IIU'，(;(II"'~ 1'110'， 

l¥1i1rch， 2.1， I'I!II，. ". 5より.dt.

【表ー 15】 マンハックン従来おと)，'HJ.Jl!!" (JI¥I主 10∞人}

1960 !fc 19701': 19801J! 

マンハヅタン 723 586 576 

ニューヨークiIi
{マンハγタンを除く)

1，022 1.052 944 

インナーリングM 325 322 313 

7・，;1)' リング 70 108 I3S 

，，、s 2.IH 2，073 1.972 

1J.1 ・】 エsーヨータD'IiR圏内.

b) ナッソー• 'Jエスチs.""-. バーゲン.，、ドソン.エセ γタ.:<.;0.エオン.〆
...イ P の~カウンティ.

II¥lJr) ItI'A， Tr"""1の" Traclt， I'a"cr 1， 1985による， o;r; tl';'1.1.センサ"で.19昨日 11は
HPA， 197n，創刊・は NYMTCの調1IH:U:ている白
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ターンはつぎのように与えられる.上位j何は主として郊外(広 L、県立地で)に 'l~iH : し，

郊外鉄道の他に部外パス，渠JI1EHを用いてj垣則jし， ド1企1M'土.1:としてrfjI付にJ，!iLI:して，

地下鉄，パスを利用して通制しているという笹がかなり明白に浮かぶ. 【匡J-8】に

示されているマンハッタンから肘住地への距離の累積分布をみると，上位府ほど泣~~!

i維に，下位l丙ほと近距離に届0.:していることが明らかになる Zけ. 一方，副次的tl1心地

では，自動 111通勤がほとんどで，階層と利川手段の別もさほど明らかではない.

マンハ 1 タンへ流入する人ひとの数は，そこでのJrd用に人きく依存していると行え

られる 22) 近年の流入者数附加分の多くは部外に庖{主してお・)，自動車や近郊鉄jE，

パスを用いているが，とりわけ自動車のウ zイトか大きい ζ んはすでにみたとおりで

ある.マンハッタンの経済的発民にとらなコて附加する流入荷がli動車をより j起択す

るのであれば，自動車交通における混雑はますます激しくなり，問題は深刻化せざる

をえないということになる 2S. 

IV 公共交通の運営と財政

公共交通輸送需要の長期的低落の 1つの要凶は全般的に進行したモータりゼーショ

ンであった.郊外化は， n動車をより多く{史mする郊外地域のウェイトを品'める-プJ

で，公共交通の利用が吋能な中心部市の人Uと経済活動の低下をもたらし， ~I~ dI倒全

体としての公共交通需要を減退させた.本節では各輸送機関に対する需要の動向と，

連営をめくる財政上の問題点、についてみてゆきたい.これは今日ニューヨークの交通

問題をホットにさせているもう lつの顔である .

( 1 ) 公共交通輸送話裂とその変化

( a ) 地下鉄利用者の長期的低落

ニューヨーク市内を走る地 F鉄利用者が長期的に減少している原因は， 1つには市

内でも進行しているモータリゼーションがあげられ(【ぷ 5】)， もう lつは郊外

化，経済停滞にともなう市以の人口 ・雇用の減少，とりわけ従来地下鉄利用者の多か

ったプロンクスやブル y クリンでの人口 ・耐用が大きく減少したことがあげられる.

このことは，マンハッタンを除く市内周辺区内および周辺以n月十日瓦の地下鉄平IJ川者比

率は1960年には29%あったものが1982年には21.5%にまで減少していることからもわ

かる 2川 .

RPA によるニューヨーク地下鉄利用者訟の需要分折結果が 【表一 14】に示されて

225 

第 8立



ニューヨークの都市交通

いる.地下鉄利用おのうち70-80%はマンハ y タノに関係しているので，マンハ yタ

ンのIfiiJfl故は大きなbU伊?をもっており， 1(1:。トされた11rt'l: (l(iも最も大きい. 口動車登鉢

台数も大きな要凶となっており，このH与代モータリゼーションが進行したことを示唆

しているが，それは 1970-80年にかけても市内各カウンティで通勤時の自動車利用率

が尚くなっている 【l袋一 5】の結果とも対応している. また地下鉄の料金は1970年以

降忽激に引き上げられたが(【関 9】参照)，低所得問も多いニ品ーヨーク市では，

この l~惇も大きく，阿波に示されているように，より近時の期間の }jが強い影響 )J を

受けたこともわかる.

次に，需要に影将を与える要因として， システムの信頼性，犯罪， m内混雑につい

てみてゆきたい.

地下鉄は現存の路線のほとんどが， 1940年以前に建設されたものであり，その後の

設備投資は十分でなかった.1960-70年代には設備 .11¥両等の老朽化か進み，更新や

修純の投資を多く必~としたが，財政危機にも遭過し，それらか十分でないばかづか，

世m節枇のために修1111部門の人民も削減されたために地下鉄システムは感化の道を辿

った.それにしたがって，大小さまざまな運転陣苔が先生し，脱線にしても決して珍

しいt113421fでiまなかった.運転上の(J紙性の一指偲としての車両平均走行可能距離は

1965年の 3万5000マイルから 1981年のわずか7000マイルへと大幅に低下し，車両当り

年平均 6回の故怖が生するという事態に至っている 2& J このために，列 II~が立往生し

たり ，oij'画通りの迎行ができなかったりする事態がしばしば発生して，人びとには多

くの時間的煩失がもたらされた. こうした事実も需要分析の結果にみられるように，

利用持を失った要肉といえる.

身の安全も重要である.犯罪数は 1960年ころは年間約1000件， 60年点で約2000件ほ

どであったが， 70年代になって急激に明加し(【図 10】)， 1980年ころには 1)j 5 0 

00件にも達している.同図からわかるように， 1970年代の市全体の犯罪放はそれほど

増加はしていないか，地下鉄での犯罪敏は10年間で 3倍以上に達している.犯罪の発

生数の附加が利用者数に与える影響は定かではないか，やはり無視できない要因であ

ろう .

もう 1つは混雑の問題である. ラ y シュ時(午前 8--9時)の地ド鉄利用者数は絶

対的にら多数にのぼり，マンハ 1 タンの流入者の断面交通電をみても， 17路線の内 3

万人を担えるものが 7路線ほどあるか， 6000台余の車両を有するニ A ーヨーク地下鉄

は，輸送力の方も相吋に大き く， 混雑!立をみても1.0に述しないものが 7路線にも及ん

でいる.最ら混雑皮の向い路線でも1.3粍度であり，わが凶の状況と比較すればさほど

深刻にはみえないが，それは国民性の相j主であり， ilHffi皮1.0を快適さを保つ限界とし，

これ以上は “混み過ぎ (overcrowded)"とみなされている. この法tViからすれば17路
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線中， 10路線が混み過ぎということになり ，}J rffi別ではクイーンス }J向からがI品も叫

んでおり， r司 H面 3 路線の ~Iq手]で混雑度は1. 16である 26 )なおボート ・才一ソりティ

の調査で:ま， 1980-83年のUllにP:¥THから自動!Iiに乗り換えた人びと (1000人)の

うち， 50%はPATHの市内混雑を主な原因にあげていることからも，公共交通の_tii.

内混雑は!lI視される必要があるだろう 21 )他にも地下鉄ンステムが利用者の欲求に対

応できないJ1として，駅舎 .1ft両の環境や兎り心地もあげられる.

( b) その他輸送機関への需要の変化

郊外たけでなく，ニューヨークの市内でも自動宅利用比率が向くなっている事実は

すでにみたとおりである(【ぷ 5】).マンハッタンへの自動'_Iiによる流入もピー

ク時 ・終日ともに増加傾向が強い.通常の占行世に加えて，焔 ・トンネルの通行料，

さらにはI:可制の駐車料金(悦込みて 10時間14--16ドル)を裂するため，マンハッタン

への車の流入はかなり高いものにつく . また何よりも混雑のため失われるIl~nn，逆転

仁の疲労も大きい.金銭的自問の大きさは，オイルショック後にみられたように，自

動車利用抑制の要因と考えられる . しかし，業務市の場合は金銭的費用に対する弾力

性が低いし，通勤に関しでも自動車利用占-のうちの約 3分の 2は無料駐車場の供与等

の財政的援助を勤務先から受けている事実も自動車利用を促す要因として見逃せない

2 8 ) 

さてマンハッタンへの流入では，近郊鉄道のシェアも tが勺ている. とくに通制時

には自動車に対して強い競合おとなっている. 臼ら，逆転の必要かないたけてなく.

混雑に遭j越せす時間的にも述く '~l内混雑も少なく，多くの.t~ 合はお l高でき z'\ しかも

マンハッタンの中心部に乗り入れているのであるから，釘Jfj性は非常に高いといえよ

う.ただ凶{t密度の低い知外を定っているわけであり， m'.存l自}からも郊外の駅でのパ

ー ク ・アント ・ライドの充:むか不可欠であることはいうまでもないし，絶えヂこの面

には注怠が払われている.また運賃水準は一般に高く 303，前節でみたように高所得者

儲の利用が多い . マンハッタン従業者の J~住地は 【 表 15】のように遠隔地化してい

るし，高所得省屑ニ郊外居作名・となるような職業の従事者か今後附加するとはjf..まれ

ているので，このような人ひとの通勤手段として近郊鉄道の凸める位置は・肘大きく

なるものと恩われる.

マンハッタンへ流入する近郊パスも増加砧制にある.片道で3.5-5ドル近くを要す

るので，決して安価な交通手段とはいえないが，パ‘ス専用レーンか充実している場合

も多く，近知鉄道と同じメリットが得られるので，自動!I!に対してト分競争的な手段

となりえている. またニ A ーヨーク市内に発するものでは，地下鉄(1ト・ル)にあjす

る競合者としての性格も持っているようである. とくに混雑した車内から解放され，
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【表 16】
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快適な市内に!定席が碓保されるHi内急行パスは，y:_性客に仔まれ，地下鉄からの転移

者が多い Sけ.

(11¥(屯 1∞7iドル)

以上みたように，公共交通機関の一部には近年の経済回iV.にH'い，利月r円が附加し

ているものもみられるが，長l倒的にはいず札の機関も最盛期の輸送人員 lまド[ii!ってい

る.
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( 2 ) 公共交通の運営と補助

公共交通問!渇か，一方での利用者減，他方での岱用高腕のため，運営上多くの凶難

をともなうようになったのは先進国共通の現象である. 1970年以前には連常 t~iIJに対

する補助率も 20%以下の邑lか多かったが， 1980年にはほとんどの国で大幅にWIJmして，

川 -60%に述する場合ら珍しくなくなっている .アメリカもそのうちの 4 つである.

アメリカでは1964年の都市大量輸送法 (Urban~ass Transportation Act)により，

連邦政府から都市公共交通に対する資本白補助かなされるようになった.公官交通で

は，従来から資本費は市などの負担であったが，述邦の制1Mが始まったことによって

都市の公共交通機関整備へのはずみがついていった.その後[eJ法は 1970年に改 jrされ，
都市大母輸送波助法 (UrbanMass Transportation Assislance Act) となっ.さらに

1974年の全国都市大量輸送援助法によって都市地域での運営~補助も可能になった.

これらの補助は主として一般財甑によっておこなわれたが， 1973年の連邦tili助j(f路法

(Federal Aid Highway Acl)ではガソリン挽収等からなる道路信託基金の一部を都

市公共交通整備へふり向けることが認められるようにもなり，公共交通機関の補助で

六きな進展があった 32)

ニューヨークにおける公共交通の運営状況をみると ，いち引くモータリゼーゾヲン

の波をかぶった近郊鉄道は，すでに1950--60年代に経富がれよっていたし，地ド鉄 ・

パスを運営するニューヨーク rfi運輸公社(0:YCTA)でら 1960年代には僅かである

が欠損か生している. 【表ー lけ にはニューヨーク都市圏における 1970年以後の公共

交通運営の状況が示されている.欠損額l立地加の一途を辿り， 1970年の l億5007Jドル

から 1980年には 10億8400万トルと 10倍になり ，補助の比率ら 9%から40%になョて，

この10年間でいかに公共交通迎営の環境が必化したかを物語っている 33)

【表-17】によって各輸送機関の収支状況(1984年)をみると，今自では各機関と

も支出に対する収入の比率が50%前後にまで低下して，公共交通運営か厳しい環境に

雌面していることがわかる.規模としてはニューヨーク市の地下鉄 ・パスを迎?ヰする

NYCTAが最も大きく，赤字額は 11億ドル近くになり，近郊鉄道の LIRR，M:'¥ 

C Rも各々 2. 3億ドル， 2億ドルの多きにii』する. これらの欠慣はほとんとが補助

金で埋めもわる. ニュ ー ヨーク州に関係が深い LIRRと川、('Rぷ都市樹立1!輪公社

1I:，'i) )， IX 6と1.. 1じ・"U_Iょ.N YI¥'1i・(，;.UtRlorlnl Trmuporla'fuu Stalt.H， 1984である・

【表一 17 l 

柏込倹1¥1，1別illiれ収ょに(1984J:fin (11¥(な:1似)ijド，レ}

文11¥'" 収入 l文111

2.439.0 56.1% 

512.8 50.8 

385.9 45.0 

13.2 42.4 

92.8 42.5 

収入制

NYCT̂ '" 1.368.1 

LlHH 260.6 

MNCIt 173.8 

SIltTO^ 5.6 

1'̂・I・11" 39 . ~ 

!n 翁1，lf収入であ 9.そのはとんどlJ.lIIlt収入である・

h) NYC' I・A と 1\1>115'1・O^ の~l"J'(，める.

巴) "t ト ・8司ゾリティ 川政倒的11，1リ嗣 fl.'t1'(による.

‘1) H働側UllH;合む.

11111;> 1¥1'1・̂11次ty{'，Jト 19l!4111>'<から11I.t. 
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(;¥1 T A) を通じて補助を受けるが，ニューヨーク市内の交通機関である :'¥YCTA.

SlRTOA. は自慢的には MTAの品JJAを通じていない(略記号は本車 1 ( 2 ) 

参照). 

つぎに補助金の源泉についてみてゆきたい. L 1 R RとMNC伏に補助金を分配す

るMTAの収入は. (1) 連邦政府， (2) ニューヨーク州. (3) 地五政府(市，

カウンティ). (1¥) その他.からもたらされる運営費補助である .1984暦年で，これ

占収入は 4位6200万ドルであり，そのうち(1 )は 5%， (2) のニ A ーヨーク ~H分

は38%を占めるが，その多くは取引旬税や石油売上税等公共交通lこ向けられる特定税

収による. (3)の地万政府分は沿線カウンティからで， 31%を占めているが，駅の

維持 ・迎'自に対する Mill)]としてのウェイトか大きい.最後に (t1 )であるが， これは

焔 ・トンネルをiill常して，M T A組織r!'唯ーの黒字をあげている TRTAからの議勺

金がほとんとであり， ( t1 )全体で26%に述している .

一方l¥:YCTAが受ける補助金は， 10佑4400万ドルであり， (1)の述邦は 8%， 

( 2 )の州かもは特定税源を主とする 41%が， (3)のニ A ーヨーク市からは警察，

資本設備技術'<.lf:?tIi償fl的なものも合むが， 38%に当たる 4億 ドルか入っている . また

TBTAから品与金が13%にあたる l舷3400万ドル入るのも MTAの場合と同憾であ

る.

また，崎りょう ・トンネル ・空港，地f布施設を通嘗して利益をあげているホート ・

オーソリティでは，赤字の鉄道システム p八THとパスターミナルに内部補助をおこ

なっているが， p入TlIの運営補助額ば 1984年で5300万トルほどである.

公共交通の運営団での補助は以上のとおりであるが，公共当局にとっての財政負担

はこれだけでない.資本111は公共当局の負担が原則であるが， 1970年代の投資額はニ

ューヨークの公共交通システムを修純 ..!Q新し，それを良好な状態に保つには十分で

なく， システムのJ悪化をいっそう進めた. MT八はこのための必要資金の調達に応え

るべく， 1982-86年にわたる 5ヵ年資本計阿を打ち出した. ゾステムの竜要な部分

の継続的な運行を支えるために優先順位の向い項目に85億トルの資本投下をおこなう 」

3‘3 ことによ勺てシステムの回復に努めた.投下資本のうち 4分の 3は NYCTAの地

下鉄 ・パスに， 1¥分の lは近郊鉄道のためのものであった.1984年ぷで確定された資

金は約60% ほどであり，連邦からの補助金交付と債権発行の進捗が遅れている 3~ ) M 

TAは 5ヵ年J幽以後も， システムを良好な状態で維持 ・運行するためのさらに多額

な資金を提示しており，それは1987-93年で 170億ドルにも述している.こうした計凶I

に要する資金，~司法は辿邦，州，市の補助金と依権発行で賄われることになるが，実質

的な負担の人きい州や市は，財政事情かるもこうした計画に強い児ぷを表明している

3・3 PATHも1984年には10年間にわたる 4億1500万ドルの資本改修投資計画が認定
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されている.

辺営 ・資本両面で多大な補助金を援し， しかもそれらは年々別加はしても，減る見

込はないのであるから，資金供与者たる州、1，市は補助金がどれだけの成果をあげたか

を!日iわざるをえないし，効率的な使い }jによってその微を減らしたいわけでもある.

多くの資金を投入した:--JYCTAの地下鉄 ・パスでは，結果として近年のi単位悩上げ

と乗客減少，そして生産性の低さか表われたが，近令官鉄道の万は乗客増といっ t:.f.'.~で

はそれなりの成果がみられた.とくにニューヨークmの交通段関である'¥Y C '1・八に

対する州の風当りが強いのら当然からしれない.

V ニ A ーヨー クの都市交通政策と課題

ニューヨークの交通問題は，長期的にみれば，都市構造の変化とモータリゼーシロ

ンの進行にともなって生じる，一方では道路交通混雑と他方では公共交通への符'&:・減

退 ・迎常よの困難という先進出に共通の課題の中に見いだされるであろう.ただそこ

には，1m市閣の中で突出した高官皮の中心地マンハッタンに向けて人びとの動きか集

中するという都市構造上の特徴もら問題を複雑化している.今日のニューヨークの交

通問題を，段近の雇用増加にともなうマンハ y タンへの流人おの増加への対応と，公

共交通運営をめぐる財政上の諸問題という 2つの視点、からみてゆきたい.

ニューヨークは1970年代の不況期を経た後， 70年代終りころから回復期に人り.と

りわけマンハ yタンでの雇用の増加は引き続き顕著にみられる .各計画主体による将

来の予測は次のようになっている.ポート ・オーソリティは 1983-90年の!日jにマンハ

ッタン (Cs D) の雇用は 16}j3000人増加すると予rtllJしており，これは1983年のj布川

数のがJ8 %増である 37)また iミド八 は1984-2000年の間iにやはりマンハ yタン(C B 

0)のM用増は現在の10%増の22万人増であると予測している]8) 過去の経験からみ

ると CB Dでの雇用が l人増加すると，流入者数fま1.16人附加する ζ とが見込ま札る

ので"¥後者の予測によれば， 1 1:1約26万人近くのマンハ yタン流入者培が見込まれ

るわけである .すでに1980-83年でIi(用数は 9万6000人的加した.こ のような状況に

対するフランナーや計画主体の反応は「経済が成長すれば，マンハ yタンへの流人打

数も附加し，増加分の多くは臼動車によるものであろう. しかし大量輸送機関もでき

うる限り，こうしたトリ 1 フ増加に対応するように求められているし，もしそれに迎

合しえなかったら，ニューヨークの経済は脅威にさらされるであろう J40) というサン

ドラーの見解に代表されるといえる .今日のニューヨークで強く怠識されているもの

の lつは予想される輸送お要の地加への対処の方法である .
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ニューヨークは，すでに数十年前に高度成長期を経験した都市であり，マンハッタ

ンへの流入者ら既に40年も前に今日の水準を大きく上回っていたのである. したがっ

て唱のうえからみれば，より輸送施設が轄備されている今日の方が容易に対処できう

るはずである.ただ当時のマンハ y タンへの流入者の多くは市内に居住して，地下鉄

の利用が多く，自動車利用率は20%程度であった. しかしその後の郊外化とモータリ

ゼーションによって，郊外居住者の比率がしだいに増加し，市内・郊外を問わずマン

ハッタン流入における自動唱利用率も高くなって， 30%を超えており，最近時だけで

みても 1977--84年で自動唱による流入者数は20%増加している.ニュージャージー側

からマンハッタンへのハドソン川横断で1977年にはピーク時で5--15分ほどしか要しな

かった時間が，今日では15--40分も要するようになっている.またそれほどに自動車

への選好は栂変わらず根強い.つまり迫りくる自動車交通の増加に対する危機感が生

じておかしくない状況にある .

自動車利用が増加してら，道路容世に見合って走行速度が低下して，結局は利用者

への費用増加としてはね返るので，需給関係からある均衡状態は達成され，公共交通

に転換する人びとも生ずる.つまり公共交通輸送に余裕があるなら自動車交通では放

任も一つの政策となりうるであろう.ところでマンハッタン流入における橋 ・トンネ

ルの容量からも，マンハッタン内の街路，駐車施設等の状況からち，予想、される増加

流入者を自動車にゆだねることはきわめて難しいし，またそのために容量の拡大を積

極的に推進するプランもないようである‘け.ニュージャージー側からの橋 ・トンネル

と公共交通機関 PATHの両者を運営するポート・オーソリティも， PATlIや郊外

パスといった公共交通機関の利用推進に重点、を置いている .

増加が予怨されるマンハッタンの従業者は， これまでの分析から職種上，主として

郊外地域での居住者が多いと見込まれる . したがって彼らを自動車に代わって公共交

通システムを利用しやすくするためには，近郊鉄道の輸送力を増加させるとともに，

鉄道利用の段点である駅施設でパークアンドライド等の乗り継ぎシステムを充実させ

てゆくことが必要であるし，また近郊鉄道へのアクセスができない所では，郊外パス

サービスの鉱充も還要な課題である . こうした方策は将来予想される需要増への対応

というだけでなく，現在の自動車利用者の転換を図るためにも必要である..2) 公共当

局の考え方もこうした線上にあるといえる.ただ，これを成功させるには運賃の水準

には留意する必要があるし，また車内混雑を避けるべく輸送力増強にも一層の考慮が

必要とされる.

ニューヨークの交通でもう一つ大きな課題は，交通機関運営の財政上の問題である .

今日公共交通機関は運営費だけでも 50%近くが補助に頼らぎるをえない状況にあり，

改善される見込みはないばかりか，補助率ら年々増加してきたのが，厳然たる事実で
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人の利用者があったという.このτ実については， Derrick. P.. “Catalyst for 

Development:Rapid Transit in ~e柚 Y ork" {t"4 YoI'A Aff，1/f'S. Vo1. 9， No. 4.1986を

悲昭
~..… 

4 )鉄道事業者は都市間だけでなく，比較的短距離の地域内利用も促進するために，

‘commutation・という運賃割引を実施した. ここに通勤者 一 ‘commuter・という用

語の由来がある .ただ，こうした割引があってら， 19世紀において通勤用にこのよ

うな鉄道を利用することはやはり割高であった (Derrick.P..前掲論文， 32へー

ジ参照). 

5 )後に BM T (Brooklyn Manhattan Transit Corporation) となる.

6 )本項1-1はBcrgman，前掲書， Derrick，前掲舎や， F i s c h 1 e r. S. ， {Ip I o!. n.ρo4nlo品n，

1976， Hawthorn Booksに依るところが大きい.

7 )輸送人員はいずれも 1984年の数字であり， M T A，ポート ・オーソリティの報告

書による.利用の平均距離は，わが国の場合を大きく上回る.

8 )路線延長ではロンドンの地下鉄がニ A ーヨークとほぼ等しいが，組々線が多いニ

ューヨークの方が線路延長では大きく上回る.ニューヨーク市には他にスタ yテン

島にも 23kmほどの都市高速鉄道があり，スタッテン島高速運輸公社 (Staaten

Island Rapid Transit Operating Authority-S 1 R T 0 Aと略記〉が運営してい

る.

9 )パスの運行は NYCTAとMa B S T 0 A (Manhattan and Bronx Surface 

Transit Operaling Authority)で形式的に二分されているが，実質的には NYC

TAで一本化されているといってよい.

10)当時の名称はMetropolitanCommuter Transporlalion Aulhority. 

11) Thomson， J. M.， (ireilt Cities ilρd Tlleir Tf'ilffir， Penguin Books. 1978， p. 194. 

12) マンハッタン内々の流動では，公共交通57%，徒歩26%，タクシー3.7%他とな っ

ている.

13 )マンハッタン西側はニュージャージー州のハドソンカウンティであるが，マンハ

ッタンに近いハドソンの雇用密度はO.18万人 km2で，市内他カウンティとほぼ等

しし¥

14)角本良平 『都市交通論』有斐開， 1970年， 76ページ.

15) これらの数字はセンサスにもとづいて作成された ~YMTC ，前1~舎による.

16)センサスおよびRPA， NYMTC， TSRPCの推計値によれば，マンハッタ

ン従業者のうち， C B Dの比率は約85%に及ぶとみられる . したがって， C B D は

ほぼマンハッタン全体を代表していると考えてもよい.

17) この間の地下鉄利用者全体でみても，やはり 20%減少している(【表 6】) • 

234 
第 8章



ニ A ーヨークの都市交通

ある.マンハ y タンを中心lこ，人びとの移動の大部分か公共交通に依存しているニュ

ーヨークでは，たとえ公共交通が大きな赤字を生み，大きな財政負担が生 Uても，都

市活動を支持するにはそれか不吋欠と巧えられる. 

.iill営費補助は一般に料金引上げの抑止，サービス水準の維持といったi屈での効果は

認められているが，いわばそれは消極的で現状維持の側面が強いといえる .つまりニ

ューヨークの公共交通えli営にとって補助は前挺条件ともなるが，いかにそれがより大

きな効果を発御するか，あるいは，いかに効率的に利用されるかがm要となる .

一方資本投資にしても，老朽化設備のとり倍えや改修といった，どちらかといえば

システムの杭傾的改容や拡張には結ひ‘つかない部面への支出がこれまでは多かった.

ずっと以前に尚[立成此j明を経たニューヨークでは道路 ・橋りょうといったインフラも

巨大化しているが， これらも鉄道と岐んで史新や改修のための膨人な資本支出を必要

としてきたし，今後も必要とされ，それは自動車利用の抑制に通しるはすである. イ

ンフラの挫設は更新をも含めて，辿設の時期を考慮しなければ後々凶難を招くことの

教aJlIとなっている.つまり今日，資金はこのような，とちるかといえば消極的な部面

へ投ぜられることら余儀なくされているのである.

交通施設の迎13および投資には多くの資金か投下されているのであるが，資金の配

分と並んで，その帰行すなわち所得分配 kの公正さも問われるところである.今日，

し IRRとM'¥CRといった近郊鉄道にも多くの運営 ・資本両補助か投ぜられて(0:

YCTAへの愉助金の 3........4割)，質の;副い通勤輸送サ ー ビスか供給されているとい

えるが，利用者の故の少なさとその所得点惟の高さからいえば，こうした補助金は所

得分配上は逆進的であるとの声も強い.たたニューヨ ークの都市構造上自動車利用と

競合的な近郊鉄道の運賃を上げ，サービス水市;を落とすことは，ふたたび自動車への

転移を促し， ~IS di交通全体からはかえって資制配分上の不効串を叫むかもしれない.

いずれにせよ，ト11i!VJ金が単に赤字の哩め合わせや更新 ・改修投資のためだけでなく，

公共交通システムの改善 ・拡充といった絞極的部面に投じられて，都市交通の状況を

効率的に改善できるなら，公共交通機関も，またそれに投しられる揃助金もホジティ

フに評価されるであろう.

1 )中川浩一『地下鉄の文化史1筑摩性1)j， 1984年， 302へージ.

2 )高架鉄道はマンハ 1 タンだけでなく， Uj時の・ー大麗用地であったフル y クリンて

も， 1885年かる曽くの間，かなりの路線が敷設された.

3) Bergman. E. F. and T. W. Poh 1. A t;eo/，'{，1P/).1 of Ihe !eιJod lIelropo/ilan /?egion. 

1975. Kendall/Ilunt Publ ishing Companyの48へー ジ参照.また終円では往復約10万
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18) Daily Xe~s ~lagazine. t;elllng T，ん♂ff.Ma r c h 2 3. 1 98 6. p. I 4 .なおニ A ージャーシー

側から， 3つの橋 ・トンネルをHiで通過してマンハノタンに流入する人の以!j.，午

前 7 汁 O時で約 6万5.000人である(1983年) • 

19) この比唱はすべてセンサス別行の判明内で求められた敬子である.所得のわかる

マンハッタンへの流入行は 114Jj3000人である.

20) 【凶-7】から，人ひとはよりがれ、按得可能性を求めて通勤するという仮説らめ

る限度支持されるといえよう.

21)上位庖の一部は高い家賃を要するマンハッタンに陪Ltしているために，持:FU分布

がi位打'J:[..1，傾斜になっている点は興味深い.

22) 1950........83年の時系列分析によると，マンハッタン (Cl3 1)) Jrrl間 数 (X )と終日

の流入者数 (y)の間には， Y 0.7652.....1.156X (R2 cO.86)の関係かみられる .

RPA. Tr，1nsil on Tr3iA. Paperlll. 1985による.

23)マンハ 1 タン CBDにおける 1970........82年の産業別JiiHfjj\~ 加では，銀行，信Jfj， 11; 

n，専門的サービス業といった ， 比較的高所得r~ を生み生し易い業種が相当みられ

る. したがって，郊外化傾向とも伺まって，通勤時では近郊鉄道とともに自動市利

用への選好が全体的に生じやすくなっているといえる .

24) RPA. TJ'ansit on TraiA. Paper [ .1985による.

25) ~ean Distance Bet協eenFailures (~1 0 B F) といい，故怖が発生するw.tJ的注

行距離を示している.RPA，前f白書， Paperl.p.37. 

26) ~TA. Slragelli f/anning /βI Ii a I n f'. 1 98 5. p. 3 5による. ここでは l車両当りの

定日lま日本の場合より多めに設定されているので，わか国の法準か当いえば混雑[主

はもう少し高くなるはずである.

27) Porl Authori ty. SlIPPoJ'1 ing Rf'giona/ Crof.1lh， T/)f rr，1n.←I/lltfson (onner 11 on. 

1985.p.29. 

:~8) Dai Iy ~e y， s ，前掲者， p. 15. 

;~ 9)最大の近郊鉄道であるロンクアイランド鉄道 ーし IRR の場合， 1日約10万人

がマンハ yタンのへンシルベニア駅に乗り入れている(ヒーク時は 5万人弱) • ピ

ーク叫に 5人に I人は20........45分ほと立っているといコた程度であるが，近年愉込・ブJ

に対して利用者がよリ増加しておりかなり重要な問地とみなされている(RPA. 

Long /S/ilρd R31/ /sslIfs.1983.p.11 による.なおこの数'主は1982年のものである)

80) アメリカでは通勤手苛はない.迎!Uについては，たとえば LIRRの以合，マン

ハッタンを落点、に 15km程度までの同一ゾーン内で片・迫3.75ドル(オフピーク 2.50ト

ル)， Iカ月パス 82ドルであるが， 15........Z5km程のゾーンでは片道4.25ドル (3.00ド

ル)， 1カ月パス 93ドルとなっている.一般的に述距縦ほどより割安になっていて
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60km粍でもパスは139トルである ー通貨両に関しては遠距離通勤者の負担は相対

的に小さくなっている(1986年. 3月現在). 

31 )λYCTA急行パス利用者のうち75%は究性であり，また以前地下鉄 ・地域パス

を利用していた人は65%にのぼり，乗用車からの転換者は 9%であったという調査

結果がある (Daily ~e唱 S. 前 tlHt}. p. 17) . 

32) ニューヨーク都市闘の公共交通への補助についてはお1T Aの年次報告書の他に，

Sandlcr.R.. 前掲論文が，また邦文では楠閉彬之 |ニ A ーヨークにおける公共交通

と7r1i助 J， rrモノレール. No. 60. 1986年，加維新一「 アメリカの都市交通における

公的 一冗化 の財務構造一 一ニューヨーク MT八をf9lJとして ーー J， ~運輸と経

済.. 44在 9日， 1984年が参考になる.

33) 1964.1968年度の NYCTA(Ma BSTOA は除く)勘定での欠損額(収入 支

HDは科々 2300万ドル， 4400万ドルである. これらは支出額に対して7.2%.10.6

%に当たり，欠慣はすべて地下鉄で，パスはわずかなから収入が支出を上回ってい

た. しかしこの額も70年代に入って膨張し始めて，ニューヨーク市財政危機突入後

の1976年には 2万8500万ドル (¥1aBSTOAを含む)となり支出額に対する比率

も 30.4% に述している(以上の数字は :\YCTA と ~1 T Aの各年次報告書による). 

34 )注目)と向し文献， p.40. 

35) M T A.1984年次報告書による .

36)、YCTAへは連邦と市のみならず，州からも多大な資金が流れている . とくに

資金供給の約半数は債権発行で賄われ，多くが NYCT八に流れるが，実質的負拘

は州になるために州政府からは厳しい目が向けられている .

37) Porl AuthorilY.前掲害，pp.20 23. 

38) 【依J 6】 と同じ文献， p. 25. 

39) it22)参照.

40) Sandlcr.R.，前掲者(【表-6】)， pp. 451 -52. 

H)相乗りの一同の惟進や，マンハ 1 タン入口の橋 ・トンネルの通行料を引き上げて，

mの流人故を抑制すべきとの議論は多くなされる.

42)土地平IJ用面からは，郊外の低密度で拡散的な居住形態に代わって，駅の周辺を中

心に，ある程度集住的な住宅政策を図ることもえJ策としてあげられる.
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都市交通笠備の 4 つのJj向

羽目 9 <:宝 者区叶ヲヨ乏i白血笠ψ{{iU〉 ー コ co ノ~- [-r，Jゼ主

大都市交通問題と政策

11 通勤交通と業務交通

日! 大都市交通システム聾備の一つの考え )j

rv むすびにかえて

大相市交通問題 と政策

字問的広がりをもっている都市の活動を文え，可能にしているのが交通である .と

くに経済機能， 居住機能が集積する大 ~I~ I!Jでは通j!)J・通学，業務，生活等に開通して

膨大な恨の人 ・物の勤きが発生する .交通にやJm~1]能な空間は限られているので，そ

こから械々な<問題>が生ずる. しかしそれら問題のなかで最も典型的であり，人々

に強く怠識されてきたものは， (i混雑》であり ，i草の東西を問わず大都市の成長過42

においては，施設容量の需給不均衡からサイクル的にみられてきた.また発展途上国

で大f立高速輸送機関の整備が遅れている大都市では，その空間的展開が狭い領域に限

られ，都市内に極めて高密度な居住か行われることによって路面交通の混雑は著しい.

わが間の昭和30年代かふの高度経済成長期には，大都市内道路にはパス ・路面電市

をはしめ，隙々な車が氾濫し交通は混乱をきわめた.それは一方では公共交通の輸送

力情強=都市内大量高速輸送機関(地下鉄)控備への，そして他βでは都市内幹線追

路盤備への要請であった.また高密度な中心部市を避け 郊外に居住を展開されてい

ったので，郊外から中心への鉄道も<通勤地以>という尋葉に象徴されるほどの混雑

を斗する.その結果郊外鉄道の輸送ノ]増強ら，包務の，JiU越となる.

It五度成長時代の1970年過ぎまでは，愉送ノ)1的強を日的とした施設の整備こそが大都

市交通政策における中心的課題であり，公民を!日lわずそれを成し遂げた関係者の努ノJ

は f(~ く評価される . しかし高度成長もおさまり，以後交通;必要(鉄道)は安定化する

¥右で，モ タリゼーションは一倍進行するとともに知外化が促進される .一五大都

市内の交通をみると，パスをはじめとする路面公共交通の利用は道路走行状況の題化，

中心都市の人口減少，地下鉄による泣き換え，なとに影響され乗客数も大幅な後退を

みる.その一方1980年代lこ始まる大都市への再梨中(とりわけ t首都圏)にともない通

勤を中心に鉄道の輸送力不足が再ひ顕在化してきた.

このような状況のもと，運政審答申として出された !i9 0年代の交通政策」では，

大都市における公共交通輸送の重要性を再確認し，現任通勤時に輸送力不足が問題と

なっている大都市鉄道整備の緊要性(とりわけ行部闘を怠昧する)を訴えている .そ
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都市交通楚備の一つの 方向
都市交通世仰の ・つの万luj

して鉄道鞍備を促j丘グるために運賃而，公的助成面からの方策が示唆されるとともに，

|泊先利益の辺元，空HlJ舵保の円滑化(ilil没 1~の低減化) I 既存施設の活nJなどについ

ても示されており，実行i面を重視した出むとなっている.また自動車利mの地加に伴

い，大都市を中心として混雑による道路機能の低下，都市環境の悪化か生しているか，

公共愉送機関への誘導策として公共交通機関を利用者ニ ズへ適合させるべきである

ことも迎政審答申では指摘容れている .

また自動車交通の側からの政策提案としては I T D ~1 にもみられるように，交通フ

ローの管理や土地利用のコントロ ール.あるいは，ロ 』ドフライシング等によって交

通の鞍/)';I 発生の抑制がある .

表一 1 大都市の通勤 ・通学交通手段 (1.∞0トリップ)

119鈎

|わ 叩 比 事録 場品川台 州 1・比;p 1J. '.lた本 1~~ ~ .""・ 見事績岨民 事

qqプ による 先口よる " 1 '1 .プらよ~ "見よる xlv.プ らよる %ιよ1> " 

賓京Z区濁 15.599 胡2 ".2 3.m 66.5 6.沼喧 455 .. 2 4.‘同 ;09ド.お量 広，.; = 1 S，併記5 73 3 

喧京中....1iI:" 12.236 119 53 1.815 839 2.628 1∞ 3.8 2.325 88 513.215 106 3.3 2.92~ 91.0 
，............... . ...・・・・・・・ ・・・・・・・・・十・・・ ・ .， ......i 

人伝市 12.137 208 9.7 1.28.5 ω.11 2.195 2~ 11.7 1.4ω 臼 212.511 J09 123 1.刷。 “J 

K阪中む¥，.(" 1 叡l6 59 7.3 ~56 81.3 I 892 62 7.0 78.5 88.0 

J>1h巾むR・ 1 8.51 65 7.6 “強凶.'3' 943 69 1.3 820 87.011 131 80 1 1 95嘩 嗣 ..

p ・・・・・・・・・・・・・・・・fo・・・・・ 1 ・・ 4 
a占縄 市1 11.136 2J8 21.0 336 296" 1.2'3 ].1) :ti." 民福 39.711.叫1 431 29.3 6訂 42.1 

名宵II中.(.:;t:・ 1 420 82 19 5 1臼 39.01 477 g1 18.2 279 58.S 1 お3 'lR P‘ lS6 62.1 

D"/〆y中心" 11.165'・ 163 14.0 845 72.S 1 1制 1 1制 11.7 111 68.911.ω‘ ISd ¥4 . 8お 75.5 

~~-トタ岬μ ， " /!・ 1 759 82 108 嗣均 ω2  1 739 79 10 7 

1970 19咽

以上みたように大都市交通においては，通勤時における鉄道混雑緩和対策と都市活

動の円滑化 ・都市環境の改持からも自動ilt交通の公共交通への利用転換の促進が重要

な出題であることは共通の認識であり，交通施設の整uIilもそのような方向性をもっ必

要がある.

しかしこうした方向を必めるとして，自動車から公共交通への転換を凶るにあたっ

てはなお一層考慮すべき点が残されている.それは転換されるべきトリップの対象と

公共交通システム整附lにおける明確な方向性である.本稿では都市の自助事交通にみ

られる通勤時と庵問時という需要の二分性と，公共交通，自動車交通問の人 ・物輸送

tのモ ダル スフリットの可能性に焦点をあて， 自動rll交通からの転換にあたって何

が主たる対象となるべきかを考える.道路混雑緩和や都市の環境改善，活性化の観点、

からは，厩問時自動事交通のうち可能なものの公共交通への転換をめざすべく ，業務

・日常トリッフの需要にも対応しうるように公共交通システム を整備 ・改善してゆく

必裂があるこ とを示したい.

組3 =8.91 746" 8.5 114 期市8

tI)ロ Yドyと品、-.-タ1:~-ν ノカウ Y ト巳よるIlt:人トリ，プ. 喧京. A~~. 名 Sl量は徒哩 .'"学地でム I~悦~.. (向。E外} ・通τ..111:にし的る .

m同..!l，且円i'川l'irl:とその比端
1) 8-9叫 2) 1-10&' 3) 4)中心4ぼ 5 )析しレ中や31l1"，で， 合区町内4!l:+..I:ti!区 6 )中.(...3区 1) 1971匁佃

8) 1鱒2ll'(:& 

出所) rω"111 d:倒告J.C "/ lo' :1'$1.・Trans回目 S，.u"ic.s Gre.t ßnt副n・ ~. - ~ '.l RPAのヂー，による.

図- 1 通勤における乗用車利用者数
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日 通勤交通と業務交通

大都市の交通は，朝のピ ク時利用を形成する通勤 (通学) トリップ，昼間帯のか

なりの期間を占める業務 ・自由 トリッフ，そして朝の通勤交通と対をなす夕方の帰宅

トリッフからなっている.特 に限られた時間帯に集中的に行なわれる通勤交通と，昼

間帯に一様に行なわれる業務 ・自由トリ 1 フはそれそれ史なった市場領域を形成して

おり ，交通対策上は分離 して考える必援がある.

( 1 )通勤交通と臼動車利用

表一2 自動車トリ.. ，プの目的別棟成比(大限市I 1990) 

l 出動 j業務A 業務B 13 由帰~帰宅省高島 | トリ y プfi(万)
発生トリップI8.7 18.4 19.4 5.2 7.8 14.0 25.5・ 初

集中トリップ 112.5 17.6 19.0 5.3 9.0 10.0 25.81 238 

内4 トリ yプ 1 7.8 18.7 20.8 5.1 8.1 8.9 29.51 171 

業務A:荷物をともなわない 営業 ・運送業によるトリップ

内命;大阪市内に発生し到着するトリ γ プ

大阪市計画局「平成2年度自動車起終点縄返Jから作成

1事9言Z
-239 
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都丙交jffii翌日liの一つの方向

表ー 1，監J I はトムソンのいう都心部γ人きな雇用をもっ強都心構造の大都市お

よひその中心部への通勤に用いられている交必手段の時系列的変化を小す.都市の閉

で調査方法，時IHHliに差民があり，手IJm有数や比率の水準そのものの比較はしがたい

が(日本の3/mmはIf.ゅう調子tの通勤 ・通学将数をベ スとしているので比'校4能)， 

これら大都巾で共通にいえることは，ます通勤交通での鉄道への依存度が高いことと

乗用車利用事が低いことであり，中心部へのjjJjj}Jではその傾向か・・耐強くみられるこ

とである.

わが国の東京，人阪，名古屋という 3大都ijjでみると，市域全体の展開車利用者数

は年をおってmJJ!lしてきており， I 9 7 0から 90にかけて東底部医部では利用者数

が40万人から 5t1万人へ，大阪市で 2I )j人から 31万人へ，そして名占屋市では

2 t1万人か ら4ぺ}J人へとかなりの変化かみられる.

しかしこれら都市でら中心部への通勤 ・通学では少し様相が異なる.モ タリゼ.イ

ションが進行した 1970 8 0を含む 1970 9 0の 20年間で，その利用者数

に殆ど変化かみられないことである .東京中心区では 1970 8 0では絶対数で減

少，大阪，名古庄のqJ心区への通勤 ・通学者数の増加分のうち，乗用市平Ij用となった

ものは各々 5%， I 0 %にすぎない.ロンドン.ニューヨークでも通勤で乗用車を利

用するものの数は 1970 9 0でほぼ一定である .つまり大都市の[t1心部への通勤

では，自動車利月jは日ずと一定霊に制限され，道路条件に変化が生しない限り状況は

かわらないといえる.

一方この間の鉄道については，通勤 ・通学者数自体の変化がなかったロンドン，ニ

ュi ヨ クでは乗1H1II利用者数と併せてやはり変化がみられなかったが，わが国の大

都市では通勤 ..iJTI，，["者数臼体に増加がみられ，乗用車での吸収は不吋能なためそれら

のほとんど全てが鉄道利用者となった .このため輸送力に余硲の少ない点京では鉄道

の混雑が著しく， 1節でみたようにその輸送力増強が急務の課題とな っている .

さて以上か'?都心部に大きな雇用をらつ(そして高速鉄道網をもっ)大都市では通

勤時の乗用車利用はその比率が極めて小さいこと .またその数は道路容qの拡大を伴

わない限り一定であり，変化しない(しえない〉ことが示された .いいかえれば通勤

者自らの判断によって，乗用車の利用には歯止的効果が働いている点は都市交通を考

えるうえで樋めて屯世な事実である .自動 111利用では，鉄道をはじめとする公共交通

システムとのあいだで，時間，快適性，貨幣的支出などの要因を比較して選択がなさ

れ，その結果均術状態が生じている .通勤時という限られた時間内での輸送可能な需

は，鉄道が乗用車に比べて圧倒的に大きく，太郎市ではそれが分何事の涯として反映

されている .

また自動車交通は利用盟が一定の水;qに述すると急激に走行速度の低下=所要時間
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自動車交通の時間的分布(大阪市:着) 図ー 3 時間帯別自動車走行量 {車・キロ)

180 

廊下南1Il都

市内loij郎
ーーー一一一一 160

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 

_.炉--
l~ _ 

II 

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 大阪市計画川ir平成2年度自動m起終点制変Jから作成

「一赦交通昼関盆(1985年)JICもとづき作成
J2-13時を 100とした街数図 来初州社図自由.圏営業図 対宅 口 出動・笠綬

図-4 業務トリップの回数別・距離帯別代表交通手段構成

業界トリップ回数.5;IJ 手段偶成比 (96)

〔首~r 1) ';1プ 鉄道 パス乗用泡??九物41Y三鉱徒歩トリ yプ数

トリップ
~成比
(96) 

i回 | 29.3 I ~務務多額!日霊童 lij約I 16.41 36却37 (23.8) 

2回 | 包 4 I 務復22わ3.1~ 限定I 15.8I 326282 (21. 4) 

3田 い6.0 I協務後援湯 16.0 ~豆ヨ ijiiiAil.21 257958 (16.9) 

4固 い2.1物務多多額 21. 9 雇E量121211891 208132 (13.7) 

5回 ド協務多額 32.2 言歪冨1338.lI151225 ( 9.9) 

使級4停別 手陵情成比 (96)

徒歩
トリップ書宣 告ト陣{成%リ比) yプ

(33.9) 

5旭未満 (28.8) 

5回-10切 21.2 (16.7) 

10km-20凶 26.4 (11.2) 

初 回-30回 I 34. 3 59816 ( 3.9) 

30km-40凶 I 41. 8 ( 1. 8) 

出所〉大阪市総合計画局 『大阪市で働〈人の動きJ1982年. 15ページの図から一郎伝訟。
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の増大が生じるため，比較的小さな改善があったり，利用者の減少があっても走行条

件は急によくなる.いま道路容患が拡大され，中心部への通勤状況が改善されたとす

ると，それまでは公共交通を利用した方が有利であった通勤者がかなりの程度乗用車

の利用に転換するであろう . しかしこのことが結果的に前より以上の混雑を引き起こ

し，所要時間の増大をもたらすため再び乗用車利用は減少するであろう .それは再度

自動車利用を増加させる. このようなプロセスを繰り返しながら均衡が生じるが，そ

れは以前と較べて乗用車利用の若干の増加と通勤交通総体での若干の改善であろう

(通勤者数に変化はないとする) 1) 

この乗用車利用者数の増加分は通勤者全体からみれば極めて僅かな数でしかないし，

また通勤交通総体の改善も小さい. しかしそれに見合う容量拡大のためには莫大な財

政的支出を伴うし，今回大都市中心部での道路容量の拡大は困難が多い(ただしボト

ルネックの改善や信号システムなど道路交通システムの改善による道路容蛍の実質的

拡大も考えられる 2)

以上から乗用車による通勤交通についてはつぎのように考えられる.中心部に大き

な雇用をもち，高速鉄道網を備えた強都心型の大都市では，日々の通勤自動車交通が

混雑していても，混雑解消を目指して道路容量拡大投資を行なうことの対費用効果は

小さく ，政策上のタ ゲットとはなりにくい.いい換えれば大都市における自動車交

通では通勤時にたとえ混雑がみられでも，鉄道という代替的機関が存在する場合は，

それは自ずと形成された秩序であり，それ自体としてさほど深刻な問題ではないとい

ってよい.

また通勤時に公共交通機関を改善して乗用車からの利用転換を図るという目的のた

めには，大幅な公共交通体系の変更を必要とするであろう .自動車からの多少の転換

があったとしても，上述のようなプロセスから道路は再び別の車によって埋められる

であろう . こと大都市中心への通勤交通に関する限り ，乗用車利用者は数パーセント

の実現した少数者であり，公共交通利用者の中にはドア ・ツー ・ドアという本来利便

性の高い乗用車利用への潜在的需要者が多くあるからである.

( 2 )業務交通と自動車利用

つぎに大都市における業務交通とその自動車利用をいくつかの図表からみてゆきた

い.表 一2は，一日を通じての自動車トリップの目的別構成を示しているが，大都市

では通勤(及び帰宅)目的のトリップ比率は小さ く， 業務目的のものや営業(タクシ

ーによる通勤，業務，自由目的のトリップ，運送業者による物資輸送)に係わるもの

の比率が大きくなっている(同表の発生では，業務，帰社，営業で 71 %を占めるが，

第 9章
242 

都市交通撃怖の・つの方向

市域の内々トリップでは 77%に速する).このような傾向は都市の中心部で一層顕

著になるとともに，図-2にもみられるように時間的には昼間時には門動車トリップ

のほとんどが経済活動にともなって生ずる業務目的や自由目的のトリ y プであるとい

ってよい.

次に交通量の時間的変動をみてゆきたい.図-3で地域的な自動車走行自の状況をみ

ると，中心部ほど交通量の時間的変化が小さく，中心から遠ざかった地域ほとその変

化が大きくなるというピーク時の特性を形成していることがわかる .周辺部では朝 ・

タに発生の多い通勤交通に大きく影響されるためである. このような事実から交通琵

の時間的変動の少ない大都市や大都市中心部で混雑が生じているとすれば，それは特

定の時間帯でのものではなく，ほぼ終目的な問題であり，かっ都市地域で特徴的な業

務活動によって引き起こされているものであるといってよい. したがって大都市にお

ける道路混雑対策は，朝 ・夕のピーク時の通勤交通にあるというよりも，終日的にそ

れを構成する業務交通や自由目的の交通にあるといえる.

今回大都市では，モータリゼイションの一層の進行，適時輸送 (just-in-time配送)

など交通量を増加させやすい産業 ・流通構造の形成などによって，慢性的な道路混雑

状態に見舞われている.路面交通におけるこうしたモビリティの低下は都市活動全般

をよりコストの高いものにしている .また自動車交通は一酸化炭素，窒素酸化物など

有害物質による大気汚染を引き起こすが，それは騒音 ・振動などと相{突って都市環境

の悪化をもたらし，混雑はそれに拍車をかけている.

都市閣の成長そのものは，必ずしも地域内の交通インフラ整備によってもたらされ

るわけではないが，中心都市が業務，居住機能を強化し，都市を活性化するにはモピ

リティの向上は不可欠である.またとりわけ居住機能にとって良好な都市環境が必要

とされることは言うまでもない.そのためには都市内道路の容量を高め，混雑緩和す

ることは 1つの方法となり得るが，用地スペース，財政上の面からむずかしいし，ま

た一層の道路容量の拡大は都市環境とは馴染みにくい面もある.

したがって都市交通の戦略としては，自動車交通のうち可能なものを公共交通に転

換することである .前節でみたように大都市の通勤交通ではこの可能性は低いが，昼

間帯の自動車トリップの多くを占める業務トリップ(および自由目的のトリップ)で

は物資の運搬を伴わず公共交通機関でも可能なものがかなりあり(自動車トリ yプの

3 0 %) ，それらは転換の対象となるであろう .特に昼間時の長い期間にわたって混

雑を引き起こす自動車これらトリップが減少すれば都市環境の改善に与える効果は大

きし¥

町 大都市交通シ ステム整備の一つの考え方
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ー昼間時トリップに対応しやすい公共交通サ ービスを

( 1 ) 郎ili，~:j速鉄道織の弱点

近年におけるわが国の大都市公共交通政策は，都市で発生する大f貰の交通需要に対

応すべく都市内rti述鉄道一一 とりわけ地下鉄一ーの整備を中心に進められてきた.人

々はそれまでの路面交通に比へて，より述く，快適な移動手段を f中にでき，通勤の

作必さだけでなく，都市の経済活動全体に大きな便益がもたらされたのである. とこ

ろでわか肉の大都市における，高速鉄道を中IMIとしたこのような大世輸送体制の確立

は，背後にいくつかの問題を践すことにもなった.郎巾の公共交通が全般的に不連続

になるととらに，人々との近接性が弱くなったことである .

都市内地鉄道は，路面交通の欠点を克服すべく，人々に大hlで迅速かっ時間的に正

肱な移動手段を号えた.相対的に距離の長い移動や駅と駅を結ぶ拠点問移動には特に

大きな効果がみられる.路面交通は幹線輸送の主役の佳から降りて，地下鉄の補完的

役;刊を任ずるようになる.地下鉄と競合する路線は原則的には消滅して，いまだ地下

鉄路線の無い地域や高速鉄道の末端的輪送機関として用いられるようになる.つまり

人々の移動にと って，地下鉄か路面交通かという選択は必すしも持されず，地下鉄か

あるいは地下鉄 補完的路面交通の組合せしか利用可能でないところか多くなってき

た. しかし地下鉄を主体とした都市高速鉄道網は，都市内のあらゆる結額のトリ y フ

の所要時間jを短縮し，快適なものとしたわけではない.大都市に発生する業務や自由

目的のトリッフのうち高速鉄道網主体の公共交通ネットワ クでは利用しにくくなっ

てきたらのも多い.

'(;J.1卓鉄道を利用して都市内を移動する場合，駅へのアクセス時間i(出発地から乗車

駅までの所建時間) ・駅からのイグレス時間(降m駅から [J的地までの所要時間)， 

待ち時間，乗III(J.j!中)時間，乗り換え時間を要する. このうち，アクセス ・イグレ

ス時間，待ち時間なと車中外時間は移動距離の長短に係わらず同じだけ必要とされる

幻.したがって短距離のトリップでは都市高速鉄道に対して，徒歩 ・二輪 ・タクシー

・向家用車といった車中外時閣の小さいドア ・ツー ・ドアの伺別的交通機関の方が圧

倒的に利便性(一般化費用でみて)で優る場合が多い.移動距離か短いほど車中外時

間が占める比率は大きくなり，輸送機関としての高速性は生かされ難くなる.大都市

の中心部ではこのような短距離の移動やそれらを随故繰り返す場合が多く，とくに業

務卜 1) 1 フ(自由トリ 1 プ)ではその頻度が高いと~えられる . 図 4に示されるよ

うに，六割~rh に発生する業務トリッフのうち域(区〉内およひ 5 キロ未満の短距離の

ものは令体の2/3を占めているのである.
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また昆:] 4は，業務トリップの回数か多い(立ち回り先が多い)ほと鉄道の利用ギ

は少なくなることを示している.それはIIij述のように鉄道を利用することによるアク

セス ・イグレス時間，乗り投え時間などの比部が附加するとともに絶対的所要時間か

大きくなるため， ドア ・ツ ・トアの自動車干'Jmが優位に立つからといえる.また短

距雌トリ 1 フでは鉄道の優位性は小さく ， 移動~p.雌がk くなるほど自動車に比べて定

行速度に優る鉄道が利用され易くなることも小されている.

大都市公共交通は郊外 ・中心部市間移動 I ~grh 内拠点fUl移動に加えて，都市内での

短距離移動や域内(地区内〉移動に対応しなければならない.前者では高速鉄道網が

不可欠であり，それがよく整備されたわが同での輸送;)<iV'は極めて高いといえる. し

かし後者の短距離移動に対して，現存の自r~ IIi ':';J速鉄辺網を主体としては対応できにく

い面をもっ.それに見合うように鉄道網を改持したり，他の公共交通システムの允').f

.導入を図ることが大都市交通政策の虫大g課題となる.

( 2 )公共交通システムの改善に向けて

大都市地下鉄網の多くは大母 ・高速の輸送を目指して近年計画的に建設されたもの

である.駅の配置は，費用と列車運行上の観点、あるいは地表の道路配置に制約され，

わが国の大都市では約 1k mか定若している. したがって計画者は駅間隔を狭めるこ

とには，費用の面だけでなく，運行速度なと愉送力の低下に通しるということから消

極的である. しかし運行速度の低下は，地下鉄利用においてそれほど重要とは思われ

ない.

前にも述べたように，地下鉄を用いた移動では長引時間の比率は一般に低い.また

多くの調査が示唆しているように，乗車時間に比してアクセス ・イグレス，待ち時間，

乗り換えなど他の時聞は，人々の移動にとって一回大きな抵抗となっている. したか

つて地ド鉄を利用したトリッフでは，実質的采市時間の比重は一回小さくなり，その

多少の増減はさほどの影響をもたず，アクセス ・イグレスをはじめとする，その他の

時間が短縮されることの効果の方か大きいとい ってよい.むろんこのことは，運什速

[えを無視しているわけでなく，駅の増加による乗車時間の増加と，その他時間の短縮

との対比で捉えられるべきである.便益最大のモテ'ルからは，利用者の平均乗車距離

が短いほど最適駅間距離も短いと帰結される.

もちろんこのような問題は，輸送の目的と手段によってその帰結か異なることはい

うまでもない.都市間の高速輸送を旨とする新幹線では，駅が多くなり過ぎると本来

め機能の低下に通ずる.また都市高速鉄道でも，人U増加の著しい発展途上国の大都

市に近年開設されたものは，輸送)Jを第一の課題とするため，駅の数は比較的少ない.
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図-5 地下鉄の輸送密度と駅間距離
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表ー3 大都市公共交通利用状況

単位否万人

|高速鉄近 |地下鉄路面交通
ロンドン 544 815 1.075 
ニなーヨーヲ 188 1.081 493 
" り 82i 1.225 812 
モス 7ワ 621 2.492 3.511 
iU京m区部 5.拘8 2.596 716 

2.何5 955 180 
t'1f，f1 交通i習 9.734 2.713 2.2α} 
京阪沖交通四 3.870 『 1.097 1.083 

高速鉄道と地下鉄の区分はE宮市によ司て興tr.るが.

地下鉄はおよそ邸内内然必ζ しての!主俗や 4、勺白

/ωlC'S L'n!'ωtアrGllS附 S)slrm$.19叩ιム;988.

89 ~の政字，モスクワは大阪市立大学筏涜研究所編
r 伊w.の大都市 5 モスフワJ1988 ~手によるω また
日:j，:の邸前11r dfI市受通a::線』による。
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{叫 5によって，世界の大都市の地下鉄通常をみると.. ~F .P.:J駅 mJ距離と輸送密度の

1m:こは負の相関がみられることがわかる.特lこ乗車:仔肢の尚L、社会主義匝lやアジアの

部rti'a:-除いた都市成長上に成熟化傾向をもっ欧州・北米の邸rliだけでみるとこの関係

はいっそう明白になる.このことから駅間隔が短いほど地下鉄が利問しやすく.その

輸送密度が尚ま.).より多くの人々が都市内をiI-:米し活性化する IIJ能性がみられると

いってよいであろうり .J R は最近地方都市の近郊に駅を新設して，多くの乗客を推

13することかできた.加減速に優れたmw時代になっているにち拘らす.. S L時代の

長い駅間隔が保たれ，これまでは人々の利111機会と*業許の収入隊得機会の両者か矢

われていたわけである.大都市でもこのような機会かめ布しているはずである.

うえにみた必速鉄道駅とのアクセス改持とならんで， iU距離，以内(地区内)交通

需要に対応できる路面交通システムの改器や新交辺システムの導入も必要である .表

3 !J先進国における都市交通機関の利l1Ji人泌を示しているが，わか国の東京，大阪

では鉄道に較べ，パスの利用のされ庄が非常に低くな っている(都市閤の郊外部では

鉄道端本としてはよく使われている)..それだけ鉄道網か充実している証左とも考え

られるか，西欧の都市に見られる地下鉄とパスの，H!止を思い浮かべると，わが国でも

iuj述鉄道と路面交通の選択可能性はあってもよいのではなかろうか.

今日北アメリカ ・ヨーロ yパや発展途上闘の中脱岐部市や大都市の一部に，都市交

通手段として軽量鉄道 (LightRail Transit:LRT )か盛んに導入あるいは拡充されは

じめている.クリープランド，パ yフアロ ー， ピ j ツパーク等の中尉模都巾，フィラ

テルフィア， ロスアンゼルスのような大都市にもみられる.また人u1.k [~J のお'しい発

展途 lヒ国の首都マニラや香港の郊外部でも導入されすでに紋働している. ロントン，

ニュ 4 ヨ ク郊外の域内交通にも計両されている .ロントンではド γ クラントの丙開

発の手段として導入された . イギリスの自I~ けj マン 1- :rスタ ，パ ミンカムなとでは

これまで都市鉄道はなかったが，都市中心部の何I.Lをめざし，活性化を促進する手段

として，建設費が安いだけでなく，中心部へのアクセスや域内移動か存易な LRT締j

の挫怖をすすめている . これらのうちには日辿鉄道の他校J~JmJの jえさやコストの尚さ

から次善的に LRTを選択した都市もあるか. L R T本来の機能(アクセスのよ<:t，

迅速 EF，街との調和など)を発障させるように(!'-Cられている以合が多い.とりわけ

古Inuの中心部では，人々が容易に乗降でき・Aの地域内を労ー苫少なく).s.J!に移動でき

る LRT~は，利用者に高質のサ ー ビス(モビリティ)を提供してしるといってよい.

LRTは商業機能，居住機能をサポ ー トするものとして，都市中心部の活性化と無関

係ではないω.

無oi命大都市では LRTや中量交通システムを交通体系の中軸に据えたものはみられ

ないし，よほどの次善策でもない限りありえないたろう.わか[副の大都市ては，高度
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成長期に路而交通(パス，路面電車)を中心とした都市公共交通が輸送力の上で行き

33まり，より大明かつ高速な輸送手段としての地下鉄がぜ設拡充されてゆき，都市内

の移動速度は大いに向上した.つまり空間的広がりが大きく，とさ:;l支も高い大都市の交

通体系は，あくまでこうした都市高速鉄道網を前提として#立しうるものであり，路

面交通を中軸とした公共交通システムは考えられない.ただ海外の都市での LRT導

入への関心は，輸送力を毛視した都市高速鉄道導入という巾一的政策ではなく，需要

と利用可能性を考慮して，地域にマッチしモピリティに侵れた交通体系を椛・築しよう

とする与え }jの表明であるといってよい.わが同では刈述鉄道か路面鉄道かという 二

者択一的な運行かなされているところが多い. しかし公共交通の利用にはそのいずれ

もが必安・でゐり，利用者がトリップの目的に応じてjま択できる必要がある. とくに大

都市のモピリティ向上，環境の改善により都市の活性化や都市居住の魅力を高めるた

めに，この公共交通サ ビスの選択可能性は特に弔要になる.

W むすびにかえて

人部rli交Jill政策では，混雑の緩和，都市環境の改善を目指し，都市高速鉄道整備，

道路ネットワ ークの整備，自動車から公共交通への利用の転換を同指した公共交通体

系の整備等の必要性は大方の意見の一致するところである .

しかし人都市(とくに中心部)において，通勤時の道路混雑は自動車と公共交通手

f淀川の ーつの合理的選択の結果であり，道路整備の困難性からも，通勤時の道路混雑

解消を低限的に同指した道路整備はさほど怠識される必要はないといえる .むしろ通

勤Hなに較べではるかに長い時間に亘り ， しから慢性的な道路混雑を引き起こす原因と

なる任問時の業務(および自由)目的の自動単利JHを，公共交通への転換などの方法

によコて抑制することが都市環境の改善や都市活性化の観点から必要であることを指

摘した.

大都市ではこのような業務(および自由)目的のトリ yフのうち短距離のものの比

終が大きいが，現存の都市高速鉄道を主体とした公共交通体系ではこれらトリッフに

対応できない場合が多い.昼間時のこれらトリ yフのモヒリティを高め，自動車交通

からの転換を進めるためにもそれらに適合する方向での公共交通体系の整備が必要で

ある.

本稿では都市のモピ 1)ティ全般を高めるためにも，都市l:j:i卓鉄道へのアクセシピリ

ティ改詩方策として駅の配慣の重要性を指摘した.また短距離や域内(あるいは地区)

トリ y フのためには， トリップ規模に見合った利用しやすい路面交通や新交通システ

ム等を蛇備する必要があることも指摘した.大都市には幅広いとお要があり，高速鉄
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jjJか路面交通かという二者択一的交通システムではなく， [I!ij者が並立しなければな ら

ない

dらに施設整備面では駅構造の改丹や， 32なる交通機関の述続性に向けて箆備する

一方，運賃面での公共交通の使い良さもすすめる必要がある (ロントンのトラベル力

一 ド導入による公共交通利用促進の例)

<注>

1 )関によって，駅をとりまく地域を設定し， /r，j 0;者は大都市中心に通勤している

と設定する.通勤手段として鉄道を用いる場作は収から迫ざかるほとアクセス時間か

附加し ， 人当りの費用(時間を主とする)が附加するが，駅からの距離 dによ って

C (d) を表わす.一方乗用車利用の場合の 4 人勺り世用は駅からの距離には関係な

く e定であるが，それは現存の自動卓利用台数 Xに依μした c(X) で表わされるも

のとする(一定の地域を駅からの距離 Xで分別し，鉄道と自動車の利用 (優位〉の地

械を決める. このとき居住密度か一定であれば，自動車利用台数はその距離と比例す

ると考えられる.最初 EIで均積Iしていたが，道路改丹ーによ って費用関数か C2 (X) 

に変化し新たな均衡は E2となる.乗用車事j問は X1から Xlへ噌加するか費用は CIか

らC2へ減少する. このときHリ付'が指摘するように，乗客減によって公共交通で

の劣化が生じ，費用関数が C (d)から C (d)へとノフトするなら均衡は E・とな

る.道路利用が以前より多く混雑も増加し，都市交通令体の費用が増加する.

。

-・-
Z邑2号車列局者2主X
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2 )ただ通勤時の乗用車利用を減らすこと自体を目偲とした場合，社会的合意が得

られるなら，ロ ー トフライシングや流入規制が効果的であろう.

3 )たとえば2kmの都市内ト・Jソフに，乗用車を用いたときド 7ートド7で 10分，高

速鉄道をflJt、るときアクセス・イクレスに各 7分，待ち時間4分，車中時間4分とす

ると，総所要時間 22分のうち，乗車時間はわずか 4分にすぎない.つまり短距離移

動には郎市高速鉄道の l高速性 ・の発揮される余地は少なく利用しにくい.

，， ) (;;$1-5てi]¥された世界の 62都市について，駅1m距離と利月j密度の関係として

次の閉制式をえた.

PAS=F.XP(4. 29+0. 732 d i+O. 666 f i) (STP) ・ 0 ・ ~H(POP)O ・・ 6 4 

N=62， R2=0. 685， (3.75) (3.58) (-2. 20) (5.77) 

P A S : flJ JiJ .n数10万人 km， STP:営業距離km〆駅数， POP: dgrli人LI万人(都市の閣で

とりかたに足先かある)， d i :ダミ 変数で，営業it!雌全体に占める地下部分が50認

を超える都市は 1. f i :ダミ ー変数で，社会主義国の都市は 1.また各変数下のか っ

こ内数値はパラメ タの tー値である.この式に示されたように駅間距離が増加する

ことによる利用宮度低下の弾性値はO.545で宵怠である.一方地下部分が大きい都市ほ

どrjJ心部を定行する割合が高く駅間距離が短いことから， d iをはずして推計すると，

PAS=F.XP(7. 86+0.912 f i) (STP)-I・0・(POP)0・6・・
N=62. R2=0. 607. (4.73) (-4. 65) (6.62) 

がえられる.この場合駅間距離の弾性値は1.06ときわめて大きく有意である.つきに

欧州と北米の都市たけでみると，

PAS=以P(7.48+0.556di)(STP)・0・880(POP)O・21 8 

N=33.R2=0.643， (1.87)(ー2.29) (2.21) 

PAS=EXP (11. 40) (STP) I・424(POP)O.313

N=33， R2竺 0.599，(-5.47) (2.42) 

がえられ，駅間距離の効果が一層明白にみられる .駅間距離については松海(1986)参

照.

利用者に使いやすい公共交通システムを作りあげている.イギリスの都市と西ドイ y

の都市ては，自動車の保有率に大きな左(凶ドイツで正:jl 、)があるが，都市交通にお

ける公共交通機関利用比率はほぼ同じようにな っている. 結論的 1こ言えば，西ドイ

ツで都市鉄道が重点的に整備された1970年代をみると，人仁1・雇用の増減と鉄道笹!rjii

の間!こは統計的に明示的な関係はみられないということである.強いて言えI;f.駐!H

胞設を整備した都市では中心での小売業の活性化に効mがあ勺たということになる.

しかし彼らの示した下の表からは，部m鉄道によるアクセシピリティに優れた西ド

イツの都市で・は，中心部及び周辺での人In密fJtの州少は小さかった(都市によっては

J1iJ hnしている)のに対し，イギリスの都f!jでは常伎の減少が大きく，空洞化の進行が

お:しか ったこと を物語っている.都市の盛以は， ITiI全体の経済成長や，都市間競争の

関係から決められるものであり，都市交通の控附j との II'r: j~的出l係は吊薄である . しか

し，都市自体の問題として，その構造を取りとげるなら，アクセシピリティに優れた

都市鉄道は，中心地域における活力を維持するのに坑献していることが示唆される.

j也fif別人1.I'i町立のHf:移
1・3km (人/へク タール) 3・6km (人/へクタール)

1951 1961 1971 19RI I 1951 1961 1971 1981 
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11:) 中心からのn!~f':i;内の人 11 拡 1且セ小 t. ・111tH小"1.
11:所) J-Inll. P. ct nl.文献 (16)pp. 41 ~2 の 3 1 )<1:'よる.

5 )ピータ ・ホール等(1985)は，英国と西ドイツ(旧)の中規筏以上の13都市

の成長性と都市鉄道整備の関係を調査している(1981年の都市間人口は， 100万--250

万位である).イギ リスの都市では，クラスコ・ーに地下鉄，ニュ キャ y スルに LR 

Tがあるが，他は都市内公共交通機関としてはパスか中心である.一方西ドイツの都

市はミュンへンに都市高速鉄道があるが，どの都市にも路面交通 ・しRTからなる都

市鉄道のネットワ クが存在する.西ドイツの都市では， 1960年代(とりわけ 1970年

代に入って)から，都市鉄道の整備に資金を投ずるとともに，運輸述合の形成により
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9章付論 物資輸送と都市交通

I .産業構造と輸送の変化

11.輸送量の構成と変化

111.物資の軽量化

1 V.大都市地域と物資輸送

物資輸送と都市交通

輸送は昭和 40年代後半から人的，物的両面で全般的に停滞的状況にある .経済は

成長しているにも拘らず輸送が停滞する事実は輸送面における構造的変化を示唆して

いるといえよう .本稿では物資輸送面でみられる，経済規模に対する輸送の相対的低

下の要因を，産業構造の変化，物資の軽量化という観点、から考察する .そして輸送械

式の変化を考慮しつつ，大都市域での物資流動の問題を検討したい.

I 産業構造 と輸送の変化

1 - 1 経済のサ ー ビス化と輸送の相対的低下

経済発展にともない，産業のウェイトは農業(第 l次産業)から工業(第 2次産業)

へ，ならびにサービス産業(第 3次産業)へと移行してゆく . このプロセスは経済発

展と歩をーにする l人当り国民総生産 (GN P)とも対応しており， 1人あたり GN

Pが高 くなるほど農業の占めるウェ イ 卜は低下し ，工業の占める比率が高くなる . し

かし工業にしても l人あたり GNPがある段階に達すると ，その比重は低下しはじめ，

代ってサービス産業のウェイ トが高まって くる. これを物資の生産 ・流通からみてみ

よう .経済発展の初期的状態では産業の生産性は低 く l人あたりの所得も低い.社会

の経済的目標は質よりもいかにして宣を作り出すかに求められる . しかし生産性が上

昇して l人当り所得も高くなるにしたがって，量的な目標はある程度は満足されて，

質的な欲求が強まる.農業生産性の低い段階では，人々の食欲を十分満たすには多く

の資源を農業に投入しなければならないし ，そのためには所得の大きな部分を農業生

産物である食料費にあてなければならない. しかし農業生産性の上昇により，それに

割かなければならない所得の比率は次第に低下する(いわゆるエンゲルの法目I/).そ

の結果人々の欲求は他の財(工業生産物)へ向かうことになる .農業生産物から工業

生産物へ， さらにはサービスへという指向性は各国共通の社会経済的現象といえる .

表 -1には国民生産物と就業者でみたわが国の産業構造の変化が示されている .純

生産と就業者のいずれでみても ，第 i次産業の後退と，昭和 45年までの第 2次及び

253 
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物資輸送と dgiIi交通

第 3次産業の地}J[lがみられる .また， 4 5年以後は第 l次産業の後illと第 3次民業の

増加かみられる反面第 2次席業も後退を始める 1

さて国民経済において物資の流動を多くは伴わない郊 3次産業の比市が尚くな って

くれば，経済制般に対し輸送f立は相対的に減少することになる.ぼI Iは[li]氏総住院

(Gl'¥P) に対する総貨物の輸送原単位を求めたものである.名む1G:---Pに対する輸

送!百(トン〉原市位は一貫して減少を続け，昭和 35年の 94 . fiトン 100 万円か

ら55年には 211 . 9へと約 I 4に砧少している .このことから経済規撲の拡大に伴

なって輸送は・・目して相対的に低下するものというu!:!識をもたせるが.生産物の価格

I}< rv:についても巧・える必要がある.そこで価格7J<i1I:を訴i慢した 11:-質 G'\P で原m~'[ を

みると 35年の 36 . 4から 55年の 3I . 2へと対ず1I1GNPのときのような大きな

変化はみられない. しかも除単位は 30 年代後半から 110年代半ばにかけて地tmして

おり 45年では 114 . 1と35年の 21%地となっている . しかし 45年を境に以後は

減少を続け 55年までの 10年間では 29%も減った. トン ・キロの原単帥もやはり

4 0年代半ばを頂点として以後減少をみている.

原単位が増加基調にあった昭和40年代中頃までは 2ケタ経済成長率を実現した高

度成長期であり，物資流動を多く伴う第 2次産業のウェイトも増加を続けた時期と一

致する .つまり経済成長以上に輸送車が矧加する時WIは存在するのである . しかし 4

0年代半ば(とりわけ 45年)を境として実質経済成長率も 1ケタになり，第 2次産

業のウェイトが減少に転ずるとともに，物資流動を多くは伴わない第 3次産集のウェ

イトが一層大 きくなって，いわゆる経済のサービス化傾向が進行していったのである .

また第 2次産業内ても大きな愉送量を発生させる素材注業から，それかより少ない加

工烈産業へと比illが移行し，注業の高度化も進行した.その結果各i討の属性的変化と

は別に，経済規般に対して輸送車は相対的に低下し始め，実質GN Pに対する輸送原

単{也も減少基調になる. このように産業情造と輸送日の変化は大いに関係をら ってい

たことが窺われるが，昭和40年代半ばは経済と輸送にとって大きな転機であ ったと

表-1 遣業別生~.就業情通量 (単位~: )

Table. 1 Structure of production and occupation by each induotry 

占民主主¥kel集金の明It(比 意t;l走者'.~比

第 1I欠m来 第 2 次~沼 第 3次産業 第 1i欠 第 2次 第3次

白河30~ 23.1 28.6 48.3 41. 1 23.4 35.5 

35~ 14.9 36. 3 48. 8 30.2 28.0 41. 8 

40年 11.2 35.8 53.0 23.5 31. 9 44.6 

45年 7.8 (6.1) 38.6 (44.5) 53.6 (49.4) 17. 1 35. 2 47. 3 

50~ 6.6 (5.5) 35.9 (40.1) 57.5 (54.4) 12.7 35.2 51. 9 

55~ (3.8) (39.9) (56.3) 10.4 34.8 54.6 

58年 (3.31 I (38.8) (57.9) 

f国民所得主主計年報J.r国民経済計雰恒H告4・i!Iil勢調登録告jによる.カγ コ内の数字I.!IE民捻生査をま受わす.

1960 1画面5 1970 1975 1980 
'iiurt:万i:- ;J i'要EL 、 " ~lvそ l1fr':: Jよ I JW，!<; 
( 、内!!名， G::-¥P.こ，l;Jする附川匂グ、f'，. 

図-1 ..送原単位の変化 1960一回 (総貨物・総

機関鯵送1¥/100万円.1975年価俗)

Fig. 1 Variation of total Creight tonnes and 

ton kilometers per unit GNP in Japan 

196砂田

し、える .

経済規模 (GN P)に対する輪送が減少する要因は他にも考えるれるが.産2iiの栂

互i車関を通じての中間 ・最終需要が輸送に及ぼす影響も者要である(これらについて

は (1)， (2) 参照).また他の重要な:}.g因である物資の軽町化は後の 3節でみて

ゆきたい.

図-2 各国の鰍送IJ.単位の変化2

Fig. 2 Yariation of total Creight tonnes 
and tonne kilometers per unit GDP 
in each country 1960回

1 .-2 先進国と輸送原単位の低下

わが国でみられた輸送原市位の低下傾向は，他の先進諸国でも同憾にみられる .図

ー :2にはイギリスにおける輸送量の対 G~P 原単位が掲げられてしるが，日 :本の場合
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と比較的似た形状を示し，原僧位は 1970年前を頂点に以後減少を続けている. ト

ン・ヰロでみた他のいくつかの国々のfJ;im {立も，時期的な変動をみながらも全般的に

低下傾向にあり，とくにオイルショ y ク'Iijまでの増加とショ y ク時の落ち込みそして

反発期を経た後の減少傾向が日本も含めたすべての国でみるれるのは興味深い.たた

し図中にら示したように 1970 80での原単位(トン ・キロ)はアメリカで 5%， 

西ドイツで 10 %，イキりスで 4%の減少に対して，日本では 22%減少しており，

わが凶での輸送量の変動が他国以上に大きかったといえる .

B 輸送iJ1と構成の変化

わがl司の貨物輪送!il(総機関 ・総貨物輸送トン数)は昭和 35年の 15. 3億トンか

ら40年の 26. 3億トン. 4 5年には 52.6億トンと急激に増加した.その後 47 

年の 58.8億トンをピークにオイルゾヨック後の大幅な搭ち込みを経て 5J1年にオイ

ルショ y ク前の水準を制復したが以後fljひ減少をみた.輸送fitは48年から 58年の

1 0年IIIJで全く増加していないのであり，輸送の停滞化が強く意識されるようになる.

J1 0年代半頃までの輸送の急、増期は既に述べたように経済の高度成長期， }fi工業化の

時期であり，経済規校以上に輸送量の増加をみた時期でもある. 3 5年からJ15年の

1 0年間で輸送トン紋で 3. 4倍， トン ・キロで 2. 5倍という数字は，同期間の先進

国の輸送吐増加率を大きく上回っている.

さて， s?1和 40年中頃までの 10年間は貨物の合計である総貨物が急地しただけで

はなく，凶 3にみられるようにあらゆる分野で輸送量か大幅に増加したことか非常

に特徴的である. この事実から物資の輸送用は経済規模と極めて密接な関係にあるも

のと思われたが. 4 7年をピークとして 48年から減少に転じ，オイルショックで輪

送置は大幅減をみた.以後若干回復するが，経済成長と輸送の間にみられた以前の密

接な相関関係はみられない.昭和 50年代に入ってから各品類の輪送喧はかつてのよ

うに同じ動きはみせず，名品類の合計である総貨物の変化もより綾雑になってくる.

表 2によって品煩別輸送比率をみると，鉱石 ・土石砂煩といった鉱産物(うち上

石砂究員は約 80%).化学工業品，廃~物て子を中心とした特騒品といったよ材型の重

量品のウェイトが当然のこと乍ら高くな っている .こうした ifr!il物の占める比率は若

干増加傾向にあり . 3 7年の 65%から 58年では 69%に述する . したがって貨物

全体の輸送虫は重虫物の変化に左右される可能性が大きい.昭和 5 1年から 58年に

かけて l年ごとの総貨物の年変化分に占める鉱産品と特紐品の寄与窄をみると 81 %. 

46%.73%， 91%.86%， 37%， 71%と向い弔を示し，これら 2大重量

品の影響は極めて大きいといえる.図 3からも鉱産品と特種品の合計と総貨物がほ

第 9i;t付論
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金盆係機械工業品

経:重量工』産品

林産品

l布五 1970一寸百5 1980 

P貨物処~流動甥~.よ')年成

図ー3 貨物納送量指数 1961一回(鯵送トンn.
1970年を100)

Fig. 3 Freight trasport index by each com. 

modity (tonnage; 1∞tor 1970) 

表-2 品類jJlJWI送量シェアー (劣)

Table. 2 Freight shareo by tonnage for 
each commodity 

77之と|昭和3叶
農水産品 I6.8 I 
林産品|

鉱盗品 I31. 8 

金属繍械工業品 | 
化学工業品 I 15.2 
礎工業品|

淫工薬品

干寺 覆 c 
ロロ 17.5 

「貨物地減流動表Jより作成
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ぼ同じ動きをしていることがわかる.鉱産品や特穫品は国民経済の規模と大いに関係

してはいるが産業構造と輸送構造の変化をみるうえでは，これらが支配的な総貨物だ

けでは不十分であり，各品類ごとに分析する必要がある.

物資輸送と都市交通

皿 物資の軽明化

れる.雑工業品は僅かに変動はあるがほぼ一定ないしは微増している.それに対して

金属 ・機械工業品は 40年代初め以降連続して減少しているのが特徴的である.原単

位が大きく減少した 1970 8 0年の減少率をみると化学，軽，雑工業品で各々 2

2 %， 23%，29%であったが金属 ・機械では 42%と減少幅が大きい.

各工業品の輸送原単位から次のように推察されるだろう.まず共通して昭和40年

代の初め頃から軽量化が目立つようになり，以後 10年程速いテンポで進行したこと.

しかし昭和 50年代に入ってからは軽工業，維工業，化学工業では安定化あるいは増

加の傾向がみられるが，これらの商品では軽量化がかなりの程度まで進み商品の性質

上からも一つの段階に達したと考えることができるであろう. -}j金属 ・機械工業品

では原単位の継続的減少がみられ，高付加価値化による軽電化の側面が非常に強いと

思われる.さらに総輸送震で大きなウェイトをもっ鉱産品と特種品も経済活動 (GN 

P) に対して原単位の低下が続いている.

つぎに流通過程に影響されない貨物の発生部面での原単位を求める .純流動調査に

よって昭和 49年と 54年の製造業での出荷量 ，出荷額の原単位を求めると金属 ・機

械工業品が 5. 0 1トン/ 10 0万円から 4. I 2へと 27%減少(金属素材を除くと

18%減)しているが，一方化学工業品は 14 . 6 8から 14.75へと 0.5%，軽工

業品は 5. 8 9から 6.1 8へと 5%，雑工業品も 4. 7 5から 4.9 0へと 3%それぞ

れ増加しており，総流動の場合と問機に軽量化に逆行した傾向がみられる .金属 ・機

械品では発生原単位の減少が大きく軽量化が依然として強く進行していると思われる .

総流動でみた同品の原単位の減少が 13%であったことから，流通面でより多くの輸

送を使用する構造になったと思われる .化学，軽，雑の各工業品の場合は総流動でみ

た原単位もそれぞれ 2%増， 3 %増， 4 %減となっており，製造業の発生部面で捉え

られた純流動の原単位の変化と大差はない.このような事実から他の要因での大きな

変化がなければ総流動でえられる原単位の時系列変動で軽量化をある程度類推できる.

3 -1 輸送原単位とその性質

以下本節では f軽薄短小化」で代表される物資の軽量化に起因する原単位(対出荷

客員)の低下を考察し，商品によっては軽罰化がある程度落ち着いてきたことを示した

い.物資の流動は発生虫 a，移動回数 b及び移動距離 cによって把握できるが， a . 

b . Cは輸送トンキロ数， a . bは輸送トン数として表わされる .経済指標に対する

輸送の相対的低下を考えるとき，輸送トンキロを用いるなら a， b， Cすべての変化

を，輸送トン数であれば aとbの変化を考慮する必要がある.物資の軽量化を把握す

るには各製造業での発生豊 a (純流動)と経済指標としての出荷額の関係をみるのが

適当である. しかし aは過去 2回の比較司能な調査((6) )しかないので，時系列

的に入手可能な輸送トン数 a. b (総流動)による. しかし後にみるように原単位を

求めるとき流通構造の変化が bに与える影響は大きいし，輸入が aと問機な働きをす

ることも考慮する必要がある .

3 -2 物資の軽量化と輸送原単位の低下

生産技術の発展は新素材の導入や新しいメカニズムの採用によって閉じ機能をもっ

財の小型化 ・軽量化を図る一方で，従来の財に対して新たな機能をつけ加えるという

高付加価値化を展開してきた.その結果単位出荷額当りの物資発生重量は減少して物

資の軽量化が進行する.図-4と図-5には各品類ごとに出荷額に対する輸送原単位

が時系列的に示されている.輸送量は貨物地域流動調査の品類別総流動ト ン数を，出

荷額は工業統計表による製造業中分類産業別出荷額を 1975年価格で実質化したも

のを用いた (1961-69は工業製品生産者類別物価指数で， 1 9 7 0年以降は製

造業部門別投入 ・産出物価を用いた.また各品類に対応させた産業の業種は通常の区

分に従い，金属 ・機械に 7，化学に 3，軽工業に 4，雑工業に 6である . 1 9 7 5年

価格での各業種ごとの出荷額の合計で各品類の輸送量を割って原単位を求めた.なお

土石類は鉱産品に入っている).実質的出荷額に対して求められた原単位は商品の軽

量化を比較的反映していると思われる. さて同図をみると各工業品の原単位は昭和 3

0年代末から 40年代初めにかけては上昇し，以後大きく下がった.オイルショック

後化学工業品と軽工業品では若干の増加がみられるが，最近時では若干の減少もみら

3 -3 原単位に影響する他の要因

対出荷額原単位を考えるとき輸入と流通の側面は無視できない.工業生産物につい

ては化学品を除けば輸入量(トン数)は各品額とも圏内輸送量に対してさほどのウェ

イトは持っておらず，また 50年以後輸入量の大きな増加もない. しかし輸入量のウ

ェイトが大きい農産物では図-5にみられるように輸送原単位(輸送量/農業祖生産

額j)は50年から 55年にかけて約 7%増加している.この間輸送量は全く変化して

おらず国内生産額は僅かに減少(実質額で)したために原単位が増加している . しか

し農産物では輸入量が国内生産量の約 6割近くに達しており(以下『食料需給表』に

よる)輸入量もこの間に 27%増加して，圏内生産量と輸入量の合計である発生数量
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は 10%増加した.つまり輸送きれるべき民陀物は 10%増加したにも拘らず輸送鼠

は令く哨えていないのであり，輸送肢の伺対的低下を意味する. したがって輸入額も

考慮した価額での輸送原単位は減少したはずである.

また経済成長率と輸送量の関係をみると.凶 -t1 &.び図-5からすべての分野に亘

って，uj度成長期には原単位の増加が，そして附初.10年とオイルショック時には減少

がみられる.発生数量が把握できる伐践物での輸送lil~ 発生日は高度成長時代には増

加lを続け 37年の 2.0から 46年には 3.7にiJBしたがオイルショック後 49年には

2 . 5へと大きく減少し， 5 0年代は安定している.つまり経済成長率の高容は物資流

通のli:!I転を高め総流動での原単位を大きくするといえる.以上のような事実はすべて

の商品で適宜身慮されなければならない.

輸送原単位は高度成長期 lこはすべての品~tでt~}mしており経済指標の増加以 kに輸

送虫が増加しうること.また輸送庇の絶対的減少JVIに先立って"0年代初めから減少

を始め，オイルショックの激減期後一時間復したか昆虫系の品類ではやはり減少か続

いていること .軽工業，雑工業といったある程皮の終日化に達したと思われる品類で

は 50年代に入って原単位が安定してきたこと.金属・機械工業の憾に高付加価値化

か強く進行している分野では依然減少が激しく悦いていること.こ のように商品ごと

に状況は異なるが，軽量化は経済規模 (Gて P) に対する輸送原単位を低下させるこ

とになる.

総輸送量は短期的には建設業に関連して多く発生する鉱産品や特種品のような中s

物に大きく影響されながらも，高度経済成長か望めないなかでは今後とも大きく地加

する可能性は少ないといえる.

ドン

16 

10 

8 

14 

6 金属機械工業品

ム42%

1961 65 68 70 72 75 1980 

出荷額に対する原惟位

図-4 ..送原単位 1961一回 {トン1100万円.

1975年価格}

Fig. 4 Variation of freight tonnea by all 
modes per unit production 1!お1・83

トン

16 
化学工み品

ム220G

50 

W 物資輸送の変化と交通叫の増大
45 

l自

" 1 国民経済と輸送

ill!立タームの輸送量は経済規模に対して相対的に大きく減少し，さらに近年絶対置

の地加もみられない. しかしこれは経済における輸送の価値が後退したことを必すし

も怠昧しない . 航空貨物 lこ代表されるように~Tr1.t1は小さいが高付加価値化された商品

は比較的高価な輸送費用にも耐えうる.産業辿!矧ベースで始送(全機関，施設サービ

ス含めて)が中間財投入として用いられている比率は対国内総生産て 45， 50， 5

5の各年 8.2%， 8.0%， 7.6%とt15年からの I0年間で ζ の比率は 8%減少し

たことになるが，それは同期間の対実質G:¥P輸送原単位の低下率 30%に比べれば

小さい.また自家用 ・営業用の道路貨物輸送か国内総生産に占める比率は 50年の 2.

99%から 55年の 3.04%へと地加 している.このように価値額から捉えれば輸送

65 75 

図-5 験送原単位 1961-831) (トン1100万円.

1975年価格)

Fig. 5 Variation of freight tonnes by a11 
modes per unit production 1961・83
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は必ずしも l減退したとはいえず国民経済において依然活安な地位をら っている.

" -2 輸送時式の変化と貨物の変化

物資愉送で紫材夜業にみられるように定型的なものか人fitに発生すれば，輸送効率

も一般に向い. しかし産業構造の高度化とともに，お安而からも財に対する多帰化か

進み，同一品植の大量生産から多品種の少理生産への傾向がみられる .-}j流通面に

おいても紅昨を前提とした一括的輸送に代って需要時に応じて少i，lでリアルタイムに

配送するという傾向lがみられる.こうした傾向は市町tで計 った輸送訟には直接的影響

をうえないとしても，輸送の頻度(つまりは交j週間)をt{fl)Jけさせることになる.

純流!fVJ，J，¥] fiで平均出荷ロットをみると製造等では昭和 115， 50， 55年にかけて

11 . 0 5 (トン〉、 11.35， 5.02と大きくなっており輸送屈での効率化を志向して

きたように思える.それに対して卸売業では同時期 1.22， 0.97， 1.02，また

合版業では 6.1 8， 5. 5 5， 5. 0 6と 10年間で出ぷjロットの低下でみられる.ま

たトラックによる出荷のうち o. 5トン末満の占める件数は製造業 56%，卸売業 72 

%，合版業45%(55年調査)と全体に小口の単位が多いが，とくに卸売業におい

ては O.1トン米満のものが実に全体の半数を占めている. しかもこの O. 1トン未満

の小口貨物は 50年から 55年の聞に効率化が進む製造業では 33.6%から 31 . 6 

%へと減少したものの卸売業では 51 . 2 %から 52.5%へ， fr [，ft業では 10.8%か

ら21.7<Voへと若干増加している(以下すべてトラ 1 ク輸送に限っている).また輸

送されている商品の構成(トン)は表-2のようにかなり長期に亘って大幅な変化は

ないが，件数でみると平均ロットの小さい1経理貨物の占める比率がrOiまっている .発

生トン数の内，全品類に占める軽工業品，雑工業品のウェイトは 50年から 55年に

かけて 14 . 3 %から 12.3%に下っているが， ('1:数は逆に 36.6%から 43.3 % 

へと .L.f1.している.また O.1トン未満のロットの占める件数比率は 50年から 55年

にかけて軽_[業で 36.9%から 38.6%へ，雑工業では 56.6%から 61.8 %へ

と大きく増加しており，比較的軽量商品の分野での輸送の多頻度化を示唆している.

表 3には営業用 ・自家用の普通及び小型トラックの実働輸送トン数が示されてい

る.すべての車種で実働輸送トン数の減少がみられるが，比較的，効率的な輸送が可

能な曽通トラックでは減少幅が小さい.一方小型車での減少は著しく，とりわけ輸送

量が絶対械となった"8年を期に急速に低下している.営巣 ・自家用合わせた小型ト

ラ y クの総走行距離は 46年の 700億キロから 56年の 930釘:キロへと 30%増

加したが輸送トン数は 15. 8億トンから 8.1億トンへと、1':減している .平間輸送距

離の!~I加， l!主ちり輸送回数の減少といった要因もあるが， いR走行当りの積載量が

小さくなっていることが要因として大きい.つまり小型巾はより少量の貨物をより多
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表一 3 実働 1日1.当り鎗送トン数

Table. 3 Average tonnage by truck in load 
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表-4 大都市総量産の貨物発生(トラック)

Table. 4 Freight generation in metropolitan 
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くの回数輸送するようになったといえる. m Ijl tl1位で計った愉送の生産性は低下した

ことになるが，財の空間的移動に関して経済社会が求めた始送に対する新しい需要形

態への迎合の結果ともいえるのである . トラ yク実{制 lHi当りの輸送トン数は輸送原

『引なの減少に合わせるかのように低下しており，経済成長とともに輸送の形態も変化

することを物語っている.

4 - 3 人都市地域と貨物輸送

これまでにわが悶の輸送をとりまく経済環境の変化とそれに対する輸送の対応を中

心に巧・えてきたが，それは大都市地域にも同様に妥吋することである.ただ大都市地

以ではこうした傾向がより顕著にみられることであろう .大xwm地域としての東京都

と大阪府のトラメクによる貨物発生状況を示したのがぷ 4である.昭和 55年で全

[!jlに山める比本は各々トン数で 6.0%， 6.7%であるが，件数では 14.0%， 11， 

7%となっており，大都市域では発生する貨物の歪況に比してその件数が伺対的に多

いことを物持っている.またこの傾向は昭和 50年から 55年にかけて強まっている.

したがって先生のロットも小さく製造業で全国備を大きくド回り，卸売業でもかなり

低い. また発生する貨物のうち卸売業と倉庫業からのものが全間平均よりかなり高く，

全出の 23.4%に対して東京都で 38.4%，大阪府で 113. 2 % (トン数で 55年調

1'0 となっており，流通段階での輸送が多いといえる. ー方品頬別にみても，軽量化

が安定し絶対的増加も比較的多く見込まれる軽工業品 ・雑工業品といった都市型産業

の商品の比率がトン数，件数ともに全国平均を上回っており，全樹品の発生件数のう

ちこれら 2つが占める比率は東京都で 52%，大阪府で 45%(55年値)にも達す

る.

このように，小口の貨物をより 多 く発生させる産業及び流通構造をもった大都市域

では， 'Ti fi1で叶った輸送量はさほど大きくなくとも，貨物発生什数， したがって交通

毘は相対的に大きく，またこの傾向が昭和<10年代から 50年代にかけて進行して，

大都巾地域の交通混雑に与えた影響は大きい.ただこのような状況は前述のように交

通サービスに対する社会経済的欲求の新たな表明でもあり， iTrhlでみた輸送面での非

効率化を問題にするだけでけでは十分とはいえない.また人的トリ 1 フにおいても，

業務トリップの増加率は最も大きく(京阪神都市圏パーソントリ yフ55 4 5比)

みられ，物資流動と並んで企業活動に係わる人 ・物の動きか大都市でウェイトを高め

ているといえる.大都市交通計画では，交通を可能な限り減らす応策も要求されるが，

産業活動に伴L、交通量が一層増えやすい構造になっている'p:実もト分考慮する必要が

あるだろう .
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主主

1. )生産面から把握した実質園内総生院をとれば.わが同ではいまだ製造業のウェイ

トは高まっている.

~~ )輸送量は英国，米国の経済要覧，交通統計の他に r'1 1 などに，圏内総生FEは

( 5 )による.輸送量は鉄道，道路，内航7}<述，パイフラインの合計であり， 一覧し

て得られない数値も一部あるが原単位の，..，変化」をみるには差し支えないと思われる.

また関中国ごとに目盛は異なっており，各r!'111lJのfJ;im {立の絶対的水準の比較はできな

し、

a) ~中右個IJ は化学工業品の目盛を . カッコ内はJ:~~-a物の H盛を示す . なお鉱斥品と

特段品は GNPについて，民産物は出来相生yff微(~ ¥ずれも 1970年価格〉につい

てのlJ;i単位である.
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